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日本子ども社会学会 第 23 回大会 プログラム 

 

 
1．期 日  2016 年 6 月 4 日（土）・5 日（日） 2 日間 
2．会 場  琉球大学（千原キャンパス・共通教育棟） 
3．日 程  

  前日 6 月 3 日（金） 

15：00 ～ 16：50  各種委員会（１号館～２号館各教室） 

17：00 ～ 19：00 理事会  （１号館２階大会議室） 

             ※監査につきましては１号館１階 URGCC 推進支援室に

て行います。 

  第１日 6 月 4 日（土） 

9：00 ～      受付（１号館 1階 玄関） 

9：30 ～ 12：00 研究発表Ⅰ (１、２号館 １～２階) 

12：00 ～ 12：50 総会 （１号館１階 1-118 教室） 

12：50 ～ 13：40 昼食  

13：40 ～ 15：40 研究発表Ⅱ（１、２号館１～２階） 

15：50 ～ 17：50 テーマセッション（１号館１～２階） 

18：00 ～ 20：00 懇親会(生協中央食堂） 

 第２日 6 月 5 日（日） 

 9：00 ～      受付（１号館 1階 玄関） 

9：30 ～ 12：00 研究発表Ⅲ(１、２号館 １～２階) 

12：00 ～ 13：20 昼食  

評議会（１号館２階大会議室） 

各種委員会（１、２号館 １～２階） 

13：20 ～ 15：20 公開シンポジウム（１号館１階 1-118 教室） 

15：30 ～ 17：30 ラウンドテーブル（１、２号館 １～２階) 

 
4．大会参加費   一般会員：4000 円 大学院生（会員）：3000 円 

          臨時（当日）会員：4000 円 

5．懇親会     6 月 4 日（土） 琉球大学 中央食堂 

          会費 一般会員：4000 円 大学院生（会員）：3000 円 

6．発表時間 
個人発表：発表 20 分・質疑応答 5 分 
共同発表：発表 40 分・質疑応答 10 分 
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7．発表取り消し 
発表の取り消し、および発表日時の変更は原則として認めていません。発表の取

り消しの場合は、早急にお知らせください。学会ニュースに掲載いたします。 
8．当日発表資料 

 レジュメ等の発表資料を配布される場合は、50 部以上ご用意ください。不足の場合、

大会本部でのコピーはできません。学内及び近隣にコピーできるところはありません。 
9．クローク 

  6 月 4 日（土）、5 日（日）に、18 時まで、１号館１階に用意します。 
なお貴重品はお預かりできませんので、各自でお持ち下さい。 

10．会員休憩室   

２号館 １階 2-100 教室（その他に会員休憩スペースも２箇所準備します） 
11．昼食 

 4 日（土）は学内食堂が営業しています。ただし、メニューは、限定されたものにな

りますので、ご了承下さい。 
 5 日（日）は学内食堂が営業いたしません。大変恐縮ですが各自お弁当を準備いただ

きますようお願いいたします。なお参考までに周辺のコンビニや飲食店の地図を当日

配布いたします。 
12．大会本部 

  URGCC 推進支援室（１号館１階玄関入って右側） 

13．大会実行委員会連絡先 

〒903-0213 沖縄県中頭郡西原町千原１番地（千原キャンパス） 
    琉球大学 大学教育センター 西本裕輝 気付 
    日本子ども社会学会 第 23 回大会実行委員会 
    E-mail：hirokin@lab.u-ryukyu.ac.jp （西本裕輝） 

電話：090-7448-7162（西本携帯） 

電話及び FAX：098-895-8742（URGCC 推進支援室：担当古堅
ふるげん

・宇
う

江
え

城
しろ

）

 

 

※ 要旨集録の pdfによる配布について 

 要旨集録は従来通りの冊子の他、pdf ファイルでも配布いたします。日本子ども社会学会

ホームページに 5 月 25 日頃に掲載する予定です。 
 学会当日は必要な方にのみ冊子の要旨集録を配布する予定ですので、ぜひ pdf ファイル

をご利用ください。 

  

琉球大学へのアクセス 

http://www.u-ryukyu.ac.jp/univ_info/general/access/より
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 琉球大学 構内案内図
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１-１１８教室：研究発表Ⅰ-１部会，総会，研究発表Ⅱ-１部会，テーマセッションⅠ，

　　　　　　　研究発表Ⅲ-１部会，公開シンポジウム，ラウンドテーブルⅢ

大会本部（URGCC推進支援室）：会計監査

受付

クローク

１-２１７教室：研究発表Ⅰ-２部会，研究発表Ⅱ-２部会，

　　　テーマセッションⅡ，研究発表Ⅲ-２部会

大会議室：理事会，ラウンドテーブルⅡ

２-１００教室：会員休憩室（6月5日15:30まで），

　　　ラウンドテーブルⅠ

２-２０１教室：研究発表Ⅰ-３部会，研究発表Ⅱ-３部会，研究発表Ⅲ-３部会

２-２０５教室：研究発表Ⅰ-４部会，研究発表Ⅱ-４部会，研究発表Ⅲ-４部会

　　※ラウンドテーブルの教室は，参加人数により変更になることがあります。
　　※各種委員会の教室は，追ってご連絡いたします。
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理事会，評議会，ラウンドテーブルⅡ



研究発表Ⅰ  
2016 年 6 月 4 日（土） 9 時 30 分～12 時 

１号館 １階 1-118 教室 
                     
Ⅰ－１  【子どもの人権（１）】 

司会 加藤 理（文教大学） 
 
9 時 30 分～9 時 55 分 

労働をめぐる子どもの人権論・権利論の変容 
尾川 満宏（愛媛大学）  
 

9 時 55 分～10 時 20 分 
沖縄の子どもの貧困対策をめぐる動向  

嘉納 英明（名桜大学）  
 

10 時 20 分～10 時 45 分 
 就学前教育を受ける「権利」をめぐって 

－児童養護施設の子どもの幼児期から考える－ 
坪井 瞳（浦和大学） 
 

10 時 45 分～11 時 10 分 
幼児の人権を尊重する保育者の養成とは 
－養成期における実習前後の保育者効力感に関するシステマティックレビューより

香曽我部 琢（宮城教育大学） 
 

11 時 10 分～12 時 
総括討論 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

研究発表Ⅰ 
2016 年 6 月 4 日（土） 9 時 30 分～12 時 

                      １号館 ２階 1-217 教室 
                     
Ⅰ－２  【保育者】 
                       司会 上田 敏丈（名古屋市立大学） 

 
9 時 30 分～9 時 55 分 

「待つ」という保育者の専門性 
吉田 貴子（花園大学）  

 
9 時 55 分～10 時 20 分 

保育者養成校における「児童文化」「子ども文化」の取り扱いにおける問題と課題 
○小島 千恵子（名古屋短期大学） 

       田中 卓也（共栄大学） 
       和田 真由美（姫路大学） 
 
10 時 20 分～10 時 45 分 

保育専攻学生の実態と保育者効力感の関連 
川村 高弘（神戸女子短期大学）  

 
10 時 45 分～11 時 10 分 

保育者の離職と就労の継続 
―育児休業明け保育者の職業的役割の葛藤に着目して― 

中井 雅子（十文字学園女子大学） 
 
11 時 10 分～11 時 35 分  

保育者養成における紙芝居に関する研究 
山本 聡子（名古屋柳城短期大学） 

 
11 時 35 分～12 時  

総括討論 
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研究発表Ⅰ 
2016 年 6 月 4 日（土） 9 時 30 分～12 時 

                      ２号館 ２階 2-201 教室 
                     
Ⅰ－３  【教育問題】  

                         司会 田中 理絵（山口大学） 
 
9 時 30 分～9 時 55 分  
   「子ども主体のいじめ防止・解決プログラム」の研究開発 
        松下 一世（佐賀大学） 
 
9 時 55 分～10 時 20 分  

小学生の外見コンプレックスといじめ被害傾向の関連性の検証 
―仲間集団への関わり方に着目して―  

鈴木 翔（東京大学大学院・秋田大学） 
 
10 時 20 分～10 時 45 分 

小学生における防犯モラルジレンマに関する研究 
宮田 美恵子（順天堂大学） 

 
10 時 45 分～11 時 10 分 

「学校問題」における「子ども／大人」関係の構図と論理 
池田 隆英（岡山県立大学） 

 
11 時 10 分～12 時 

総括討論 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

研究発表Ⅰ 
2016 年 6 月 4 日（土） 9 時 30 分～12 時 

                      ２号館 ２階 2-205 教室 
                     
Ⅰ－４  【教育における多様なニーズ】  
                        司会 片山 悠樹（愛知教育大学） 
 
9 時 30 分～9 時 55 分  

障害のある子どもの放課後生活の場としての放課後等児童デイサービスに関する 
一考察 

三好 正彦（大阪女子短期大学） 
 
9 時 55 分～10 時 20 分  

卒業生が語るフリースクール経験  
藤村 晃成（広島大学大学院） 

 
10 時 20 分～10 時 45 分 

工業高校の職業指導におけるキャリア教育の影 
尾場 友和（大阪商業大学） 

 
10 時 45 分～12 時 

総括討論 
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研究発表Ⅰ 
2016 年 6 月 4 日（土） 9 時 30 分～12 時 

                      ２号館 ２階 2-205 教室 
                     
Ⅰ－４  【教育における多様なニーズ】  
                        司会 片山 悠樹（愛知教育大学） 
 
9 時 30 分～9 時 55 分  

障害のある子どもの放課後生活の場としての放課後等児童デイサービスに関する 
一考察 

三好 正彦（大阪女子短期大学） 
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10 時 20 分～10 時 45 分 

工業高校の職業指導におけるキャリア教育の影 
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総括討論 
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研究発表Ⅱ 
2016 年 6 月 4 日（土） 13 時 40 分～15 時 40 分 

                      １号館 １階 1-118 教室 
                     
Ⅱ－１  【子どもの人権（２）】 

             司会  尾川 満宏（愛媛大学） 
 

13 時 40 分～14 時 05 分  
欧州評議会の「子どもの性的搾取及び性的虐待からの保護に関する条約」に関する 
一考察――条約履行状況及びモニタリング制度に着目して――  

見原 礼子（長崎大学） 
  

14 時 05 分～14 時 30 分  
 日本児童愛護連盟の前姿としての大阪愛護連盟の活動  

和田 真由美（姫路大学） 
 

14 時 30 分～14 時 55 分 
児童養護における「子どもの人権問題」の系譜 
――全養協「子どもの人権を守る集会」（1968‐80 年）の分析から―― 

土屋 敦（徳島大学）  
 

14 時 55 分～15 時 40 分 
総括討論 
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研究発表Ⅱ 
2016 年 6 月 4 日（土） 13 時 40 分～15 時 40 分 

                      １号館 ２階 1-217 教室 
                     
Ⅱ－２  【幼児】 

            司会  香曽我部 琢（宮城教育大学） 
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発表取消 
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幼児の就学前学力と保育者による個性理解との関連性  
髙木 誠一（国際武道大学） 
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現代において「子ども社会」の再生は可能か 
－保育施設における子ども集団の創成に向けて－  

○小川 博久（東京学芸大学（名）） 
      ○岩田 遵子（東京都市大学） 
 
15 時 20 分～15 時 40 分  

総括討論 
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研究発表Ⅱ 
2016 年 6 月 4 日（土） 13 時 40 分～15 時 40 分 

                      ２号館 ２階 2-201 教室 
                     
Ⅱ－３  【教育における語り】  

                       司会 西本 佳代（香川大学） 
                           
13 時 40 分～14 時 05 分  

「教室童話」で語られた望ましい人間像 
――金沢嘉市の低学年・中学年向け童話台本の分析から 

中村 美和子（お茶の水女子大学大学院）  
 
14 時 05 分～14 時 30 分  

休職経験を有する教師のライフヒストリー 
○伊勢本 大（広島大学大学院） 
山田 浩之（広島大学） 

 
14 時 30 分～14 時 55 分 

幼稚園の預かり保育における「公共性」構築過程に関する一考察 
－保育者による語りを手がかりに 

清水 美紀（お茶の水女子大学大学院） 
 
14 時 55 分～15 時 20 分   

幼児の道具使用による自然環境へのかかわりの広がりと深まり（２） 
－「よみたん自然学校（沖縄県読谷村）」の保育実践より－  

○高橋 健介（東洋大学） 
小倉 宏樹（よみたん自然学校） 

請川 滋大（日本女子大学） 
竹村 直記（上智大学大学院） 
 

15 時 20 分～15 時 40 分   
総括討論 

 
 
 
 
 
 
 

研究発表Ⅱ 
2016 年 6 月 4 日（土） 13 時 40 分～15 時 40 分 

                      ２号館 ２階 2-205 教室 
                     
Ⅱ－４  【メディア分析】  
                     司会 馬居 政幸（馬居教育調査研究所） 

 
13 時 40 分～14 時 05 分  

光文社発刊雑誌『少女』に関する読者像と読者の意識形成 
田中 卓也（共栄大学）  

 
14 時 05 分～14 時 30 分  

新聞記事に見る“子どものふれあい動物活動”  
百瀬 ユカリ（大東文化大学） 

 
14 時 30 分～14 時 55 分 

KJ 法型園内研修の現状と課題：保育者向け情報誌の分析から 
○境 愛一郎（宮城学院女子大学） 
中坪 史典（広島大学大学院） 
濱名 潔（まちの保育園） 
保木井 哲史（広島大学大学院） 
 

14 時 55 分～15 時 20 分 
第二の〈子ども〉の誕生から第三の〈子ども〉の誕生へ  

― 戦後日本における子ども像の変化 
山田 浩之（広島大学） 

 
15 時 20 分～15 時 40 分   

総括討論 
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テーマセッションⅠ 
2016 年 6 月 4 日（土）15 時 50 分～17 時 50 分 

                        １号館 １階 1-118 教室 
 

【テーマ】 
子ども・若者と政治 

 
【話題提供者】 

東野 充成（九州工業大学・研究交流委員会委員） 
「子ども・若者の政治参加と子ども観・若者観の転換」 

板山 勝樹（名桜大学） 
「沖縄県の抱える政治的課題と県民の意識」 

 
【指定討論者】 

内田 康弘（名古屋大学大学院生・研究交流委員会委員）  
玉城 愛 （名桜大学学部生）       

 
【ファシリテーター】 

元森 絵里子（明治学院大学・研究交流委員会委員） 
 
【企画趣旨】 
日本では従来、子どもや若者を政治の主体と見なす視点が弱かった。欧米諸国に比べる

と学校教育においても政治に関わる教育は貧弱であった。しかし、ここ数年、子ども・若

者における政治の主体としての側面が急激にクローズアップされている。2015 年 6 月の

公職選挙法改正により、2016 年夏の参議院選挙から選挙権年齢が 20 歳から 18 歳に引き

下げられ、それに伴って成人年齢の引き下げも議論されるようになった。また、2015 年安

全保障関連法案への反対運動では、SEALDs に代表される若者たちの社会運動の盛り上が

りに注目が集まった。特に、本大会の開催地である沖縄では、基地問題という極めて重大

な政治的課題も抱えている。学校教育においては、教科「公共」の創設や主権者教育の必

要性の高まり、高校生の政治活動を容認する動きもみられ、教員や高校生自身がそれらに

どう対応すべきかが教育現場の大きな課題となっている。実際、いくつかの高校ではこう

した流れを受けて校内で模擬選挙を行っており、教育現場ではこの制度的変化に対して切

実な対応が求められている。こうした昨今の社会的動向をふまえ、本テーマセッションで

は、大人／子どもの区分という子ども社会研究における原理的問題を意識しつつ、上記の

制度改革の現状を確認したうえで、それらが教育現場や社会にいかなる影響をもたしうる

のか議論する。 
  

テーマセッションⅡ 
2016 年 6 月 4 日（土）15 時 50 分～17 時 50 分 

                        １号館 ２階 2-217 教室 
 
【テーマ】 

学校化される子ども・若者の身体 
 ―アジアの国々との比較から― 

 
【話題提供者】 

黄 順姫（筑波大学） 
 「日本・韓国の教育が構築する学校的身体と同窓つながり」 
シム・チュン・キャット（昭和女子大学） 

  「学校からみる日本とシンガポールの若者像」 
  南出 和余（桃山学院大学） 
   「バングラデシュ農村社会の「教育第一世代」の子どもたち」 
 
【ファシリテーター】 

針塚 瑞樹（別府大学） 
多賀 太（関西大学・研究交流委員会委員） 

 
【企画】 

渋谷 真樹（奈良教育大学・研究交流委員会委員） 
 
【企画趣旨】 
本学会では、海外の子ども・若者に関する研究の成果が豊富に蓄積されているが、従来の

学会大会では、ともすれば個別の研究成果の発表にとどまり、各国の子ども・若者のあり方

を比較する試みはまだ十分に行われていないように思える。 
そこで、本テーマセッションでは、アジア各国出身の会員や、アジア各国の子ども・若者

を研究している会員から、自身のフィールドと日本とを比較して研究成果を報告していた

だくことにした。 
今回は、各話題提要者から、近代化のタイミングと学歴社会の成熟度がそれぞれ異なる、

韓国、シンガポール、バングラデシュにおける子ども・若者の生活実態や文化についてご報

告いただく。 
そのうえで、フロアの参加者とともに、各国と日本における子ども・若者のあり方の相違

点と共通点や、かれらをめぐる諸問題について、特に社会の「学校化」という視点から議論

してみたい。 
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と学校教育においても政治に関わる教育は貧弱であった。しかし、ここ数年、子ども・若

者における政治の主体としての側面が急激にクローズアップされている。2015 年 6 月の

公職選挙法改正により、2016 年夏の参議院選挙から選挙権年齢が 20 歳から 18 歳に引き

下げられ、それに伴って成人年齢の引き下げも議論されるようになった。また、2015 年安

全保障関連法案への反対運動では、SEALDs に代表される若者たちの社会運動の盛り上が

りに注目が集まった。特に、本大会の開催地である沖縄では、基地問題という極めて重大

な政治的課題も抱えている。学校教育においては、教科「公共」の創設や主権者教育の必

要性の高まり、高校生の政治活動を容認する動きもみられ、教員や高校生自身がそれらに

どう対応すべきかが教育現場の大きな課題となっている。実際、いくつかの高校ではこう

した流れを受けて校内で模擬選挙を行っており、教育現場ではこの制度的変化に対して切

実な対応が求められている。こうした昨今の社会的動向をふまえ、本テーマセッションで

は、大人／子どもの区分という子ども社会研究における原理的問題を意識しつつ、上記の

制度改革の現状を確認したうえで、それらが教育現場や社会にいかなる影響をもたしうる

のか議論する。 
  

テーマセッションⅡ 
2016 年 6 月 4 日（土）15 時 50 分～17 時 50 分 

                        １号館 ２階 2-217 教室 
 
【テーマ】 

学校化される子ども・若者の身体 
 ―アジアの国々との比較から― 

 
【話題提供者】 

黄 順姫（筑波大学） 
 「日本・韓国の教育が構築する学校的身体と同窓つながり」 
シム・チュン・キャット（昭和女子大学） 

  「学校からみる日本とシンガポールの若者像」 
  南出 和余（桃山学院大学） 
   「バングラデシュ農村社会の「教育第一世代」の子どもたち」 
 
【ファシリテーター】 

針塚 瑞樹（別府大学） 
多賀 太（関西大学・研究交流委員会委員） 

 
【企画】 

渋谷 真樹（奈良教育大学・研究交流委員会委員） 
 
【企画趣旨】 
本学会では、海外の子ども・若者に関する研究の成果が豊富に蓄積されているが、従来の

学会大会では、ともすれば個別の研究成果の発表にとどまり、各国の子ども・若者のあり方

を比較する試みはまだ十分に行われていないように思える。 
そこで、本テーマセッションでは、アジア各国出身の会員や、アジア各国の子ども・若者

を研究している会員から、自身のフィールドと日本とを比較して研究成果を報告していた

だくことにした。 
今回は、各話題提要者から、近代化のタイミングと学歴社会の成熟度がそれぞれ異なる、

韓国、シンガポール、バングラデシュにおける子ども・若者の生活実態や文化についてご報

告いただく。 
そのうえで、フロアの参加者とともに、各国と日本における子ども・若者のあり方の相違

点と共通点や、かれらをめぐる諸問題について、特に社会の「学校化」という視点から議論

してみたい。 
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研究発表Ⅲ 
2016 年 6 月 5 日（日） 9 時 30 分～12 時 

                      １号館 １階  1-118 教室 
                     
Ⅲ－１ 【子どもの人権（３）】 

                 司会 嘉納 英明（名桜大学） 
 

9 時 30 分～9 時 55 分 
子ども支援における暴力の否定に関する考察 
―児童養護施設の暴力問題に焦点を当てて― 

山口 季音（至誠館大学） 
 

9 時 55 分～10 時 20 分 
普通の子どもから「障がい児」への変容プロセス  

渡邉 文春（松山大学大学院） 
 

10 時 20 分～10 時 45 分 
フリースクールの制度化と不登校擁護運動 

―「強いマイノリティ」と「弱いマイノリティ」への分化を中心に― 
田中 佑弥（武庫川女子大学） 
 

10 時 45 分～11 時 10 分 
１０代の出産に対する意識からわかること 

梅原 佐知子（東京都立橘高等学校） 
 

11 時 10 分～12 時 
総括討論 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

研究発表Ⅲ 
2016 年 6 月 5 日（日） 9 時 30 分～12 時 

                      １号館 ２階  1-217 教室 
                     
Ⅲ－２ 【異文化と教育】 

            司会 望月 重信（明治学院大学（名）） 
 

9 時 30 分～9 時 55 分 
中国都市部における産育実践の現状とその変化－産育用具を通して 

翁 文静（九州大学）  
 

9 時 55 分～10 時 20 分 
多文化保育の定義に関する研究 

品川 ひろみ（札幌国際大学短期大学部） 
 

10 時 20 分～10 時 45 分 
日本人学校の教員という選択  

作田 良三（松山大学） 
 

10 時 45 分～11 時 10 分 
米国の保育者は日本の幼稚園における「クラス対抗競技」をどのように捉えるのか？ 

中坪 史典（広島大学） 
 

11 時 10 分～12 時 
総括討論 
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研究発表Ⅲ 
2016 年 6 月 5 日（日） 9 時 30 分～12 時 

                      ２号館 ２階  2-201 教室 
                     
Ⅲ－３ 【子どもと家庭・地域】 

                  司会 坪井 瞳（浦和大学） 
 

9 時 30 分～9 時 55 分 
子どもの成育環境における地域ネットワークの拡充に向けて  

春日 清孝（明治学院大学（非）） 
 

9 時 55 分～10 時 20 分 
きょうだい構成は学力に影響を与えるか 

前馬 優策（大阪大学） 
 

10 時 20 分～10 時 45 分 
子どもと地域とのつながりや保護者の学校・地域とのつながりは、子どもの学校生活

にどのような影響を及ぼしているのか？  
○久保田 真功（富山大学） 
白松 賢 （愛媛大学） 
 

10 時 45 分～11 時 35 分 
地域社会と学校の連携に関する義務教育学校教員の意識と行動 
～長野県佐久市と東京都豊島区の小・中学校教員調査を手懸かりに～ 

○岡崎 友典（放送大学（名）） 
○森 俊英（元石巻市立中学校校長） 
○鈴木 秀男（東京都台東区教育委員会） 

 
11 時 35 分～12 時 

総括討論 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

研究発表Ⅲ 
2016 年 6 月 5 日（日） 9 時 30 分～12 時 

２号館 ２階  2-205 教室 
                     
Ⅲ－４ 【教育方法とカリキュラム】 

                       司会 長谷川 祐介（大分大学） 
 
9 時 30 分～9 時 55 分 

教育現場におけるコーチング・アプローチについて  
鳥羽 きよ子（しぎさん看護専門学校） 

 
9 時 55 分～10 時 20 分 

幼保一体化と自己尊重感を育てる保育カリキュラム 
大橋 喜美子（神戸女子大学） 
 

10 時 20 分～11 時 10 分 
デジタル教科書に関する教師と児童・生徒の意識 
―経年比較からそのあり方を考える― 

○武内 清（敬愛大学） 
○浜島 幸司（同志社大学） 
谷田川 ルミ（芝浦工業大学） 
 

11 時 10 分～11 時 35 分 
児童・生徒のデジタル教科書に対する意識 
―使用経験の有無による比較を中心に― 

谷田川 ルミ（芝浦工業大学） 
 

11 時 35 分～12 時 
総括討論 
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2016 年 6 月 5 日（日） 13 時 20 分～15 時 20 分  
１号館 １階 1-118 教室 

公開シンポジウム 
沖縄の子育て事情と子ども・子育て支援新制度への対応 

―学習指導要領改訂論議を視野に― 
 

登壇者：無藤 隆 （白梅学園大学）  
    寳來 生志子（横浜市こども青少年局） 
    宮國 義人（沖縄県教育委員会（前）） 
    末広 尚希（ライオンの子保育園） 
司 会：馬居 政幸（馬居教育調査研究所） 

西本 裕輝（琉球大学） 
                   
 沖縄県は残念ながら、子育てにおいてさまざまな問題を抱えていると言える。学力が低い

ことは知られているが、その背景には、出生率１位の一方で失業率１位、離婚率１位、県民

所得最下位など、子育ての条件の厳しさもあると考えられる。また小学校入学前の１年間、

１年制の公立幼稚園に通い午後から行き場を失ったり二重保育に陥ったりするなど、幼児

教育段階での空白期間が生じる「５歳児問題」という沖縄独自の問題も存在している。 
 そうした中で注目したいのが「子ども・子育て支援新制度」である。平成 24 年８月に成

立した子ども・子育て関連３法に基づくこの制度では、「認定こども園」の充実が重要な柱

の一つとなっており、こども園を充実させることにより空白期間が埋められ、解決する沖縄

の問題も多いと思われる。 
さらに、質の高い保育と教育を共に提供する制度の拡充は、小 1 プロブレムを解決する

スタートカリキュラムを介して、全国の小学校教育に今後求められる新たな資質・能力育成

の方法（アクティブラーニング）や教育課程の在り方（カリキュラムマネージメント）にも

影響すると考える。「学習指導要領改訂論議を視野に」を副題にした理由である。 
 このように、本シンポジウムは、沖縄の抱える保育と学力の問題とそれを解決する可能性

と進むべき方向を議論することを通して、我が国全体が抱える幼児期の保育と教育の課題

について一石を投じることを目的とする。 
 そこで登壇者として、多くの保育・幼児教育と学習指導要領改訂に関わる政府審議会や調

査研究会の座長を務め、我が国の改革をリードする無藤隆氏、横浜市において全国に先駆け

「待機児童ゼロ」を達成し「横浜版接続期カリキュラム」の実践に関わる寳來生志子氏をお

迎えし､子育て新制度の可能性とスタートカリキュラムの課題について論じていただく。 
 また沖縄側からは、保育園を自ら経営し、那覇市みらい会議など、数々の委員を務める末

広尚希氏、幼小連携を推進する沖縄県教育委員会義務教育課から宮國義人氏をお迎えし、沖

縄の現状について報告していただく。 
 以上の登壇者からの提案をふまえ、フロアからの意見もいただきつつ、沖縄ひいては我が

国の子育ての進むべき方向について提案していきたい。 
 

ラウンドテーブルⅠ 
      2016 年 6 月 5 日（日）15 時 30 分～17 時 30 分  

                         ２号館 １階 2-100 教室 
 
申込者氏名・所属 
臼杵 百合子（日本医療保健大学） 
 

テーマ 
 人間教育・心の教育・性教育Ⅱ 
 
１）コーディネーター 
 山田 富秋（松山大学） 
 
２）司会者     
 臼杵 百合子（日本医療保健大学） 
 
３）提案・討論者 
 三角 正明（日本医療保健大学） 
 高木 茂子（雑誌編集者） 
 森居 あかね（臨床心理士・スクールカウンセラー） 
 森田 真弓（旭川市立朝日小学校 養護教諭） 
 宮崎 悦子（学校医 内科医） 
 早崎 里香（小児科医） 
 
 
内容 
前回(2015 年、愛知教育大学)に続いて、「人間教育・心の教育・性教育」について考える

ラウンドテ－ブルです。今回は、全国千校の中学校、高等学校養護教諭への性教育アンケー

ト実施の報告。 
 教育現場からの現状報告、医療現場の現状報告と、多岐にわたり性教育を、心の教育・人

間教育の観点から討論したいと思います。 
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ラウンドテーブルⅠ 
      2016 年 6 月 5 日（日）15 時 30 分～17 時 30 分  

                         ２号館 １階 2-100 教室 
 
申込者氏名・所属 
臼杵 百合子（日本医療保健大学） 
 

テーマ 
 人間教育・心の教育・性教育Ⅱ 
 
１）コーディネーター 
 山田 富秋（松山大学） 
 
２）司会者     
 臼杵 百合子（日本医療保健大学） 
 
３）提案・討論者 
 三角 正明（日本医療保健大学） 
 高木 茂子（雑誌編集者） 
 森居 あかね（臨床心理士・スクールカウンセラー） 
 森田 真弓（旭川市立朝日小学校 養護教諭） 
 宮崎 悦子（学校医 内科医） 
 早崎 里香（小児科医） 
 
 
内容 
前回(2015 年、愛知教育大学)に続いて、「人間教育・心の教育・性教育」について考える

ラウンドテ－ブルです。今回は、全国千校の中学校、高等学校養護教諭への性教育アンケー

ト実施の報告。 
 教育現場からの現状報告、医療現場の現状報告と、多岐にわたり性教育を、心の教育・人

間教育の観点から討論したいと思います。 
 
 
 
 
 
 
 
 

― 21 ―



ラウンドテーブルⅡ 
      2016 年 6 月 5 日（日）15 時 30 分～17 時 30 分 

                         １号館 ２階 大会議室 
 
申込者氏名・所属 
 宮内 洋（高崎健康福祉大学：ただし 2016 年 3 月末まで） 
 
テーマ 
 子どもの貧困：沖縄における若年層をもとに 
 
１）コーディネーター 
 宮内洋（高崎健康福祉大学：ただし 2016 年 3 月末まで） 
 
２）司会者 
 同上 
 
３）登壇者 
①話題提供者：上間 陽子（琉球大学） 
②話題提供者：打越 正行（特定非営利活動法人 社会理論・動態研究所） 
③討論者：新藤 慶（群馬大学） 

 
内容 
 現代日本社会においては主要な問題の一つである子どもの貧困について、参加者ととも

に議論を深めていきたい。そのために、今回の大会開催の地である沖縄県において、若年層

に対する丹念な聞き取り調査を続けている二人の研究者をお招きし、その調査結果を発表

していただき、机上の空論ではなく、その切実な質的調査結果から議論を深めていく。上間

氏には過酷な環境に置かれる若年女性を中心に、一方の打越氏にはそのような若年男性を

中心に報告していただく。ちなみに、打越氏は日本教育社会学会の学会誌のレビューでも大

きく取り上げられたように、実際に暴走族の「パシリ」としてフィールドワークをおこなっ

た国内でも稀有な研究者である。なお、本ラウンドテーブルは一部、JSPS 科研費 25590128
の助成による研究成果に基づいている。 
 
 
 
 
 
 
 
 

ラウンドテーブルⅢ      
2016 年 6 月 5 日（日）15 時 30 分～17 時 30 分 

                         １号館 １階 1-118 教室 
 
申込者氏名・所属 
鬢櫛 久美子（名古屋柳城短期大学） 
 

テーマ 
紙芝居の可能性を探る－次世代への伝承メディア－ 
 

１）コーディネーター 
 鬢櫛 久美子 （名古屋柳城短期大学） 

 
２）司会者 
川北 典子（平安女学院大学） 
 

３）提案者・討論者  
①提案者：沖縄の紙芝居活動家 の方々 
②討論者：堀田 穣（京都学園大学） 
     山本 聡子（名古屋柳城短期大学） 
   

内容 
戦後 70 年を迎えた昨年、沖縄では戦争体験を風化させないように、戦争を語り継ぐメデ

ィアとして、紙芝居を制作し活用している様子が報道されました。戦時下、国策紙芝居とし

て戦争協力に用いられた紙芝居が、今日では平和な社会を希求するメディアとして活用さ

れているのです。紙芝居が「大人から子どもへ」の伝達のすぐれたメディアであることの証

ともいえるでしょう。沖縄で紙芝居活用された方々の実践事例を通して、体験を紙芝居にす

ること、そして演じることの意義についても考えてみたいと思います。 
紙芝居の可能性について、今年も皆さんと語り合いたいと思います。 
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労働をめぐる子どもの人権論・権利論の変容

尾川満宏 (愛媛大学)

１.問題の所在

「子どもの人権」は、しばしば救済・擁護の

対象として語られる。本報告はこの語り方から

いったん距離をとり、「子どもの人権」という

考え方にみられる子どもと人権・権利の接合様

式に焦点を当てることで「子どもの人権」とい

う思想や言説が果たしてきたひとつの機能を

検証したい。

そのために、本報告では労働あるいは労働を

通じた「大人」への移行(トランジション)とい

うフィールドを設定する。近年、子ども・若者

のキャリア形成をめぐる権利論が展開されて

いる。雇用が流動化しキャリア形成が不安定化

するなかで移行過程を歩んでいく子ども・若者

に、将来大人や労働者として権利を十全に行使

できる資質・能力、あるいは主体的に自己を開

発し、学卒後の職業を選択し、労働に携り、社

会的に自立していくために必要な知識や技術

を保障しようというものである。ここで子ど

も・若者は、将来の市民生活や職業生活で自ら

を守るための権利、いわば大人の人権・権利の

行使主体となることが前提されている。彼らと

人権・権利との関係性は、過酷な労働現場から

子どもを解放しかれらにふさわしい「子ども期」

を提供するための理論を組み立てはじめた 19

世紀のそれとは大きく異なっている。

本報告は、子ども・若者と労働をめぐる人権・

権利論のこのような変容を概観していく。そう

して「子どもの人権」思想が日本的トランジシ

ョンの難点を胚胎させた可能性を示すととも

に、近年の権利論的キャリア教育論にみられる

子ども・若者の現在を検討する。

２.「児童労働の排除」をめぐる二つの側面

「児童労働の禁止」は「子どもの人権」擁護

の代表例と考えられてきた。しかし、そうした

主張が興隆した 19 世紀当時、「子どもの権利

は、大人が主張する自立(インディペンデンス)

あるいは自由(フリーダム)といった権利とは

正反対のものであった…子どもの権利とは保

護される権利で、子どもの救済努力の推進によ

くなじむ論理」(Cunningham訳書 2013、p.214)。

今日の「子どもの人権」に含まれるような自己

決定の権利は想定されていなかった。子どもを

工場から引き上げさせて学校や家族で扶養し

教育しはじめたこの段階では、子どもは資本主

義における労働力として自己を開発し位置づ

こうとする主体とはみなされていなかった。

他方、19 世紀までにヨーロッパで児童労働

が減少した主因は経済成長と工業化の進展で

あるとの説は有力である(Nardinelli訳書 1998)。

つまり、産業革命が進むにつれ児童は労働力と

して不十分となったため、資本の側が彼らを工

場から追い出したという。このことが強調する

のは、子どもが保護や教育の観点から大人から

切り離された側面ではなく、経済的な論理のも

と職場から排除された側面である。他方で資本

家たちは、子どもたちが教育を受けた後、労働

力として再び工場へ迎えることを期待してい

た。

３.日本的「トランジション」の制度的成立

同じような状況は日本でも見られた(元森

2014)。20世紀前半には、日本の子どもは資本

の世界や労働の場から放逐され学校へ通うこ

ととなった(労働力から児童へ)。それは学校か

ら職業へ(児童から労働力へ)の移行、すなわち

トランジションの成立契機であった。

しかし、保護と教育の観点から「労働力から

児童へ」と子どもへのまなざしの変容を先導し

た「子どもの権利」思想は、「児童から労働力

へ」というトランジションを射程には入れてい

なかったと考えられる。このことは、1920年代

以降の学校教育に対する「職業指導」の導入過

程からも裏づけられる。学校に囲い込まれた子

どもたちは、職業指導の導入によって制度的な

トランジション(学校から職業への間断なき移

行)を経験させられるようになったものの、ト

ランジションに対応した知識や能力の育成(学

校の職業的レリバンス)はきわめて不十分だっ

た(石岡 2011)。教師たちは児童の卒業後も移行

支援に関わったが、翻って卒業者を保護の対象

とみなす視線を強め、その期間を長期化させた

側面もあろう。

４.トランジションをめぐる難点の胚胎と露呈

児童を労働から遠ざけることは、子どもの世

界や論理を大人の世界や論理から切り離すこ

とと同義だった。「子どもの人権」思想が広ま

り「子ども期」の享受が正統化されるにつれ、

子どもは大人になるという見方に加えて子ど

もは子どもであるという見方のダブルスタン

ダードが成立した。その結果、子どもは「大人

になること」を現在の生活と地続きでなく、異

質な価値観や論理の世界に飛び込む過程とし

て経験するようになった。ここで日本社会は、

子ども・若者から大人へのトランジションをめ

ぐる難点を胚胎した。

ところが、不思議なことに、戦後日本社会は

その難点を十分すぎるほど潜在化させてきた。

若者のスムーズな職業移行を実現する「就職」

システムが順調に機能したためである。

しかし、就職など従来の移行システムが機能

不全と指摘された 2000年代以降、子ども・若

者と労働、人権・権利の三者をめぐる議論の枠

組みは、新たな展開を見せ始めた。それは近年

の権利論的キャリア教育論にみられる「労働に

向け準備する子どもの権利」とでもいいうる枠

組みであり、子ども・若者と大人の人権・権利

を接近させる議論である。そこでは子ども・若

者はいずれ大人・労働者としての社会的役割を

引き受け、付随する諸権利を行使する主体とみ

なされており、「子どもの人権」は強調されな

い。社会経済の変化のなかで、子ども・若者が

いかなる人権・権利を享有しうるのかも変化す

るのである。

５.「子どもの人権」問題から「子どもと人権」

語りの問題へ

労働とトランジションをめぐる子ども・若者

と人権・権利の接合は、彼らを「保護」と「自

律」の間のどこに位置づけるかという大人たち

の解釈や都合に依存してきたといえる。その意

味で「子どもの人権」問題など存在せず、「子

どもと人権」語りの問題があるだけかもしれな

い。

※詳細は当日報告レジュメをご参照ください。

＜主要参考文献＞

Cunningham, H., 2005, Children and Childhood,
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石岡学 2011『「教育」としての職業指導の成立』

勁草書房。

元森絵里子 2014 『語られない「子ども」の近

代』勁草書房。

Nardinelli, C., 1990, Child Labor and the Industrial 

Revolution, Indiana University Press.(＝森本

真美訳 1998『子どもたちと産業革命』平
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の代表例と考えられてきた。しかし、そうした

主張が興隆した 19 世紀当時、「子どもの権利

は、大人が主張する自立(インディペンデンス)

あるいは自由(フリーダム)といった権利とは

正反対のものであった…子どもの権利とは保

護される権利で、子どもの救済努力の推進によ

くなじむ論理」(Cunningham訳書 2013、p.214)。

今日の「子どもの人権」に含まれるような自己

決定の権利は想定されていなかった。子どもを

工場から引き上げさせて学校や家族で扶養し

教育しはじめたこの段階では、子どもは資本主

義における労働力として自己を開発し位置づ

こうとする主体とはみなされていなかった。

他方、19 世紀までにヨーロッパで児童労働

が減少した主因は経済成長と工業化の進展で

あるとの説は有力である(Nardinelli訳書 1998)。

つまり、産業革命が進むにつれ児童は労働力と

して不十分となったため、資本の側が彼らを工

場から追い出したという。このことが強調する

のは、子どもが保護や教育の観点から大人から

切り離された側面ではなく、経済的な論理のも

と職場から排除された側面である。他方で資本

家たちは、子どもたちが教育を受けた後、労働

力として再び工場へ迎えることを期待してい

た。

３.日本的「トランジション」の制度的成立

同じような状況は日本でも見られた(元森

2014)。20世紀前半には、日本の子どもは資本

の世界や労働の場から放逐され学校へ通うこ

ととなった(労働力から児童へ)。それは学校か

ら職業へ(児童から労働力へ)の移行、すなわち

トランジションの成立契機であった。

しかし、保護と教育の観点から「労働力から

児童へ」と子どもへのまなざしの変容を先導し

た「子どもの権利」思想は、「児童から労働力

へ」というトランジションを射程には入れてい

なかったと考えられる。このことは、1920年代

以降の学校教育に対する「職業指導」の導入過

程からも裏づけられる。学校に囲い込まれた子

どもたちは、職業指導の導入によって制度的な

トランジション(学校から職業への間断なき移

行)を経験させられるようになったものの、ト

ランジションに対応した知識や能力の育成(学

校の職業的レリバンス)はきわめて不十分だっ

た(石岡 2011)。教師たちは児童の卒業後も移行

支援に関わったが、翻って卒業者を保護の対象

とみなす視線を強め、その期間を長期化させた

側面もあろう。

４.トランジションをめぐる難点の胚胎と露呈

児童を労働から遠ざけることは、子どもの世

界や論理を大人の世界や論理から切り離すこ

とと同義だった。「子どもの人権」思想が広ま

り「子ども期」の享受が正統化されるにつれ、

子どもは大人になるという見方に加えて子ど

もは子どもであるという見方のダブルスタン

ダードが成立した。その結果、子どもは「大人

になること」を現在の生活と地続きでなく、異

質な価値観や論理の世界に飛び込む過程とし

て経験するようになった。ここで日本社会は、

子ども・若者から大人へのトランジションをめ

ぐる難点を胚胎した。

ところが、不思議なことに、戦後日本社会は

その難点を十分すぎるほど潜在化させてきた。

若者のスムーズな職業移行を実現する「就職」

システムが順調に機能したためである。

しかし、就職など従来の移行システムが機能

不全と指摘された 2000年代以降、子ども・若

者と労働、人権・権利の三者をめぐる議論の枠

組みは、新たな展開を見せ始めた。それは近年

の権利論的キャリア教育論にみられる「労働に

向け準備する子どもの権利」とでもいいうる枠

組みであり、子ども・若者と大人の人権・権利

を接近させる議論である。そこでは子ども・若

者はいずれ大人・労働者としての社会的役割を

引き受け、付随する諸権利を行使する主体とみ

なされており、「子どもの人権」は強調されな

い。社会経済の変化のなかで、子ども・若者が

いかなる人権・権利を享有しうるのかも変化す

るのである。

５.「子どもの人権」問題から「子どもと人権」

語りの問題へ

労働とトランジションをめぐる子ども・若者

と人権・権利の接合は、彼らを「保護」と「自

律」の間のどこに位置づけるかという大人たち

の解釈や都合に依存してきたといえる。その意

味で「子どもの人権」問題など存在せず、「子

どもと人権」語りの問題があるだけかもしれな

い。

※詳細は当日報告レジュメをご参照ください。
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沖縄の子どもの貧困対策をめぐる動向  
―2015 年度を中心に―  

 
嘉納英明（名桜大学）  

 
１．はじめに 
 山形大学の戸室健作准教授（社会政策論）

による調査では、実に沖縄では、3 世帯に
1 世帯以上が貧困という結果（37.5％）を
公表した。沖縄県調査の貧困率（29.9％）
とは異なるものの、戸室の指摘は、あらた

めて、沖縄の子どもの置かれている状況の

厳しさを示しただけではなく、保護者のワ

ークングプアや非正規雇用率の高さ、生活

保護受給対象者の世帯が制度から排除され

ている深刻な状況を示した。また、琉球新

報と高教組合同の調査では、高校生の「昼

食困窮」や校納金が払えない実態、家計を

助けるためにアルバイト漬けの日常が報告

された。 
 本報告は、子どもを取り巻く状況が厳し

いと言われている沖縄県の貧困対策に焦点

をあて、特に、2015年度を中心に、どのよ
うな議論と施策展開が行われようとしてい

るのを検討する。 
 
２．県内の子ども支援の動向―「子ども食

堂」の開設― 
 2015年度の県内の顕著な動きは、「子ど
も食堂」の設立である。「現実の目の前の子

どもに何が必要であるのか、何が出来るか。」

という問題意識は、沖縄市の子ども食堂（キ

ッズももやま食堂）の開設に続き、那覇市

や浦添市等を含め、県内 12 ケ所で運営さ
れている。子どもが食卓を囲み、交流する

「子ども食堂」や行き場のない子どもが集

う「居場所」は、県内で次々と開所し、様々

な課題を抱える子どもの支援の場として機

能している。これら「子ども食堂」や「居

場所」は、NPOやボランティア団体が担い、

食糧や寄付金等で運営されている。継続的

な運営のためにも、行政の支援は欠かせな

いものとなっている。 
 
３．公的扶助研究全国セミナーの開催 
 子どもの貧困問題が全国的な課題になっ

ている中で開催された、「第 48回公的扶助
研究全国セミナー」（於：宜野湾市民会館、

沖縄国際大学）は、最も注目度が高かった。

セミナー初日の山内優子（沖縄大学非常勤

講師、元沖縄県中央児童相談所長）の記念

講演は、戦後の沖縄は米国占領下にあった

ために児童福祉を含む社会福祉に関する法

制度の整備が遅れたこと、基地被害や米軍

犯罪により子どもの人権が著しく侵害され

たこと、復帰後においても、沖縄の児童福

祉行政の貧困と本土との格差が埋まらない

ままになっていると報告した。特に、山内

は、夜間保育所の設置率の低さ、母子生活

支援施設の不十分さを指摘している。セミ

ナーでは、数多くのレポートが発表された

が、沖縄の貧困問題についての報告（安里

長従「沖縄の貧困～その特徴と課題～」）は、

生活保護世帯の補足率の低さ、地域コミュ

ニティーへの参加の弱さ、欠食児童生徒の

存在が指摘され、こうした沖縄の貧困問題

は、沖縄戦による荒廃と米軍統治、基地経

済と沖縄経済の脆弱性、社会保障制度の整

備の遅れ等、構造的な問題に起因している

としている。 
 
４．2016年度県政運営方針と県子どもの貧
困対策推進計画 
(1)2016年度県政運営方針 

 2016 年度の翁長知事の県政運営方針

（2016 年 2 月 17 日発表）は、「沖縄県の
子どもの貧困が深刻な状況にあり、貧困の

世代間連鎖の防止などが大きな課題におり

ますが、これらの解決に向けて全力で取り

組んでまいります」と述べ、県政の重要課

題として位置づけている。運営方針の「沖

縄の『幸せ』を拓く―生活充実プラン―」

では、「子育て・高齢者施策の推進」を設け、

「『県子どもの貧困対策推進計画（仮称）』

に基づき、子どものライフステージに即し

て切れ目のない総合的な子どもの貧困対策

を推進します」と宣言し、要保護児童等へ

の支援、ひとり親家庭の自立支援にも引き

続き取り組む姿勢を鮮明にした。 
 (2)県子どもの貧困対策推進計画 
県政運営方針で明記された、「沖縄県子ど

もの貧困対策推進計画」（以下、「推進計画」

と略）は、沖縄の子どもの貧困率 29.9%を
公表した。「推進計画」は、「第 1章 計画

の策定にあたって」「第 2 章 子どもの貧

困を取り巻く現状と課題」「第 3 章 指標

の改善に向けた当面の重点施策」「第 4 章 

子どもの貧困に関する調査研究」「第 5 章 

連携推進体制の構築」から構成されている。 
 

５．子どもの貧困対策の方向性 
 参議院議員の島尻安伊子（内閣府特命担

当大臣／沖縄及び北方対策）は、2016年度
の沖縄振興予算に子どもの貧困対策費とし

て 10億円（沖縄子供の貧困緊急対策事業、
補助率 10/10）を追加した。同対策事業費
は、子どもの貧困対策支援員の配置と子ど

もの居場所の運営支援に充てられる。支援

員は、県域で 100名の採用を予定し、各地
域の現状を把握し、学校や学習支援施設、

居場所づくりを行う NPO 等の関係機関と
の情報共有や、子どもを支援につなげるた

めの調整を行う役割を担う目的で配置され

る予定であるが、専門性を有した人材を確

保できるのか、待遇改善が図られるのか、

人材の質保障を担保する研修が確立される

のか、検討すべき課題もある。居場所につ

いては、地域の実情に応じて、食事の提供

や共同での調理、生活指導、学習支援を行

うとともに、キャリア形成等の支援を随時

行うことを目指している。居場所の運営主

体は NPO や児童館、市民団体等を幅広く
想定し、すでに運営している子ども食堂も

対象になる。親が夜間に働いている子ども

の深夜徘徊（はいかい）を防ぐため夜間ま

での開所や、車での送り迎えも視野に入れ

ている。また、島尻大臣は、貧困問題に取

り組む市民団体や県内の 11 高等教育機関
との懇談会を重ね、琉球大学内に学生ボラ

ンティアセンター（仮称）の創設を提案し

た。同センターは、学習支援教室や子ども

食堂、子ども向けアクティビティへ学生を

派遣するというものである。 
 
６．おわりに 
貧困問題の根本は、低所得の世帯収入を

安定的に引き上げる施策の展開である。そ

の意味からすると、勤労者の所得増加のた

めには、最低賃金の上昇、企業誘致等の沖

縄の経済政策や産業振興政策が不可欠であ

る。産業振興による財政の安定と諸施策の

展開により、子どもの貧困対策は進む。し

かしながら、先の「推進計画」には、こう

した視点からの子どもの貧困対策に関する

言及はない。子どもの貧困は大人の貧困で

あり、社会の貧困である。沖縄社会の貧困

の克服を目指していく議論を積み重ねる必

要がある。また一方で、沖縄の貧困問題は、

沖縄戦とそれに続く米軍占領という構造的

にとらえる主張がなされ、沖縄振興開発も

福祉や教育に対しては補助率が低いという

指摘もある。沖縄の貧困問題を歴史的な問

題として位置付けながら議論し、効果的な

支援体制の構築が求められているといって

よいだろう。子どもの貧困問題は国内の社

会問題として浮上し、自治体の新年度予算

にも反映されている。具体的な政策に対し

て効率的に予算を充て、その効果の程を検

証することも大切である。 
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続き取り組む姿勢を鮮明にした。 
 (2)県子どもの貧困対策推進計画 
県政運営方針で明記された、「沖縄県子ど

もの貧困対策推進計画」（以下、「推進計画」

と略）は、沖縄の子どもの貧困率 29.9%を
公表した。「推進計画」は、「第 1章 計画

の策定にあたって」「第 2 章 子どもの貧

困を取り巻く現状と課題」「第 3 章 指標

の改善に向けた当面の重点施策」「第 4 章 

子どもの貧困に関する調査研究」「第 5 章 

連携推進体制の構築」から構成されている。 
 

５．子どもの貧困対策の方向性 
 参議院議員の島尻安伊子（内閣府特命担

当大臣／沖縄及び北方対策）は、2016年度
の沖縄振興予算に子どもの貧困対策費とし

て 10億円（沖縄子供の貧困緊急対策事業、
補助率 10/10）を追加した。同対策事業費
は、子どもの貧困対策支援員の配置と子ど

もの居場所の運営支援に充てられる。支援

員は、県域で 100名の採用を予定し、各地
域の現状を把握し、学校や学習支援施設、

居場所づくりを行う NPO 等の関係機関と
の情報共有や、子どもを支援につなげるた

めの調整を行う役割を担う目的で配置され

る予定であるが、専門性を有した人材を確

保できるのか、待遇改善が図られるのか、

人材の質保障を担保する研修が確立される

のか、検討すべき課題もある。居場所につ

いては、地域の実情に応じて、食事の提供

や共同での調理、生活指導、学習支援を行

うとともに、キャリア形成等の支援を随時

行うことを目指している。居場所の運営主

体は NPO や児童館、市民団体等を幅広く
想定し、すでに運営している子ども食堂も

対象になる。親が夜間に働いている子ども

の深夜徘徊（はいかい）を防ぐため夜間ま

での開所や、車での送り迎えも視野に入れ

ている。また、島尻大臣は、貧困問題に取

り組む市民団体や県内の 11 高等教育機関
との懇談会を重ね、琉球大学内に学生ボラ

ンティアセンター（仮称）の創設を提案し

た。同センターは、学習支援教室や子ども

食堂、子ども向けアクティビティへ学生を

派遣するというものである。 
 
６．おわりに 
貧困問題の根本は、低所得の世帯収入を

安定的に引き上げる施策の展開である。そ

の意味からすると、勤労者の所得増加のた

めには、最低賃金の上昇、企業誘致等の沖

縄の経済政策や産業振興政策が不可欠であ

る。産業振興による財政の安定と諸施策の

展開により、子どもの貧困対策は進む。し

かしながら、先の「推進計画」には、こう

した視点からの子どもの貧困対策に関する

言及はない。子どもの貧困は大人の貧困で

あり、社会の貧困である。沖縄社会の貧困

の克服を目指していく議論を積み重ねる必

要がある。また一方で、沖縄の貧困問題は、

沖縄戦とそれに続く米軍占領という構造的

にとらえる主張がなされ、沖縄振興開発も

福祉や教育に対しては補助率が低いという

指摘もある。沖縄の貧困問題を歴史的な問

題として位置付けながら議論し、効果的な

支援体制の構築が求められているといって

よいだろう。子どもの貧困問題は国内の社

会問題として浮上し、自治体の新年度予算

にも反映されている。具体的な政策に対し

て効率的に予算を充て、その効果の程を検

証することも大切である。 
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就学前教育を受ける「権利」をめぐって 

―児童養護施設の子どもの幼児期から考える― 
坪井 瞳 （浦和大学） 

 
1. 問題の所在 －幼児期はブラックボックス― 

 現在、就学前の教育を受ける子どもの割合は、就

学前教育は義務化でないにもかかわらず、1・2歳
児39.5%、3歳児89.5%、4・5歳児100%（保育
白書2015）と、もはや準義務化の様相を呈してい
る。国際的に見ても、就学前教育義務化の流れや、

OECD（2006）、Heckman（2013）など、幼児期
の教育の重要性が認識されつつある。特にそこでは

西欧諸国での包摂と排除概念も含みつつ、就学前教

育の充実により、困難な成育環境におかれた子ども

たちがその後の人生のリスクの回避に資する可能性

が大きく、社会的包摂や社会経済格差解消の方策の

一つとして就学前教育を捉えている。では、日本に

おいてその視点は共有されているであろうか。就学

後に関する調査研究は、主に教育社会学領域におい

て蓄積はあるが、幼児期に絞ったもの、ことさら困

難な成育環境に置かれた幼児という層に絞ったもの

は、管見の限り存在しない（中略、当日発表参照）。 
本発表では、以下の方法により実施した児童養

護施設の幼児期に関する調査の一部を報告する。 
児童養護施設内の幼児の割合は、厚労省による

全国調査（2014）では13.4％、本調査（2015）で
は16.0%を占めており、看過できない存在であろ
う。なお、ここでの就学前教育とは、小学校就学前

の子どもの保育施設における教育・保育活動を示す

（保育所・幼稚園・認定こども園での教育はほぼ同

じ内容が国において定められている）。 
2. 方法 ―質問紙調査＋インタビュー調査― 

質問紙調査は 2015年 10月に全国 601施設に送
付、回答数は 195施設（回収率 32.4％）であった。
インタビュー調査は 2016年 3～9月にかけ実施中。
質問紙においてインタビュー調査への協力を募り、

15施設の協力を得られた。2016年 5月現在、6施
設分を実施した。 
3. 結果 

児童養護施設の幼児の日中の居場所に関する割

合は、以下の表1の通りである。先に示した一般
家庭の4・5歳児の就園率が100%であることと対
比すると、児童養護施設の4・5歳児の就園率は
87.8%と、約12ポイントも低いことが分かる。 

 
その約12ポイントの内実を見てみると、施設内
保育6.4%、その他5.7%である。施設内保育とは、
児童養護施設内で職員が保育を行っている状態を指

す。その保育内容については、保育計画を立案し活

動を実施している施設もあれば、家庭で子どもが過

ごすようにただのんびりと過ごす時間の施設などい

くつかのパターンが存在するが、それらの詳細につ

いては別稿に譲る。 
 以下では、施設外での就園状況について確認して

いくが、まずは一般家庭における就学前教育の選択

方式を以下の表2にて確認したい。 

 
 ここでの「保育を必要とする」とは、「市町村

は、この法律及び子ども・子育て支援法の定めると

ころにより、保護者の労働又は疾病その他の事由に

より、その監護すべき乳児、幼児その他の児童につ

いて保育を必要とする場合において、次項に定める

ところによるほか、当該児童を保育所において保育

しなければならない」（児福法第24条、下線は筆
者）ことを示している。その中の「その他の事由」

とは、虐待・DV・要支援家庭、障害児等の優先利
用を指す。「優先」の対象や基準は市区町村に委ね

られており、「弾力的」もしくは「グレーゾーン」

の運用となっている。 
＜保育所 ―「二重措置」という捉え―＞ 

表1に示される通り、保育所の利用は各年齢に
おいてほぼゼロに近い。これは何を示すのか。予備

調査（2014）段階で「児童養護施設・保育所とも
に児童福祉施設に属しており、同時利用はいわゆる

『二重措置』状態になるから」との理由で保育所利

＜表1：児童養護施設の幼児の日中の居場所・年齢別割合＞　      n=1237

2歳未満児 2歳児 3歳児 4歳児 5歳児
施設内保育 40.0 76.5 39.3 9.6 3.5
保育所 0.0 0.7 0.0 3.6 3.7
幼稚園 0.0 3.9 40.6 70.9 77.4
認定こども園 0.0 0.7 5.2 9.6 7.7
その他保育施設 0.0 0.0 0.6 1.1 1.5
不明 60.0 18.3 14.3 5.2 6.2

合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

→その他保育施設内訳：　子ども発達支援センター通所1、聾学校幼児部1、障害者施設1

0歳児～2歳児

3歳児～5歳児

「保育を必要とする」 「保育を必要としない」

保育所・

認定こども園（保育所部分）

保育所・

認定こども園（保育所部分）

幼稚園・

認定こども園（幼稚園部分）

＜表2：一般家庭における就学前教育の選択 （認可施設のみ掲載）＞

用を避けている回答を得た。 

 
そこで今回の本調査（2015）において、改めて
のその理由に関する質問項目を設定したところ、上

記図1に示す回答を得た。「自主規制」「関係機関
からの指導」が7割強を占めており、そこでは
「自主規制」、そして関係機関からの「牽制」が働

いているとも捉えることができる。先の「保育を必

要とする」という児福法の文言の解釈がここでの焦

点となるだろう。まず、児童養護施設には保育士が

配置されているとの解釈。他方、あくまで施設は家

庭の代替と捉えると、施設職員は保護者であり、幼

児の養育以外の職務もある職員は「保護者の就労」

状態にあるとの解釈。さらに、市区町村にもよるが

「その他の事由」に児童養護施設の幼児の成育歴が

当てはまるとの解釈も可能ではないだろうか。ちな

みに、制度上「二重措置」という文言も、児童福祉

施設を併用することを禁ずる制度は見当たらない。 
＜幼稚園 ―「選抜」の様相―＞ 

 保育所と相対して就園先のトップは幼稚園であ

る。図2に示される通り、私立幼稚園の利用が特
に多いことがわかる。私立幼稚園を利用する施設へ

のインタビューの際、以下の回答があった。 
「“児童養護施設の子ども”というだけで受け入れを拒否さ

れることが多く、入園を許可してくれる園を探すことに必

死」（A施設） 「入園しても、他の子ども（一般家庭）も

起こすようなトラブル、例えば先生を独り占めしたり、トラ

ブルの際につい手が出てしまったりなどのことで、園から

『困ってしまいます』と電話がかかってきたり、その理由か

ら次年度の受け入れを断られてしまったり」（B施設） 
入園先の確保も、ようやく入園できても受け入

れの困難、はたまた入園も拒まれるなどの困難が伺

われる。もちろん、これらは施設側の捉えであり、

園側の事情や理由も聞く必要もある。が、「幼稚園

は、親の選択と園側の選考基準に『合格』した子ど

もが、園との直接契約によって入園する仕組みであ

る。そのため、保育保障については、市町村を始め

公の実施義務はないということができる」(保育白
書2015, p33)という現在の入園システムも含めて

考えると、「園側の『選抜』によって、はじめて就

園が可能となる」とも捉えられるであろう。 

 
＜認定こども園 ―園数が少、3歳児以上は幼と同―＞ 

制度化されたものの、認定こども園は未だ全国

で2836園（内閣府、2015）と保育所・幼稚園に比
べ圧倒的に少ない。一般家庭においても保育所・幼

稚園利用がメインで、中でも3歳未満児は「保育
を必要とする」場合でなければ利用ができず、結果

的に3歳児以上の利用に限られている。それゆ
え、利用条件については幼稚園と変わりない。 
＜不明 ―障害児の居場所の示唆―＞ 

「不明」の割合は各年齢において一定数存在し、特

に3歳未満児の割合が高い。幼稚園就園が多数で
あることを考慮すると、就園年齢は3歳児以上で
ある。（質問紙設計上の不具合で）施設内での計画を立

てずに施設内で過ごしている場合、「施設内保育」

としてカウントをしなかった施設もあるとも考えら

れる。そしてもう一つ考えられることは、障害児の

存在である。本調査では「手帳あり」が10.3%、
「手帳あり＋疑いあり」が25.9%と、一般に比べ
て高い割合にある。推測の域を出ないが、幼稚園で

の選抜の様相からも、就園の難しさがあるのではな

いだろうか。障害児の就園先には、特別支援学校幼

稚部もあるが、各県に2・3校程度と少数である。
また、児童発達支援センターなどの障害児通所施設

も、先の保育所と同様に児童福祉施設であり、前述

の状況の可能性も考えることができる。 
4. 結論 ―包摂の中の排除― 

就園先の選択において、施設側の自主規制や関

連機関の牽制などにより、就園の幅が狭い、もしく

は選択肢のない状況にあると言えよう。そこでは、

幼児らは社会的養護という包摂の中に在りながら

も、準義務化している就学前教育では排除の状態に

あるという示唆が得られる（詳細は当日資料参照）。 
■本研究は、科学研究費補助金(C) No.26381142（代表：坪
井 瞳）によるものである 
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児童養護施設内で職員が保育を行っている状態を指

す。その保育内容については、保育計画を立案し活

動を実施している施設もあれば、家庭で子どもが過

ごすようにただのんびりと過ごす時間の施設などい

くつかのパターンが存在するが、それらの詳細につ
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方式を以下の表2にて確認したい。 

 
 ここでの「保育を必要とする」とは、「市町村

は、この法律及び子ども・子育て支援法の定めると

ころにより、保護者の労働又は疾病その他の事由に

より、その監護すべき乳児、幼児その他の児童につ

いて保育を必要とする場合において、次項に定める

ところによるほか、当該児童を保育所において保育

しなければならない」（児福法第24条、下線は筆
者）ことを示している。その中の「その他の事由」

とは、虐待・DV・要支援家庭、障害児等の優先利
用を指す。「優先」の対象や基準は市区町村に委ね

られており、「弾力的」もしくは「グレーゾーン」

の運用となっている。 
＜保育所 ―「二重措置」という捉え―＞ 

表1に示される通り、保育所の利用は各年齢に
おいてほぼゼロに近い。これは何を示すのか。予備

調査（2014）段階で「児童養護施設・保育所とも
に児童福祉施設に属しており、同時利用はいわゆる

『二重措置』状態になるから」との理由で保育所利

＜表1：児童養護施設の幼児の日中の居場所・年齢別割合＞　      n=1237

2歳未満児 2歳児 3歳児 4歳児 5歳児
施設内保育 40.0 76.5 39.3 9.6 3.5
保育所 0.0 0.7 0.0 3.6 3.7
幼稚園 0.0 3.9 40.6 70.9 77.4
認定こども園 0.0 0.7 5.2 9.6 7.7
その他保育施設 0.0 0.0 0.6 1.1 1.5
不明 60.0 18.3 14.3 5.2 6.2

合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

→その他保育施設内訳：　子ども発達支援センター通所1、聾学校幼児部1、障害者施設1

0歳児～2歳児

3歳児～5歳児

「保育を必要とする」 「保育を必要としない」

保育所・

認定こども園（保育所部分）

保育所・

認定こども園（保育所部分）

幼稚園・

認定こども園（幼稚園部分）

＜表2：一般家庭における就学前教育の選択 （認可施設のみ掲載）＞

用を避けている回答を得た。 

 
そこで今回の本調査（2015）において、改めて
のその理由に関する質問項目を設定したところ、上

記図1に示す回答を得た。「自主規制」「関係機関
からの指導」が7割強を占めており、そこでは
「自主規制」、そして関係機関からの「牽制」が働

いているとも捉えることができる。先の「保育を必

要とする」という児福法の文言の解釈がここでの焦

点となるだろう。まず、児童養護施設には保育士が

配置されているとの解釈。他方、あくまで施設は家

庭の代替と捉えると、施設職員は保護者であり、幼

児の養育以外の職務もある職員は「保護者の就労」

状態にあるとの解釈。さらに、市区町村にもよるが

「その他の事由」に児童養護施設の幼児の成育歴が

当てはまるとの解釈も可能ではないだろうか。ちな

みに、制度上「二重措置」という文言も、児童福祉

施設を併用することを禁ずる制度は見当たらない。 
＜幼稚園 ―「選抜」の様相―＞ 

 保育所と相対して就園先のトップは幼稚園であ

る。図2に示される通り、私立幼稚園の利用が特
に多いことがわかる。私立幼稚園を利用する施設へ

のインタビューの際、以下の回答があった。 
「“児童養護施設の子ども”というだけで受け入れを拒否さ

れることが多く、入園を許可してくれる園を探すことに必

死」（A施設） 「入園しても、他の子ども（一般家庭）も

起こすようなトラブル、例えば先生を独り占めしたり、トラ

ブルの際につい手が出てしまったりなどのことで、園から

『困ってしまいます』と電話がかかってきたり、その理由か

ら次年度の受け入れを断られてしまったり」（B施設） 
入園先の確保も、ようやく入園できても受け入

れの困難、はたまた入園も拒まれるなどの困難が伺

われる。もちろん、これらは施設側の捉えであり、

園側の事情や理由も聞く必要もある。が、「幼稚園

は、親の選択と園側の選考基準に『合格』した子ど

もが、園との直接契約によって入園する仕組みであ

る。そのため、保育保障については、市町村を始め

公の実施義務はないということができる」(保育白
書2015, p33)という現在の入園システムも含めて

考えると、「園側の『選抜』によって、はじめて就

園が可能となる」とも捉えられるであろう。 

 
＜認定こども園 ―園数が少、3歳児以上は幼と同―＞ 

制度化されたものの、認定こども園は未だ全国

で2836園（内閣府、2015）と保育所・幼稚園に比
べ圧倒的に少ない。一般家庭においても保育所・幼

稚園利用がメインで、中でも3歳未満児は「保育
を必要とする」場合でなければ利用ができず、結果

的に3歳児以上の利用に限られている。それゆ
え、利用条件については幼稚園と変わりない。 
＜不明 ―障害児の居場所の示唆―＞ 

「不明」の割合は各年齢において一定数存在し、特

に3歳未満児の割合が高い。幼稚園就園が多数で
あることを考慮すると、就園年齢は3歳児以上で
ある。（質問紙設計上の不具合で）施設内での計画を立

てずに施設内で過ごしている場合、「施設内保育」

としてカウントをしなかった施設もあるとも考えら

れる。そしてもう一つ考えられることは、障害児の

存在である。本調査では「手帳あり」が10.3%、
「手帳あり＋疑いあり」が25.9%と、一般に比べ
て高い割合にある。推測の域を出ないが、幼稚園で

の選抜の様相からも、就園の難しさがあるのではな

いだろうか。障害児の就園先には、特別支援学校幼

稚部もあるが、各県に2・3校程度と少数である。
また、児童発達支援センターなどの障害児通所施設

も、先の保育所と同様に児童福祉施設であり、前述

の状況の可能性も考えることができる。 
4. 結論 ―包摂の中の排除― 

就園先の選択において、施設側の自主規制や関

連機関の牽制などにより、就園の幅が狭い、もしく

は選択肢のない状況にあると言えよう。そこでは、

幼児らは社会的養護という包摂の中に在りながら

も、準義務化している就学前教育では排除の状態に

あるという示唆が得られる（詳細は当日資料参照）。 
■本研究は、科学研究費補助金(C) No.26381142（代表：坪
井 瞳）によるものである 
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幼児の人権を尊重する保育者養成とは 

―養成期における実習前後の保育者効力感に関するシステマティック・レビューより― 
香曽我部琢（宮城教育大学） 

 
１．問題と現状 

幼児期における人権教育の重要性 
1994年の国連総会において、それ以降の 10

年間を「人権教育のための国連 10年1」とする

ことが決議された。日本においても、95 年に
人権教育のための国連 10 年推進本部2を閣議

決定し、創設した。そして、翌年 96年に日本
における人権教育の国内行動計画（中間まとめ）

を策定した3。98年には「人権」について、「人々
が生存と自由を確保し、それぞれの幸福を追求

する権利」と定義された。（人権擁護推進審議

会答申，19994）。 
96年の人権教育の行動計画では、(１)学校教

育における人権教育の推進として、幼児期から

青年期における人権教育の推進がその大きな

柱の一つとして示された。とくに、幼児期の人

権教育の在り方については、「幼児の発達の特

性を踏まえ、人権尊重の精神の芽生えを育むこ

とに努める」ことの重要性が示唆された。 
幼児への具体的な人教育実践とは 
 96 年の段階では、幼児期における人権教育
の重要性については示されたものの、具体的な

方策についてはまだ示されていなかった。そこ

で、「人権教育の指導方法等の在り方について

5」が第１次(2003)、第 2次(2005)、第 3次(2007)
と段階的に示される中で、より具体的な提言が

されてきた。とくに、第 3次では、「第 2章第
2節人権教育の指導内容と指導方法」について
示し、「3．指導方法の在り方(4)児童生徒の発達
段階を踏まえた指導方法の工夫」の中で、 

 
の原型ともいえるものを獲得していく。また、相手

との情緒的な絆によって自分の存在に安心感

を持つ傾向が認められる。幼児は、特定の友人

の存在を拠り所にして人との関わりを広げてい

く。さらに、表情から他者の情緒を理解し、生活

の繰り返しの中で、物や出来事に関連させて友

人を認知するため、表面的な理解に止まる傾

向がある。幼児にとっては、生活の場自体が学

びの場であり、人権感覚の芽生えの場でもある。 

 こうした幼児期の特徴を踏まえて、遊びを中心

とする生活の場で、自分を大切にする感情とと

もに、他の人のことも思いやれるような社会的共

感能力の基礎を育むという視点が必要である。 
と示し、 
(a) 遊びの中での友達とのかかわりが重要で
あること、 

(b) そのかかわりによって他者を理解する力
を身に付けること、 

(c) 生活の場自体が学びの場で、人権感覚の芽
生えの場 

とより具体的な指導方法が示された。 

保育所保育指針と人権保育 

玉置(2005)6は、厚労省が示した保育所保育

指針においても、その「保育の方法 カ 子ど

もの人権に十分配慮するとともに、文化の違い

を認め、互いに尊重する心を育てるようにする

こと」と示した。」と述べられ、人権保育が保

育指針に影響を与えていることを示した。そし

て、人権保育を実践においてどのように実現し

ていくべきか検討を行っている。 

そして、玉置 (2005)は自らがその著書

(2001)7で示した①差別に対抗する反差別のイ

「幼児期は、自他の認識や自意識は明確ではな

いが、他者の存在に気付く時期であり、遊びを中

心にして友達との関わり合いの中で、社会性の原 

メージを育てる。 

②きめ付けを許さない仲間関係をどう作るか 

③遊びの中での人権の保育 

④人権の感性を支える人間としての育ち 

⑤被差別の子供の保育権の保障 

以上５つの柱の重要性を示し、この示唆が

2005 年の時点においても十分通用する事項で

あると述べている。そして、この柱に沿って、

人権保育の目標を提示し、その実践構造の基礎

を仮説的に提案している。 

人権保育を実現する保育者の専門的力量とは 

 さらに、玉置(2005)の論考では、「自己主張

しない子どもへの援助」や「困っている子ども

への対応」など人権保育を実現する保育者の専

門的力量について示されている。先に示したよ

うな専門的力量については、人権保育の文脈以

外でもその必要性が強く認識され、その専門的

力量を高めることが求められてきた。例えば、

引っ込み思案な幼児への援助については、原野

(1992)8がその社会的相互作用の維持に焦点を

当てた研究を行い、金子(2015)9が引っ込み思

案な子どもへの話かけ方・話の聴き方について

その専門的力量についてより具体的に示唆し

ている。 

普段私たちが保育者の専門的力量と呼んで

いる様々な能力、技能の中で、人権保育を実現

するために用いられるものが混在している現

状が見られる。そのため、保育者が人権保育を

実現する専門的力量がどのように身について

きたのか、そのプロセスについては研究の対象

1 国際連合(1994)第 49回総会における決議 
2 内閣府(1995)閣議決定 
3 推進本部(1996)人権教育のための国連 10年
に関する国内行動計画(中間まとめ) 
4 文部科学省(1999)人権擁護推進審議会答申 
5 文部科学省が 2003、2005、2007年に提言 
6 玉置哲淳(2005)子どもの目線にたった人権
保育の目標の検討（１），エデュケア 26，
pp.27-46 
7 玉置哲淳(2001)人権保育とはなにか？－そ

とされてこなかった。そこで、本研究では、人

権保育を実現するために保育者に求められる

専門的力量がどのようにして身についてきた

のか、とくに養成期に焦点を当てて、その成長

プロセスについて検討を行う。 

 

２．研究目的と方法 

研究目的 

本研究では、養成期において、保育者を希望

する学生が、人権保育の実現に求められる専門

的力量をどのようにして身に付けているのか、

そのプロセスを明らかにする。 

分析の視点 

そこで、本研究では、人権保育の実現に求め

られる専門的力量として、保育者効力感の質問

項目から抽出し、実習の前後においてどのよう

に数値が変化したのかを明らかにしようと考

えた。保育者効力感については、三木・櫻井

(1998)10を使用する。 

分析手続き 

これまでの、保育者効力感に関する先行研究

をシステマティック・レビューする。とくに、

実習の前後の 2 つのデータを調査したのみを

抽出してメタ分析を行い、統合効果や異質性な

どを求める。 

 

３．結果と考察 

結果と考察については、当日別紙資料として

配布する。 

≪引用文献≫ 

の具現化への提言，解放出版社 
8 原野明子(1992)引っ込み思案幼児の社会相
互作用の維持に関わる要因，心理学研究

63(2)，pp.77-84 
9 金子英利(2015)引っ込み思案な子への話か
け方・話の聴き方．児童心理 69(18) 
10 三木知子，櫻井茂男（1998）保育専攻短大
生の保育者効力感に及ぼす教育実習の影響，

教育心理学研究，46, pp.203−211. 
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幼児の人権を尊重する保育者養成とは 

―養成期における実習前後の保育者効力感に関するシステマティック・レビューより― 
香曽我部琢（宮城教育大学） 

 
１．問題と現状 

幼児期における人権教育の重要性 
1994年の国連総会において、それ以降の 10
年間を「人権教育のための国連 10年1」とする

ことが決議された。日本においても、95 年に
人権教育のための国連 10 年推進本部2を閣議

決定し、創設した。そして、翌年 96年に日本
における人権教育の国内行動計画（中間まとめ）

を策定した3。98年には「人権」について、「人々
が生存と自由を確保し、それぞれの幸福を追求

する権利」と定義された。（人権擁護推進審議

会答申，19994）。 
96年の人権教育の行動計画では、(１)学校教
育における人権教育の推進として、幼児期から

青年期における人権教育の推進がその大きな

柱の一つとして示された。とくに、幼児期の人

権教育の在り方については、「幼児の発達の特

性を踏まえ、人権尊重の精神の芽生えを育むこ

とに努める」ことの重要性が示唆された。 
幼児への具体的な人教育実践とは 
 96 年の段階では、幼児期における人権教育
の重要性については示されたものの、具体的な

方策についてはまだ示されていなかった。そこ

で、「人権教育の指導方法等の在り方について

5」が第１次(2003)、第 2次(2005)、第 3次(2007)
と段階的に示される中で、より具体的な提言が

されてきた。とくに、第 3次では、「第 2章第
2節人権教育の指導内容と指導方法」について
示し、「3．指導方法の在り方(4)児童生徒の発達
段階を踏まえた指導方法の工夫」の中で、 

 
の原型ともいえるものを獲得していく。また、相手

との情緒的な絆によって自分の存在に安心感

を持つ傾向が認められる。幼児は、特定の友人

の存在を拠り所にして人との関わりを広げてい

く。さらに、表情から他者の情緒を理解し、生活

の繰り返しの中で、物や出来事に関連させて友

人を認知するため、表面的な理解に止まる傾

向がある。幼児にとっては、生活の場自体が学

びの場であり、人権感覚の芽生えの場でもある。 

 こうした幼児期の特徴を踏まえて、遊びを中心

とする生活の場で、自分を大切にする感情とと

もに、他の人のことも思いやれるような社会的共

感能力の基礎を育むという視点が必要である。 
と示し、 
(a) 遊びの中での友達とのかかわりが重要で
あること、 

(b) そのかかわりによって他者を理解する力
を身に付けること、 

(c) 生活の場自体が学びの場で、人権感覚の芽
生えの場 

とより具体的な指導方法が示された。 

保育所保育指針と人権保育 

玉置(2005)6は、厚労省が示した保育所保育

指針においても、その「保育の方法 カ 子ど

もの人権に十分配慮するとともに、文化の違い

を認め、互いに尊重する心を育てるようにする

こと」と示した。」と述べられ、人権保育が保

育指針に影響を与えていることを示した。そし

て、人権保育を実践においてどのように実現し

ていくべきか検討を行っている。 

そして、玉置 (2005)は自らがその著書

(2001)7で示した①差別に対抗する反差別のイ

「幼児期は、自他の認識や自意識は明確ではな

いが、他者の存在に気付く時期であり、遊びを中

心にして友達との関わり合いの中で、社会性の原 

メージを育てる。 

②きめ付けを許さない仲間関係をどう作るか 

③遊びの中での人権の保育 

④人権の感性を支える人間としての育ち 

⑤被差別の子供の保育権の保障 

以上５つの柱の重要性を示し、この示唆が

2005 年の時点においても十分通用する事項で

あると述べている。そして、この柱に沿って、

人権保育の目標を提示し、その実践構造の基礎

を仮説的に提案している。 

人権保育を実現する保育者の専門的力量とは 

 さらに、玉置(2005)の論考では、「自己主張

しない子どもへの援助」や「困っている子ども

への対応」など人権保育を実現する保育者の専

門的力量について示されている。先に示したよ

うな専門的力量については、人権保育の文脈以

外でもその必要性が強く認識され、その専門的

力量を高めることが求められてきた。例えば、

引っ込み思案な幼児への援助については、原野

(1992)8がその社会的相互作用の維持に焦点を

当てた研究を行い、金子(2015)9が引っ込み思

案な子どもへの話かけ方・話の聴き方について

その専門的力量についてより具体的に示唆し

ている。 

普段私たちが保育者の専門的力量と呼んで

いる様々な能力、技能の中で、人権保育を実現

するために用いられるものが混在している現
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1 国際連合(1994)第 49回総会における決議 
2 内閣府(1995)閣議決定 
3 推進本部(1996)人権教育のための国連 10年
に関する国内行動計画(中間まとめ) 
4 文部科学省(1999)人権擁護推進審議会答申 
5 文部科学省が 2003、2005、2007年に提言 
6 玉置哲淳(2005)子どもの目線にたった人権
保育の目標の検討（１），エデュケア 26，
pp.27-46 
7 玉置哲淳(2001)人権保育とはなにか？－そ
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(1998)10を使用する。 
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３．結果と考察 
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配布する。 

≪引用文献≫ 

の具現化への提言，解放出版社 
8 原野明子(1992)引っ込み思案幼児の社会相
互作用の維持に関わる要因，心理学研究

63(2)，pp.77-84 
9 金子英利(2015)引っ込み思案な子への話か
け方・話の聴き方．児童心理 69(18) 
10 三木知子，櫻井茂男（1998）保育専攻短大
生の保育者効力感に及ぼす教育実習の影響，

教育心理学研究，46, pp.203−211. 
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「待つ」という保育者の専門性 
吉田 貴子（花園大学） 

 
１ はじめに 
 
「子どもが何かにぶち当たっては失敗し、泣

きわめいては気を取りなおし、紆余曲折、右往

左往したはてに、気がついたらそれなりに育っ

ていたというような、そんな悠長な時間など持

てるひとはいなくなっている」（鷲田, 2006, 
p.8）といった指摘は保育現場にもあてはまる。 
鷲田（2006）によれば、「『待つ』というの
は、（中略）『応え』の保証がないところで、起

こるかもしれない関係をいつか受け受れられ

るよう、身を開いたままにしておくこと」（p.33）
であり、「事のなりゆきを相手にあずけること

である」ため、「思いの支点をちょっとでもじ

ぶんのほうへ引き寄せれば、『待つ』は破綻す

る」と指摘する（p.57）。 
さらに、「『待つ』はたしかに期待や予想と連

動している。ただ、期待や予想ほどに、現在に

つなぎとめられてはいない」（p.189）としてい
る。すなわち、保育者の期待に沿って進めるた

めに『待つ』時間を子どもに与え、保育者主導

で進めようとするのではない。 
本研究は、保育者（大人）が子どもを「待つ」

ことに関する先行研究を整理し、「待つ」とい

う保育者の専門性について検討することを目

的とする。 
 
２ 「待てない」状況の出現 
 
 Elkind（2002）は『急がされる子どもたち』
のなかで、急がされた子どものなかには、その

期間は成果をあげられても、以後はペースが落

ちてしまい、最初からゆっくりと進んできた子

よりも結局は低いレベルにしか到達できない

者もおり、これが日本で起きているようだと述

べた。そして、急がされている社会では、遊び

の価値も、遊びの意味もほとんど理解されず、

楽しむための遊びだったものは専門化し、競争

原理が幅を利かせるようになったため、子ども

の成長を急がせれば急がせるほど子どもにか

かる負担は大きくなっていくと警鐘を鳴らし

た。たとえば保育者が遊びに介入したことで、

子どもたちが遊びをやめてしまった例を紹介

し、子どもが何か興味を示した瞬間は何かを教

える瞬間だと大人が思っているならば、子ども

にとっての純粋な遊びの機会は最初からなく

なってしまうと指摘した。 
また保育者の役割については、プレイ・ウェ

ールズ＆ボブ・ヒューズ（2009）が、「不適切
な」見守られ方によって行動が制限されると、

子どもは目の前で起きていることが、自分自身

や身の回りの世界に意味のあるものとして感

じられなくなると述べ、保育者の介入によって

子どもの成長の機会が奪われる可能性を示唆

した。加えて、小さい子ども（2 歳から 8 歳）
は、「急がされる」のは親（保育者）からの拒

否であると感じやすく、自分のことを本当はか

わいがってくれていないと思ってしまう

（Elkind, 2002）。 
このことは、子ども社会学会編『いま、子ど

も社会に何が起こっているか』のなかで、「学

歴社会の亡霊に取りつかれた大人が、みずから

が描く未来の社会での生き方をさきどりして、

その生き方にマッチするマニュアルをつくり、

そのマニュアルに乗った教育に価値をおいて

いる」（p.128）ことや、「今日のいじめ、不登
校、および児童虐待は、子どもを主体と客体と

した、人間による攻撃性のなんらかの発露であ

り、このような表出形式しかもち得ない現代社

会の写し絵である」（p.170）といった指摘とも
つながる。 

 
３ 日本の保育における「待つ」場面 
 
 このように保育者が子どもを「待てない」状

況にあると指摘される一方で、Tobin（2009）
らは、日本の保育の特徴として、子どもたちが

自分たちで問題解決することを保育者が待つ

「待ちの保育」を挙げた。近年の先行研究にお

いても、保育者が保育において子どもたちを

「待つ」場面が、取り上げられ、検討されてき

ている。 
 たとえば、「遊びを中心にした保育」におい

て、子どもが遊びの状況に主体的にかかわり、

課題を自ら見出し、状況を作り変えていくため、

一人ひとりの子どもが遊び課題に自ら取り組

む過程を、保育者は子どもの傍らで、丁寧に読

み取って理解しようとしていることが指摘さ

れている（河邉，2015）。 
また、幼稚園教師が幼児に「敢えて関わらな

い行動」には、4 歳児が第三者の干渉を拒み、
自分で感情や物事を調整したいと願っている

ことを幼稚園教諭が読み取って、幼児が自身の

情動と向き合う時間を保障するねらいがあっ

た（田中，2015）。さらに保育者は、幼児自身
の内在する力を大事にするからこそ、あえて自

らの感情を表出したり抑制したりすると指摘

されている（中坪，2014）。 
これらの先行研究では、日本の保育者が子ど

もたちを「待つ」場面として、「遊びを中心に

した」自由な遊び場面や、友達との人間関係に

おける場面、子どもが問題解決しようとする場

面が挙げられた。それぞれの場面で、保育者は

意図して子どもたちに時間を与え、介入してい

ない点で、保育者の専門性につながると考えら

れる。 

子どもを急がせ、子どもを「待つ」ことが難

しくなっている状況があるからこそ、保育場面

において保育者は、子どもに自由な遊び時間や、

自ら問題解決する時間を確保し、「事のなりゆ

き」を子どもにあずけて「待つ」必要があると

いえる。 
 
４ まとめ 
 
 教師は、時間はできるだけ効率的に使いなさ

いと子どもに教え、親たちが子どもたちの予定

表にびっしりと課外活動を詰め込むような状

況がある（Honore, 2005）。しかし、子どもは
自己主張しにくく、自立して生きることができ

ないという点なら、子どもはすべて「弱い」存

在である（高橋・辻，2014）。そのため、大人
に急がされるままに生活していくしかない。 
このような現状から、スローエデュケーショ

ンの必要性が指摘されている（Honore, 2005、
影浦，2014など）。スローとは、時間の量的な
問題ではなく、子どもが文化とじっくりと向き

合う関係、じっくり向き合える環境づくりであ

り、子どもたちに何を教えるかよりも、子ども

たちが何を必要としているのかを捉えること

を重視している（影浦，2014）。その点におい
て、保育現場において子どもたちの遊び課題を

読み取ろうと「待つ」保育者の姿は、スローエ

デュケーションとつながる。 
 今後は保育現場において保育者が「待つ」場

面をさらに集めて、保育者の専門性について明

らかにするとともに、「待つ」保育が子どもに

もたらすものについて検討していきたい。 
 
主な引用文献 
・Elkind, D.（2002）急がされる子どもたち（戸
根由紀恵, 訳）. 紀伊國屋書店. 
・鷲田清一（2006）「待つ」ということ. 角川
学芸出版 
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保育者養成校における「児童文化」「子ども文化」 

の取り扱いに関する問題と課題 

  ○小島千恵子（名古屋短期大学） 

田中 卓也（共栄大学） 

和田真由美（姫路大学） 

                          

１．はじめに 

「児童文化」とは何か。幼稚園教諭、保育

士、保育教諭の養成教育の中では、幼児教育

に用いられる絵本や紙芝居、遊びなど、保育

を行う側から提供して子どもの情緒や感性に

働きかける教材を指して表すことが多い。児

童文化＝児童文化財という印象が強く、養成

教育の内容を見ても、絵本の読み聞かせ方の

指導や、人形劇を演じること、パネルシアタ

ーやペープサートをつくって演じてみるとい

う方法論に留まることが多い傾向にあるよう

だ。授業で行った内容から、学生自身が自分

で考えて工夫したり、応用したりして発展さ

せ、オリジナルな教材にできることを考えさ

せたいが、学生の多くは、授業で取り上げた

内容をそのまま保育のネタとして実習の教材

にすることが多い。教材の内容が皆同じとい

うことも少なくないようである。また、「遊び」

を知らず、実習前になると、「先生、実習で何

やろう？」と、自分で考えたり、調べたりす

ることもせずに教員を頼るという学生の姿が

あり、児童文化全般についての知識の乏しさ

を目の当たりにする。 
そこで本研究では、学生の現状に着目しな

がら、保育者養成校での「児童文化」「子ども

文化」の取り扱いについての問題や課題を整

理するとともに、児童文化関連について保育

者は、どのような専門性を持つことが必要で

あるのか検討することを中心課題として、児

童文化・子ども文化について取り上げる授業

がどのような授業であることが望ましいのか

考えることとした。 

２．方法 

（1）学生の現状調査 

 1)調査方法：アンケート調査 

5 件法及び記述式 

 2)調査対象：Ａ県Ｔ市私立Ｎ短期大学 

  保育科 1 年生 100 名 2 年生 100 名 

 3)調査期間：2016 年 4 月 

 4)調査内容 

 ①児童文化・子ども文化についての認識 

 ②児童文化財(紙芝居・絵本・パネルシアタ 

ー等)の使用について 

 ③伝承遊びの認識と経験について 

 ④美術館・博物館への関心 

 ⑤テーマパークへの関心 

 ⑥「児童文化」という授業への期待 

(2) 授業の試み 

  2015 年後期「児童文化」の授業での試み 

  3 名の教員が担当する。5回ずつ各クラス 

 で授業を行う。 

 Ａ教員：日本の年中行事について 

 Ｂ教員：童謡・童話について 

 Ｃ教員：Ａ・Ｂどちらかの題材でその内容 

を保育の中で子どもにどのように伝える

かを考え、教材を作製して実践発表する。 

３．結果 

(1)学生の現状調査 

 ①児童文化・子ども文化について知ってい

ることについて記述する質問について、1

年・2 年ともにほとんどの学生が無回答であ

った。わずかにあった回答は、「子どもの遊び」

「昔からやっている遊び」「子どもを取り巻く

文化」であった。言葉のニュアンスで感じ取

ったことを記述したり、昔から伝えられたり

している子どもの遊びを想像して記述したこ

とがうかがえた。②児童文化財(紙芝居・絵

本・パネルシアター等)の使用については、1

年・2 年ともにほとんどの学生が知っている

と回答し、2 年生は、演じたこともあると回

答した。これは、1 年次の付属幼稚園の実習

指導の授業で、夏休みの課題として、児童文

化財を自作して発表するという課題に取り組

んでいることから、この回答になったと推測

されるが、2年次になりさらに関心が高まり、

自作してボランティアなどで演じるという経

験を積む学生はほんの少しで、大半が 1年次

の課題での経験に留まることがわかった。一

方、1 年は見たことはあるが演じたことはな

いという回答が多く、自作して演じることに

ついても同様の結果であった。中には知らな

いという学生も存在した。③伝承遊びの認識

と経験については、知っている遊び、遊んだ

ことのある遊びについて、けん玉、お手玉、

こま回し、竹とんぼ、あやとり、カルタ、竹

馬、缶けり、めんこ、ビー玉、ゴムとび、は

ないちもんめ、たこ揚げ等の遊びを記述して

いる。数に差は見られたが、記述していない

学生は 1年も 2年もいなかった。どこで遊ん

だのか、誰に教えてもらったのか尋ねたとこ

ろ、多くの学生は、祖父母、親、保育園、幼

稚園の先生、小学校の先生、学童の先生など

を挙げていた。実際にその遊びが今できるか

どうか尋ねると、幼少時ということもあり、

「忘れた」という回答が多かった。日常生活

の中で次の世代に繋ぐには、経験を掘り起し

て伝えるということを意識できるように導く

ことが必要のようである。④美術館・博物館

への関心については、あまり好きではないと

いう回答が多かった。美術館、博物館に行く

かという問いには、特別なことがあれば行く

が、好んでは行かないという回答が多かった。

一方で⑤テーマパークへの関心については、

好きであると回答する学生がほとんどであり、

よく行くという回答が大半であった。ＵＳ

Ｊ・ディズニーランドが好きな学生は、その

内容について詳しく説明することもできた。

「好き」「楽しい」という気持ちが行動にも表

れ、意欲へとつながっていくことがうかがえ

た。児童文化全般がこのテーマパークへの関

心のように高まれば子どもへの伝承も自然体

できるようになるのではないかと考える。 

(2)授業の試み 

2015 年度後期の「児童文化」の授業におい

て、理論を実践に繋ぐという授業を試みてみ

た。Ａ教員は日本の年中行事について、Ｂ教

員は童謡・童話について、その内容にはどん

な言い伝えがあるのか等の理論中心の授業を

行い、Ｃ教員は、ＡとＢの教員が話した内容

を保育の中で「子どもに伝える」方法につい

て考えさせ、児童文化財の歴史について教授

することも含めて、グループで教材を作り実

践発表する授業を行った。授業評価では、連

携された授業で、実践に繋ぐ方法も具体的に

でき、わかりやすかったという評価がある一

方で、童謡の歌詞ができた経緯や歴史などの

話は難しくわかりにくいという評価もあった。 

各教員の担当が 5コマずつと限られていたの

で、無理があったことも否めないが、教材を

つくることは、容易く楽しいので進んでやれ

るが、理論について理解することは面倒であ

るという学生が少なからず存在していること

がうかがえた。 

４．まとめと課題 

 児童文化・子ども文化についての取り扱い

について検討し、これらを取り上げる授業が

どのようなものであることが望ましいのか考

えてきたが、先人が残した知恵や工夫を次代

に繋ぎ活かすことの難しさを学生の現状から

見ることができた。子どもの成長を促す要因

に「文化」を見落とすことはできないことや、

児童文化は、子どもの生活の全領域にわたる

ものであるため、今後も様々な角度から検討

を重ねその取り扱いについて考えていきたい。 
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保育者養成校における「児童文化」「子ども文化」 

の取り扱いに関する問題と課題 

  ○小島千恵子（名古屋短期大学） 

田中 卓也（共栄大学） 

和田真由美（姫路大学） 

                          

１．はじめに 

「児童文化」とは何か。幼稚園教諭、保育

士、保育教諭の養成教育の中では、幼児教育

に用いられる絵本や紙芝居、遊びなど、保育

を行う側から提供して子どもの情緒や感性に

働きかける教材を指して表すことが多い。児

童文化＝児童文化財という印象が強く、養成

教育の内容を見ても、絵本の読み聞かせ方の

指導や、人形劇を演じること、パネルシアタ

ーやペープサートをつくって演じてみるとい

う方法論に留まることが多い傾向にあるよう

だ。授業で行った内容から、学生自身が自分

で考えて工夫したり、応用したりして発展さ

せ、オリジナルな教材にできることを考えさ

せたいが、学生の多くは、授業で取り上げた

内容をそのまま保育のネタとして実習の教材

にすることが多い。教材の内容が皆同じとい

うことも少なくないようである。また、「遊び」

を知らず、実習前になると、「先生、実習で何

やろう？」と、自分で考えたり、調べたりす

ることもせずに教員を頼るという学生の姿が

あり、児童文化全般についての知識の乏しさ

を目の当たりにする。 
そこで本研究では、学生の現状に着目しな

がら、保育者養成校での「児童文化」「子ども

文化」の取り扱いについての問題や課題を整

理するとともに、児童文化関連について保育

者は、どのような専門性を持つことが必要で

あるのか検討することを中心課題として、児

童文化・子ども文化について取り上げる授業

がどのような授業であることが望ましいのか

考えることとした。 

２．方法 

（1）学生の現状調査 

 1)調査方法：アンケート調査 

5 件法及び記述式 

 2)調査対象：Ａ県Ｔ市私立Ｎ短期大学 

  保育科 1 年生 100 名 2 年生 100 名 

 3)調査期間：2016 年 4 月 

 4)調査内容 

 ①児童文化・子ども文化についての認識 

 ②児童文化財(紙芝居・絵本・パネルシアタ 

ー等)の使用について 

 ③伝承遊びの認識と経験について 

 ④美術館・博物館への関心 

 ⑤テーマパークへの関心 

 ⑥「児童文化」という授業への期待 

(2) 授業の試み 

  2015 年後期「児童文化」の授業での試み 

  3 名の教員が担当する。5回ずつ各クラス 

 で授業を行う。 

 Ａ教員：日本の年中行事について 

 Ｂ教員：童謡・童話について 

 Ｃ教員：Ａ・Ｂどちらかの題材でその内容 

を保育の中で子どもにどのように伝える

かを考え、教材を作製して実践発表する。 

３．結果 

(1)学生の現状調査 

 ①児童文化・子ども文化について知ってい

ることについて記述する質問について、1

年・2 年ともにほとんどの学生が無回答であ

った。わずかにあった回答は、「子どもの遊び」

「昔からやっている遊び」「子どもを取り巻く

文化」であった。言葉のニュアンスで感じ取

ったことを記述したり、昔から伝えられたり

している子どもの遊びを想像して記述したこ

とがうかがえた。②児童文化財(紙芝居・絵

本・パネルシアター等)の使用については、1

年・2 年ともにほとんどの学生が知っている

と回答し、2 年生は、演じたこともあると回

答した。これは、1 年次の付属幼稚園の実習

指導の授業で、夏休みの課題として、児童文

化財を自作して発表するという課題に取り組

んでいることから、この回答になったと推測

されるが、2年次になりさらに関心が高まり、

自作してボランティアなどで演じるという経

験を積む学生はほんの少しで、大半が 1年次

の課題での経験に留まることがわかった。一

方、1 年は見たことはあるが演じたことはな

いという回答が多く、自作して演じることに

ついても同様の結果であった。中には知らな

いという学生も存在した。③伝承遊びの認識

と経験については、知っている遊び、遊んだ

ことのある遊びについて、けん玉、お手玉、

こま回し、竹とんぼ、あやとり、カルタ、竹

馬、缶けり、めんこ、ビー玉、ゴムとび、は

ないちもんめ、たこ揚げ等の遊びを記述して

いる。数に差は見られたが、記述していない

学生は 1年も 2年もいなかった。どこで遊ん

だのか、誰に教えてもらったのか尋ねたとこ

ろ、多くの学生は、祖父母、親、保育園、幼

稚園の先生、小学校の先生、学童の先生など

を挙げていた。実際にその遊びが今できるか

どうか尋ねると、幼少時ということもあり、

「忘れた」という回答が多かった。日常生活

の中で次の世代に繋ぐには、経験を掘り起し

て伝えるということを意識できるように導く

ことが必要のようである。④美術館・博物館

への関心については、あまり好きではないと

いう回答が多かった。美術館、博物館に行く

かという問いには、特別なことがあれば行く

が、好んでは行かないという回答が多かった。

一方で⑤テーマパークへの関心については、

好きであると回答する学生がほとんどであり、

よく行くという回答が大半であった。ＵＳ

Ｊ・ディズニーランドが好きな学生は、その

内容について詳しく説明することもできた。

「好き」「楽しい」という気持ちが行動にも表

れ、意欲へとつながっていくことがうかがえ

た。児童文化全般がこのテーマパークへの関

心のように高まれば子どもへの伝承も自然体

できるようになるのではないかと考える。 

(2)授業の試み 

2015 年度後期の「児童文化」の授業におい

て、理論を実践に繋ぐという授業を試みてみ

た。Ａ教員は日本の年中行事について、Ｂ教

員は童謡・童話について、その内容にはどん

な言い伝えがあるのか等の理論中心の授業を

行い、Ｃ教員は、ＡとＢの教員が話した内容

を保育の中で「子どもに伝える」方法につい

て考えさせ、児童文化財の歴史について教授

することも含めて、グループで教材を作り実

践発表する授業を行った。授業評価では、連

携された授業で、実践に繋ぐ方法も具体的に

でき、わかりやすかったという評価がある一

方で、童謡の歌詞ができた経緯や歴史などの

話は難しくわかりにくいという評価もあった。 

各教員の担当が 5コマずつと限られていたの

で、無理があったことも否めないが、教材を

つくることは、容易く楽しいので進んでやれ

るが、理論について理解することは面倒であ

るという学生が少なからず存在していること

がうかがえた。 

４．まとめと課題 

 児童文化・子ども文化についての取り扱い

について検討し、これらを取り上げる授業が

どのようなものであることが望ましいのか考

えてきたが、先人が残した知恵や工夫を次代

に繋ぎ活かすことの難しさを学生の現状から

見ることができた。子どもの成長を促す要因

に「文化」を見落とすことはできないことや、

児童文化は、子どもの生活の全領域にわたる

ものであるため、今後も様々な角度から検討

を重ねその取り扱いについて考えていきたい。 
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保育専攻学生の実態と保育者効力感の関連

川村 高弘（神戸女子短期大学）

 
１．研究の目的

保育所保育指針（ ）には，保育士の資

質向上について，「職員同士の信頼関係ととも

に，職員と子ども及び職員と保護者との信頼

関係を形成していく中で，常に自己研鑽に努

め，喜びや意欲を持って保育に当たること」

と記されている。しかし，保育者の早期離職

の問題は依然として深刻化しており，保育者

としての資質向上に取り組み，経験を積み重

ね，キャリアを形成していける状況にあると

は言い難い。保育者のキャリア形成は，学生

の段階から始まっている。そこで，保育専攻

学生の「保育を学ぼうとした理由」や「保育

を学ぶことをやめたいと思ったことがある

か」，「就職先を選ぶとしたら，何を重視する

か」といった，養成校における保育者として

のキャリア形成に関わる実態を明らかにした

い。また，その実態と保育者としての自信に

もつながる保育者効力感との関係についても

明らかにすることを目的とする。

２．研究の方法

（１） 調査対象と調査時期

年 月，関西圏の保育者を目指す 女

子短期大学の 年生を対象に無記名自記式の

質問紙調査を実施し， 名から回答を得られ

た（回収率 ％）。

（２）調査内容

保育専攻学生の実態調査については，「養成

校で保育を学んだ理由」や「保育を学ぶこと

をやめたいと思ったことがあるか」，「就職先

を選ぶとしたら，何を重視するか」等の質問

項目について回答を求めた。

また，保育者効力感については，三木・桜

井 らが作成した保育者効力感研究の

項目を用いた。いずれの項目に対しても，「 ．

よくあてはまる」から「 ．まったくあてはま

らない」の 件法で回答を求めた。

３．結果と考察

（１）保育専攻学生の実態調査について

１）養成校で保育を学んだ理由について

養成校で保育を学んだ理由については，

「子どもが好きだった」（ ％），「保育者

になるのが子どものときからの夢であった」

（ ％），「資格を取りたかった」（ ％）

が上位を占めていることがわかった（複数

回答）。

２）保育を学ぶ中での学びがいや充実感に

ついて

保育を学んでいる時に学びがいや充実感

を感じたかどうかについては，よく感じた

が ％，時々感じたが ％であり，ほ

とんどの学生が保育を学ぶ中で，学びがい

や充実感を感じていることがわかった。

３）保育者を目指すことをやめたいと思っ

たことがあるかについて

保育者を目指すことをやめたいと思った

ことがあるかについては，「ある」と回答し

た人が ％もいることがわかった。そし

て，それがどのような時かという質問では，

表 のような結果となっている（複数回答）。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

４）就職先を選ぶ際に何を重視するかにつ

いて

就職先を選ぶ際に何を重視するかについ

ては，表 のような結果となっている（複

数回答）。

 
 
 
 
 
 
 
 
 

項　目 ％

仕事に見合う報酬が保証されないと思ったから

仕事の責任が重過ぎると思ったから

職場内の人間関係がいやだと思ったから

仕事の量が多すぎてると感じたから

仕事が自分に合わないと感じたから

実習先の保育者の姿に疑問を感じたから

勤務時間が長く、休みが取りにくいと思ったから

保護者との関係がうまく作れないと思ったから

他の仕事に魅力を感じたから

自分の思った保育ができないと思ったから

他に自分の可能性を試したいと思ったから

仕事にたいする充実感や喜びが感じられないと思った

から

仕事と家庭の両立が困難であると思ったから

体力に自信がないから

その他

表1　保育者を目指すことをやめたいと思った理由

項　目 ％ 項　目 ％

職場の人間関係 雇用形態（正規雇用）

給料 福利厚生

通勤の便利さ 職場の社会的評価

休暇 理念・方針

労働時間 職場の将来性

仕事の内容 研修の充実

人材育成の雰囲気

表2　就職先を選ぶ際に重視する事柄

５）保育を学ぶ上で何について難しさや大

変さを感じたかについて

保育を学ぶ上で何について難しさや大変

さを感じたかについての回答（自由記述）

結果を表 に示した。その回答内容から

つのカテゴリーに分けられた。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
主なカテゴリーについての具体的記述内

容は，次の通りとなる。なお，以下の引用

部分の後に示した 桁の数字は調査票のコ

ードである。

○実習：「実習の記録」（ ），「実習中の指

導案を考えたりすること」（ ）など。

○子どもとの関わり：「子どもの純粋な気持

ちを考えたりすることが難しかった。又，障

がいを持ている子ども等，普段からあまり接

しない子どもとの関わり方」（ ）など。

○学業：「授業数，課題，テストの多さ」（ ）

など。

○保育の大変さの認知：「“保育者”というも

のがこんなにも大変だと思っていなかった」

（ ）など。

○その他：「表現力」（ ）など。

これらのことから，多くの学生が，実習

や子どもとの関わりについて，また，授業

数の多さなど学業につて，難しさや大変さ

を感じていることがうかがえる。

６）養成校卒業目前の不安材料について

養成校卒業を目前に，現在，不安を感じ

ていることは何かについての回答（自由記

述）結果を表 に示した。その回答内容か

ら つのカテゴリーに分けられた。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

主なカテゴリーについての具体的記述は，

次の通りとなる。なお，以下の引用部分の

後に示した 桁の数字は調査票のコードで

ある。

○職場における人間関係：「上手に人間関係

を築いていけるか」（ ）など。

○保育者としての自信：「自分が責任を持っ

て保育・教育できるか」（ ）など。

○社会人としての自信：就職して社会人とし

て責任を持ちながら働いていけるかどうか」

（ ）など。

○保護者との関わり：「自分が担任になった

時，保護者とうまく関われるかどうか」（ ）

など。

○仕事の継続：「保育士をつづけられるか」

（ ）など。

○乳児との関わり：「乳児との関わり方」（ ）

など。

○その他：「ピアノ」（ ）など。

これらのことから，多くの学生が，職場

における人間関係に対し，また社会人及び

保育者としての責任の重さに対する不安を

感じていることがうかがえる。

 
（２）保育専攻学生の実態と保育者効力感の

関連について

保育者を目指すことをやめたいと思ったこ

とがあるかについて，「ある」と「ない」のそ

れぞれに答えた人の保育者効力感を 検定に

て分析したところ有意差は見られなかった。

また，保育者効力感尺度に対し，因子分析

を行ったところ，「肯定的効力感」と「否定

的効力感」の 因子が得られた。

各因子を従属変数とし，表 の保育者を目

指すことをやめたいと思った理由の 項目

について重回帰分析を行った。その結果，主

に「否定的効力感」に関して，「自分の思っ

た保育ができないと思ったから」と強い有意

（ ＜ ）な関連を示した。よって，養成

校での学びにおいて保育者を目指す上で思う

ような保育ができずに「やめたい」という考

えにいたった経験がある場合，保育者効力感

に強い影響を与えることが示唆された。

これらのことから，多くの学生が保育者へ

の強い憧れを持って養成校に入学してくるが，

一度，保育者を目指すことを「やめたい」と

考えるにいたるまで，学びの中において困難

さを感じると，その後，保育者効力感を高め

ることが難しいことが推察される。 

項　目 度数 ％

実習

子どもとの関わり

学業

保育の大変さの認知

特になし

その他

合計

表3　保育を学んでいく上での難しさや

　　大変さを何で感じたか　　　　　　　n=76

項　目 度数 ％

職場における人間関係

保育者としての自信

社会人としての自信

保護者との関わり

特になし

仕事の継続

乳児との関わり

その他

合計

表4　養成校卒業目前の不安材料　　　　n=78
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保育専攻学生の実態と保育者効力感の関連

川村 高弘（神戸女子短期大学）

 
１．研究の目的

保育所保育指針（ ）には，保育士の資

質向上について，「職員同士の信頼関係ととも

に，職員と子ども及び職員と保護者との信頼

関係を形成していく中で，常に自己研鑽に努

め，喜びや意欲を持って保育に当たること」

と記されている。しかし，保育者の早期離職

の問題は依然として深刻化しており，保育者

としての資質向上に取り組み，経験を積み重

ね，キャリアを形成していける状況にあると

は言い難い。保育者のキャリア形成は，学生

の段階から始まっている。そこで，保育専攻

学生の「保育を学ぼうとした理由」や「保育

を学ぶことをやめたいと思ったことがある

か」，「就職先を選ぶとしたら，何を重視する

か」といった，養成校における保育者として

のキャリア形成に関わる実態を明らかにした

い。また，その実態と保育者としての自信に

もつながる保育者効力感との関係についても

明らかにすることを目的とする。

２．研究の方法

（１） 調査対象と調査時期

年 月，関西圏の保育者を目指す 女

子短期大学の 年生を対象に無記名自記式の

質問紙調査を実施し， 名から回答を得られ

た（回収率 ％）。

（２）調査内容

保育専攻学生の実態調査については，「養成

校で保育を学んだ理由」や「保育を学ぶこと

をやめたいと思ったことがあるか」，「就職先

を選ぶとしたら，何を重視するか」等の質問

項目について回答を求めた。

また，保育者効力感については，三木・桜

井 らが作成した保育者効力感研究の

項目を用いた。いずれの項目に対しても，「 ．

よくあてはまる」から「 ．まったくあてはま

らない」の 件法で回答を求めた。

３．結果と考察

（１）保育専攻学生の実態調査について

１）養成校で保育を学んだ理由について

養成校で保育を学んだ理由については，

「子どもが好きだった」（ ％），「保育者

になるのが子どものときからの夢であった」

（ ％），「資格を取りたかった」（ ％）

が上位を占めていることがわかった（複数

回答）。

２）保育を学ぶ中での学びがいや充実感に

ついて

保育を学んでいる時に学びがいや充実感

を感じたかどうかについては，よく感じた

が ％，時々感じたが ％であり，ほ

とんどの学生が保育を学ぶ中で，学びがい

や充実感を感じていることがわかった。

３）保育者を目指すことをやめたいと思っ

たことがあるかについて

保育者を目指すことをやめたいと思った

ことがあるかについては，「ある」と回答し

た人が ％もいることがわかった。そし

て，それがどのような時かという質問では，

表 のような結果となっている（複数回答）。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

４）就職先を選ぶ際に何を重視するかにつ

いて

就職先を選ぶ際に何を重視するかについ

ては，表 のような結果となっている（複

数回答）。

 
 
 
 
 
 
 
 
 

項　目 ％

仕事に見合う報酬が保証されないと思ったから

仕事の責任が重過ぎると思ったから

職場内の人間関係がいやだと思ったから

仕事の量が多すぎてると感じたから

仕事が自分に合わないと感じたから

実習先の保育者の姿に疑問を感じたから

勤務時間が長く、休みが取りにくいと思ったから

保護者との関係がうまく作れないと思ったから

他の仕事に魅力を感じたから

自分の思った保育ができないと思ったから

他に自分の可能性を試したいと思ったから

仕事にたいする充実感や喜びが感じられないと思った

から

仕事と家庭の両立が困難であると思ったから

体力に自信がないから

その他

表1　保育者を目指すことをやめたいと思った理由

項　目 ％ 項　目 ％

職場の人間関係 雇用形態（正規雇用）

給料 福利厚生

通勤の便利さ 職場の社会的評価

休暇 理念・方針

労働時間 職場の将来性

仕事の内容 研修の充実

人材育成の雰囲気

表2　就職先を選ぶ際に重視する事柄

５）保育を学ぶ上で何について難しさや大

変さを感じたかについて

保育を学ぶ上で何について難しさや大変

さを感じたかについての回答（自由記述）

結果を表 に示した。その回答内容から

つのカテゴリーに分けられた。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
主なカテゴリーについての具体的記述内

容は，次の通りとなる。なお，以下の引用

部分の後に示した 桁の数字は調査票のコ

ードである。

○実習：「実習の記録」（ ），「実習中の指

導案を考えたりすること」（ ）など。

○子どもとの関わり：「子どもの純粋な気持

ちを考えたりすることが難しかった。又，障

がいを持ている子ども等，普段からあまり接

しない子どもとの関わり方」（ ）など。

○学業：「授業数，課題，テストの多さ」（ ）

など。

○保育の大変さの認知：「“保育者”というも

のがこんなにも大変だと思っていなかった」

（ ）など。

○その他：「表現力」（ ）など。

これらのことから，多くの学生が，実習

や子どもとの関わりについて，また，授業

数の多さなど学業につて，難しさや大変さ

を感じていることがうかがえる。

６）養成校卒業目前の不安材料について

養成校卒業を目前に，現在，不安を感じ

ていることは何かについての回答（自由記

述）結果を表 に示した。その回答内容か

ら つのカテゴリーに分けられた。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

主なカテゴリーについての具体的記述は，

次の通りとなる。なお，以下の引用部分の

後に示した 桁の数字は調査票のコードで

ある。

○職場における人間関係：「上手に人間関係

を築いていけるか」（ ）など。

○保育者としての自信：「自分が責任を持っ

て保育・教育できるか」（ ）など。

○社会人としての自信：就職して社会人とし

て責任を持ちながら働いていけるかどうか」

（ ）など。

○保護者との関わり：「自分が担任になった

時，保護者とうまく関われるかどうか」（ ）

など。

○仕事の継続：「保育士をつづけられるか」

（ ）など。

○乳児との関わり：「乳児との関わり方」（ ）

など。

○その他：「ピアノ」（ ）など。

これらのことから，多くの学生が，職場

における人間関係に対し，また社会人及び

保育者としての責任の重さに対する不安を

感じていることがうかがえる。

 
（２）保育専攻学生の実態と保育者効力感の

関連について

保育者を目指すことをやめたいと思ったこ

とがあるかについて，「ある」と「ない」のそ

れぞれに答えた人の保育者効力感を 検定に

て分析したところ有意差は見られなかった。

また，保育者効力感尺度に対し，因子分析

を行ったところ，「肯定的効力感」と「否定

的効力感」の 因子が得られた。

各因子を従属変数とし，表 の保育者を目

指すことをやめたいと思った理由の 項目

について重回帰分析を行った。その結果，主

に「否定的効力感」に関して，「自分の思っ

た保育ができないと思ったから」と強い有意

（ ＜ ）な関連を示した。よって，養成

校での学びにおいて保育者を目指す上で思う

ような保育ができずに「やめたい」という考

えにいたった経験がある場合，保育者効力感

に強い影響を与えることが示唆された。

これらのことから，多くの学生が保育者へ

の強い憧れを持って養成校に入学してくるが，

一度，保育者を目指すことを「やめたい」と

考えるにいたるまで，学びの中において困難

さを感じると，その後，保育者効力感を高め

ることが難しいことが推察される。 

項　目 度数 ％

実習

子どもとの関わり

学業

保育の大変さの認知

特になし

その他

合計

表3　保育を学んでいく上での難しさや

　　大変さを何で感じたか　　　　　　　n=76

項　目 度数 ％

職場における人間関係

保育者としての自信

社会人としての自信

保護者との関わり

特になし

仕事の継続

乳児との関わり

その他

合計

表4　養成校卒業目前の不安材料　　　　n=78
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保育者の離職と職の継続 

－育児休業明け保育者の職業的役割の葛藤に着目して― 

                                    中井雅子 （十文字学園女子大学） 
 
Ⅰ．問題の所在と研究の目的 
現在、育児休業後明けの保育者の離職が問

題になり始めている。高木ら（2013）が実質

的に産前・産後休暇ないし育児休業が許容さ

れない雇用形態の厳しさや、大谷(2009)が子

育て中の女性保育士・教員の資質と直面して

いる問題を述べているように、じっくり子育

てをし、いざ職場に戻ると現実の厳しさにと

まどうのはなぜか。子育ての経験があるから

子ども理解や保護者理解が深まるはずだとい

う期待に応えるべく努力し、長時間労働や休

日出勤で疲れきり退職せざるを得ない保育者

もいる。同じような専門職である看護師の場

合は、鹿熊ら(2010)のプリセプター制の導入

他、育児休業復帰者のワーク・ライフ・バラ

ンスを支えるサポートシステムの効果につい

ての研究等が数多くある。また、医師の場合

においては琉球大学(2009)において勤務継

続・復帰支援について 2 年間を 4 期に分け、

指導医の指導のもと職場環境への慣れから主

体性をもって治療方針を考え、独立して日直

業務までが可能となるようなプログラム提言

があり、更に琉球大学(2013)では週 30 時間勤

務体制、院内病児保育室の開設につなげてい

る。しかし、保育者の場合は職務ストレス等

の調査はあるが、退職に至る過程の中で保育

者の役割葛藤に関する研究には及びにくく、

管見の限り職場復帰に関する社会学的研究が

乏しい。そこで、育児休業明けの職場復帰の

過程で離職した保育者と就労を継続している

保育者がいかなる職業的役割の葛藤を抱え、

どのようにその葛藤を克服しているのかに焦

点をあて、それぞれの役割期待や役割葛藤の

状況を調査することで、職場復帰に必要な事

項を明らかにする。その結果、保育者の職場

復帰プログラム作成の手がかりが得られると

考える。

Ⅱ．先行の検討と本研究の課題  
職業的役割の葛藤を分析するに際して、参

照とするのは住田(2015,pp.294-295)の社会

的役割の学習過程と遂行過程における「役割

の量的転換」と「役割の質的転換」の理論で

ある。住田は社会的役割の遂行過程で自身が

規定している役割と社会や役割相手から期待

され要求されている役割(役割期待・役割要

求)が一致している場合はよいが、両者の間に

齟齬が生じたり、両者が乖離しているような

場合には役割遂行は円滑には進まないと論じ

ている。 
本研究では住田理論をもとに高木(2013)ら

の保育者の教職キャリア、中井(2015)の保育

者役割の取得過程、大谷の(2009)子育て中の

女性教員という「内部者の視点」から行った

女性保育士・教員の現実分析等の先行研究も

踏まえつつ、育児休業明け保育者の職業的役

割の葛藤に着目して保育者の離職と職の継続

を課題とする。 
Ⅲ．研究の方法  
1．調査対象者  

大学の養成課程や文化のばらつきを防ぐた

めに、同大学出身者で調査協力を得られた 30
代の育児休業取得の保育者（女子 7 名、男子

1 名）とする。 
2．調査期間 

2014 年 12 月~2015 年 12 月 各 1 回 
3．調査内容 
面接内容：①基本情報：年齢、性別、家族構

成、経験年数、育児休業期間、勤務形態、②育

児休業前までの保育者役割（職務）について、

③育児休業中の準備や研修など④育児休業明け

のショックやトラブルについて⑤現在の保育者

役割（職務）について  
４．分析方法 
分析は戈木版のグラウンデッド・セオリ

ー・アプローチ（戈木，2008）を参考にし、

カテゴリ―を抽出する。 
5．用語の定義 

保育者とは「保育士、幼稚園教諭、保育教

諭を総称し、子どもの保育や子育て支援にた

ずさわる専門家」と定義する。育児休業明け

保育者とは、「育児休業取得後に職場に復帰し

た保育者」と定義する。期間については、職

場に復帰後子育てとの両立が落ち着くまでの

約 3 年未満の保育者を、育児休業明けとする。

保育者の職業的役割とは「専門職としての職

務、職場や保護者・地域からの期待、自分自

身の期待やイメージ」と定義する。 
6．倫理的配慮 

研究対象者には研究の主旨を説明し、文書

で同意を得た。研究対象者のプライバシーと

データの保管については十分に注意し研究は

学会等で発表することを説明し承諾を得た。 
Ⅳ．調査結果の考察 
インタビュー調査を分析の結果、2 つのカテゴ

リーを抽出した。以下、タイプ別に述べる。復

帰直後の退職：A タイプ 1 名、復帰後 3 年未

満の退職：B タイプ 2 名、職務継続：C タイプ

3 名、育児休業中：D タイプ 2 名 
A・D タイプ保育者は園の訪問頻度が少なく

育児休業明けの職務内容の相談が乏しい場合

は職務継続モデルがあっても「休業前と同じよ

うには出来ない」と職務継続のイメージの形成

が困難になる。A タイプ保育者は復帰後の役割

遂行への不安度が高くなり、職場復帰直後に退

職しやすい。B タイプ保育者は園の訪問頻度が

少なく、育児休業明けの職務内容の相談が乏し

い場合は職務継続モデルの有無に関わらず職

務継続のイメージの形成が困難で、子どもの発

熱に「休んではいけない」等、働き方の思い込

みが強くなる。上司が「時短」「週 4 日勤務」

等、働き方の相談を持ちかけても、働き方改善

の提案を「現実的には無理」と判断する。「そ

ういう働き方もあったらよかった」と退職後の

後悔につながる。また、職務継続のイメージの

形成があっても「休業前以上の教材準備」「休

業前以上の子ども理解」という役割を自分自身

に期待し、職場・保護者からの期待もあり「休

業前と同じようには出来ない」と葛藤し、退職

を選択する。C タイプ保育者は園の訪問頻度が

高く、職務継続モデル、育児休業明けの職務内

容の相談、職務継続のイメージの形成やキャリ

アプラン作成が有る場合でも「事務は出来るが

保育が出来ない」「遊びが見えない」「援助を迷う」

とショックを受け、子どもの遊びの集団性、仲

間関係の理解、クラス運営という「保育の難し

さ」を実感している。クラスの子どもの怪我に「以

前だったら防げたのに」という思い、保護者の「分

かっていると思ったのに」という期待に葛藤し退

職願望をもつ。しかし、保育の相談や園内研究を

通して【幼児期の遊びを理解し保育の質を高め

る保育者の役割】の再取得に取り組み乗り越え

る。また、復帰後「子育て支援専任」の「職務の

変化」や「保育事務と保育支援」の「役割の不明

瞭さ」に葛藤しても、職務の相談と職務内容の視

覚化、同僚との語りあいの時間の確保等を通して

【拡大する役割を理解し働き方の改善をし合う

保育者の役割】取得につながる。 
Ⅴ．結論 
保育者は「職務継続モデル」「園の訪問頻度」

「復帰後の職務内容の相談」「職務継続のイメ

ージの形成」「キャリアプラン作成」が職場復

帰に関係しており、親の役割と職業的役割に葛

藤しても、家族や上司・同僚と共に【拡大する

役割を理解し働き方の改善をし合う保育者の役

割】に転換することで乗り越えていくことが明

らかとなった。更に、復帰後「子どもの遊びの

見えなさ」等の実態から「保育の困難さ」を予

想し、復帰前に【幼児期の遊びを理解し保育の

質を高める保育者の役割】の再取得に向けた準

備の重要性が示唆された。 
引用・参考文献 
1）大谷千恵，2009，子育て中の女性保育士・

教員の資質と直面している問題，玉川大学学

術研究紀要第 15 号，pp.1-15 
2)高木 亮・川上泰彦，2013，保育者の教職

キャリアに関する検討，佐賀大学大学院研究

科紀要 第一部 第 18 号，pp.45-60 
3)住田正樹・田中理絵,2015,人間発達論特論，

放送大学教育振興会  
4)中井雅子，2015，保育者役割の取得過程－

新人期の語りに着目して―，日本基礎教育学

会紀要 20，pp.15-20． 
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保育者の離職と職の継続 

－育児休業明け保育者の職業的役割の葛藤に着目して― 

                                    中井雅子 （十文字学園女子大学） 
 
Ⅰ．問題の所在と研究の目的 
現在、育児休業後明けの保育者の離職が問

題になり始めている。高木ら（2013）が実質

的に産前・産後休暇ないし育児休業が許容さ

れない雇用形態の厳しさや、大谷(2009)が子

育て中の女性保育士・教員の資質と直面して

いる問題を述べているように、じっくり子育

てをし、いざ職場に戻ると現実の厳しさにと

まどうのはなぜか。子育ての経験があるから

子ども理解や保護者理解が深まるはずだとい

う期待に応えるべく努力し、長時間労働や休

日出勤で疲れきり退職せざるを得ない保育者

もいる。同じような専門職である看護師の場

合は、鹿熊ら(2010)のプリセプター制の導入

他、育児休業復帰者のワーク・ライフ・バラ

ンスを支えるサポートシステムの効果につい

ての研究等が数多くある。また、医師の場合

においては琉球大学(2009)において勤務継

続・復帰支援について 2 年間を 4 期に分け、

指導医の指導のもと職場環境への慣れから主

体性をもって治療方針を考え、独立して日直

業務までが可能となるようなプログラム提言

があり、更に琉球大学(2013)では週 30 時間勤

務体制、院内病児保育室の開設につなげてい

る。しかし、保育者の場合は職務ストレス等

の調査はあるが、退職に至る過程の中で保育

者の役割葛藤に関する研究には及びにくく、

管見の限り職場復帰に関する社会学的研究が

乏しい。そこで、育児休業明けの職場復帰の

過程で離職した保育者と就労を継続している

保育者がいかなる職業的役割の葛藤を抱え、

どのようにその葛藤を克服しているのかに焦

点をあて、それぞれの役割期待や役割葛藤の

状況を調査することで、職場復帰に必要な事

項を明らかにする。その結果、保育者の職場

復帰プログラム作成の手がかりが得られると

考える。

Ⅱ．先行の検討と本研究の課題  
職業的役割の葛藤を分析するに際して、参

照とするのは住田(2015,pp.294-295)の社会

的役割の学習過程と遂行過程における「役割

の量的転換」と「役割の質的転換」の理論で

ある。住田は社会的役割の遂行過程で自身が

規定している役割と社会や役割相手から期待

され要求されている役割(役割期待・役割要

求)が一致している場合はよいが、両者の間に

齟齬が生じたり、両者が乖離しているような

場合には役割遂行は円滑には進まないと論じ

ている。 
本研究では住田理論をもとに高木(2013)ら

の保育者の教職キャリア、中井(2015)の保育

者役割の取得過程、大谷の(2009)子育て中の

女性教員という「内部者の視点」から行った

女性保育士・教員の現実分析等の先行研究も

踏まえつつ、育児休業明け保育者の職業的役

割の葛藤に着目して保育者の離職と職の継続

を課題とする。 
Ⅲ．研究の方法  
1．調査対象者  

大学の養成課程や文化のばらつきを防ぐた

めに、同大学出身者で調査協力を得られた 30
代の育児休業取得の保育者（女子 7 名、男子

1 名）とする。 
2．調査期間 

2014 年 12 月~2015 年 12 月 各 1 回 
3．調査内容 
面接内容：①基本情報：年齢、性別、家族構

成、経験年数、育児休業期間、勤務形態、②育

児休業前までの保育者役割（職務）について、

③育児休業中の準備や研修など④育児休業明け

のショックやトラブルについて⑤現在の保育者

役割（職務）について  
４．分析方法 
分析は戈木版のグラウンデッド・セオリ

ー・アプローチ（戈木，2008）を参考にし、

カテゴリ―を抽出する。 
5．用語の定義 

保育者とは「保育士、幼稚園教諭、保育教

諭を総称し、子どもの保育や子育て支援にた

ずさわる専門家」と定義する。育児休業明け

保育者とは、「育児休業取得後に職場に復帰し

た保育者」と定義する。期間については、職

場に復帰後子育てとの両立が落ち着くまでの

約 3 年未満の保育者を、育児休業明けとする。

保育者の職業的役割とは「専門職としての職

務、職場や保護者・地域からの期待、自分自

身の期待やイメージ」と定義する。 
6．倫理的配慮 

研究対象者には研究の主旨を説明し、文書

で同意を得た。研究対象者のプライバシーと

データの保管については十分に注意し研究は

学会等で発表することを説明し承諾を得た。 
Ⅳ．調査結果の考察 
インタビュー調査を分析の結果、2 つのカテゴ

リーを抽出した。以下、タイプ別に述べる。復

帰直後の退職：A タイプ 1 名、復帰後 3 年未

満の退職：B タイプ 2 名、職務継続：C タイプ

3 名、育児休業中：D タイプ 2 名 
A・D タイプ保育者は園の訪問頻度が少なく

育児休業明けの職務内容の相談が乏しい場合

は職務継続モデルがあっても「休業前と同じよ

うには出来ない」と職務継続のイメージの形成

が困難になる。A タイプ保育者は復帰後の役割

遂行への不安度が高くなり、職場復帰直後に退

職しやすい。B タイプ保育者は園の訪問頻度が

少なく、育児休業明けの職務内容の相談が乏し

い場合は職務継続モデルの有無に関わらず職

務継続のイメージの形成が困難で、子どもの発

熱に「休んではいけない」等、働き方の思い込

みが強くなる。上司が「時短」「週 4 日勤務」

等、働き方の相談を持ちかけても、働き方改善

の提案を「現実的には無理」と判断する。「そ

ういう働き方もあったらよかった」と退職後の

後悔につながる。また、職務継続のイメージの

形成があっても「休業前以上の教材準備」「休

業前以上の子ども理解」という役割を自分自身

に期待し、職場・保護者からの期待もあり「休

業前と同じようには出来ない」と葛藤し、退職

を選択する。C タイプ保育者は園の訪問頻度が

高く、職務継続モデル、育児休業明けの職務内

容の相談、職務継続のイメージの形成やキャリ

アプラン作成が有る場合でも「事務は出来るが

保育が出来ない」「遊びが見えない」「援助を迷う」

とショックを受け、子どもの遊びの集団性、仲

間関係の理解、クラス運営という「保育の難し

さ」を実感している。クラスの子どもの怪我に「以

前だったら防げたのに」という思い、保護者の「分

かっていると思ったのに」という期待に葛藤し退

職願望をもつ。しかし、保育の相談や園内研究を

通して【幼児期の遊びを理解し保育の質を高め

る保育者の役割】の再取得に取り組み乗り越え

る。また、復帰後「子育て支援専任」の「職務の

変化」や「保育事務と保育支援」の「役割の不明

瞭さ」に葛藤しても、職務の相談と職務内容の視

覚化、同僚との語りあいの時間の確保等を通して

【拡大する役割を理解し働き方の改善をし合う

保育者の役割】取得につながる。 
Ⅴ．結論 
保育者は「職務継続モデル」「園の訪問頻度」

「復帰後の職務内容の相談」「職務継続のイメ

ージの形成」「キャリアプラン作成」が職場復

帰に関係しており、親の役割と職業的役割に葛

藤しても、家族や上司・同僚と共に【拡大する

役割を理解し働き方の改善をし合う保育者の役

割】に転換することで乗り越えていくことが明

らかとなった。更に、復帰後「子どもの遊びの

見えなさ」等の実態から「保育の困難さ」を予

想し、復帰前に【幼児期の遊びを理解し保育の

質を高める保育者の役割】の再取得に向けた準

備の重要性が示唆された。 
引用・参考文献 
1）大谷千恵，2009，子育て中の女性保育士・

教員の資質と直面している問題，玉川大学学

術研究紀要第 15 号，pp.1-15 
2)高木 亮・川上泰彦，2013，保育者の教職

キャリアに関する検討，佐賀大学大学院研究

科紀要 第一部 第 18 号，pp.45-60 
3)住田正樹・田中理絵,2015,人間発達論特論，

放送大学教育振興会  
4)中井雅子，2015，保育者役割の取得過程－

新人期の語りに着目して―，日本基礎教育学

会紀要 20，pp.15-20． 
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保育者養成における紙芝居に関する研究	
 

－保育学生の考える紙芝居の特性－	
 

山本聡子（名古屋柳城短期大学） 
 

1.問題の背景	
 

紙芝居は、絵本とともに保育における重要

な児童文化財として、様々な形で取り入れら

れている。どちらも絵と文によって表現され

る児童文化財ではあるが、異なる特徴を持つ。 
絵本と紙芝居の比較という観点でなされ

た先行研究では、まず、現場の保育者を対象

にした紙芝居の活用状況の調査で、紙芝居の

大きな特徴の一つである舞台があまり使用さ

れていないことが報告されている（鬢櫛ら

2010）。また、保育者養成校の学生を対象にし
た調査では、紙芝居を子どもの頃楽しんだり、

実習先で演じたりした経験を多くの学生が持

ってはいるが、紙芝居と絵本の使い分けにつ

いての意識は低く、保育者養成課程でどのよ

うに紙芝居についての学びをカリキュラムに

取り入れるかが課題だと述べられている（鬢

櫛ら 2011）。また、自身の幼少期と実習での
紙芝居体験についてのアンケート調査から、

保育学生は紙芝居の特別感は感じていながら

も紙芝居の特性の理解が十分でなく、舞台の

重要性にも気づいていないこと、現場では園

生活の隙間時間に子どもを集めたり落ち着か

せたりするために使われる傾向があることが

指摘されている（大元 2013）。これらから、
紙芝居が子どもに良いものとわかっていても、

活かしきれていない現場の様子がうかがえる。 
保育者は児童文化を目の前の子どもや次

代に繋げていく役割を持つ。ただなんとなく

児童文化財を消費するのではなく、適材適所

に活用できる力を養成課程から身につけてい

くことが求められる。そのために、学生の現

在の知識や感覚を把握することが重要である。 
以上より保育者養成課程で学ぶ学生が、実

際に読み比べた上で紙芝居と絵本の違いをど

う捉えるかを明らかにしたい。 
2.対象と方法	
 

対象となる学生は愛知県内の R 短期大学
保育科 2 年生で、選択科目「児童文化」の受
講生 148名である。これまでに保育実習Ⅰ（保

育所）と教育実習Ⅰをそれぞれ 2 週間経験し
ている。紙芝居の基本的な演じ方については、

1 年次の「教育実習法Ⅰ」の授業で取り上げ
られており、実習で演じた学生も多くいる。 

2016年 4月 13、14日の「児童文化」の授
業（15回中第 2回目）で、絵本と紙芝居の読
み比べを 1 クラスあたり 6 グループ、計 24
グループで行った。1グループは 6～7人であ
る。読み比べには、同短期大学図書館にある

童話や民話を素材にした作品で、絵本も紙芝

居も複数所蔵しているものを 10種挙げ、その
中から学生がグループごとに選択した。さら

に、複数ある絵本と紙芝居の中から、対象年

齢が高い（文章が長い、漢字混じり等）を除

いた幼児向きの作品を 2 種類ずつ学生が選択
した。グループ内で読み聞かせを行った上で、

「絵本と紙芝居の共通点」と「それぞれの特

徴」をテーマに話し合った。紙芝居には舞台

を使用した。意見はグループごとにメンバー

が記録した。話し合いの所要時間は読み聞か

せも含めて約 70分である。なお、話し合いの
前に、研究データとして用いること、研究参

加への拒否が保証されていること、拒否の意

思表示方法、匿名性は担保されることを説明

し許諾を得た。 
話し合いの記録は KJ法（川喜田 1967、中

坪 2012）を用いて分析した。 
3.結果と考察	
 

箇条書きで書かれた記録から、「絵本と紙

芝居の共通点」として 74、「絵本の特徴」と
して 129、「紙芝居の特徴」として 142のデー
タを得た。そこから、「どちらも着物を着てい

る」「紙芝居では結婚しない」など個々のスト

ーリーに関するものや出版年に関するものな

ど、紙芝居や絵本としての共通点・特徴とは

考えられないものを除いた 46、120、133 の
データを分析対象とした。第 1 段階として同
じような意味内容でまとめてグループ化し、

小カテゴリーとして名称をつけた。その内容

をさらに検討し、中・大カテゴリーにまとめ

名称をつけ、相互の関連を示す図を作成した。

図解化による分析の結果、学生が読み比べで

捉えた「絵本と紙芝居の共通点及びそれぞれ

の特徴」は以下のように整理された（文中の

「」は小カテゴリー、『』は中カテゴリー、【】

は大カテゴリーの名称を記した）。 
＜絵本と紙芝居の共通点＞	
 

①【絵と文からなる】「絵にお話が付いている」

ため、「絵を見て楽しむ」ことに加えて「絵で

イメージを膨らませる」ことができる。同じ

昔話では「絵にするポイント」も似通ってい

る。「めくって場面転換」をする。 
②【読み聞かせができる】「大人数で見る」こ

ともでき、読み聴かせてもらうことで、「発達

への良い影響」も期待できる。『読み聞かせ時

の配慮』としては、事前に「読み込み」をし、

「読み方に工夫」すること、「聞き手の反応を

見る」ことが大切である。 
③【作り手側の配慮】『分かりやすさへの配慮』

として、「言葉や話の分かりやすさ」が工夫さ

れているが「書き手によって違う」。また同じ

昔話でも「対象年齢は様々」で「タイトルへ

の表示」や枚数、文量の「ボリューム調節」

で『異年齢への対応』がなされている。 
＜絵本の特徴＞	
 

①【読むもの】絵とともに『文字も見える』

ため「一人でも読める」。「絵だけのページ」

があることもある。『造りの機能』面では、ペ

ージは「ただめくるだけ」で「手軽」に読め

る上、本文中の「仕掛け」や、表紙の期待感、

裏見返しや裏表紙が生む余韻など「本の体裁

の機能」も楽しめる。「演出が読み手まかせ」

である。 
②【細かい表現】『視覚的な細かさ』があり、

「絵が細かい」のとともに見開きがページの

上では二分されていることから「場面展開が

細かい」。そのため文章での「説明が少ない」

作品もあるが、概ね「詳しく説明的」で「地

の文が多い」ことから『文章が細かい』と感

じられ、『少人数、近距離向き』である。 
③【手に持って読み聞かせ】の際は、「互いに

顔が見える」ので「コミュニケーションが取

りやすい」こと、「読み手も絵が見える」ので

絵を指差しやすい、感情を込めやすい、見や

すいよう「調節可能」なことなどが『手に持

って読むメリット』としてある一方、「不安定」

さが『手に持って読むデメリット』である。 
＜紙芝居の特徴＞	
 

①【演じるもの】「話し言葉主体」の『脚本形

式』で書かれ、「演出」を参考にしながら「声

で演じる」。『舞台の使用』をして「演じ手と

聞き手」に分かれて「問いかけ」や「抜きの

効果」を活かして演じられる。「舞台の安定感」

があり演じ方を工夫しやすい。抜きの「向き

は一定」という形式の中で演じる。 
②【簡潔な表現】『視覚的にシンプル』で、「絵

が大きくシンプル」なため見やすく、「絵から

のイメージ喚起」がしやすい。聞き手から見

えるのは「絵だけ」のため集中できる。作品

によっては「説明が多い」が、基本的には「文

が平易」かつ「展開が単純」で『話がシンプ

ル』なため、わかりやすく引き込まれる。「大

人数向き」に作られている。 
③【紙芝居特有の難しさ】『舞台使用の弊害』

は「固定的」で角度や高さを変えにくい、「演

じ手から絵を見辛い」、「声がこもる」、双方の

「顔が見え辛い」ためコミュニケーションが

取り辛いことがある。ただ読むだけでなく演

じる必要があるため、下読みや抜きの練習な

ど『準備の手間』がかかり手軽に読めない。 
4.まとめ	
 

同じ話の絵本と紙芝居を読み比べたことで、

それぞれの共通点と特徴に気づくことができ

た。改めて、紙芝居が演じるものであること、

そのために表現や造りに様々な工夫が凝らさ

れていることが指摘された。また、絵本を手

軽で身近に感じるのとは対象的に、紙芝居に

対して構えてしまう気持ちも明らかとなった。	
 

紙芝居に舞台は必須であるとの指摘も多か

ったが「舞台のせいで声がこもる。コミュニ

ケーションを取りづらい」との声も多かった。

これは学生の誤解であって、演じ手は舞台に

隠れるのではなく、顔を出しやりとりしなが

ら演じるものだと 1 年時に学習している。し

かし、学んだ後に実際に演じてみる機会がな

い場合や、実習に行って紙芝居を演じたり保

育者が演じるのを見たりしても、現場では舞

台を使っていない場合が多く、身についてい

なかったと考えられる。	
 

今回、学生たちの意見の中に保育の中で取り

入れる際に欠かせない「ねらい」「伝えたい内

容」「取り入れる時間帯」という観点は見られ

なかった。まだ実際の保育の流れの中に位置

付けて捉えるのは難しいことが分かった。	
 

今回明らかになったことをベースに、紙芝居

の良さを生かして保育の中に取り入れる力を

つけて言えるようなカリキュラム作りに繋げ

ていきたい。	
 

	
 
※引用文献やデータの詳細、使用した作品リスト

などは、当日の配布資料を参考のこと。 
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保育者養成における紙芝居に関する研究	
 

－保育学生の考える紙芝居の特性－	
 

山本聡子（名古屋柳城短期大学） 
 

1.問題の背景	
 

紙芝居は、絵本とともに保育における重要

な児童文化財として、様々な形で取り入れら

れている。どちらも絵と文によって表現され

る児童文化財ではあるが、異なる特徴を持つ。 
絵本と紙芝居の比較という観点でなされ

た先行研究では、まず、現場の保育者を対象

にした紙芝居の活用状況の調査で、紙芝居の

大きな特徴の一つである舞台があまり使用さ

れていないことが報告されている（鬢櫛ら

2010）。また、保育者養成校の学生を対象にし
た調査では、紙芝居を子どもの頃楽しんだり、

実習先で演じたりした経験を多くの学生が持

ってはいるが、紙芝居と絵本の使い分けにつ

いての意識は低く、保育者養成課程でどのよ

うに紙芝居についての学びをカリキュラムに

取り入れるかが課題だと述べられている（鬢

櫛ら 2011）。また、自身の幼少期と実習での
紙芝居体験についてのアンケート調査から、

保育学生は紙芝居の特別感は感じていながら

も紙芝居の特性の理解が十分でなく、舞台の

重要性にも気づいていないこと、現場では園

生活の隙間時間に子どもを集めたり落ち着か

せたりするために使われる傾向があることが

指摘されている（大元 2013）。これらから、
紙芝居が子どもに良いものとわかっていても、

活かしきれていない現場の様子がうかがえる。 
保育者は児童文化を目の前の子どもや次

代に繋げていく役割を持つ。ただなんとなく

児童文化財を消費するのではなく、適材適所

に活用できる力を養成課程から身につけてい

くことが求められる。そのために、学生の現

在の知識や感覚を把握することが重要である。 
以上より保育者養成課程で学ぶ学生が、実

際に読み比べた上で紙芝居と絵本の違いをど

う捉えるかを明らかにしたい。 
2.対象と方法	
 

対象となる学生は愛知県内の R 短期大学
保育科 2 年生で、選択科目「児童文化」の受
講生 148名である。これまでに保育実習Ⅰ（保

育所）と教育実習Ⅰをそれぞれ 2 週間経験し
ている。紙芝居の基本的な演じ方については、

1 年次の「教育実習法Ⅰ」の授業で取り上げ
られており、実習で演じた学生も多くいる。 

2016年 4月 13、14日の「児童文化」の授
業（15回中第 2回目）で、絵本と紙芝居の読
み比べを 1 クラスあたり 6 グループ、計 24
グループで行った。1グループは 6～7人であ
る。読み比べには、同短期大学図書館にある

童話や民話を素材にした作品で、絵本も紙芝

居も複数所蔵しているものを 10種挙げ、その
中から学生がグループごとに選択した。さら

に、複数ある絵本と紙芝居の中から、対象年

齢が高い（文章が長い、漢字混じり等）を除

いた幼児向きの作品を 2 種類ずつ学生が選択
した。グループ内で読み聞かせを行った上で、

「絵本と紙芝居の共通点」と「それぞれの特

徴」をテーマに話し合った。紙芝居には舞台

を使用した。意見はグループごとにメンバー

が記録した。話し合いの所要時間は読み聞か

せも含めて約 70分である。なお、話し合いの
前に、研究データとして用いること、研究参

加への拒否が保証されていること、拒否の意

思表示方法、匿名性は担保されることを説明

し許諾を得た。 
話し合いの記録は KJ法（川喜田 1967、中

坪 2012）を用いて分析した。 
3.結果と考察	
 

箇条書きで書かれた記録から、「絵本と紙

芝居の共通点」として 74、「絵本の特徴」と
して 129、「紙芝居の特徴」として 142のデー
タを得た。そこから、「どちらも着物を着てい

る」「紙芝居では結婚しない」など個々のスト

ーリーに関するものや出版年に関するものな

ど、紙芝居や絵本としての共通点・特徴とは

考えられないものを除いた 46、120、133 の
データを分析対象とした。第 1 段階として同
じような意味内容でまとめてグループ化し、

小カテゴリーとして名称をつけた。その内容

をさらに検討し、中・大カテゴリーにまとめ

名称をつけ、相互の関連を示す図を作成した。

図解化による分析の結果、学生が読み比べで

捉えた「絵本と紙芝居の共通点及びそれぞれ

の特徴」は以下のように整理された（文中の

「」は小カテゴリー、『』は中カテゴリー、【】

は大カテゴリーの名称を記した）。 
＜絵本と紙芝居の共通点＞	
 

①【絵と文からなる】「絵にお話が付いている」

ため、「絵を見て楽しむ」ことに加えて「絵で

イメージを膨らませる」ことができる。同じ

昔話では「絵にするポイント」も似通ってい

る。「めくって場面転換」をする。 
②【読み聞かせができる】「大人数で見る」こ

ともでき、読み聴かせてもらうことで、「発達

への良い影響」も期待できる。『読み聞かせ時

の配慮』としては、事前に「読み込み」をし、

「読み方に工夫」すること、「聞き手の反応を

見る」ことが大切である。 
③【作り手側の配慮】『分かりやすさへの配慮』

として、「言葉や話の分かりやすさ」が工夫さ

れているが「書き手によって違う」。また同じ

昔話でも「対象年齢は様々」で「タイトルへ

の表示」や枚数、文量の「ボリューム調節」

で『異年齢への対応』がなされている。 
＜絵本の特徴＞	
 

①【読むもの】絵とともに『文字も見える』

ため「一人でも読める」。「絵だけのページ」

があることもある。『造りの機能』面では、ペ

ージは「ただめくるだけ」で「手軽」に読め

る上、本文中の「仕掛け」や、表紙の期待感、

裏見返しや裏表紙が生む余韻など「本の体裁

の機能」も楽しめる。「演出が読み手まかせ」

である。 
②【細かい表現】『視覚的な細かさ』があり、

「絵が細かい」のとともに見開きがページの

上では二分されていることから「場面展開が

細かい」。そのため文章での「説明が少ない」

作品もあるが、概ね「詳しく説明的」で「地

の文が多い」ことから『文章が細かい』と感

じられ、『少人数、近距離向き』である。 
③【手に持って読み聞かせ】の際は、「互いに

顔が見える」ので「コミュニケーションが取

りやすい」こと、「読み手も絵が見える」ので

絵を指差しやすい、感情を込めやすい、見や

すいよう「調節可能」なことなどが『手に持

って読むメリット』としてある一方、「不安定」

さが『手に持って読むデメリット』である。 
＜紙芝居の特徴＞	
 

①【演じるもの】「話し言葉主体」の『脚本形

式』で書かれ、「演出」を参考にしながら「声

で演じる」。『舞台の使用』をして「演じ手と

聞き手」に分かれて「問いかけ」や「抜きの

効果」を活かして演じられる。「舞台の安定感」

があり演じ方を工夫しやすい。抜きの「向き

は一定」という形式の中で演じる。 
②【簡潔な表現】『視覚的にシンプル』で、「絵

が大きくシンプル」なため見やすく、「絵から

のイメージ喚起」がしやすい。聞き手から見

えるのは「絵だけ」のため集中できる。作品

によっては「説明が多い」が、基本的には「文

が平易」かつ「展開が単純」で『話がシンプ

ル』なため、わかりやすく引き込まれる。「大

人数向き」に作られている。 
③【紙芝居特有の難しさ】『舞台使用の弊害』

は「固定的」で角度や高さを変えにくい、「演

じ手から絵を見辛い」、「声がこもる」、双方の

「顔が見え辛い」ためコミュニケーションが

取り辛いことがある。ただ読むだけでなく演

じる必要があるため、下読みや抜きの練習な

ど『準備の手間』がかかり手軽に読めない。 
4.まとめ	
 

同じ話の絵本と紙芝居を読み比べたことで、

それぞれの共通点と特徴に気づくことができ

た。改めて、紙芝居が演じるものであること、

そのために表現や造りに様々な工夫が凝らさ

れていることが指摘された。また、絵本を手

軽で身近に感じるのとは対象的に、紙芝居に

対して構えてしまう気持ちも明らかとなった。	
 

紙芝居に舞台は必須であるとの指摘も多か

ったが「舞台のせいで声がこもる。コミュニ

ケーションを取りづらい」との声も多かった。

これは学生の誤解であって、演じ手は舞台に

隠れるのではなく、顔を出しやりとりしなが

ら演じるものだと 1 年時に学習している。し

かし、学んだ後に実際に演じてみる機会がな

い場合や、実習に行って紙芝居を演じたり保

育者が演じるのを見たりしても、現場では舞

台を使っていない場合が多く、身についてい

なかったと考えられる。	
 

今回、学生たちの意見の中に保育の中で取り

入れる際に欠かせない「ねらい」「伝えたい内

容」「取り入れる時間帯」という観点は見られ

なかった。まだ実際の保育の流れの中に位置

付けて捉えるのは難しいことが分かった。	
 

今回明らかになったことをベースに、紙芝居

の良さを生かして保育の中に取り入れる力を

つけて言えるようなカリキュラム作りに繋げ

ていきたい。	
 

	
 
※引用文献やデータの詳細、使用した作品リスト

などは、当日の配布資料を参考のこと。 
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問題設定の理由

いじめ問題の深刻な事態を背景に、 年

にいじめ防止対策推進法が成立した。法律制

定を契機に全国の教育委員会、学校では、よ

り一層いじめ防止対策を行っている。文部科

学省育においては、道徳教育の一層の充実を

図るために、 年学習指導要領一部改定に

より道徳を「特別の教科」として位置づけ

た。

しかし、全国的に見ると、深刻ないじめ

事案は一向に減らない。いじめ根絶を目

標に熱心に取り組む学校ほど、「いじ

めはあってはならないもの」となり、

いじめがいざ自分たちの身近で生じた時、

子どもたちは口を閉ざしてしまうというパ

ラドックスにも陥っている。

我が国のいじめ研究は、被害者・加害者

の心理や要因、背景等について、心理学

的、社会学的研究の 年以上もの多くの蓄

積がありながらも、こうした理論研究をも

とにした子ども向け教材が、実践的プログ

ラムとして未だ体系的に開発されるに至っ

ていない。こうした理論を子どもにわかり

やすく理解できるように教材化し、被害

者・加害者だけでなく傍観者の行動を促す

ことが、いじめの早期発見と解決に資する

ものである。

本研究の目的は、「どこにでもだれにでも

起こりうる」いじめ問題に子どもたち自ら

が向き合い、主体的に行動するための道筋

を示した教材開発である。

道徳教育におけるいじめ問題の教材

文部科学省は、 年 月に学習指導要領を

一部改訂し、道徳教育を特別の教科として位置

づけた。その前年に当たる 年 月には、

文科省が副読本「心のノート」を全面改訂し「わ

たしたちの道徳」を作成した。「わたしたちの

道徳」活用のための指導資料において、作成の

背景として次のように述べられている。「いじ

めの問題が深刻な事態にある今こそ、心と体の

調和の取れた人間の育成の観点から、道徳教育

の重要性を改めて認識すべきであるとし、その

抜本的な充実を図るとともに、新たな枠組みに

よって教科化することを提言した。」道徳教育

のおけるいじめ問題は大きな比重を占める。

実際に「わたしたちの道徳」を見る限り、学

習指導要領の改定に伴い、いじめ問題の取り上

げ方においても充実している。単に徳目的に教

示するのではなく、子どもたちに考えさせ話し

合うというところが重視されている。

また、学年が上がるごとに、これまでの副読

本に比べて、教材が散発的に存在するのではな

く学年の発達段階を踏まえたうえで、系統性を

持って配当されていることがわかる。いじめら

れる側の心情を考えさせるだけでなく、いじめ

る側の心理や立場、傍観する側の心理や立場か

ら考えさせるアプローチもあり、多面的な視点

から自らの言動を振り返り、他者との関係のあ

り方を考えさせようとしている。

こうした教材を通して、文科省は、「あらゆ

る差別や偏見がなくなる社会」「公平な正義あ

る社会」の実現をめざしていると説明している。

すなわち、学習指導要領の新しい考え方に沿っ

て作られている「わたしたちの道徳」において

は、これまで以上に、他者との関係やいじめ問

題に向き合う行動力が重視されている。

人権教育の視点からいじめ問題を見る

国連人権教育の によると、人権教育とは

「『世界における自由、正義、および平和の基

礎』である『人間の尊厳と価値』の重要性につ

いて教え、学ぶプロセス」であり、「私たちす

べに属する権利も取り扱う」とある。そして、

「自分と他者の権利を守る力を個人に与える」

「エンパワーメントは、すべての人々の人権が

「子ども主体のいじめ防止・解決プログラム」の研究開発

松下一世 佐賀大学

価値を認められ、尊重される構成な社会の実現

を目指すための重要な投資」とする。

このような国連の人権教育の捉え方をいじ

め問題にシフトして考えると、道徳教育の内容

に欠落しているものは、「自分の権利について

学ぶ」「エンパワメントする」「いじめに立ち

向かい、解決する力をつける」という内容であ

る。したがって、いじめに関する教材開発にお

いては、子どもには権利があること、子どもが

解決する主体であること、人権侵害や差別を受

けた時にどうすればいいかを教えることとい

う人権教育の観点を入れることで、道徳教育を

補完することができるものと考える。

子どもの意識調査の結果から課題の抽出

平成 年度に実施した「佐賀県子どものい

じめに関する意識調査」は、小学校 年生と中

学校 年生全員対象に行われた大規模な全県

調査である。

この調査の結果から、子どもたちの課題は

以下の 点が抽出された。

まず，一点目は，「いじめに気付かない」

「困っている友だちの気持ちに気づかない」

という問題がある。現実には，子どもたちは，

目の前で起こっているできごとがいじめな

のかどうか、判別できていない。いじめとは

何かについて，理論的に学ぶことが必要では

ないか。力関係の有無や継続性，傷つき方の

度合いが違うものであるということを学ぶ

必要がある。さらにいじめがなぜ人権侵害と

なるのか，人権とは何かについても学ぶきっ

かけとしたい。

二点目は，いじめに気が付いていても、止

めない、だれにも相談しないという子どもた

ちの無力感や諦めを 「いじめは自分たちで

解決することができる」という道筋を指し示

すことで、エンパワメントしていかなければ

ならない。そのためには、いじめを個人の意

識の問題としてのみとらえないで構造論的

に学ぶことも必要である。

三点目は、いじめに関する無関心や自己責

任論、「いじめられる側にも非がある」とい

う考え方を克服していかなければならない。

何が人権侵害に当たるのか、権利と権利が衝

突するときにはどのような解決策があるの

かについて考えたり、差別や人権侵害に立ち

向かうことで自らの権利を獲得してきた人

たちから学ぶことが必要である。

教材開発

プログラムの研究開発に際して、学校関係

者によるプロジェクト委員会を組織した。教

材の特色は以下の 点である。

① 教材の形態として、読み物教材ではなく、

デジタル教材として開発する。

②学習方法として、多様な活動形態を取り入

れたアクティブラーニングを中心とした授

業づくりにする。

③学習の視点として、人権教育の指導方法の

理論的枠組みとしての「知識的側面」「価値

的・態度的側面」「技能的側面」を活用した。

この三側面に即して授業の「ねらい」を設定

し、子どもたち自身にも自己の学びを振り返

ることができるようチェックシートを作成

する。

④複数の教材をテーマごとに作成し、系統的

に配列し、プログラム化した。

以上のような方向性のもと、プロジェクト

委員会を年間 回開催し、 つの教材を作成

することができた。教材タイトルは、以下の

通りである。

教材 「これって、いじめ？」

教材 「いじめに巻き込まれたら、どうや

って抜け出せばいい？」

教材 「いじめられる人の気持ちをとこと

ん考えてみよう」

教材 「いじめが起こりにくいクラスって

どんなクラスかな？」

教材 「こんなときどうしたらいいかな？」

以上の教材は、実験授業を行い、修正を重

ねながら作成した。 当日資料参照
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問題設定の理由

いじめ問題の深刻な事態を背景に、 年

にいじめ防止対策推進法が成立した。法律制

定を契機に全国の教育委員会、学校では、よ

り一層いじめ防止対策を行っている。文部科

学省育においては、道徳教育の一層の充実を

図るために、 年学習指導要領一部改定に

より道徳を「特別の教科」として位置づけ

た。

しかし、全国的に見ると、深刻ないじめ

事案は一向に減らない。いじめ根絶を目

標に熱心に取り組む学校ほど、「いじ

めはあってはならないもの」となり、

いじめがいざ自分たちの身近で生じた時、

子どもたちは口を閉ざしてしまうというパ

ラドックスにも陥っている。

我が国のいじめ研究は、被害者・加害者

の心理や要因、背景等について、心理学

的、社会学的研究の 年以上もの多くの蓄

積がありながらも、こうした理論研究をも

とにした子ども向け教材が、実践的プログ

ラムとして未だ体系的に開発されるに至っ

ていない。こうした理論を子どもにわかり

やすく理解できるように教材化し、被害

者・加害者だけでなく傍観者の行動を促す

ことが、いじめの早期発見と解決に資する

ものである。

本研究の目的は、「どこにでもだれにでも

起こりうる」いじめ問題に子どもたち自ら

が向き合い、主体的に行動するための道筋

を示した教材開発である。

道徳教育におけるいじめ問題の教材

文部科学省は、 年 月に学習指導要領を

一部改訂し、道徳教育を特別の教科として位置

づけた。その前年に当たる 年 月には、

文科省が副読本「心のノート」を全面改訂し「わ

たしたちの道徳」を作成した。「わたしたちの

道徳」活用のための指導資料において、作成の

背景として次のように述べられている。「いじ

めの問題が深刻な事態にある今こそ、心と体の

調和の取れた人間の育成の観点から、道徳教育

の重要性を改めて認識すべきであるとし、その

抜本的な充実を図るとともに、新たな枠組みに

よって教科化することを提言した。」道徳教育

のおけるいじめ問題は大きな比重を占める。

実際に「わたしたちの道徳」を見る限り、学

習指導要領の改定に伴い、いじめ問題の取り上

げ方においても充実している。単に徳目的に教

示するのではなく、子どもたちに考えさせ話し

合うというところが重視されている。

また、学年が上がるごとに、これまでの副読

本に比べて、教材が散発的に存在するのではな

く学年の発達段階を踏まえたうえで、系統性を

持って配当されていることがわかる。いじめら

れる側の心情を考えさせるだけでなく、いじめ

る側の心理や立場、傍観する側の心理や立場か

ら考えさせるアプローチもあり、多面的な視点

から自らの言動を振り返り、他者との関係のあ

り方を考えさせようとしている。

こうした教材を通して、文科省は、「あらゆ

る差別や偏見がなくなる社会」「公平な正義あ

る社会」の実現をめざしていると説明している。

すなわち、学習指導要領の新しい考え方に沿っ

て作られている「わたしたちの道徳」において

は、これまで以上に、他者との関係やいじめ問

題に向き合う行動力が重視されている。

人権教育の視点からいじめ問題を見る

国連人権教育の によると、人権教育とは

「『世界における自由、正義、および平和の基

礎』である『人間の尊厳と価値』の重要性につ

いて教え、学ぶプロセス」であり、「私たちす

べに属する権利も取り扱う」とある。そして、

「自分と他者の権利を守る力を個人に与える」

「エンパワーメントは、すべての人々の人権が

「子ども主体のいじめ防止・解決プログラム」の研究開発

松下一世 佐賀大学

価値を認められ、尊重される構成な社会の実現

を目指すための重要な投資」とする。

このような国連の人権教育の捉え方をいじ

め問題にシフトして考えると、道徳教育の内容

に欠落しているものは、「自分の権利について

学ぶ」「エンパワメントする」「いじめに立ち

向かい、解決する力をつける」という内容であ

る。したがって、いじめに関する教材開発にお

いては、子どもには権利があること、子どもが

解決する主体であること、人権侵害や差別を受

けた時にどうすればいいかを教えることとい

う人権教育の観点を入れることで、道徳教育を

補完することができるものと考える。

子どもの意識調査の結果から課題の抽出

平成 年度に実施した「佐賀県子どものい

じめに関する意識調査」は、小学校 年生と中

学校 年生全員対象に行われた大規模な全県

調査である。

この調査の結果から、子どもたちの課題は

以下の 点が抽出された。

まず，一点目は，「いじめに気付かない」

「困っている友だちの気持ちに気づかない」

という問題がある。現実には，子どもたちは，

目の前で起こっているできごとがいじめな

のかどうか、判別できていない。いじめとは

何かについて，理論的に学ぶことが必要では

ないか。力関係の有無や継続性，傷つき方の

度合いが違うものであるということを学ぶ

必要がある。さらにいじめがなぜ人権侵害と

なるのか，人権とは何かについても学ぶきっ

かけとしたい。

二点目は，いじめに気が付いていても、止

めない、だれにも相談しないという子どもた

ちの無力感や諦めを 「いじめは自分たちで

解決することができる」という道筋を指し示

すことで、エンパワメントしていかなければ

ならない。そのためには、いじめを個人の意

識の問題としてのみとらえないで構造論的

に学ぶことも必要である。

三点目は、いじめに関する無関心や自己責

任論、「いじめられる側にも非がある」とい

う考え方を克服していかなければならない。

何が人権侵害に当たるのか、権利と権利が衝

突するときにはどのような解決策があるの

かについて考えたり、差別や人権侵害に立ち

向かうことで自らの権利を獲得してきた人

たちから学ぶことが必要である。

教材開発

プログラムの研究開発に際して、学校関係

者によるプロジェクト委員会を組織した。教

材の特色は以下の 点である。

① 教材の形態として、読み物教材ではなく、

デジタル教材として開発する。

②学習方法として、多様な活動形態を取り入

れたアクティブラーニングを中心とした授

業づくりにする。

③学習の視点として、人権教育の指導方法の

理論的枠組みとしての「知識的側面」「価値

的・態度的側面」「技能的側面」を活用した。

この三側面に即して授業の「ねらい」を設定

し、子どもたち自身にも自己の学びを振り返

ることができるようチェックシートを作成

する。

④複数の教材をテーマごとに作成し、系統的

に配列し、プログラム化した。

以上のような方向性のもと、プロジェクト

委員会を年間 回開催し、 つの教材を作成

することができた。教材タイトルは、以下の

通りである。

教材 「これって、いじめ？」

教材 「いじめに巻き込まれたら、どうや

って抜け出せばいい？」

教材 「いじめられる人の気持ちをとこと

ん考えてみよう」

教材 「いじめが起こりにくいクラスって

どんなクラスかな？」

教材 「こんなときどうしたらいいかな？」

以上の教材は、実験授業を行い、修正を重

ねながら作成した。 当日資料参照
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小学生の外見コンプレックスといじめ被害傾向の関連性の検証 

――仲間集団への関わり方に着目して―― 

鈴木 翔（東京大学大学院・秋田大学）

1．問題の所在と課題の導出

 本報告の目的は、小学生が持っている外見コ

ンプレックスといじめ被害傾向は関連を持つ

のか、そして、もし持つとすれば、その関連性

は彼らのどのような小学生文化のもとで機能

しているのかを明らかにすることである。

 日本では、外見によって劣等感や不幸が引き

起こされるという認識が広く共有されてきた。

その中でも、外見がいじめ被害の原因として語

られることは、さほど珍しいことではない。た

とえば、谷本（2008）や北条（2015）は、テレ

ビ番組で出演者が幼少期にいじめられた経験

について語るとき、実際には、他人からいじめ

られたことによって、自らの不幸が引き起こさ

れているにもかかわらず、容姿が劣っていたこ

とにより、不幸が引き起こされたかのような語

り方が、ある程度説得力を持って受け取られて

いることを指摘している。

では、これまでの研究で、外見といじめ被害

の関連性はどのように考えられてきたのだろ

うか。竹川（1993）は、いじめが発生するとき

には、被害者がヴァルネラビリティ（攻撃誘発

性）を持ち、加害者が攻撃意識を持つ場合にい

じめが生起すると考えた。そのヴァルネラビリ

ティの一例として挙げられているのが「特異な

身体的違和感」であり、集団内で「特異な身体

的違和感」を持つことがいじめの攻撃性を誘発

する要因となりうることを指摘している。ただ

し、この指摘は必ずしも「特異な身体的違和感」

を持つ児童がいじめの被害に遭いやすいとい

うことを示唆しているわけではない。というの

も、竹川はいじめをした理由の一部は加害者に

よって事後的に構成される可能性があること

を指摘しているからだ。この点は、本稿の分析

結果を解釈する際にも、十分に考慮する必要が

あるだろう。

 では、小学生のいじめは他の学校段階と比較

してどのような特徴があると言われているの

だろうか。その点に関して、三島（2003）や藤

原・鵜飼（2009）は、小学生のいじめにおいて

は、親密な友人関係の間で生起したいじめが不

可視化・長期化しやすく、被害者に心理的影響

を及ぼしやすいことを指摘している。また、女

子のほうが男子に比べ、親密な仲間集団から異

質性を排除しようという傾向が強く、男子はそ

の傾向が弱いことを明らかにしている。さらに

久保田（2003）は、小学生がいじめをする理由

として、女子は「相手に悪いところがあるから」

と回答する傾向が強いのに対し、男子は「遊び

やふざけだと思っていたから」と回答する傾向

が強いという。

これらの研究結果を踏まえると、女子は仲間

から異質性を排除する目的でいじめを行う傾

向があるのに対し、男子は仲間内で異質性の排

除を目的とせずに、仲間うちで「あそび」や「ふ

ざけ」という理由でいじめを行っているという

対比ができる。いずれにしても、小学生のいじ

めを分析の対象にするときには、性差と児童が

仲間集団とどのように関わっているのかを考

慮する必要がありそうだ。

 これらの指摘を踏まえて、本稿では異質性排

除の一例である外見といじめ被害の関連性に

ついて実証的な検証を行い、それらの関連性を

性差と仲間集団との関わり方の違いから考察

することにより、外見コンプレックスといじめ

被害傾向が関連し得る小学生文化を解明する

ことを目的とする。

 以上より、本稿が明らかにすべき課題は以下

の 2 点である。

課題 1：どのような外見コンプレックスが、い

じめ被害傾向と関連性を持つのか。

課題 2：外見コンプレックスといじめ被害傾向

の関連性は、仲間集団への関わり方によって異

なるのか。

2．使用するデータの概要と変数の設定

 本稿の分析に用いるデータは、ベネッセ教育

研究所（現ベネッセ教育総合研究所）が、東京

都および埼玉県の小学 4～6 年生を対象に、

2001 年 2 月から 3 月にかけて実施した「子ど

もの痩せ願望」に関する質問紙調査である。調

査項目は、主に外見コンプレックスの自己認識

や学校生活に関するものであり、それぞれの学

校を通して、調査票を配布・回収している。最

終的な有効回答数は、1097 名である。なお、本

調査の詳細な概要は、ベネッセ教育研究所編

（2001）に記載されている。

※以下、詳細な分析結果については、発表時に

別途配布する。

3．分析結果のまとめと結論

 本報告では、2 つの分析課題の検討から「外

見コンプレックスといじめ被害傾向はどのよ

うな小学生文化のもとで機能しているのか」と

いう問いに接近した。その結果、明らかになっ

たのは以下の 2 点である。

 第 1 に男子と女子の両方の小学生文化にお

いて、外見コンプレックスといじめ被害傾向は

関連性を持つ。なお、男子に比べ、女子はその

様相が色濃い。第 2 に男子は集団に適応してい

る児童において、外見コンプレックスといじめ

被害傾向が関連を持つ傾向にあり、逆に女子で

は集団に適応していない児童のみ、外見コンプ

レックスといじめ被害傾向が関連を持つ。この

2 つの知見を合わせると、本稿の問いには、次

のように答えることができる。すなわち、確か

に外見コンプレックスといじめ被害傾向は関

連を持つが、男子は仲間集団に適応していると

いう条件のもとで、そして女子は仲間集団に適

応していないという条件のもとでその関連性

は機能する。では、なぜ男子児童と女子児童で

集団の適応性によって、外見コンプレックスの

自己認識といじめ被害の関連性が異なるのだ

ろうか。最後に、本稿で得られた知見と既存の

研究の知見を照らし合わせ、本稿のインプリケ

ーションを述べたい。

 まず女子に関しては、既存の研究において、

「相手に悪いところがあるから」という理由で

いじめを正当化する傾向があることが指摘さ

れていた（久保田 2003）。この指摘を本稿の知

見と合わせて解釈するならば、女子は集団に馴

染んでいない児童に対して、身体的特徴を「正

当な」理由としていじめを行う文化があり、そ

れゆえ、たとえ実際には身体的特徴がいじめの

直接の原因ではなかったとしても、いじめの被

害を受けた児童がいじめを受けた理由を自ら

の外見コンプレックスに求めやすいという可

能性が推察できる。そして男子においては、い

じめ加害を正当化するのは、「遊びやふざけだ

と思っていたから」ということが指摘されてい

た（久保田 2003）。この知見と本稿で得られた

知見を合わせると、集団に馴染んでいる男子児

童に対しては身体的な特徴をからかったり、ふ

ざけたりしてもよいという文化が存在し、加害

者がたとえ意識していなかったとしても、その

行為がいじめへと発展していく可能性が考え

られる。

 つまり、本稿で明らかになった知見からは、

①女子の場合にはいじめの早期発見の指標と

して集団への適応感の低下を用いることが可

能であること、②そして男子の場合には、一見

集団に適応していたとしてもいじめが存在す

る可能性があるため、いじめに関する実態調査

を行う場合や、教師・保護者が児童の様子を観

察する場合には、集団適応の良さだけではなく、

身体的特徴への自己認知について把握する調

査の実施が必要であるという 2 つのインプリ

ケーションが導き出された。
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ベネッセ教育研究所編,2001,『モノグラフ・小

学生ナウ』Vol.21-2. 
藤原正光・鵜飼彩乃,2009,「親しい友人間にお

ける『いじめ』と性差：小学生の場合」『文

教大学教育学部紀要』第 43 号,pp.71-79. 
北条かや,2015,『整形した女は幸せになってい

るのか』星海社。

久保田真功,2003,「いじめを正当化する子ども

たち：いじめ行為の正当化に影響を及ぼす

要因の検討」『子ども社会研究』第 9
号,pp.29-41. 

三島浩路,2003,「親しい友人間にみられる小学

生の『いじめ』に関する研究」『社会心理学

研究』第 19 巻第 1 号,pp.41-50. 
竹川郁雄,1993,『いじめと不登校の社会学：集

団状況と同一化意識』法律文化社。

谷本奈穂,2008,『美容整形と化粧の社会学：プ

ラスティックな身体』新曜社。
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小学生の外見コンプレックスといじめ被害傾向の関連性の検証 

――仲間集団への関わり方に着目して―― 

鈴木 翔（東京大学大学院・秋田大学）

1．問題の所在と課題の導出

 本報告の目的は、小学生が持っている外見コ

ンプレックスといじめ被害傾向は関連を持つ

のか、そして、もし持つとすれば、その関連性

は彼らのどのような小学生文化のもとで機能

しているのかを明らかにすることである。

 日本では、外見によって劣等感や不幸が引き

起こされるという認識が広く共有されてきた。

その中でも、外見がいじめ被害の原因として語

られることは、さほど珍しいことではない。た

とえば、谷本（2008）や北条（2015）は、テレ

ビ番組で出演者が幼少期にいじめられた経験

について語るとき、実際には、他人からいじめ

られたことによって、自らの不幸が引き起こさ

れているにもかかわらず、容姿が劣っていたこ

とにより、不幸が引き起こされたかのような語

り方が、ある程度説得力を持って受け取られて

いることを指摘している。

では、これまでの研究で、外見といじめ被害

の関連性はどのように考えられてきたのだろ

うか。竹川（1993）は、いじめが発生するとき

には、被害者がヴァルネラビリティ（攻撃誘発

性）を持ち、加害者が攻撃意識を持つ場合にい

じめが生起すると考えた。そのヴァルネラビリ

ティの一例として挙げられているのが「特異な

身体的違和感」であり、集団内で「特異な身体

的違和感」を持つことがいじめの攻撃性を誘発

する要因となりうることを指摘している。ただ

し、この指摘は必ずしも「特異な身体的違和感」

を持つ児童がいじめの被害に遭いやすいとい

うことを示唆しているわけではない。というの

も、竹川はいじめをした理由の一部は加害者に

よって事後的に構成される可能性があること

を指摘しているからだ。この点は、本稿の分析

結果を解釈する際にも、十分に考慮する必要が

あるだろう。

 では、小学生のいじめは他の学校段階と比較

してどのような特徴があると言われているの

だろうか。その点に関して、三島（2003）や藤

原・鵜飼（2009）は、小学生のいじめにおいて

は、親密な友人関係の間で生起したいじめが不

可視化・長期化しやすく、被害者に心理的影響

を及ぼしやすいことを指摘している。また、女

子のほうが男子に比べ、親密な仲間集団から異

質性を排除しようという傾向が強く、男子はそ

の傾向が弱いことを明らかにしている。さらに

久保田（2003）は、小学生がいじめをする理由

として、女子は「相手に悪いところがあるから」

と回答する傾向が強いのに対し、男子は「遊び

やふざけだと思っていたから」と回答する傾向

が強いという。

これらの研究結果を踏まえると、女子は仲間

から異質性を排除する目的でいじめを行う傾

向があるのに対し、男子は仲間内で異質性の排

除を目的とせずに、仲間うちで「あそび」や「ふ

ざけ」という理由でいじめを行っているという

対比ができる。いずれにしても、小学生のいじ

めを分析の対象にするときには、性差と児童が

仲間集団とどのように関わっているのかを考

慮する必要がありそうだ。

 これらの指摘を踏まえて、本稿では異質性排

除の一例である外見といじめ被害の関連性に

ついて実証的な検証を行い、それらの関連性を

性差と仲間集団との関わり方の違いから考察

することにより、外見コンプレックスといじめ

被害傾向が関連し得る小学生文化を解明する

ことを目的とする。

 以上より、本稿が明らかにすべき課題は以下

の 2 点である。

課題 1：どのような外見コンプレックスが、い

じめ被害傾向と関連性を持つのか。

課題 2：外見コンプレックスといじめ被害傾向

の関連性は、仲間集団への関わり方によって異

なるのか。

2．使用するデータの概要と変数の設定

 本稿の分析に用いるデータは、ベネッセ教育

研究所（現ベネッセ教育総合研究所）が、東京

都および埼玉県の小学 4～6 年生を対象に、

2001 年 2 月から 3 月にかけて実施した「子ど

もの痩せ願望」に関する質問紙調査である。調

査項目は、主に外見コンプレックスの自己認識

や学校生活に関するものであり、それぞれの学

校を通して、調査票を配布・回収している。最

終的な有効回答数は、1097 名である。なお、本

調査の詳細な概要は、ベネッセ教育研究所編

（2001）に記載されている。

※以下、詳細な分析結果については、発表時に

別途配布する。

3．分析結果のまとめと結論

 本報告では、2 つの分析課題の検討から「外

見コンプレックスといじめ被害傾向はどのよ

うな小学生文化のもとで機能しているのか」と

いう問いに接近した。その結果、明らかになっ

たのは以下の 2 点である。

 第 1 に男子と女子の両方の小学生文化にお

いて、外見コンプレックスといじめ被害傾向は

関連性を持つ。なお、男子に比べ、女子はその

様相が色濃い。第 2 に男子は集団に適応してい

る児童において、外見コンプレックスといじめ

被害傾向が関連を持つ傾向にあり、逆に女子で

は集団に適応していない児童のみ、外見コンプ

レックスといじめ被害傾向が関連を持つ。この

2 つの知見を合わせると、本稿の問いには、次

のように答えることができる。すなわち、確か

に外見コンプレックスといじめ被害傾向は関

連を持つが、男子は仲間集団に適応していると

いう条件のもとで、そして女子は仲間集団に適

応していないという条件のもとでその関連性

は機能する。では、なぜ男子児童と女子児童で

集団の適応性によって、外見コンプレックスの

自己認識といじめ被害の関連性が異なるのだ

ろうか。最後に、本稿で得られた知見と既存の

研究の知見を照らし合わせ、本稿のインプリケ

ーションを述べたい。

 まず女子に関しては、既存の研究において、

「相手に悪いところがあるから」という理由で

いじめを正当化する傾向があることが指摘さ

れていた（久保田 2003）。この指摘を本稿の知

見と合わせて解釈するならば、女子は集団に馴

染んでいない児童に対して、身体的特徴を「正

当な」理由としていじめを行う文化があり、そ

れゆえ、たとえ実際には身体的特徴がいじめの

直接の原因ではなかったとしても、いじめの被

害を受けた児童がいじめを受けた理由を自ら

の外見コンプレックスに求めやすいという可

能性が推察できる。そして男子においては、い

じめ加害を正当化するのは、「遊びやふざけだ

と思っていたから」ということが指摘されてい

た（久保田 2003）。この知見と本稿で得られた

知見を合わせると、集団に馴染んでいる男子児

童に対しては身体的な特徴をからかったり、ふ

ざけたりしてもよいという文化が存在し、加害

者がたとえ意識していなかったとしても、その

行為がいじめへと発展していく可能性が考え

られる。

 つまり、本稿で明らかになった知見からは、

①女子の場合にはいじめの早期発見の指標と

して集団への適応感の低下を用いることが可

能であること、②そして男子の場合には、一見

集団に適応していたとしてもいじめが存在す

る可能性があるため、いじめに関する実態調査

を行う場合や、教師・保護者が児童の様子を観

察する場合には、集団適応の良さだけではなく、

身体的特徴への自己認知について把握する調

査の実施が必要であるという 2 つのインプリ

ケーションが導き出された。
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小学生における「防犯モラルジレンマ」に関する研究

「声かけ」場面での迷いに着目して 

宮田美恵子（順天堂大学） 
 

．問題設定

本報告の目的は、いわゆる連れ去りなどの

犯罪における「声かけ」場面での、子どもの

迷いや葛藤発生の有無を明らかにすること

である。

子どもの犯罪被害があとをたたない。連れ

去りなどの犯罪は、軽微な声かけを契機とし

て深刻な事態に進んでいくことがある。その

ため声かけの段階でふさわしい対応ができ

ることは重要である。

しかし、実際「声かけ」には善意のものも

あれば悪意を潜ませたケースもあるため、

「人に親切にする」といった道徳性と「声か

けはことわる」といったステレオタイプの防

犯知識との間で葛藤が生じ判断できなくな

る、「防犯モラルジレンマ」が起こることが

あると考えられる。

年の大阪教育大学附属池田小学校事件

の発生が つの契機となり、地域で子どもを

見守る機運が高まった。現在も全国各地で地

域の見守り活動が盛んに行われている。そう

した社会情勢の中で、大人が地域の子どもに

あいさつしたら無視された、善意の声かけを

したら不審者扱いされたといった混乱も生

じており、防犯と道徳の両立が難しいという

声を聞くことがある。

一方、学校などでは防犯指導がなされてい

るものの、「不審者」か否かの判断は難しい

ために、子どもにも混乱が起こっていると考

えられ、ここに つの問題が見られる。

学校安全参考資料 における安全教育の目

                                                 
1 )『「生きる力」をはぐくむ学校での安全教育』、（文部科学

標・内容には、自他の安全を守るための活動

に自発的に協力・参加・貢献できる資質を養

うことも挙げられており、他者を避ける視線

を強調するだけではなく、人々と共に暮らす

視点との兼ね合いも重要であると考えられ

る。言い換えれば、危険を予防する観点と道

徳性の発達との間に矛盾や齟齬の無い防犯

教育が必要ではないかということである。そ

のため、防犯にまつわる子どもの葛藤につい

て検討していきたい。

子どもの迷いへの着目

道徳性の発達について L.コールバーグは 、

つの水準から 段階を示している。道徳性

が発達するとは、道徳的な判断や推論、つま

り道徳的な認識である公正（Fairness）、正

義（Justice）の見方や考え方が変化すること

としている。また道徳的判断は伝達過程でな

く、子どもの認知構造と環境の構造による相

互交渉による「経験の再構成」であるという

点を強調している。

日本では荒木らによってモラルジレンマ

授業3)が進められており、児童でも第一段階

や第 2 段階が尐なく、第 3 段階の志向：よ

い対人関係を保つことを正義とし、他者から

の承認を求め他者を助け喜ばせることや、多

くの人がもつステレオタイプの『よい』イメ

ージに志向する」が多いとしている。 
こうした公正や正義の見方、考え方の道徳

                                                                       
省、平成 22 年） 
2 )内藤俊史「子ども・社会・文化―道徳的な心の発達」（サ

イエンス社、1991 年） 
3 )荒木紀幸「モラルジレンマ資料と授業展開」（明治図書、

2013 年）、P202 
2 

 

性をベースにして、児童は善意と悪意の区別

がつきにくい声かけ行為に遭遇したとき、道

徳的判断のほかに、防犯的判断といった別の

観点が求められる。しかしこの観点は基準が

曖昧であり、道徳的判断とは相反する判断を

導くことがあるため、両者間に矛盾や齟齬を

生じやすく判断のつきにくい場合がある。あ

る 1つの行為に対し異なる観点を均衡化する

意味において、防犯上のモラルジレンマが生

じると考えられる。以上の仮説から調査を実

施した。

．調査の概要

【調査の枠組み】

埼玉県内公立小学校 校において、合計

人（男子 人、女子 人）を対象に自記

式質問紙調査により留め置き法（ 件法）で

回答を求めた。実施日は 年 月である。

内容は A 自分の困りごと・B 他人の困りごと

ケースそれぞれについて、実際にあった声か

け事案（警視庁公開）を基に 項目のことわ

りにくさ：①道徳規範性、②防犯規範性、③

権威規範性、④自己評価性、⑤自己利益性、

⑥拒否罪悪感を設定し、ことわりにくさなど

葛藤の有無等を調べた。

．結果と分析

分析については、学年や性差をふまえた学

習がより意義があると考えられることから、

ケース A・B について、①～⑥の各項目と学

年、性別にクロス集計を行った。次にχ二乗

検定を実施した所、学年別では A の①「道徳

規範性」以外は、有為差があった。B ではす

べてにおいて有為差が見られた（ ≦ ）。

性別男子では、A・B とも③「権威規範性」

と⑤「自己評価性」に有為差があることから、

声かけにおいてとくに権威者を名乗る人か

らの依頼や権威者に関わる内容に応じやす

く、自分をよく見られたい思いからことわり

にくくなるのではないかと考えられる。また、

A においては⑤「自己利益性」にも有為差が

みられ、自分の困りごとの場合には相手の依

頼を受けやすいと考えられる。性別女子では

ケース A・B とも③「権威規範性」、④「自己

評価性」、⑤「自己利益性」に有意差がある

ため、自分の困りごとでも他者の困りごとで

も、権威者に関わる依頼や自分をよく見られ

たいという思い、自分にとっての損得で判断

するのではないかと考えられる。

さらに、「ことわりにくさ」は各項目がど

のように影響を与えているのか、 項目の関

連性を見るために多変量回帰分析を実施し

た（表）。A・B 共、項目⑥の「拒否罪悪感」

が他に比べて高く、B が A よりも高いことか

らも、「ことわる」という行為そのものに対

する罪悪感が根底にあるのではないかと考

えられる。

．ジレンマの緩和を取り入れた防犯教育

以上のように児童には「声かけ」場面で、

ジレンマの生じやすさに特徴のあることが

明らかとなった。ジレンマを緩和することで

危険離脱行動がとりやすくなると考えられ

ることから、この点に着目した学習はより意

義がある。ことわることへの罪悪感について

も同様に、危険を予防する観点と道徳性の発

達との齟齬が生じにくい工夫を取り入れた

防犯教育が必要である。

 拒
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感 
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己
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小学生における「防犯モラルジレンマ」に関する研究

「声かけ」場面での迷いに着目して 

宮田美恵子（順天堂大学） 
 

．問題設定

本報告の目的は、いわゆる連れ去りなどの

犯罪における「声かけ」場面での、子どもの

迷いや葛藤発生の有無を明らかにすること

である。

子どもの犯罪被害があとをたたない。連れ

去りなどの犯罪は、軽微な声かけを契機とし

て深刻な事態に進んでいくことがある。その

ため声かけの段階でふさわしい対応ができ

ることは重要である。

しかし、実際「声かけ」には善意のものも

あれば悪意を潜ませたケースもあるため、

「人に親切にする」といった道徳性と「声か

けはことわる」といったステレオタイプの防

犯知識との間で葛藤が生じ判断できなくな

る、「防犯モラルジレンマ」が起こることが

あると考えられる。

年の大阪教育大学附属池田小学校事件

の発生が つの契機となり、地域で子どもを

見守る機運が高まった。現在も全国各地で地

域の見守り活動が盛んに行われている。そう

した社会情勢の中で、大人が地域の子どもに

あいさつしたら無視された、善意の声かけを

したら不審者扱いされたといった混乱も生

じており、防犯と道徳の両立が難しいという

声を聞くことがある。

一方、学校などでは防犯指導がなされてい

るものの、「不審者」か否かの判断は難しい

ために、子どもにも混乱が起こっていると考

えられ、ここに つの問題が見られる。

学校安全参考資料 における安全教育の目

                                                 
1 )『「生きる力」をはぐくむ学校での安全教育』、（文部科学

標・内容には、自他の安全を守るための活動

に自発的に協力・参加・貢献できる資質を養

うことも挙げられており、他者を避ける視線

を強調するだけではなく、人々と共に暮らす

視点との兼ね合いも重要であると考えられ

る。言い換えれば、危険を予防する観点と道

徳性の発達との間に矛盾や齟齬の無い防犯

教育が必要ではないかということである。そ

のため、防犯にまつわる子どもの葛藤につい

て検討していきたい。

子どもの迷いへの着目

道徳性の発達について L.コールバーグは 、

つの水準から 段階を示している。道徳性

が発達するとは、道徳的な判断や推論、つま

り道徳的な認識である公正（Fairness）、正

義（Justice）の見方や考え方が変化すること

としている。また道徳的判断は伝達過程でな

く、子どもの認知構造と環境の構造による相

互交渉による「経験の再構成」であるという

点を強調している。

日本では荒木らによってモラルジレンマ

授業3)が進められており、児童でも第一段階

や第 2 段階が尐なく、第 3 段階の志向：よ

い対人関係を保つことを正義とし、他者から

の承認を求め他者を助け喜ばせることや、多

くの人がもつステレオタイプの『よい』イメ

ージに志向する」が多いとしている。 
こうした公正や正義の見方、考え方の道徳

                                                                       
省、平成 22 年） 
2 )内藤俊史「子ども・社会・文化―道徳的な心の発達」（サ

イエンス社、1991 年） 
3 )荒木紀幸「モラルジレンマ資料と授業展開」（明治図書、

2013 年）、P202 
2 

 

性をベースにして、児童は善意と悪意の区別

がつきにくい声かけ行為に遭遇したとき、道

徳的判断のほかに、防犯的判断といった別の

観点が求められる。しかしこの観点は基準が

曖昧であり、道徳的判断とは相反する判断を

導くことがあるため、両者間に矛盾や齟齬を

生じやすく判断のつきにくい場合がある。あ

る 1つの行為に対し異なる観点を均衡化する

意味において、防犯上のモラルジレンマが生

じると考えられる。以上の仮説から調査を実

施した。

．調査の概要

【調査の枠組み】

埼玉県内公立小学校 校において、合計

人（男子 人、女子 人）を対象に自記

式質問紙調査により留め置き法（ 件法）で

回答を求めた。実施日は 年 月である。

内容は A 自分の困りごと・B 他人の困りごと

ケースそれぞれについて、実際にあった声か

け事案（警視庁公開）を基に 項目のことわ

りにくさ：①道徳規範性、②防犯規範性、③

権威規範性、④自己評価性、⑤自己利益性、

⑥拒否罪悪感を設定し、ことわりにくさなど

葛藤の有無等を調べた。

．結果と分析

分析については、学年や性差をふまえた学

習がより意義があると考えられることから、

ケース A・B について、①～⑥の各項目と学

年、性別にクロス集計を行った。次にχ二乗

検定を実施した所、学年別では A の①「道徳

規範性」以外は、有為差があった。B ではす

べてにおいて有為差が見られた（ ≦ ）。

性別男子では、A・B とも③「権威規範性」

と⑤「自己評価性」に有為差があることから、

声かけにおいてとくに権威者を名乗る人か

らの依頼や権威者に関わる内容に応じやす

く、自分をよく見られたい思いからことわり

にくくなるのではないかと考えられる。また、

A においては⑤「自己利益性」にも有為差が

みられ、自分の困りごとの場合には相手の依

頼を受けやすいと考えられる。性別女子では

ケース A・B とも③「権威規範性」、④「自己

評価性」、⑤「自己利益性」に有意差がある

ため、自分の困りごとでも他者の困りごとで

も、権威者に関わる依頼や自分をよく見られ

たいという思い、自分にとっての損得で判断

するのではないかと考えられる。

さらに、「ことわりにくさ」は各項目がど

のように影響を与えているのか、 項目の関

連性を見るために多変量回帰分析を実施し

た（表）。A・B 共、項目⑥の「拒否罪悪感」

が他に比べて高く、B が A よりも高いことか

らも、「ことわる」という行為そのものに対

する罪悪感が根底にあるのではないかと考

えられる。

．ジレンマの緩和を取り入れた防犯教育

以上のように児童には「声かけ」場面で、

ジレンマの生じやすさに特徴のあることが

明らかとなった。ジレンマを緩和することで

危険離脱行動がとりやすくなると考えられ

ることから、この点に着目した学習はより意

義がある。ことわることへの罪悪感について

も同様に、危険を予防する観点と道徳性の発

達との齟齬が生じにくい工夫を取り入れた

防犯教育が必要である。
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「学校問題」における「子ども／大人」関係の構図と論理 

―「いじめ問題」をめぐる言説空間の「有標／無標」－ 

池田 隆英（岡山県立大学） 

 

１．子ども研究の社会的構築性 

（１）科学としての子ども研究 

従来の科学論は，当該の学問分野の手続きによっ

て知見を明らかにすることを「客観性」ととらえ，

例えその知見に対して批判的な検討が加えられても，

こうした営みが対象とする事物の「普遍性」を追究

している。一方，「新しい科学論」は，当該の学問分

野の手続き自体が社会的文脈の中で作られたもので

あり，批判的な検討と考えられてきたものは，実は

ある種の説得の産物にすぎず，科学的営為には常に

「恣意性」が作動していることを明らかにした。 

いわゆる「サイエンス・ウォーズ」が起こった際，

科学の客観性と構築性をめぐる論議は科学論の内部

だけでなく外部でも注目を集めた。「新しい科学論」

が批判の対象にしてきたのは，多くの場合，科学一

般あるいは自然科学であるが，個別科学あるいは人

文・社会科学がその矛先から逃れられるわけではな

い。科学信仰への痛烈な批判は，「学際性」を探求し

てきた子ども研究において，研究対象と自己定位の

あり方を不断に検討することを要求する。 

 

（２）子ども研究にとっての致命傷 

欧米や日本の子ども研究が蓄積してきた知見を丹

念にレビューし，これを「子ども言説」ととらえて

批判的に検討する。こうした作業から見えてきた，

子どもの研究の中心的な課題は，「普遍性・一般性の

追求」という志向性である。個別科学の一部門であ

る子ども研究も，旧来の科学的な営為として，子ど

もの「普遍的・一般的なあり方」をとらえようとし

てきた。しかし，こうした志向性は，人間の存立基

盤である社会的な文脈から対象を剥奪し，時間や空

間に制約された存在であることを捨象する。 

他の研究領域と同様に，子ども研究も科学の１つ

の領域であることから，科学論で構築されてきた知

見を確認することは，研究という営み（社会的実践）

が必然的にもっているあり方に自覚的になる，とい

う意味で重要である。日本子ども社会学会の関連で，

多くの「方法論の議論」が行われたことは特筆すべ

き現象である。この現象は，「子どもなるもの」を対

象とする研究について，「学際性」の必要性や妥当性

を批判的に検討する試みであった。 

ただし，これらの試みは，「新しい」子ども研究を

ほとんど参照してはおらず，子ども研究そのものの

社会的構築性の検討であるとは限らない。 

２．「新しい」子ども研究への予備作業 

（１）対象概念と方法概念の「先験性」「背後仮説」 

どのような科学の営為にも，対象概念と方法概念

が前提される。従来，日本の教育社会学では，方法

概念の検討が多いが，レビューの対象は一部に限ら

れる。しかも，日本の教育社会学では，対象概念の

検討はほとんど見られない。そこで，対象概念の検

討として，哲学や科学を概観し，対象概念の変遷を

跡づけ，方法概念の検討として，「新しい」子ども研

究を対象に，方法概念の整理・分類を行った。 

現象の全体も要素も多元的・多層的であり，可変

的な開かれたシステムである。人々の「文法」と「文

脈」が，複雑な世界を分節し，了解可能なものにす

る。私たちの日常的な行為が，「実在」を作り出し，

制度を立ち上げ，生活を形作る（池田，2013）。また，

特徴として，「大人社会の中の子ども文化」「子ども

の同士の関わり」「場による相対的な特徴」「非定形

的な発達」がある。代表的な論考をこれらの特徴で

分類すると，同じ特徴に分類される論考でも別々の

「背後仮説」が入り込む（池田，2012）。 

 

（２）「新しい」子ども研究の「描き方」 

「新しい」子ども研究を対象にレビューすると，

子どもの「普遍性」「一般性」を乗り越えようとする

「描き方」が見えてくる（池田，2015a）。 

90年代，「新しい」子ども研究では，70年代の発

達概念や社会化概念の検討が行われ，80年代に活発

化した実証研究を参照することにより，「child/ren」

「childhood/s」の検討が論点の１つとなっていた。

「新しい」子ども研究において，子どもの「普遍性」

や「一般性」を理論的に検討するとともに，子ども

の「特異性」や「個別性」を実証的に提示すること

は，共通の問題意識となった（James, 2004）。 

なお，「子どもなるもの」は，単なる概念（concept）

ではなく，「子どもとして定位する」という概念構成

（conception）を含む。先述の対象概念や方法概念

の検討は，この概念構成を対象概念や方法概念によ

って分析ないしは跡づける作業である。 

 concept（概念） 

 子ども  対象概念の構成 

 conception（概念構成） 

  方法概念の構成 

図 子どもの対象概念と方法概念 
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３．「新しい」子ども研究の観点とアプローチ 

（１）「新しい」子ども研究に特徴的な観点 

「新しい」子ども研究においては，子どもの「特

異性」や「個別性」が明らかにされていった。時間

や空間を生きる子ども（Qvortrup, 1994），子どもと

大人の関係（Greene, 1997；Woodhead, 1997），人間

を媒介する様式（Frønes, 1994; James, 2005），少
数派や正常外の事象（Corsaro, 1997; Whyness, 

2006），子どもの積極性・能動性(Wartofsky, 1981; 

James & Prout, 1990; Lee, 2001）である。 

「普遍性」や「一般性」の研究から転換すべく，

「新しい子ども研究」は，時間の長さ，空間の範囲，

人間の区分，媒介の様式，判断の基準，存在の描写，

という少なくとも６つの観点に自覚的である。これ

らは，観点として排他的であっても，実際の研究で

は２つ以上の観点が含まれる（Best, 1994；Pufall et 

al., 2004；Hedegaard et al., 2012；Stephens, 

1995；Goddard et al., 2005；Hallett et al., 2003）。 

 

 

（２）子ども理解への学際的なアプローチ 

「新しい子ども研究」は，子どもの姿をとらえる

ことがそれほど単純ではなく，非常に複合的な概念

構成（conception）を伴うことを教える（Corsaro, 

1997；Wyness, 2006）。「子どもなるもの」の理解に

は，必然的に学際的なアプローチをとることになる

（Woodhead et al., 2003）。 

子ども研究の社会的構築（James & Prout, 1990；

Honig, 2009）を跡づける作業からいくつかの論点を

導き出せる。①文化は，個人に対する外在性をもち，

個人に影響を与えるが，個人は文化を部分的に修

整・生成できる。②大人と子どもは，相対的に自律

的な世界をもつが，単なる個別の属性ではなく世代

関係としてとらえられる。③大人と子どもは，それ

ぞれ独立した存在ではなく，様々なシステムを媒介

あるいは前提に生活を送っている。 

日本の子ども研究においても，ここに挙げた論点

に相当する知見は，部分的には，いくつかの先行研

究によって明らかにされている。しかし，こうした

研究はあくまでも「個別の領域」に限られるため，

学際的なアプローチをとらない（池田，2015b）。 

４．言説空間における構図と論理の実在性 

（１）言説による「子ども／大人」の実在化 

「解釈的アプローチ」による「子ども研究」の課

題を踏まえて，「学校問題」へのアプローチを試みる。

いじめ、不登校、学校安全など、様々な「学校問題」

が生じている。これらの「学校問題」には一定の「子

ども／大人」関係が含まれる。この「子ども／大人」

関係は、独特の構図や論理を前提にしている。近年

の「子ども研究」の知見を参照し、この構図や論理

を批判的に検討する。 

子ども概念は，特に医学（衛生・治療）や生物学

（優生・遺伝）を土壌にして，心理学（心理と行動

の測定）や教育学（思想・制度）などが栄養となり，

育ったと考えられる（Cunningham，2005）。観念は，

単なる虚構(fiction）として私たちの認識の中に閉

ざされているものではなく，様々な言説を時に矛盾

しながらも取り込んで更新され，主体（agent）と体

制（regime）へと実在化される（池田，2011）。 

概念は様々な下位概念を含んでいるが，私たちが

概念を使用する際，下位概念にあまり自覚的ではな

い。科学者を含めた人々の「文法」と「文脈」が，

この複雑な世界を「見えるもの／見えないもの」に

分節し，了解可能なものにする。 

 

（２）いじめをめぐる言説の構図と論理 

筆者は，障害児教育」の言説空間（2014a），「障

害／のある／子ども」の検討（2014b）において，言

説や認識が制度を媒介に実在化していくことを跡づ

けた。今回は，様々な言説を整理することで，「いじ

め問題」の「有標／無標」の可能性を探る。 

いじめをめぐる言説は，文部科学省においては

『提要』，答申，調査などがある。転換点となったの

は，政府による「いじめ問題への緊急提言」（2006）

や法制化された「いじめ防止対策推進法」（2013）で

ある。これを根拠に，文部科学大臣や文部科学省に

よる一連の「方針」が策定され，文部科学省からの

通知を受けて，各自治体・教育委員会・学校におけ

る「いじめ防止基本方針」が策定された。 

「いじめ防止対策推進法」に基づいて各学校での

早期発見や再発防止の取組がなされる。これを推進

すべく，文部科学省は「基礎資料と対応のポイント」

（2014）や「基本的認識と取組のポイント」などの

関連資料を作成した。各学校は，実効性のある体制

を整備し，適切な教育指導を行い，関係機関との連

携通知を図るものとされる。医療（診断と治療），心

理（判定と相談），福祉（権利と支援），警察（抑止

と逮捕），法曹（権利と裁判），政治（議論と立法），

調査（説明と分析），マスコミ（伝達と媒介）。関係

機関の専門家は，それぞれが「いじめ問題」を想定

して，独特の構図と論理に基づいて対応する。

表１ 「新しい」子ども研究の観点 

観点 例示

①時間の長さ 時期，人生，歴史など

②空間の範囲 集団・地域・国家など

③人間の区分 性別，年齢，人種など

④媒介の様式 文化，制度，言説など

⑤判断の基準 多数／少数，正常／異常など

⑥存在の描写 消極／積極，受動／能動など
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発表題目 

障害のある子どもの放課後生活の場としての放課後等児童デイ

サービスに関する一考察 
 

                            三好正彦（大阪女子短期大学） 
 
 
1．はじめに 
現在、障害のある子どもの放課後は、学童保

育事業を中心として様々な放課後施策が存在

し、多様化が進んでいる。障害のある子どもは、

学校が終われば、親と家で過ごすことが一般化

していた時代からすれば大きな進歩であると

言える。しかし、その一方で放課後のサービス

化が過剰に進むことによる弊害も生まれつつ

あるのではないだろうか。それは、障害のある

子どもに限らず、放課後の管理化という方向性

を強く推し進め、学校・家庭に続く第三の教育

の場の質を著しく荒廃させることが危惧され

る事態になっているのではないかと考える。 
 
2．先行研究 
障害のある子どもや様々な困難さを抱える

子どもにとっての放課後、また居場所について

の研究は 1980年代後半から多くみられる。そ
して、その多くが学童保育の必要性の文脈の中

で語られてきた。『放課後の障害児－障害者の

社会教育』（藤本・津止編 1988）は、障害のあ
る子どもの放課後保障の制度・施策の必要性を

訴えた内容となっている。障害のある子どもに

とって、必要な放課後生活の場とは何か、また

学童保育所での受け入れについても言及され

ている。同時期の障害のある子どもとの学童保

育での生活の様子を描いた『続・学童保育実践

の記‐障害児と共に歩む』（及川 2009）では、
1980 年代の大阪府吹田市の学童保育指導員で
あった及川が、自らの実践を綴っている。その

他、障害児の居場所として学童保育が一般的に

認知されていない中での実践、また受け入れの

必要性を訴える内容の研究が多くみられる近

年では障害のある子どもの放課後についての

課題に対する社会的認知が進む中で、より具体

的な実践や課題に取り組む様態が報告されて

いる。『障害児がそだつ放課後‐学童保育は発

達保障と和みの場所』（白石 2007）では、学童
保育が障害のある子どもの生活の場であるの

と同時に、成長・発達の場にもなり得るという

点を主張している。村岡真治の『ゆうやけで輝

く子どもたち‐障害児の放課後保障と実践の

よろこび』（村岡 2008）は障害のある子どもの
放課後保障の活動を進める「ゆうやけ子どもク

ラブ」の実践を記述したもので、障害のある子

どもにとっての育ちの場としての放課後の可

能性について語られている。『放課後等デイサ

ービスをよりよいものに 障害のある子ども

の放課後活動ハンドブック』（全国放課後連編

2011）などでも同様に、障害のある子どもの
放課後の課題から、放課後保障の更なる充実を

訴えている。大阪市の障害のある子どもの状況

について調査した「大阪市における障害児の放

課後・休日問題と制度的保障」（富永・守屋 1995）
では、「子どもの家事業」を含めた大阪市の放

課後児童対策について整理されており、障害の

ある子どもの放課後休日問題の課題について

も言及されている。 
 しかし、一方で障害のある子どもの放課後の

生活圏に関する研究はほとんどみられない。 

障害のある子どもと地域との関係性を論じた

ものとして、『断ち切らないで-小さき者を守り
抜く「子どもの家」の挑戦』（田中他編著 2012）
では、本研究で扱っている大阪市の子どもの家

事業廃止について、その影響と功罪、また子ど

もの家事業が果たしていた役割など、事業主の

インタビューなどを通して整理されている。

『連携と協働の学童保育論 ソーシャル・イン

クルージョンに向けた放課後の役割』（三好

2012）では、障害のある子どもを含めて貧困
など社会的に排除されるリスクを負っている

子どもたちの関係構築の場として学童保育、ま

た放課後の居場所の必要性を論じている。 
 
3．研究の目的と考察 
以上の先行研究から、次の点が言える。生活

面・社会面や家庭的、経済的なしんどさを抱え

る子どもに関する放課後保障の研究に関して

は、障害のある子どもの放課後に焦点を当てた

ものが中心となっており、特に 80年代後半か
らその蓄積がみられる。しかし、一方でソーシ

ャルインクルージョンの観点から障害のある

子どもの放課後の生活圏について論じた研究

はいまだ乏しい。また、放課後のサービス化に

よるところの弊害を指摘した研究も少ない。そ

こで、本研究では、こうした課題に光をあてる

ためにもこの先行研究の空白を埋め、障害のあ

る子どもにとっての放課後、また施策の在り方

を提示することも目的とする。 
また、地域との共生、仲間作りなどの視点を

大事に事業に取り組んでいる大阪市生野区の

放課後等デイサービス「じゃがいもくらぶ」の

スタッフ」・利用者・保護者へのインタビュー

調査を行い、今後の事業のあり方についても探

究する。そして本研究では特に、障害のある子

どもの放課後について、ソーシャル・インクル

ージョンの観点から、障害のある子どもの生活

圏と地域の関係性を明らかにしたい。 
障害のある子どもの放課後の生活圏の課題

についての先行研究はほぼ見当たらないが、放

課後保障の運動の原点は、この生活圏の脆弱性

をいかに解消できるかが課題であったという

見方もできる。上記のように、障害のある子ど

もたちの放課後の過ごし方は、基本的には自宅

で、テレビやゲーム、保護者と共に過ごすとい

うように、狭い範囲（自宅内）にとどまり、人

間関係も息の詰まるものになる問題性が指摘

されていた。その中で、家庭以外での居場所と

して、学童保育、障害児学童保育、サマースク

ールなどの居場所作り運動が展開されていく

ことになる。これまで学校、家庭の往復であっ

た障害のある子どもの生活圏が、放課後の居場

所として確保されることにより広がりをみせ、

子ども本人や親にとっても人間関係を広げる

機会が増えることにもつながっていた。 
しかし、一方で障害のある子ども本人にとっ

て、どうなのかという視点は明らかに不足して

おり、生活機能や共通したアイデンティティの

確立などの視点というよりも、単なる居場所と

なる場に預けられているという点が指摘でき

るのではないだろうか。 
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障害のある子どもの放課後生活の場としての放課後等児童デイ

サービスに関する一考察 
 

                            三好正彦（大阪女子短期大学） 
 
 
1．はじめに 
現在、障害のある子どもの放課後は、学童保

育事業を中心として様々な放課後施策が存在

し、多様化が進んでいる。障害のある子どもは、

学校が終われば、親と家で過ごすことが一般化

していた時代からすれば大きな進歩であると

言える。しかし、その一方で放課後のサービス

化が過剰に進むことによる弊害も生まれつつ

あるのではないだろうか。それは、障害のある

子どもに限らず、放課後の管理化という方向性

を強く推し進め、学校・家庭に続く第三の教育

の場の質を著しく荒廃させることが危惧され

る事態になっているのではないかと考える。 
 
2．先行研究 
障害のある子どもや様々な困難さを抱える

子どもにとっての放課後、また居場所について

の研究は 1980年代後半から多くみられる。そ
して、その多くが学童保育の必要性の文脈の中

で語られてきた。『放課後の障害児－障害者の

社会教育』（藤本・津止編 1988）は、障害のあ
る子どもの放課後保障の制度・施策の必要性を

訴えた内容となっている。障害のある子どもに

とって、必要な放課後生活の場とは何か、また

学童保育所での受け入れについても言及され

ている。同時期の障害のある子どもとの学童保

育での生活の様子を描いた『続・学童保育実践

の記‐障害児と共に歩む』（及川 2009）では、
1980 年代の大阪府吹田市の学童保育指導員で
あった及川が、自らの実践を綴っている。その

他、障害児の居場所として学童保育が一般的に

認知されていない中での実践、また受け入れの

必要性を訴える内容の研究が多くみられる近

年では障害のある子どもの放課後についての

課題に対する社会的認知が進む中で、より具体

的な実践や課題に取り組む様態が報告されて

いる。『障害児がそだつ放課後‐学童保育は発

達保障と和みの場所』（白石 2007）では、学童
保育が障害のある子どもの生活の場であるの

と同時に、成長・発達の場にもなり得るという

点を主張している。村岡真治の『ゆうやけで輝

く子どもたち‐障害児の放課後保障と実践の

よろこび』（村岡 2008）は障害のある子どもの
放課後保障の活動を進める「ゆうやけ子どもク

ラブ」の実践を記述したもので、障害のある子

どもにとっての育ちの場としての放課後の可

能性について語られている。『放課後等デイサ

ービスをよりよいものに 障害のある子ども

の放課後活動ハンドブック』（全国放課後連編

2011）などでも同様に、障害のある子どもの
放課後の課題から、放課後保障の更なる充実を

訴えている。大阪市の障害のある子どもの状況

について調査した「大阪市における障害児の放

課後・休日問題と制度的保障」（富永・守屋 1995）
では、「子どもの家事業」を含めた大阪市の放

課後児童対策について整理されており、障害の

ある子どもの放課後休日問題の課題について

も言及されている。 
 しかし、一方で障害のある子どもの放課後の

生活圏に関する研究はほとんどみられない。 

障害のある子どもと地域との関係性を論じた

ものとして、『断ち切らないで-小さき者を守り
抜く「子どもの家」の挑戦』（田中他編著 2012）
では、本研究で扱っている大阪市の子どもの家

事業廃止について、その影響と功罪、また子ど

もの家事業が果たしていた役割など、事業主の

インタビューなどを通して整理されている。

『連携と協働の学童保育論 ソーシャル・イン

クルージョンに向けた放課後の役割』（三好

2012）では、障害のある子どもを含めて貧困
など社会的に排除されるリスクを負っている

子どもたちの関係構築の場として学童保育、ま

た放課後の居場所の必要性を論じている。 
 
3．研究の目的と考察 
以上の先行研究から、次の点が言える。生活

面・社会面や家庭的、経済的なしんどさを抱え

る子どもに関する放課後保障の研究に関して

は、障害のある子どもの放課後に焦点を当てた

ものが中心となっており、特に 80年代後半か
らその蓄積がみられる。しかし、一方でソーシ

ャルインクルージョンの観点から障害のある

子どもの放課後の生活圏について論じた研究

はいまだ乏しい。また、放課後のサービス化に

よるところの弊害を指摘した研究も少ない。そ

こで、本研究では、こうした課題に光をあてる

ためにもこの先行研究の空白を埋め、障害のあ

る子どもにとっての放課後、また施策の在り方

を提示することも目的とする。 
また、地域との共生、仲間作りなどの視点を

大事に事業に取り組んでいる大阪市生野区の

放課後等デイサービス「じゃがいもくらぶ」の

スタッフ」・利用者・保護者へのインタビュー

調査を行い、今後の事業のあり方についても探

究する。そして本研究では特に、障害のある子

どもの放課後について、ソーシャル・インクル

ージョンの観点から、障害のある子どもの生活

圏と地域の関係性を明らかにしたい。 
障害のある子どもの放課後の生活圏の課題

についての先行研究はほぼ見当たらないが、放

課後保障の運動の原点は、この生活圏の脆弱性

をいかに解消できるかが課題であったという

見方もできる。上記のように、障害のある子ど

もたちの放課後の過ごし方は、基本的には自宅

で、テレビやゲーム、保護者と共に過ごすとい

うように、狭い範囲（自宅内）にとどまり、人

間関係も息の詰まるものになる問題性が指摘

されていた。その中で、家庭以外での居場所と

して、学童保育、障害児学童保育、サマースク

ールなどの居場所作り運動が展開されていく

ことになる。これまで学校、家庭の往復であっ

た障害のある子どもの生活圏が、放課後の居場

所として確保されることにより広がりをみせ、

子ども本人や親にとっても人間関係を広げる

機会が増えることにもつながっていた。 
しかし、一方で障害のある子ども本人にとっ

て、どうなのかという視点は明らかに不足して

おり、生活機能や共通したアイデンティティの

確立などの視点というよりも、単なる居場所と

なる場に預けられているという点が指摘でき

るのではないだろうか。 
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卒業生が語るフリースクール経験 
 

藤村晃成（広島大学大学院） 
 
１．問題設定	

	 本報告の目的は、フリースクール卒業生の

語りに着目し、卒業後の生活世界との関連の

中で、フリースクールでの経験がいかに意味

づけられているのかを明らかにすることであ

る。 
	 フリースクールに関する先行研究では、フ

リースクールに在籍する子どもが不登校経験

を否定的なものから肯定的なものへと捉えて

いく過程（朝倉 1995）や、学校とは異なった
空間づくりやスタッフの関わりによって子ど

もの安心を喚起する機能を持つこと（佐川 
2010）などが明らかにされてきた。そこでは、
フリースクールの実践内容や生活世界の詳細

が運営者であるスタッフや在籍する子どもの

視点から記述され、不登校の子どものための

「居場所」としての役割が強調されてきた。 
	 しかし、そのようなフリースクールの役割

を卒業後の生活と関連させながら分析を行っ

た研究は十分に行われていない。例えば、貴

戸（2004）は、不登校経験者の「居場所」経
験と「その後」の関係について着目し、不登

校経験を肯定的に捉える「選択の物語」では

回収できない葛藤の側面があることを指摘し

ている。また、伊藤（2009）は、非主流校に
おける教師の積極的なサポートが社会生活の

場の変化とのギャップを生み出し、それが卒

業生の早期離職や中途退学の背景になってい

る可能性があると指摘している。 
	 これらの知見を踏まえると、フリースクー

ルの役割をより詳細に検討していくためには、

フリースクールの内部過程のみに焦点を当て

るのではなく、フリースクールの卒業後の生

活世界も分析の射程にすることが必要である

といえるだろう。 

	 そこで本報告では、フリースクールの卒業

生に焦点を当て、卒業後の生活世界との関連

の中で、フリースクールでの経験がいかに意

味づけられているのかを記述＝解釈していく

ことにする。 
 
２．調査概要	

	 本報告の調査対象であるフリースクール X
は、2004 年に設立された NPO 法人の民間施
設である。フリースクール X は、在籍する子
どもの多くが不登校や高校中退などを経験し

ていることから、「安心できる居場所の提供」

という理念にもとづいて運営が行われている。

また、私立通信制高校や放課後等デイサービ

ス事業と連携しながら活動を展開しているこ

とが特徴としてあげられる。 
	 卒業後の進路は、高等教育機関への進学が

約半数を占めている。推薦・AO入試制度を利
用することで県内の私立大学や専門学校への

進学を決定しているケースが多いことが傾向

としてあげられる。 
	 本報告における研究協力者は、フリースク

ール Xから大学・短期大学へ進学した Eくん
と F くんの 2 名である。報告者は、フリース
クール Xへのフィールドワークを 2013年 12
月から継続的に行う中で、Eくん、Fくんと出
会い、フリースクール X に対する意味づけや
進路選択に関するやりとりを重ねてきた。そ

こで本報告では、卒業後の 2015年 10月〜12
月にかけて実施したインタビューに加えて、

彼らが在籍していた時期のフィールドノーツ

の記録も補完的に用いながら分析を行うこと

にする。 
 
 

３．分析	

	 E くんと F くんへのインタビューから明ら
かになったのは、大学進学後の状況が語られ

る際、フリースクール X での経験が再解釈さ
れていたことである。具体的には以下の３点

があげられる。 
	 まず１つ目は、フリースクール X で関わっ
た人々からの存在が、進路選択の決定や通学

の継続の要因となることである。E くんと F
くんの語りでは、自身の不登校経験を肯定的

に捉えることを可能にしたのは、フリースク

ール X での対人関係の構築を促す「居場所」
づくりにあると強調されていた。さらに、フ

リースクール X 在籍時には、大学に進学する
ことを受動的に捉える言動が多かったが、大

学進学後の語りでは、フリースクール X での
他者との関係性から進路決定を行っていたこ

とや、自分を支えてくれたスタッフや保護者

への恩返しのために通学を継続させているこ

とが明らかになった。 
	 ２つ目は、フリースクール X の時間／空間
の特性が、進学を社会的自立の「猶予期間」

として意味づける契機になることである。フ

リースクール X では、不登校経験のある子ど
もの安心を喚起するために、既存の学校とは

異なった自由な時間や空間を構築している。

このような空間で過ごした経験を E くんは、
「他の人に追いつくよりも、もっと違う道か

ら先回りして追い越すくらいのジャンプ力を

つけるためのワンクッションを置いている時

期」として捉えており、大学進学後には、社

会的自立に向けた「第２のクッション」の猶

予期間として大学進学を意味づけるようにな

ったという。このように、フリースクール X
での経験が社会的自立のイメージの再構築を

促すことが明らかになった。 
	 そして３つ目は、フリースクール X での学
習に対するネガティブな要素を、「大学＝学び

直しの機会」と肯定的に再解釈するようにな

ることである。フリースクール X では、既存
の学校のような「授業」が形式的に行われる

ことはないため、在籍時における E くんや F

くんの語りからは、フリースクール X での学
習に対する不安が語られていた。しかし、進

学後の語りでは、資格獲得に向けた技能的な

講義が多いことや、大学における基礎教育の

サポートが手厚く行われていることを知り、

自身のこれまでの学習経験に囚われることな

く、学び直しができる機会として大学の存在

が捉えられていた。同時に、フリースクール X
での経験を学習面からネガティブな意味づけ

ることを回避しようとしていることもうかが

えた。 
 
４．まとめと考察	

	 以上の知見から示唆されるのは、フリース

クール X の「居場所」づくりの実践が、子ど
もの不登校経験を肯定的に読み替えるためだ

けではなく、卒業後の生活への意味づけにも

影響していることである。確かに、フリース

クール X が置かれている進路の選択肢は限定
的であり、大学進学に収束されているという

現状がある。しかし本報告では、そのような

状況下でありながらも、卒業後の生活をフリ

ースクール X での経験と関連させながら主体
的に意味づけようとする子どもの語りを描き

出すことができた。 
	 また、大学に進学した子どもによる前述の

意味づけの背景には、フリースクールから接

続可能な大学が多く設置されるようになった

という大学のユニバーサル化が存在すること

が推察される。一方で、フリースクールから

の大学進学が必ずしも選択されるわけではな

い。そのため、フリースクール卒業後に、就

職する子どもや進路未決定の子どもからの視

点も踏まえて、詳細な考察を行っていく必要

があるだろう。 
 
（引用参考文献は、当日配布資料に記載） 
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卒業生が語るフリースクール経験 
 

藤村晃成（広島大学大学院） 
 
１．問題設定	
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中で、フリースクールでの経験がいかに意味

づけられているのかを明らかにすることであ

る。 
	 フリースクールに関する先行研究では、フ

リースクールに在籍する子どもが不登校経験

を否定的なものから肯定的なものへと捉えて

いく過程（朝倉 1995）や、学校とは異なった
空間づくりやスタッフの関わりによって子ど

もの安心を喚起する機能を持つこと（佐川 
2010）などが明らかにされてきた。そこでは、
フリースクールの実践内容や生活世界の詳細

が運営者であるスタッフや在籍する子どもの

視点から記述され、不登校の子どものための

「居場所」としての役割が強調されてきた。 
	 しかし、そのようなフリースクールの役割

を卒業後の生活と関連させながら分析を行っ

た研究は十分に行われていない。例えば、貴

戸（2004）は、不登校経験者の「居場所」経
験と「その後」の関係について着目し、不登

校経験を肯定的に捉える「選択の物語」では

回収できない葛藤の側面があることを指摘し

ている。また、伊藤（2009）は、非主流校に
おける教師の積極的なサポートが社会生活の

場の変化とのギャップを生み出し、それが卒

業生の早期離職や中途退学の背景になってい
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生に焦点を当て、卒業後の生活世界との関連
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また、私立通信制高校や放課後等デイサービ
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での経験を学習面からネガティブな意味づけ

ることを回避しようとしていることもうかが

えた。 
 
４．まとめと考察	

	 以上の知見から示唆されるのは、フリース

クール X の「居場所」づくりの実践が、子ど
もの不登校経験を肯定的に読み替えるためだ

けではなく、卒業後の生活への意味づけにも

影響していることである。確かに、フリース

クール X が置かれている進路の選択肢は限定
的であり、大学進学に収束されているという

現状がある。しかし本報告では、そのような

状況下でありながらも、卒業後の生活をフリ

ースクール X での経験と関連させながら主体
的に意味づけようとする子どもの語りを描き

出すことができた。 
	 また、大学に進学した子どもによる前述の

意味づけの背景には、フリースクールから接

続可能な大学が多く設置されるようになった

という大学のユニバーサル化が存在すること

が推察される。一方で、フリースクールから

の大学進学が必ずしも選択されるわけではな

い。そのため、フリースクール卒業後に、就

職する子どもや進路未決定の子どもからの視

点も踏まえて、詳細な考察を行っていく必要

があるだろう。 
 
（引用参考文献は、当日配布資料に記載） 
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工業高校の職業指導におけるキャリア教育の影 

尾場 友和（大阪商業大学）

１．はじめに

本研究は、学校推薦による就職を目指さな

い生徒の進路形成に着目し、多様化・個性化

が進行する学校改革下における工業高校の

進路指導をめぐる構造を明らかにする。

高卒就職においては、就職協定や一人一社

主義、実績関係といった制度的な慣行のなか

で進路決定が行われている。そこでは、苅谷

（ ）が指摘するように企業の

露骨な求人活動からの未熟な生徒の保護、学

校内での教育的な関係の維持、生徒の職業選

択に負担軽減、生徒全員への配慮といった教

育の論理と、市場に任せるよりも学校でより

抜かれた新卒者の優先的採用による企業の経

済的合理性といった経済の論理とが、相補的

な「内縁関係」により結びついた仕組みとな

っている。そのような高校から職業への移行

システムは、企業と学校との強い信頼関係に

より継続的かつ安定的に維持され、高卒就職

の典型的なスタイルとされていた。

こうした高卒就職の伝統的なシステムは、

年代以降のバブル経済の崩壊や事務職に

おける学歴代替の進行などにより綻びが見ら

れるようになる。高度経済成長を終え、大学

進学率の上昇や非正規雇用の拡大により高卒

労働市場にも変化が生じ、そのことは高卒後

のフリーターやニートといった若者就労問題

化へと発展した。そうした中、これまでの学

校における進路指導の在り方が問われるよう

になり、若者に対する職業への意識啓発が叫

ばれ、「将来への夢や希望を抱き、その実現

を目指して、自らの意志と責任で自己の進路

を選択決定する」（高等学校学習指導要領解

説 総則編 ）ことが重視されるよ

うになった。このような求人数の減少と進路

の自己責任・決定を強調した施策方針を背景

に、これまでのような学校と企業との結びつ

きの中から進路決定していく就職慣行重視の

進路指導は減退し、生徒の自己決定による進

路を容認していく指導が行われるようになっ

たのである。

では、工業高校における進路指導はどのよ

うになっているのだろうか。これまでの先行

研究では、工業高校では従来の就職慣行によ

る枠組みを温存した中での進路指導が報告さ

れてきた。片山（ ）は、 を用

いた分析により、工業高校生を多く輩出して

きた製造業において｢学校経由｣した伝統的な

就職システムが維持されており、特に中小企

業については工業高校との結びつきが強く保

持されていることを指摘している。また尾川

（ ）も、工業各科の専門特性に応じた「

現場の教授学」によって、｢典型的進路に必要

な認識様式や行動様式を生徒たちに獲得させ

｣、科の望ましい進路への接続を可能にしてい

るという。そうした就職慣行を前提とした工

業高校における進路指導は、就職への進路決

定比率が高くその多くが製造業であったこと

により 年代以降も就職慣行を残存させる

ことができ、学校と企業との関係も維持でき

たのだろう。

だが、そうした学校と企業との結びつきの

中で行う進路指導において、キャリア教育の

潮流により重視されるようになった生徒の意

志と責任による進路決定が、どのように組み

込まれたのかについては明らかでない。すな

わち、特定の職業に方向付けてきた職業教育

が、「「主体性」「自己決定」「自己責任」

をキーワードとするキャリア教育」（佐々木

）の論理により、なんらかの変容を

迫られている可能性があり、検討する必要が

ある。

２．調査対象と方法

調査は、 年 月～ 月にかけてＺ県にあ

るＸ工業高校の進路指導担当教員（工業科）

名、ならびに化学科 年生の生徒（ 名）に対

しインタビューを行った（教員：合計 分程

度、生徒： 人 分程度）。

３．調査結果

工業分野の就職を自明とした教育活動は、

Ｘ校でも多くの教師の間で共通した認識とな

っているようである。調査に協力した教員の

語りからも、ドロップアウトや学習に対する

姿勢などに課題を抱える生徒が多く、そうし

た生徒を就職して工業分野で活躍する人材に

育てあげることがⅩ校での教育目標となって

いた。また、このような指導の背景には、Ｘ

校が伝統校であるため数多くの指定校求人が

寄せられており「科指定求人を生徒に勧め、

学校で学んだことを社会に繋げていくのが、

俺らの一番の使命やと思う」のように、工業

高校から産業界へ進路を接続させることが、

学校存立の意義として強く認識されていた。

しかしながら、そうした工業高校から就職

を介した産業界との結びつきは弱体化しつつ

ある。Ｘ校の資料によれば 年～ 年度

間における就職率の平均値は であった

が、 年～ 年度間では と ポイン

ト近く減少している。一方進学する卒業生の

割合は、 から と平均値で ポイ

ント上昇し、就職離れが顕在化している。そ

のため教師は集めてきた求人を生徒の顔と突

き合わせ、求人票にあてはめようとするもの

の、はまりきれない求人も少なくない。実際

、 年度の学校紹介による就職希望生徒に

対し、Ｘ校に寄せられる求人数は１人あたり

倍であり、寄せられる求人の 割が生徒を

送り出すことなく辞退した結果になっている

。

そうした課題は、高卒求人の職種に対する

相対的魅力の低下などの要因もあるが、これ

らを加味しながらも看過できないのが、特定

の職業へ導こうとする職業指導と平行して行

われるキャリア教育の取り組みである。すな

わち、自分を理解することから始まり、それ

ぞれの職業を理解し将来の自分につながる具

体的な方策の検討、さらには将来の職業や仕

事における「やりたいこと」へと落とし込む

ような指導である（児美川 ）。こうした

「やりたいこと」へと進路を促すキャリア教

育は、Ｘ校においても見ることができる。た

とえば、 年と 年時に行われる職業別説明会

ならびに職業体験授業では、広告代理店を通

じて大学や専門学校の先生に依頼し、各分野

の業界展望の講話や体験授業が校内の各教室

に生徒を集めて行われる。そこでの活動状況

を見てみると、各教室には工業以外に対して

もたくさんの分野が用意されており、生徒の

割から 割がそうした工業分野以外の説明や

体験を受けていた。こうして進められる指導

が、生徒の進路決定にどれほど影響している

かは確認できていないが、ある特定の進路分

野へ方向付ける職業指導は、こうしたキャリ

ア教育の影を意識し、これまでの指導方法と

は異なる変化をもたらすと考えられる。

（詳細は当日配布資料をご参照ください。）
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工業高校の職業指導におけるキャリア教育の影 

尾場 友和（大阪商業大学）

１．はじめに

本研究は、学校推薦による就職を目指さな

い生徒の進路形成に着目し、多様化・個性化

が進行する学校改革下における工業高校の

進路指導をめぐる構造を明らかにする。

高卒就職においては、就職協定や一人一社

主義、実績関係といった制度的な慣行のなか

で進路決定が行われている。そこでは、苅谷

（ ）が指摘するように企業の

露骨な求人活動からの未熟な生徒の保護、学

校内での教育的な関係の維持、生徒の職業選

択に負担軽減、生徒全員への配慮といった教

育の論理と、市場に任せるよりも学校でより

抜かれた新卒者の優先的採用による企業の経

済的合理性といった経済の論理とが、相補的

な「内縁関係」により結びついた仕組みとな

っている。そのような高校から職業への移行

システムは、企業と学校との強い信頼関係に

より継続的かつ安定的に維持され、高卒就職

の典型的なスタイルとされていた。

こうした高卒就職の伝統的なシステムは、

年代以降のバブル経済の崩壊や事務職に

おける学歴代替の進行などにより綻びが見ら

れるようになる。高度経済成長を終え、大学

進学率の上昇や非正規雇用の拡大により高卒

労働市場にも変化が生じ、そのことは高卒後

のフリーターやニートといった若者就労問題

化へと発展した。そうした中、これまでの学

校における進路指導の在り方が問われるよう

になり、若者に対する職業への意識啓発が叫

ばれ、「将来への夢や希望を抱き、その実現

を目指して、自らの意志と責任で自己の進路

を選択決定する」（高等学校学習指導要領解

説 総則編 ）ことが重視されるよ

うになった。このような求人数の減少と進路

の自己責任・決定を強調した施策方針を背景

に、これまでのような学校と企業との結びつ

きの中から進路決定していく就職慣行重視の

進路指導は減退し、生徒の自己決定による進

路を容認していく指導が行われるようになっ

たのである。

では、工業高校における進路指導はどのよ

うになっているのだろうか。これまでの先行

研究では、工業高校では従来の就職慣行によ

る枠組みを温存した中での進路指導が報告さ

れてきた。片山（ ）は、 を用

いた分析により、工業高校生を多く輩出して

きた製造業において｢学校経由｣した伝統的な

就職システムが維持されており、特に中小企

業については工業高校との結びつきが強く保

持されていることを指摘している。また尾川

（ ）も、工業各科の専門特性に応じた「

現場の教授学」によって、｢典型的進路に必要

な認識様式や行動様式を生徒たちに獲得させ

｣、科の望ましい進路への接続を可能にしてい

るという。そうした就職慣行を前提とした工

業高校における進路指導は、就職への進路決

定比率が高くその多くが製造業であったこと

により 年代以降も就職慣行を残存させる

ことができ、学校と企業との関係も維持でき

たのだろう。

だが、そうした学校と企業との結びつきの

中で行う進路指導において、キャリア教育の

潮流により重視されるようになった生徒の意

志と責任による進路決定が、どのように組み

込まれたのかについては明らかでない。すな

わち、特定の職業に方向付けてきた職業教育

が、「「主体性」「自己決定」「自己責任」

をキーワードとするキャリア教育」（佐々木

）の論理により、なんらかの変容を

迫られている可能性があり、検討する必要が

ある。

２．調査対象と方法

調査は、 年 月～ 月にかけてＺ県にあ

るＸ工業高校の進路指導担当教員（工業科）

名、ならびに化学科 年生の生徒（ 名）に対

しインタビューを行った（教員：合計 分程

度、生徒： 人 分程度）。

３．調査結果

工業分野の就職を自明とした教育活動は、

Ｘ校でも多くの教師の間で共通した認識とな

っているようである。調査に協力した教員の

語りからも、ドロップアウトや学習に対する

姿勢などに課題を抱える生徒が多く、そうし

た生徒を就職して工業分野で活躍する人材に

育てあげることがⅩ校での教育目標となって

いた。また、このような指導の背景には、Ｘ

校が伝統校であるため数多くの指定校求人が

寄せられており「科指定求人を生徒に勧め、

学校で学んだことを社会に繋げていくのが、

俺らの一番の使命やと思う」のように、工業

高校から産業界へ進路を接続させることが、

学校存立の意義として強く認識されていた。

しかしながら、そうした工業高校から就職

を介した産業界との結びつきは弱体化しつつ

ある。Ｘ校の資料によれば 年～ 年度

間における就職率の平均値は であった

が、 年～ 年度間では と ポイン

ト近く減少している。一方進学する卒業生の

割合は、 から と平均値で ポイ

ント上昇し、就職離れが顕在化している。そ

のため教師は集めてきた求人を生徒の顔と突

き合わせ、求人票にあてはめようとするもの

の、はまりきれない求人も少なくない。実際

、 年度の学校紹介による就職希望生徒に

対し、Ｘ校に寄せられる求人数は１人あたり

倍であり、寄せられる求人の 割が生徒を

送り出すことなく辞退した結果になっている

。

そうした課題は、高卒求人の職種に対する

相対的魅力の低下などの要因もあるが、これ

らを加味しながらも看過できないのが、特定

の職業へ導こうとする職業指導と平行して行

われるキャリア教育の取り組みである。すな

わち、自分を理解することから始まり、それ

ぞれの職業を理解し将来の自分につながる具

体的な方策の検討、さらには将来の職業や仕

事における「やりたいこと」へと落とし込む

ような指導である（児美川 ）。こうした

「やりたいこと」へと進路を促すキャリア教

育は、Ｘ校においても見ることができる。た

とえば、 年と 年時に行われる職業別説明会

ならびに職業体験授業では、広告代理店を通

じて大学や専門学校の先生に依頼し、各分野

の業界展望の講話や体験授業が校内の各教室

に生徒を集めて行われる。そこでの活動状況

を見てみると、各教室には工業以外に対して

もたくさんの分野が用意されており、生徒の

割から 割がそうした工業分野以外の説明や

体験を受けていた。こうして進められる指導

が、生徒の進路決定にどれほど影響している

かは確認できていないが、ある特定の進路分

野へ方向付ける職業指導は、こうしたキャリ

ア教育の影を意識し、これまでの指導方法と

は異なる変化をもたらすと考えられる。

（詳細は当日配布資料をご参照ください。）
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欧州評議会の「子どもの性的搾取及び性的虐待からの保護に関す

る条約」に関する一考察

条約履行状況及びモニタリング制度に着目して

 

見原礼子（長崎大学）

 
１．問題設定

 「ミレニアム開発目標 （MDGs）」の後継
枠組みとして 2015年 9月に国連加盟国が全
会一致で採択した「持続可能な開発目標

（SDGs）」は、途上国のみならず、先進国を
含んだ全世界を対象とした新たな国際アジ

ェンダである。そこでは多くの切迫した課

題が盛り込まれたが、子どもの安全保障の

観点からは、貧困・飢餓や保健衛生といった

従来からの開発協力型の課題に加え、目標

16（平和で公正な社会制度構築）において、
子どもに対するあらゆる形態の暴力や虐待

をなくすことが具体的に明記されたことが

特筆すべき点として挙げられる。  
 子どもに対する虐待は、国の経済的発展の

程度にかかわりなく、全世界で共通する問題

である。虐待には身体的虐待のみならず、心

理的虐待、ネグレクト、性的虐待など被害の

多くが外傷を伴わないものもあるが、とりわ

け性的虐待については、被害者やその家族が

被害にかかわる内容をタブー視して沈黙を

守りがちであり、報告されている性的虐待数

は実際に起こっている虐待の氷山の一角に

すぎないとみなされている（森田 2008: 7）。
 これらの問題に対処するための取り組み

が急務とされるなか、近年の動きとして注目

されるのが、2007年に欧州評議会（Council of 
Europe）が採択し 2010年 7月に発効した「性
的搾取及び性的虐待からの子どもの保護に

関する条約（以下、性的搾取及び性的虐待子

ども保護条約）」（別名ランサローテ

(Lanzarote) 条約）である。この条約は、それ
まで主に関心が寄せられてきた商業的な性

的搾取だけではなく、それ以外の形態の性的

虐待行為にも力点を置いた包括的な国際約

束として成立したことに特徴がある。

2016年 4月末現在、同条約は欧州評議会の
47 加盟国中 40 カ国が批准しており、これら
の締約国は性的搾取及び性的虐待問題への

取り組みをより一層強化していく段階にあ

る。

 そこで本発表では、性的搾取及び性的虐待

子ども保護条約の履行状況をとりわけモニ

タリング（監視）制度とその報告書に着目し

て検討することにより、本条約を批准した欧

州評議会の締約国がこの問題に対していか

なる取り組みを行ってきたのかを明らかに

することを目的とする。

２．考察方法

 性的搾取及び性的虐待子ども保護条約を

履行するために設置された締約国委員会

（the Committee of the Parties）における最も重
要な仕組みとして挙げられるのが、モニタリ

ング制度である。条約では、第 1条 2項にモ
ニタリング制度を創設することが規定され

ている。本条約では初となるモニタリングの

第一ラウンドは 2013年に立ち上げられ、2016
年 4月現在も継続中である。
 モニタリング制度の基本的な流れは、他の

条約と大きな違いはない。具体的には、①締

約国委員会事務局が条約履行に関する質問

表を締約国に送付、②各締約国が回答・返送、

③締約国の回答を締約国委員会が分析し実

施報告書として完成・刊行、というプロセス

を踏むことになる。現在は③の段階にある。

第一ラウンドに参加したのは、モニタリン

グが開始された時点ですでに条約締約国と

なっていた 26カ国（アルバニア、オーストリ
ア、ベルギー、ボスニア・ヘルツェゴビナ、

ブルガリア、クロアチア、デンマーク、フィ

ンランド、フランス、ギリシャ、アイスラン

ド、イタリア、リトアニア、ルクセンブルク、

マルタ、モルドバ、モンテネグロ、オランダ、

ポルトガル、ルーマニア、サンマリノ、セル

ビア、スペイン、マケドニア、トルコ、ウク

ライナ）である。

 第一ラウンドで扱われた質問表は、条約の

履行状況に関する総合的な質問群に加え、ラ

ウンド毎に設定されるテーマに基づく質問

群によって構成されている。初回のラウンド

では「信頼の輪の中で起きる子どもへの性的

虐待」が特定テーマに据えられていた。これ

は、欧州評議会加盟国における子どもへの性

的虐待の大半が、家庭あるいは子どもに近い

立場にいる人間や子どもの社会環境の内側

にいる人間によって引き起こされていると

いう実態を踏まえたものである（Lanzarote 
Committee 2015: 6）。
 締約国委員会が作成・刊行する報告書は 2
部構成になっている。

第 1部は特定テーマに関する全般的な法枠
組みの現状を整理するもの（具体的には信頼

の輪の中で起きる子どもへの性的虐待に関

する①犯罪化、②データ収集方法、③子ども

の視点に立った刑事訴訟手続きのありかた、

④社会的責任の 4点）である。第 1部は 2016
年 1月に刊行され、欧州評議会の公式ウェブ
サイトから入手可能になっている。

第 2部は特定テーマに関する予防的措置や
戦略に関するもので、現在作成作業が進んで

おり、2017年の刊行が予定されている。
現在、公開されている資料としては、第 1
部の報告書のほかに、質問表及び締約国によ

るすべての回答が存在する。本考察にあたっ

ては、報告書を中心に分析を進めつつ、締約

国の回答も直接参照しながら検討し、考察結

果を大きく以下の三段階にわけて説明する。

第一に、条約の履行状況を確認するうえで

前提となるいくつかの重要な基本事項を条

約の規定及び締約国の回答から整理する。

第二に、上述した報告書第 1部の分析を踏
まえつつ、性的虐待に対して締約国がどのよ

うな法枠組みを準備しているのか、とりわけ

子どもに近い立場にある者によって引き起

こされる性的虐待に対してどのような法的

対応がとられているか、具体的な課題や他の

締約国の先例となりうる事例は何かを明ら

かにする。

第三に、性的虐待の予防的措置や戦略に関

して、とりわけ重要な役割を果たす教育にお

ける取り組みがいかに展開されてきたかを

締約国の回答から分析していく。この点につ

いては、さらに 2つの観点が必要となる。す
なわち第一に、子どもに対する教育の推進

（第 6条）がどのようになされてきたか、第
二に、教育関係者をはじめ、保健関係者、ス

ポーツ関係者、児童福祉関係者など、子ども

と日常的に接する職に就く者に対する意識

向上や性的虐待防止に向けた取り組みの推

進（第 5条）がいかに展開されてきたか、と
いう考察である。

以上の検討作業を通じて、性的搾取及び性

的虐待子ども保護条約締約国の履行状況を

明らかにし、今後の課題・可能性と日本にお

ける取り組みへの示唆を提示したい。

＜引用文献＞
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circle of trust: the Framework [T-ES(2015)05_en 
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部構成になっている。

第 1部は特定テーマに関する全般的な法枠
組みの現状を整理するもの（具体的には信頼

の輪の中で起きる子どもへの性的虐待に関

する①犯罪化、②データ収集方法、③子ども

の視点に立った刑事訴訟手続きのありかた、

④社会的責任の 4点）である。第 1部は 2016
年 1月に刊行され、欧州評議会の公式ウェブ
サイトから入手可能になっている。

第 2部は特定テーマに関する予防的措置や
戦略に関するもので、現在作成作業が進んで

おり、2017年の刊行が予定されている。
現在、公開されている資料としては、第 1

部の報告書のほかに、質問表及び締約国によ

るすべての回答が存在する。本考察にあたっ

ては、報告書を中心に分析を進めつつ、締約

国の回答も直接参照しながら検討し、考察結

果を大きく以下の三段階にわけて説明する。

第一に、条約の履行状況を確認するうえで

前提となるいくつかの重要な基本事項を条

約の規定及び締約国の回答から整理する。

第二に、上述した報告書第 1部の分析を踏
まえつつ、性的虐待に対して締約国がどのよ

うな法枠組みを準備しているのか、とりわけ

子どもに近い立場にある者によって引き起

こされる性的虐待に対してどのような法的

対応がとられているか、具体的な課題や他の

締約国の先例となりうる事例は何かを明ら

かにする。

第三に、性的虐待の予防的措置や戦略に関

して、とりわけ重要な役割を果たす教育にお

ける取り組みがいかに展開されてきたかを

締約国の回答から分析していく。この点につ

いては、さらに 2つの観点が必要となる。す
なわち第一に、子どもに対する教育の推進

（第 6条）がどのようになされてきたか、第
二に、教育関係者をはじめ、保健関係者、ス

ポーツ関係者、児童福祉関係者など、子ども

と日常的に接する職に就く者に対する意識

向上や性的虐待防止に向けた取り組みの推

進（第 5条）がいかに展開されてきたか、と
いう考察である。

以上の検討作業を通じて、性的搾取及び性

的虐待子ども保護条約締約国の履行状況を

明らかにし、今後の課題・可能性と日本にお

ける取り組みへの示唆を提示したい。

＜引用文献＞

Lanzarote Committee, 1st implementation report: 
Protection of children against sexual abuse in the 
circle of trust: the Framework [T-ES(2015)05_en 
final], Council of Europe, 2016. 

森田ゆり『子どもへの性的虐待』岩波新書,
2008年.
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１．はじめに 

明治後期から大正、昭和初期における関西の

保育事業に関する研究を進めるなかで、大阪児

童愛護連盟の活動および機関誌『子供の世紀』

に興味をもった。 
大阪児童愛護連盟は、日本児童愛護連盟の母

体である。日本児童愛護連盟は児童保護運動を

全国的に展開し、「児童保護週間」を定着させ

た。これは、現在の「児童福祉週間」に繋がる

ものである。さらには（旧）児童虐待防止法 
（1933 年）成立に尽力したとも言われる。 

大阪児童愛護連盟の活動内容および機関誌

『子供の世紀』に関するこれまでの研究はいく

つか見られる。大阪児童愛護連盟に関する研究

は、大阪市立北市民館『愛のつた―大阪市北市

民館四十五年の歩み』（1966）、大阪市北市民

館『北市民館の五０年』（1971）、毛利子来『現

代日本小児保健史』（1972）、森田康夫『地に

這いて』（1987）、永岡正巳「志賀志那人の生

涯と社会事業実践の思想」（1997）において触

れられいる。さらにこれらの先行研究を深め、

『子供の世紀』に研究範囲を広げたものとして、

堀田穣「『子供の世紀』と児童愛護連盟」（2006）、
和田典子「大阪児童愛護連盟の機関誌『子供の

世紀』」（2007）、「乳幼児健診の起源としての

大阪児童愛護連盟「赤んぼう審査会」について

－大正期大阪市の乳幼児保護施策を背景とし

て－」（2014）、茂木潤「大正期から戦後の乳

幼児審査会の歴史的役割に関する研究」(2014)
がある。 

和田典子を中心とする近年の研究では、大阪

児童愛護連盟の設立背景や、具体的な活動、関 
係した人物、日本児童愛護連盟への流れなどが 

 
 
 
 
 
 
 
明らかにされつつある。特に、大阪児童愛護連 
盟が行った「赤ん坊審査会」に関する研究が深

められている。 
大阪児童愛護連盟の活動は、乳幼児の健康増

進、とりわけ乳児死亡率の低下を目指した活動

が中心に展開されたが、幅広い活動の中では、

小学生を対象とした健康（口腔）審査会という

ものが行われている。先行研究では、健康（口

腔）審査会が実施されたことは把握されている

が、具体的な内容については示されていない。

そこで、今回、大阪児童愛護連盟の活動内容の

一部として、健康（口腔）審査会について発表

を行うこととする。 
研究の方法は、大阪児童愛護連盟の機関誌

『子供の世紀』の読み取りと、関連する文献の

通覧により行う。 
 
２．全関西小学児童健康（口腔）審査会 

第１回目の全国小学児童健康（口腔）審査会

は、1926（大正 15）年、3 月 27 日より 4 日間

行われた。この審査会は、健康な歯の子ども（小

学生）を対象とした、「歯のコンクール」であ

った。診査（ママ）内容は、虫歯の有無、歯列の

良否、口腔の清潔程度（歯牙の沈着物、口腔内

疾患を含む）とされた。第 1 回開催においては、

527 名の参加があり、そのうちの 200 名に、

成績優秀者として健康証と記念メダルが贈呈

された。開催時期は、対象となる小学生の春休

みを利用したかたちである。審査会当時の宣伝

ビラには、審査会の開催の趣旨として次の内容

が示されている。 
 
 

日本児童愛護連盟の前姿としての大阪児童愛護連盟 
 

姫路大学 和田真由美 
 
 

・・・（略）本連盟はコドモ愛護の立場か

ら多年各地に乳幼児の審査会を開いて聊

かながらコドモの健康と教育に貢献して

まいりました。今日、此の精神を以つて全

国八十萬の小学児童の保健問題に直面し

て驚きを新にするのは口腔の不潔とムシ

バの蔓延であります。 
やがでは栄えある国家を創るべき可憐な

児童は百人に対してムシバのない者五人

に過ぎず、実にムシバの率は児童疾病中の

第一位を示しているのであります。 
今回、児童健康診査の第一歩として審査会

を開き世の識者と保護者に対し口腔に関

する注意を喚起しムシバの予防を徹底せ

しめたいと存じます。 
「ムシ歯はない、口腔は清潔である」と思

はれる小学児童諸君は自分と学校と家庭

の名誉のため奮つてご参加ある様おすす

めいたしまう。（本文ママ） 

 
このように、「口腔に関する注意を喚起しム 

シバの予防を徹底」するという明確な意図をも 
ち健康審査会が開催されたことが分かる。 

宣伝ビラには、上記の内容のほか、参加資格、 
診査日時、開催場所、診査内容、申し込み方法、 
成績発表が記され、最後に診査顧問および診査 
医の名前が列挙された。 

診査顧問には大阪歯科医学専門学校長、大阪 
市歯科医師会長、大阪市歯科医師会児童歯科診 
療部長、大阪府衛生会理事がその名を連ねてお 
り、大阪市の歯科医師会との連携のもと開催 
されたことが把握できる。また、診査医には、 
天王寺市民館児童歯科部の橋本靜雄をはじめ、 
大阪市市民館大阪市歯科医師会児童歯科診療 
部の歯科医師、ライオン口腔衛生の歯科医師な 
どの名が見られる。 

虫歯の予防に関する運動は、当時、既にライ 
オン株式会社および日本連合歯科医会によっ 
て行われていた。1915（大正 4 年）、日本連合 
歯科医会は、全国の学校に講師を派遣し、パン 

フレットの配布や学校職員を対象とした講習 
会の開催をおこなった。 

その後、1920（大正 9）年に「ムシ歯デー」 
が設けられ、1928（昭和 3）年には「ムシ歯予

防デー」に発展している。「虫歯予防デー」は、

その名称を変更しつつも、現在まで続いており、

2013（平成 25）年度から「歯と口の健康週間」

との名称で全国各地において口腔衛生の啓発

活動が行われている。啓発活動の一環として

「よい歯のコンクール」も行われている。 
大阪児童愛護連盟主催の全関西小学児童健

康（口腔）審査会が大々的に開催されたのが、

1926（大正 15）年開催の第 1 回大会と、翌年

の第 2 回大会であり、「虫歯予防デー」の前年、

前々年であったことは興味深く、大阪児童愛護

連盟主催で行われたこの児童健康（口腔）審査

会の活動は日本における口腔衛生普及に寄与

する活動であったといえるだろう。 
 
３．おわりに 

日本児童愛護連盟の前姿となる大阪愛護連

盟の活動は幅広く、「赤ん坊審査会」の活動に

留まらず、大阪市歯科医師会およびライオン株

式会社との連携のもと、大々的な「歯のコンク

ール」を行い、口腔衛生の啓発活動を展開して

いたことが把握できた。 
今後の研究としては、大阪児童愛護連盟のさ

まざまな活動内容を把握していくとともに、全

関西小学児童健康（口腔）審査会にも協力した

大阪毎日新聞社との関連について明らかにし

ていきたい。 
 
引用・参考文献 
１．大阪児童愛護連盟編『子供の世紀』第 4

巻第 5 号、1926 年 
２．志賀志那人研究会『都市福祉のパイオニア

志賀志那人 思想と実践』和泉書院、2006
年 

３．毛利子来『現代日本小児保健史』ドメス出

版、1972 年 
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今後の研究としては、大阪児童愛護連盟のさ

まざまな活動内容を把握していくとともに、全

関西小学児童健康（口腔）審査会にも協力した

大阪毎日新聞社との関連について明らかにし

ていきたい。 
 
引用・参考文献 
１．大阪児童愛護連盟編『子供の世紀』第 4

巻第 5 号、1926 年 
２．志賀志那人研究会『都市福祉のパイオニア

志賀志那人 思想と実践』和泉書院、2006
年 

３．毛利子来『現代日本小児保健史』ドメス出

版、1972 年 
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児童養護における「子どもの人権問題」の系譜 

―全養協「子どもの人権を守る集会」（1968‐80年）の分析から― 
  土屋 敦（徳島大学） 

【研究目的】  
「親権」に対する「子どもの人権」の優位

性という論理は、戦後日本の児童養護、社会

的養護をめぐる議論の変遷の中で、いつ如何

なるかたちで議論され始めたのか。本報告で

は公的に「保護されるべき子ども」（（Aries 
1960=1980）(Best 1990)(Gil 2015)）の問題
機制の枠組みの変容過程という歴史社会学

の視座から、この「親権」に対する「子ども

の人権」の優位性という論理が戦後日本の児

童養護運動の中で形成されていく軌跡を追

尾することを目的とする。またその際に、特

に 1968年から 77年にかけて「子どもの人権
を守るために集会」と題されて、全国社会福

祉協議会養護施設協会（以下、全養協）主催、

朝日新聞厚生文化事業団や NHK厚生文化事
業団の共催を得て 10 年にわたり開催された
運動における議論内容を跡付ける中から、上

記の主題を検証する 
 
【既存研究】  
この「親権」に対する「子どもの人権」の

優位性という論理を社会学の観点から一番

緻密に検証してきたのは「児童虐待問題」の

社会学研究であり、そこでは、「親権」や「し

つけ」という高いハードルを乗り越えてでも

公的に「保護されるべき」子どもの存在が児

童虐待問題形成の中で社会的に構築された

ことが強調される（上野 2002）。他方で、同
研究群は「児童虐待問題時代」（上野 2002）
と呼称される 1990 年代（半ば）以降に関す
る検討に終始しており、それ以前の児童養護

をめぐる社会問題に関する議論が扱われる

ことはない、という議論枠組み上の限界があ 

 
る。 
 他方で、1970年代（特に初頭）は「捨て子
研究」および「子捨て、子殺し研究」におい

ては大変興味深い時期に該当している(田間 
2001)。同研究群の中では、同時期は「子捨て」
「子殺し」に関する新聞報道などのマスメデ

ィア報道が劇的に増加し社会問題となった

時期として位置づけられる。しかし、同研究

群においては同時期の「子捨て」「子殺し」の

社会問題化の細密な検証がなされているが、

同社会問題が児童養護をめぐる議論、特に公

的に「保護されるべき子ども」のフレームワ

ークや「親権」に対する「子どもの人権」の

優位性という論理と取り結んだ関係性に関

しては検証がなされていない。 
 
【検討資料】  
本研究では、「子どもの人権を守るために

集会」（1968—77年）において配布された資料
を主な一次資料とし、同集会の背景を跡付け

る資料として全養協発刊の同時期の機関紙

『全養協通信』および『季刊 児童養護』の

内容を検討する。これらの資料は、特に同時

期の児童養護施設の専門家に広く共有され

た資料であり、同時期の児童養護運動の内実

を跡付けるには最も適切な資料である。 
 
【分析】  
この「子どもの人権を守るために集会」

（1968—77年）は当初、児童養護施設の入所
児童における「親のない子ども」（孤児）数の

減少を受けて厚生省（当時）から出された児

童養護施設の規模縮小指示に抗するかたち

 

 

で、公的に「保護されるべき子ども」は多数

存在していることを「子どもの人権」概念を

前面に打ち出しながら世論に訴えるかたち

で、「社会運動」として開始された。同運動の

初回と２回目の集会の主題には、「炭鉱閉山

―やがて家庭崩壊に」「離婚―父子家庭」「交

通事故と母親家出から」「出稼ぎ蒸発」「母の

離別」「子だくさんの貧困から母親家出」とい

った項目が挙げられ、児童養護施設の中で生

活する子どもたちの生活史を綴った作文が

多数紹介された。この 1968年集会、69年集
会における焦点は「家庭崩壊」「貧困問題」を

中心に「炭鉱閉山」「交通遺児」「出稼ぎ蒸発」

などに直面して施設に入所した「子どもの人

権」問題をめぐって議論がなされており、そ

こでは「親の人権が侵害されているとき子ど

もの人権も侵害されている」（第 2 回集会資
料）という論理が前面に打ち出されるかたち

で展開された。その限りで、同集会の初期に

おいては「親権」に対する「子どもの人権」

の優位性という論理は形成されておらず、ま

た同運動は少なくともその初期は「家庭崩壊」

や「貧困問題」によって困窮している「親の

人権」に対して同情的なかたちで運動フレー

ムが形成されていたと言える。 
 この「親の人権が侵害されているとき子ど

もの人権も侵害されている」という児童養護

の運動フレームが崩れていくのは、「子捨て」

や「子殺し」が新聞などのマスメディア上で

大きな社会問題を形成し始めた 1970 年の第
３回集会以降である。この第 3回集会は「子
どもの人権を守るために―最近の“子殺し”

をめぐって」と題されて 1970年 12月 9日に
開催された。同集会で配布されたパンフレッ

トの中では当時大きな社会問題を形成して

いた「子殺し」に言及するかたちで、「我々の

社会では未だに親が子を殺してもきびしく

は糾弾しない」（第 3回集会資料）にも関わら
ず、「子が親を殺すときは尊厳殺人として重

刑を課せられる」（同資料）ことの矛盾を指摘

しながら、この「あやまった親権への考え方

が未だに訂正されない」（同資料）ことを糾弾

するかたちで運動フレームの修正がなされ

た。この「子どもの人権を守るために集会」

はその後 1977 年まで 10 年に渡り開催され
るとともに、その成果は国際児童年（1979年）
の 10 月に全養協主催で開催された「親権と
子どもの人権シンポジウム」へと結実し、「親

権」に対する「子どもの人権」の優位性とい

う論理を前面に打ち出しながら児童の社会

的養護のあり方の変更を迫る運動クレーム

として結実していく。 
 
【総括】  
以上の 1970 年代の児童養護の専門家から
発せられた運動フレームの系譜を、公的に

「保護されるべき子ども」をめぐる社会問題

の社会学の分析枠組みの中で検討するなら

ば、それはその後専ら「児童虐待問題」の枠

組みの中で論じられることになる、「親権」に

対する「子どもの人権」の優位性の論理の端

緒として、また同論理の形成に関する初期の

クレームメイキング活動として捉え直すこ

とが可能だろう。またそれはマスメディア上

の「子殺し」の社会問題化という出来事をい

わば「資源」とするかたちで展開された点に

特徴づけられる運動であった。 
 
 
＜引用文献＞ 
Best,J 1990 Threatened Children : Rhetoric 

and Concern About Child Victims,  The 
University of Chicago Press. 
田間泰子 2001『母性愛という制度』勁草書房 
上野加代子編 2003『児童虐待時代の福祉臨床
学』明石書店 
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児童養護における「子どもの人権問題」の系譜 

―全養協「子どもの人権を守る集会」（1968‐80年）の分析から― 
  土屋 敦（徳島大学） 

【研究目的】  
「親権」に対する「子どもの人権」の優位

性という論理は、戦後日本の児童養護、社会

的養護をめぐる議論の変遷の中で、いつ如何

なるかたちで議論され始めたのか。本報告で

は公的に「保護されるべき子ども」（（Aries 
1960=1980）(Best 1990)(Gil 2015)）の問題
機制の枠組みの変容過程という歴史社会学

の視座から、この「親権」に対する「子ども

の人権」の優位性という論理が戦後日本の児

童養護運動の中で形成されていく軌跡を追

尾することを目的とする。またその際に、特

に 1968年から 77年にかけて「子どもの人権
を守るために集会」と題されて、全国社会福

祉協議会養護施設協会（以下、全養協）主催、

朝日新聞厚生文化事業団や NHK厚生文化事
業団の共催を得て 10 年にわたり開催された
運動における議論内容を跡付ける中から、上

記の主題を検証する 
 
【既存研究】  
この「親権」に対する「子どもの人権」の

優位性という論理を社会学の観点から一番

緻密に検証してきたのは「児童虐待問題」の

社会学研究であり、そこでは、「親権」や「し

つけ」という高いハードルを乗り越えてでも

公的に「保護されるべき」子どもの存在が児

童虐待問題形成の中で社会的に構築された

ことが強調される（上野 2002）。他方で、同
研究群は「児童虐待問題時代」（上野 2002）
と呼称される 1990 年代（半ば）以降に関す
る検討に終始しており、それ以前の児童養護

をめぐる社会問題に関する議論が扱われる

ことはない、という議論枠組み上の限界があ 

 
る。 
 他方で、1970年代（特に初頭）は「捨て子
研究」および「子捨て、子殺し研究」におい

ては大変興味深い時期に該当している(田間 
2001)。同研究群の中では、同時期は「子捨て」
「子殺し」に関する新聞報道などのマスメデ

ィア報道が劇的に増加し社会問題となった

時期として位置づけられる。しかし、同研究

群においては同時期の「子捨て」「子殺し」の

社会問題化の細密な検証がなされているが、

同社会問題が児童養護をめぐる議論、特に公

的に「保護されるべき子ども」のフレームワ

ークや「親権」に対する「子どもの人権」の

優位性という論理と取り結んだ関係性に関

しては検証がなされていない。 
 
【検討資料】  
本研究では、「子どもの人権を守るために

集会」（1968—77年）において配布された資料
を主な一次資料とし、同集会の背景を跡付け

る資料として全養協発刊の同時期の機関紙

『全養協通信』および『季刊 児童養護』の

内容を検討する。これらの資料は、特に同時

期の児童養護施設の専門家に広く共有され

た資料であり、同時期の児童養護運動の内実

を跡付けるには最も適切な資料である。 
 
【分析】  
この「子どもの人権を守るために集会」

（1968—77年）は当初、児童養護施設の入所
児童における「親のない子ども」（孤児）数の

減少を受けて厚生省（当時）から出された児

童養護施設の規模縮小指示に抗するかたち

 

 

で、公的に「保護されるべき子ども」は多数

存在していることを「子どもの人権」概念を

前面に打ち出しながら世論に訴えるかたち

で、「社会運動」として開始された。同運動の

初回と２回目の集会の主題には、「炭鉱閉山

―やがて家庭崩壊に」「離婚―父子家庭」「交

通事故と母親家出から」「出稼ぎ蒸発」「母の

離別」「子だくさんの貧困から母親家出」とい

った項目が挙げられ、児童養護施設の中で生

活する子どもたちの生活史を綴った作文が

多数紹介された。この 1968年集会、69年集
会における焦点は「家庭崩壊」「貧困問題」を

中心に「炭鉱閉山」「交通遺児」「出稼ぎ蒸発」

などに直面して施設に入所した「子どもの人

権」問題をめぐって議論がなされており、そ

こでは「親の人権が侵害されているとき子ど

もの人権も侵害されている」（第 2 回集会資
料）という論理が前面に打ち出されるかたち

で展開された。その限りで、同集会の初期に

おいては「親権」に対する「子どもの人権」

の優位性という論理は形成されておらず、ま

た同運動は少なくともその初期は「家庭崩壊」

や「貧困問題」によって困窮している「親の

人権」に対して同情的なかたちで運動フレー

ムが形成されていたと言える。 
 この「親の人権が侵害されているとき子ど

もの人権も侵害されている」という児童養護

の運動フレームが崩れていくのは、「子捨て」

や「子殺し」が新聞などのマスメディア上で

大きな社会問題を形成し始めた 1970 年の第
３回集会以降である。この第 3回集会は「子
どもの人権を守るために―最近の“子殺し”

をめぐって」と題されて 1970年 12月 9日に
開催された。同集会で配布されたパンフレッ

トの中では当時大きな社会問題を形成して

いた「子殺し」に言及するかたちで、「我々の

社会では未だに親が子を殺してもきびしく

は糾弾しない」（第 3回集会資料）にも関わら
ず、「子が親を殺すときは尊厳殺人として重

刑を課せられる」（同資料）ことの矛盾を指摘

しながら、この「あやまった親権への考え方

が未だに訂正されない」（同資料）ことを糾弾

するかたちで運動フレームの修正がなされ

た。この「子どもの人権を守るために集会」

はその後 1977 年まで 10 年に渡り開催され
るとともに、その成果は国際児童年（1979年）
の 10 月に全養協主催で開催された「親権と
子どもの人権シンポジウム」へと結実し、「親

権」に対する「子どもの人権」の優位性とい

う論理を前面に打ち出しながら児童の社会

的養護のあり方の変更を迫る運動クレーム

として結実していく。 
 
【総括】  
以上の 1970 年代の児童養護の専門家から
発せられた運動フレームの系譜を、公的に

「保護されるべき子ども」をめぐる社会問題

の社会学の分析枠組みの中で検討するなら

ば、それはその後専ら「児童虐待問題」の枠

組みの中で論じられることになる、「親権」に

対する「子どもの人権」の優位性の論理の端

緒として、また同論理の形成に関する初期の

クレームメイキング活動として捉え直すこ

とが可能だろう。またそれはマスメディア上

の「子殺し」の社会問題化という出来事をい

わば「資源」とするかたちで展開された点に

特徴づけられる運動であった。 
 
 
＜引用文献＞ 
Best,J 1990 Threatened Children : Rhetoric 

and Concern About Child Victims,  The 
University of Chicago Press. 

田間泰子 2001『母性愛という制度』勁草書房 
上野加代子編 2003『児童虐待時代の福祉臨床
学』明石書店 
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幼児の就学前学力と保育者による個性理解との関連性 

 

○髙木誠一（国際武道大学） 

１ 問題の所在 

 本研究の問題は、幼児の就学前学力と保

育者による個性理解との関連性が、学校的

社会化の萌芽的な状況の定義となり、学力

形成を通じた学歴の文化的階層差の原初形

態を形づくっているのではないかという点

にある。標準化された方法で幼児の就学前

学力を測定したデータと保育者による個性

理解のデータおよび家庭の文化経済的資源

を統計的に分析し、これらの関連性を報告

することによって、階層構造の生成メカニ

ズムの一側面を明らかにしようとするもの

である。 

 国立大学法人お茶の水女子大学（2014）

は、家庭の社会経済的背景（家庭所得、父

親学歴、母親学歴の合成変数）によって、

小学校 6 年生と中学校 3 年生における国

語・算数・数学の平均正答率に差があるこ

とを明らかにしたが、どのような過程によ

ってこうした差が生じているのかについて

は明らかではない。 

平沢和司（2014）は「教育格差維持命題

がほぼ成り立つ」とし、「戦後 50 年間に機

会の不平等はあまり変化していない」と結

論づけており、鹿又伸夫（2014）は、本問

題に対する有力仮説を実証的にモデル比較

し、その結果「階級還元論や階層還元論に

よる説明の限界」を示し、「進学意欲と学業

成績という起点まではさかのぼれたが、そ

の進学意欲と学業成績の相違をつくりだす

発生源が何かを突き止めることはできてい

ない」としたうえで、「発生源は、コールマ

ンレポートが示唆するように、一つだけと

りあげればそれほど大きくない有利・不利

が重なりあい蓄積して、結果としては大き

な格差になっているのかもしれない」と課

題を提示している。この有利・不利の蓄積

過程はいかにして実証できるのであろう

か。前馬優策（2011）は、初期的社会化過

程における学力格差メカニズムとして獲得

コードの階層差を示し、松岡・中室・乾

（2014）は、小学校 1、2、4 年生の縦断デ

ータを用いて読書文化資本相続過程を実証

的に示している。また発表者である髙木誠 

 一は、「幼児における就学前学力の階層差

－関東地方農漁村部の事例より－」（2015

年9月9日,日本教育社会学会第67回大会,

於：駒澤大学）において、幼児における学

力（語彙尺度・算数尺度）および保護者の

文化的階層を測定した結果、「幼児におけ

る就学前学力には、文化的階層差がある」

ことを示した。これらの研究が示す家庭環

境の重要性をふまえつつ、学校的社会化と

いう学校環境の影響も加味した分析を実

施することによって、有利・不利の蓄積過

程に迫ることができると考えられる。そこ

で本研究においては、就学前学力・保育者

による個性理解・家庭の文化経済的資源を

測定し、これらの相互関連性を実証的に明

らかにすることを課題とした。 

 

２ 方法 

２－１ 調査地 

 調査地は、関東地方の普通地方公共団体

の市であり、都市近郊の新興住宅地であ

る。 

２－２ 研究対象者 

 研究対象施設は、調査地の市にある 1市

立幼稚園であり、研究対象者は、研究協力

に同意をした 1幼稚園の保護者とその子お

よび幼稚園担任教諭 4人である。保護者同

意者数は、71 人、同意率は、92.2%であっ

た。質問紙調査に回答した保護者の内訳

は、母親 65人（91.5%）、父親 5人（7.0%）、

不明 1人（1.4%）であった。幼児の就学前

学力測定時年齢別人数は、3 歳児 13 人

（18.3%）、4歳児 25人（35.2%）、5歳児 28

人（39.4%）、6歳児 5人（7.0%）であった。 

２－３ 指標 

２－３－１ 就学前学力 

 就学前学力は、LCスケール（2013）によ

って測定可能となる「言語理解」評価点を

指標とした。測定者 2 名が、幼児と 1 対 1

にて個別に測定を実施した。評価点は、3

歳児・4 歳児においては 4 か月間隔で、5

歳児・6 歳児においては 6 か月間隔で標準

化されている。測定は、2015 年 6 月 11 日

から 2015年 7月 8日に実施した。 

２－３－２ 保育者による個性理解 

 保育者による個性理解は、『子どもの経験

から振り返る保育プロセス』（2010）におい

て軸とされた「活動への夢中度（5 項目）」

と「集団生活への参加度（5 項目）」につい

て、個々の幼児について 7 件法で構成され

た質問紙に幼稚園担任教諭が回答した結果

の合計得点を指標とした。質問紙調査は、

2015年 9月 23日から 2015年 10月 6日に実

施した。「活動への夢中度（5項目）」と「集

団生活への参加度（5 項目）」の信頼性統計

量は、それぞれα=0.932とα=0.949であっ

た。 

２－３－３ 家庭の文化経済的資源 

 保護者に対する質問紙調査を 2015年 5月

25日から 2015年 7月 2日に実施した。家庭

の文化経済的資源として、「父親教育年数・

母親教育年数・家庭の蔵書数・回答者 15歳

時家庭の蔵書数・回答者中学 3年生時成績・

家庭の絵本等冊数・現在の暮らし向き・回

答者 15 歳時暮らし向き」8 変数の主成分得

点（固有値 3.632、寄与率 45.394％）を算

出し、指標とした。 

各指標の記述統計量を表 1に示す。 

 

３ 結果 

３－１ 就学前学力（言語理解評価点）と

保育者の個性理解（活動夢中度・集団参加

度）の関連性 

 言語理解評価点をもとに上位群（N=32）

と下位群(N=39)に分割し、Mann-Whitney

検定を実施した結果、「活動夢中度」に関

しては、言語理解評価点上位群の平均ラン

ク＝45.88、下位群の平均ランク＝27.90

（U=940.0,p<.001）であった。「集団参加

度」に関しては、言語理解評価点上位群の

平均ランク＝42.31、下位群の平均ランク

＝30.82（U=826.0,p<.05）であった。つま

り就学前学力としての言語理解評価点が

高いと、遊びを中心としたカリキュラムの

なかでの活動への夢中度や集団への参加

度が高いと幼稚園担任教諭に理解・評価さ

れていたといえる。 

３－２ 家庭の文化経済的資源と就学前

学力（言語理解評価点）と保育者の個性理

解（活動夢中度・集団参加度）の関連性 

 家庭の文化経済的資源をもとに上位群

（ N=34）と下位群 (N=34)に分割し、

Mann-Whitney 検定を実施した結果、「言語

理解評価点」に関しては、文化経済的資源

上位群の平均ランク＝41.60、下位群の平

均ランク＝27.40（U=819.5,p<.01）であっ

たが、「活動夢中度」と「集団参加度」に

関しては、有意差は見られなかった。上記

の結果と合わせると、家庭の文化経済的資

源は、幼児の就学前学力（言語理解評価点）

にのみ関連し、家庭で培われた就学前学力

（言語理解評価点）は、活動への夢中度や

集団への参加度に関連しているというこ

とができる。 

４ 考察 

 結果は、家庭の文化経済的資源が、幼児

の就学前学力（言語理解能力）に変換され、

就学前学力（言語理解能力）の高さが、学

校としての幼稚園になじむ資源となって

いることを意味しており、就学前学力が伝

達/獲得の初期的強化因子もしくは初期的

聖別の因子となっている可能性を示唆し

ている。 

学校としての幼稚園で「水を得た魚」

「 (P.Bourdieu,L.Wacquant1992=2007,p.1

69)として振る舞えるか否か、「目的にかな

った適応を自覚的に模索することなど一

切なしに、界へと完璧に「適応」してしま

う」（p.171）か否か。学校としての幼稚園

を舞台として、家庭環境において自然に身

についた就学前学力（言語理解能力）を介

して、有利・不利の蓄積過程が、日々進行

している。 

度数 最小値 最大値 平均値 標準偏差
言語理解　評価点 71 64.00 134.00 91.62 17.57
活動夢中度 71 5.00 33.00 20.83 5.79
　高い意欲が持続するような、適
度に挑戦的な活動や遊びの目標
を、自分なりに設定している

71 1.00 6.00 4.03 1.33

　活動や遊びの目標を意識して、
その達成に向けて、試行錯誤を
しながら、段階的に、ねばり強く
取り組んでいる

71 1.00 7.00 4.15 1.25

　あるひとつの活動や遊びをして
いる間は、焦点を定めて、集中し
ていて、邪魔が入っても、気が散
ることがない

71 1.00 7.00 4.04 1.37

　活動や遊びをしている時、最大
限にいろいろな能力を働かせ
て、細部にも注意を払っている

71 1.00 7.00 3.82 1.42

　活動や遊びに集中することを心
から楽しんでいる

71 1.00 7.00 4.79 1.15

集団参加度 71 8.00 35.00 23.83 5.49
　集団生活になじんでいる 71 1.00 7.00 4.89 1.28
　集団生活のなかで、自分なりの
役割を見いだしている

71 1.00 7.00 4.35 1.18

　集団生活のなかで、居心地よく
安心して過ごしている

71 2.00 7.00 4.93 1.14

　集団生活を楽しんでおり、集団
生活に満足している

71 2.00 7.00 5.03 1.10

　集団生活のなかで、自信と確
信にあふれた態度を見せている

71 1.00 7.00 4.63 1.31

家庭の文化経済的資源 68 -2.10 3.86 0.00 1.00
　父教育年数 71 9.00 18.00 13.97 2.04
　母教育年数 70 9.00 18.00 13.24 1.92
　蔵書数 70 5.00 501.00 81.95 113.52
　15歳時蔵書数 71 5.00 501.00 77.35 114.95
　中学３年時成績 71 1.00 5.00 3.10 1.04
　絵本等冊数 69 0.00 100.00 34.32 28.58
　暮らし向き 71 1.00 5.00 2.92 0.65
　15歳時暮らし向き 71 1.00 5.00 3.10 0.94

表１　各指標の記述統計量
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幼児の就学前学力と保育者による個性理解との関連性 

 

○髙木誠一（国際武道大学） 

１ 問題の所在 

 本研究の問題は、幼児の就学前学力と保

育者による個性理解との関連性が、学校的

社会化の萌芽的な状況の定義となり、学力

形成を通じた学歴の文化的階層差の原初形

態を形づくっているのではないかという点

にある。標準化された方法で幼児の就学前

学力を測定したデータと保育者による個性

理解のデータおよび家庭の文化経済的資源

を統計的に分析し、これらの関連性を報告

することによって、階層構造の生成メカニ

ズムの一側面を明らかにしようとするもの

である。 

 国立大学法人お茶の水女子大学（2014）

は、家庭の社会経済的背景（家庭所得、父

親学歴、母親学歴の合成変数）によって、

小学校 6 年生と中学校 3 年生における国

語・算数・数学の平均正答率に差があるこ

とを明らかにしたが、どのような過程によ

ってこうした差が生じているのかについて

は明らかではない。 

平沢和司（2014）は「教育格差維持命題

がほぼ成り立つ」とし、「戦後 50 年間に機

会の不平等はあまり変化していない」と結

論づけており、鹿又伸夫（2014）は、本問

題に対する有力仮説を実証的にモデル比較

し、その結果「階級還元論や階層還元論に

よる説明の限界」を示し、「進学意欲と学業

成績という起点まではさかのぼれたが、そ

の進学意欲と学業成績の相違をつくりだす

発生源が何かを突き止めることはできてい

ない」としたうえで、「発生源は、コールマ

ンレポートが示唆するように、一つだけと

りあげればそれほど大きくない有利・不利

が重なりあい蓄積して、結果としては大き

な格差になっているのかもしれない」と課

題を提示している。この有利・不利の蓄積

過程はいかにして実証できるのであろう

か。前馬優策（2011）は、初期的社会化過

程における学力格差メカニズムとして獲得

コードの階層差を示し、松岡・中室・乾

（2014）は、小学校 1、2、4 年生の縦断デ

ータを用いて読書文化資本相続過程を実証

的に示している。また発表者である髙木誠 

 一は、「幼児における就学前学力の階層差

－関東地方農漁村部の事例より－」（2015

年9月9日,日本教育社会学会第67回大会,

於：駒澤大学）において、幼児における学

力（語彙尺度・算数尺度）および保護者の

文化的階層を測定した結果、「幼児におけ

る就学前学力には、文化的階層差がある」

ことを示した。これらの研究が示す家庭環

境の重要性をふまえつつ、学校的社会化と

いう学校環境の影響も加味した分析を実

施することによって、有利・不利の蓄積過

程に迫ることができると考えられる。そこ

で本研究においては、就学前学力・保育者

による個性理解・家庭の文化経済的資源を

測定し、これらの相互関連性を実証的に明

らかにすることを課題とした。 

 

２ 方法 

２－１ 調査地 

 調査地は、関東地方の普通地方公共団体

の市であり、都市近郊の新興住宅地であ

る。 

２－２ 研究対象者 

 研究対象施設は、調査地の市にある 1市

立幼稚園であり、研究対象者は、研究協力

に同意をした 1幼稚園の保護者とその子お

よび幼稚園担任教諭 4人である。保護者同

意者数は、71 人、同意率は、92.2%であっ

た。質問紙調査に回答した保護者の内訳

は、母親 65人（91.5%）、父親 5人（7.0%）、

不明 1人（1.4%）であった。幼児の就学前

学力測定時年齢別人数は、3 歳児 13 人

（18.3%）、4歳児 25人（35.2%）、5歳児 28

人（39.4%）、6歳児 5人（7.0%）であった。 

２－３ 指標 

２－３－１ 就学前学力 

 就学前学力は、LCスケール（2013）によ

って測定可能となる「言語理解」評価点を

指標とした。測定者 2 名が、幼児と 1 対 1

にて個別に測定を実施した。評価点は、3

歳児・4 歳児においては 4 か月間隔で、5

歳児・6 歳児においては 6 か月間隔で標準

化されている。測定は、2015 年 6 月 11 日

から 2015年 7月 8日に実施した。 

２－３－２ 保育者による個性理解 

 保育者による個性理解は、『子どもの経験

から振り返る保育プロセス』（2010）におい

て軸とされた「活動への夢中度（5 項目）」

と「集団生活への参加度（5 項目）」につい

て、個々の幼児について 7 件法で構成され

た質問紙に幼稚園担任教諭が回答した結果

の合計得点を指標とした。質問紙調査は、

2015年 9月 23日から 2015年 10月 6日に実

施した。「活動への夢中度（5項目）」と「集

団生活への参加度（5 項目）」の信頼性統計

量は、それぞれα=0.932とα=0.949であっ

た。 

２－３－３ 家庭の文化経済的資源 

 保護者に対する質問紙調査を 2015年 5月

25日から 2015年 7月 2日に実施した。家庭

の文化経済的資源として、「父親教育年数・

母親教育年数・家庭の蔵書数・回答者 15歳

時家庭の蔵書数・回答者中学 3年生時成績・

家庭の絵本等冊数・現在の暮らし向き・回

答者 15 歳時暮らし向き」8 変数の主成分得

点（固有値 3.632、寄与率 45.394％）を算

出し、指標とした。 

各指標の記述統計量を表 1に示す。 

 

３ 結果 

３－１ 就学前学力（言語理解評価点）と

保育者の個性理解（活動夢中度・集団参加

度）の関連性 

 言語理解評価点をもとに上位群（N=32）

と下位群(N=39)に分割し、Mann-Whitney

検定を実施した結果、「活動夢中度」に関

しては、言語理解評価点上位群の平均ラン

ク＝45.88、下位群の平均ランク＝27.90

（U=940.0,p<.001）であった。「集団参加

度」に関しては、言語理解評価点上位群の

平均ランク＝42.31、下位群の平均ランク

＝30.82（U=826.0,p<.05）であった。つま

り就学前学力としての言語理解評価点が

高いと、遊びを中心としたカリキュラムの

なかでの活動への夢中度や集団への参加

度が高いと幼稚園担任教諭に理解・評価さ

れていたといえる。 

３－２ 家庭の文化経済的資源と就学前

学力（言語理解評価点）と保育者の個性理

解（活動夢中度・集団参加度）の関連性 

 家庭の文化経済的資源をもとに上位群

（ N=34）と下位群 (N=34)に分割し、

Mann-Whitney 検定を実施した結果、「言語

理解評価点」に関しては、文化経済的資源

上位群の平均ランク＝41.60、下位群の平

均ランク＝27.40（U=819.5,p<.01）であっ

たが、「活動夢中度」と「集団参加度」に

関しては、有意差は見られなかった。上記

の結果と合わせると、家庭の文化経済的資

源は、幼児の就学前学力（言語理解評価点）

にのみ関連し、家庭で培われた就学前学力

（言語理解評価点）は、活動への夢中度や

集団への参加度に関連しているというこ

とができる。 

４ 考察 

 結果は、家庭の文化経済的資源が、幼児

の就学前学力（言語理解能力）に変換され、

就学前学力（言語理解能力）の高さが、学

校としての幼稚園になじむ資源となって

いることを意味しており、就学前学力が伝

達/獲得の初期的強化因子もしくは初期的

聖別の因子となっている可能性を示唆し

ている。 

学校としての幼稚園で「水を得た魚」

「 (P.Bourdieu,L.Wacquant1992=2007,p.1

69)として振る舞えるか否か、「目的にかな

った適応を自覚的に模索することなど一

切なしに、界へと完璧に「適応」してしま

う」（p.171）か否か。学校としての幼稚園

を舞台として、家庭環境において自然に身

についた就学前学力（言語理解能力）を介

して、有利・不利の蓄積過程が、日々進行

している。 

度数 最小値 最大値 平均値 標準偏差
言語理解　評価点 71 64.00 134.00 91.62 17.57
活動夢中度 71 5.00 33.00 20.83 5.79
　高い意欲が持続するような、適
度に挑戦的な活動や遊びの目標
を、自分なりに設定している

71 1.00 6.00 4.03 1.33

　活動や遊びの目標を意識して、
その達成に向けて、試行錯誤を
しながら、段階的に、ねばり強く
取り組んでいる

71 1.00 7.00 4.15 1.25

　あるひとつの活動や遊びをして
いる間は、焦点を定めて、集中し
ていて、邪魔が入っても、気が散
ることがない

71 1.00 7.00 4.04 1.37

　活動や遊びをしている時、最大
限にいろいろな能力を働かせ
て、細部にも注意を払っている

71 1.00 7.00 3.82 1.42

　活動や遊びに集中することを心
から楽しんでいる

71 1.00 7.00 4.79 1.15

集団参加度 71 8.00 35.00 23.83 5.49
　集団生活になじんでいる 71 1.00 7.00 4.89 1.28
　集団生活のなかで、自分なりの
役割を見いだしている

71 1.00 7.00 4.35 1.18

　集団生活のなかで、居心地よく
安心して過ごしている

71 2.00 7.00 4.93 1.14

　集団生活を楽しんでおり、集団
生活に満足している

71 2.00 7.00 5.03 1.10

　集団生活のなかで、自信と確
信にあふれた態度を見せている

71 1.00 7.00 4.63 1.31

家庭の文化経済的資源 68 -2.10 3.86 0.00 1.00
　父教育年数 71 9.00 18.00 13.97 2.04
　母教育年数 70 9.00 18.00 13.24 1.92
　蔵書数 70 5.00 501.00 81.95 113.52
　15歳時蔵書数 71 5.00 501.00 77.35 114.95
　中学３年時成績 71 1.00 5.00 3.10 1.04
　絵本等冊数 69 0.00 100.00 34.32 28.58
　暮らし向き 71 1.00 5.00 2.92 0.65
　15歳時暮らし向き 71 1.00 5.00 3.10 0.94

表１　各指標の記述統計量
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「教室童話」で語られた「望ましい」人間像 

金沢嘉市の低学年・中学年向け童話台本の分析から 

中村美和子（お茶の水女子大学大学院） 

１．はじめに 
本研究は、教育としての童話の語り「教

室童話」における教育意識のありようを、

童話台本に登場する人物像に注目して解き

明かしていくことを目的とする。 
教室童話は、第二次世界大戦前・戦中期

に教師たちの実践で注目された。教室童話

は明治期半ば過ぎを創始として普及した児

童文化「口演童話」の１ジャンルに位置づ

けられるが、口演童話の大衆化に批判的だ

った教師たちが、童話の語りを教育として

独自に確立しようと試みた取り組みである。

昭和 13（1938）年結成の「教室童話研究

会」では、子ども一人ひとりの心の育ちに

配慮した話材、語り方や脚色などの表現技

術が検討された。同人として、戦後の歴史

教育、平和教育で知られる金沢嘉市（明治

41（1908）年－昭和 61（1986）年）が参

加した。 
教室童話の先行研究では、浅岡（2011）

が戦時協力を含む教室童話研究会の活動形

態と変容を明らかにし、上地（1994、1995）
が金沢の口演童話観、口演童話の方法と思

想を整理した。両者は童話台本の具体的な

脚色に当たって内容を分析していく必要を

論じている。教育としての童話がどう追求

されていたのかを教育意識、表現技術の工

夫のありようから解明していくことを求め

ているのである。 
そこで本研究においては、教室童話研究

会を理論的に支えていた金沢の童話台本を

対象とし、原話との比較対照により、脚色

者のどのような教育意識が反映されている

か、そこにどういう表現技術が工夫されて

いるかを検討していく。金沢が語った童話

で台本の現存が確認できたのは公刊 5 本、

私家版 4 本、生原稿 1 本の計 10 本である。

そのうち原話が特定される話材で、かつ昭

和 9（1934）年にはすでに教室で実践して

いたことを金沢自身が明らかにしている低 
学年向「雨」（1951）、中学年向「兄弟」（1951）
について分析をおこなう。分析方法は、金

沢の童話論で得た指標をもとに、台本「雨」、

「兄弟」からまず「人間形成の目的意識」

が反映された要素を抽出し、次に、原話と

台本の比較対照により「戯曲的な表現技術」

としての台詞、反復的なオノマトペを抽出

する。 
分析のよりどころとした金沢の童話論に

関しては以下に整理する。公刊された金沢

の童話論に加え、謄写版印刷の機関誌『教

室童話』、ならびに金沢ヒューマン文庫（愛

知県蒲郡市）収蔵の直筆になる教育資料を

調査した。 
 
２．金沢嘉市の教室童話論 
(1) 公表された資料から 

昭和 14（1939）年から同 33（1958）年

にわたって 9 本の童話論が発表され、戦前

の童話論においては「指導精神」、戦後にお

いては「陶冶」「人間性啓発」という表現で

童話教育の意義が論じられている。童話教

育を支える表現として「話者」、「話材」、「話

し方」の三要素が挙げられ、話者によって

童話が子どもたちに伝えられる際、その人

格や思想が影響を及ぼす点、話材に求めら

れるのは①心への滋養、栄養、②現実的な

智性、③民族童話の伝承である点、話し方

においては、作為的に笑わせる「くすぐり」

をなくす必要がある点が主張されている。

原話からの脚色では戯曲的であることが勧

奨され、その表現技術として「台詞」、「反

復的なオノマトペ」が挙げられている。 
(2) 未公刊の資料から 

昭和 34(1959)年の講演用メモに、「教育

としての目的意識」として「何のためにお

話をするのか、この話をしてどんな人間に

なってもらいたいか。お話が目的でなく、

話を手段として相手の人間形成に役立てよ

うとするところに教育としての童話の扱わ

れる理由がある―教室童話の特性―」と記

されている。 
 
３．「人間形成の目的意識」の抽出結果 

童話台本「雨」からは「自然の恵みで生

かされる人間存在」、「序列にしたがった順

番の行動」、「家族仲よく働くこと」、「困っ

ている人への思いやり」、「小さな存在でも

勇気を持ち、ほかの構成員と行動すれば状

況が変えられること」、「人の内面、行動は

周囲の環境によって変化するもの」といっ

た考えの提示が確認された。 
童話台本「兄弟」からは「仲間と競い合

って取り組むと作業がはかどること」、「相

手の喜びにつながることを考えるのが思い

やり」、「仲がよいとは苦楽をともにするこ

と」といった考えが認められた。 
 
４．戯曲的な表現技術の抽出結果 

金沢の論稿で得られた指標「台詞」、「反

復的なオノマトペ」が「雨」、「兄弟」にお

いて、ともに効果的に利用されていること

が確認された。 
(1) 台詞について 

台詞には①物語の設定や筋運びをわかり

やすくする、②登場者の内面や人物造型、

関係性を表現する、③登場者のかけ合いで

物語をリズミカルに進行させる、④物語に

楽しさや緊迫感を加味して劇的効果を高め

る、⑤場面における課題、テーマを伝えや

すくする、といった働きがあると言える。

金沢が台詞を活用するために、原話の登場

者を改変したり、登場者を新たに創造した

りといった工夫で会話を成立させ、発話の

効果を高めていることが明らかになった。 
(2) 反復的なオノマトペについて 

オノマトペは聞き手である子どもの体に

響くリズムをもたらし、効果音の働きをに

なう。「雨」では中盤部分での利用が限られ

ているが、導入部分、終盤部分では効果的

な利用が確認された。「兄弟」では、中盤部

分、終盤部分では反復的なものは析出され

なかったが、「どっこいしょ」、「サーッと」

といった反復的でないオノマトペも含める

と、全編にわたり効果的な利用が確認され

た。 
 
５．おわりに 

本研究では、教育としての確立が目ざさ

れた「教室童話」において、人間形成の目

的意識が具体的にはどのように表現されて

いるのかを、金沢嘉市の童話台本の脚色に

当たり検討してきた。明らかになった結果

は次の通りである。 
第一に、台本「雨」、「兄弟」ともに、原

話でも「思いやり」という要素が人間形成

の目的意識として析出されるが、金沢台本

では、話を聞いている子どもたちにそれが

より印象づけられるよう、話の設定や展開、

表現が工夫されていた。 
第二に、「思いやり」のほかに分析結果と

して挙げた人間形成の目的意識に認められ

る要素は、いずれも金沢の脚色により加え

られた人間観、社会観である。「台詞」、「反

復的なオノマトペ」の抽出により、人間形

成に資す要素を子どもたちに劇的に伝える

工夫がされていることが分かった。台詞を

活発に展開させるために登場者の改変、創

造がおこなわれ、登場者たちの言動、登場

者をとりまく環境の様子がいきいきと表現

されるよう、オノマトペが利用されていた。 
第三に、「雨」、「兄弟」から考察される金

沢が「望ましい」とした人間像は、自然の

恵み、個人の周囲にいる他者との関係性、

すなわち社会性を意識し、行動する存在で

ある。後者においては、単に仲よくするこ

とをよしとするのではなく、ともに働き、

ともに行動しながら関係性を築いていくこ

との大切さが示唆されていた。 
以上のように、金沢の童話台本の分析か

ら、そこに描かれた「望ましい」人間像を

明らかにすることで、童話教育の特徴の一

端を確認できた。今後の課題として挙げら

れるのは、一つには、他の童話台本にも当

たって教室童話の特徴の検証を重ねていく

ことである。いま一つとして挙げられるの

は、教室童話の形態の歴史的変容と童話台

本をからめた考察をおこない、童話の語り

という教育文化の歴史的意義、ならびに現

代的意義に関して検討していくことである。 
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「教室童話」で語られた「望ましい」人間像 

金沢嘉市の低学年・中学年向け童話台本の分析から 

中村美和子（お茶の水女子大学大学院） 

１．はじめに 
本研究は、教育としての童話の語り「教

室童話」における教育意識のありようを、

童話台本に登場する人物像に注目して解き

明かしていくことを目的とする。 
教室童話は、第二次世界大戦前・戦中期

に教師たちの実践で注目された。教室童話

は明治期半ば過ぎを創始として普及した児

童文化「口演童話」の１ジャンルに位置づ

けられるが、口演童話の大衆化に批判的だ

った教師たちが、童話の語りを教育として

独自に確立しようと試みた取り組みである。

昭和 13（1938）年結成の「教室童話研究

会」では、子ども一人ひとりの心の育ちに

配慮した話材、語り方や脚色などの表現技

術が検討された。同人として、戦後の歴史

教育、平和教育で知られる金沢嘉市（明治

41（1908）年－昭和 61（1986）年）が参

加した。 
教室童話の先行研究では、浅岡（2011）

が戦時協力を含む教室童話研究会の活動形

態と変容を明らかにし、上地（1994、1995）
が金沢の口演童話観、口演童話の方法と思

想を整理した。両者は童話台本の具体的な

脚色に当たって内容を分析していく必要を

論じている。教育としての童話がどう追求

されていたのかを教育意識、表現技術の工

夫のありようから解明していくことを求め

ているのである。 
そこで本研究においては、教室童話研究

会を理論的に支えていた金沢の童話台本を

対象とし、原話との比較対照により、脚色

者のどのような教育意識が反映されている

か、そこにどういう表現技術が工夫されて

いるかを検討していく。金沢が語った童話

で台本の現存が確認できたのは公刊 5 本、

私家版 4 本、生原稿 1 本の計 10 本である。

そのうち原話が特定される話材で、かつ昭

和 9（1934）年にはすでに教室で実践して

いたことを金沢自身が明らかにしている低 
学年向「雨」（1951）、中学年向「兄弟」（1951）
について分析をおこなう。分析方法は、金

沢の童話論で得た指標をもとに、台本「雨」、

「兄弟」からまず「人間形成の目的意識」

が反映された要素を抽出し、次に、原話と

台本の比較対照により「戯曲的な表現技術」

としての台詞、反復的なオノマトペを抽出

する。 
分析のよりどころとした金沢の童話論に

関しては以下に整理する。公刊された金沢

の童話論に加え、謄写版印刷の機関誌『教

室童話』、ならびに金沢ヒューマン文庫（愛

知県蒲郡市）収蔵の直筆になる教育資料を

調査した。 
 
２．金沢嘉市の教室童話論 
(1) 公表された資料から 

昭和 14（1939）年から同 33（1958）年

にわたって 9 本の童話論が発表され、戦前

の童話論においては「指導精神」、戦後にお

いては「陶冶」「人間性啓発」という表現で

童話教育の意義が論じられている。童話教

育を支える表現として「話者」、「話材」、「話

し方」の三要素が挙げられ、話者によって

童話が子どもたちに伝えられる際、その人

格や思想が影響を及ぼす点、話材に求めら

れるのは①心への滋養、栄養、②現実的な

智性、③民族童話の伝承である点、話し方

においては、作為的に笑わせる「くすぐり」

をなくす必要がある点が主張されている。

原話からの脚色では戯曲的であることが勧

奨され、その表現技術として「台詞」、「反

復的なオノマトペ」が挙げられている。 
(2) 未公刊の資料から 

昭和 34(1959)年の講演用メモに、「教育

としての目的意識」として「何のためにお

話をするのか、この話をしてどんな人間に

なってもらいたいか。お話が目的でなく、

話を手段として相手の人間形成に役立てよ

うとするところに教育としての童話の扱わ

れる理由がある―教室童話の特性―」と記

されている。 
 
３．「人間形成の目的意識」の抽出結果 

童話台本「雨」からは「自然の恵みで生

かされる人間存在」、「序列にしたがった順

番の行動」、「家族仲よく働くこと」、「困っ

ている人への思いやり」、「小さな存在でも

勇気を持ち、ほかの構成員と行動すれば状

況が変えられること」、「人の内面、行動は

周囲の環境によって変化するもの」といっ

た考えの提示が確認された。 
童話台本「兄弟」からは「仲間と競い合

って取り組むと作業がはかどること」、「相

手の喜びにつながることを考えるのが思い

やり」、「仲がよいとは苦楽をともにするこ

と」といった考えが認められた。 
 
４．戯曲的な表現技術の抽出結果 

金沢の論稿で得られた指標「台詞」、「反

復的なオノマトペ」が「雨」、「兄弟」にお

いて、ともに効果的に利用されていること

が確認された。 
(1) 台詞について 

台詞には①物語の設定や筋運びをわかり

やすくする、②登場者の内面や人物造型、

関係性を表現する、③登場者のかけ合いで

物語をリズミカルに進行させる、④物語に

楽しさや緊迫感を加味して劇的効果を高め

る、⑤場面における課題、テーマを伝えや

すくする、といった働きがあると言える。

金沢が台詞を活用するために、原話の登場

者を改変したり、登場者を新たに創造した

りといった工夫で会話を成立させ、発話の

効果を高めていることが明らかになった。 
(2) 反復的なオノマトペについて 

オノマトペは聞き手である子どもの体に

響くリズムをもたらし、効果音の働きをに

なう。「雨」では中盤部分での利用が限られ

ているが、導入部分、終盤部分では効果的

な利用が確認された。「兄弟」では、中盤部

分、終盤部分では反復的なものは析出され

なかったが、「どっこいしょ」、「サーッと」

といった反復的でないオノマトペも含める

と、全編にわたり効果的な利用が確認され

た。 
 
５．おわりに 

本研究では、教育としての確立が目ざさ

れた「教室童話」において、人間形成の目

的意識が具体的にはどのように表現されて

いるのかを、金沢嘉市の童話台本の脚色に

当たり検討してきた。明らかになった結果

は次の通りである。 
第一に、台本「雨」、「兄弟」ともに、原

話でも「思いやり」という要素が人間形成

の目的意識として析出されるが、金沢台本

では、話を聞いている子どもたちにそれが

より印象づけられるよう、話の設定や展開、

表現が工夫されていた。 
第二に、「思いやり」のほかに分析結果と

して挙げた人間形成の目的意識に認められ

る要素は、いずれも金沢の脚色により加え

られた人間観、社会観である。「台詞」、「反

復的なオノマトペ」の抽出により、人間形

成に資す要素を子どもたちに劇的に伝える

工夫がされていることが分かった。台詞を

活発に展開させるために登場者の改変、創

造がおこなわれ、登場者たちの言動、登場

者をとりまく環境の様子がいきいきと表現

されるよう、オノマトペが利用されていた。 
第三に、「雨」、「兄弟」から考察される金

沢が「望ましい」とした人間像は、自然の

恵み、個人の周囲にいる他者との関係性、

すなわち社会性を意識し、行動する存在で

ある。後者においては、単に仲よくするこ

とをよしとするのではなく、ともに働き、

ともに行動しながら関係性を築いていくこ

との大切さが示唆されていた。 
以上のように、金沢の童話台本の分析か

ら、そこに描かれた「望ましい」人間像を

明らかにすることで、童話教育の特徴の一

端を確認できた。今後の課題として挙げら

れるのは、一つには、他の童話台本にも当

たって教室童話の特徴の検証を重ねていく

ことである。いま一つとして挙げられるの

は、教室童話の形態の歴史的変容と童話台

本をからめた考察をおこない、童話の語り

という教育文化の歴史的意義、ならびに現

代的意義に関して検討していくことである。 
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休職経験を有する教師のライフヒストリー

 
○伊勢本大（広島大学大学院） 

山田浩之（広島大学） 

 
1．問題の所在と本報告の枠組み 
本報告の目的は、休職経験を有する中学校教員

を対象としたライフヒストリー・インタビューか

ら、研究協力者たちがどのような経緯の中で、「教

師」として働き続けることに対し、一定の期間立

ち止まるという道を選択したのか、について考察

を加えることである。この作業から示される議論

をリソースとすることで、「教師」という職業が置

かれている社会的状況の一端を描き出す。と同時

に、学校内での教師と子どもの関係についても検

討する。 
教員の働く環境は厳しい。文部科学省から毎年

報告されている「公立学校教職員の人事行政状況

調査」によれば、平成 19 年度から病気休職者の
数は 8、000人を越え、今日まで一貫してその数
を保っている。また、その中の6割近くが精神疾
患の症状である、ということも見逃すことのでき

ない事実である。この指摘に対し「休職者は 90
万人を越える教師の 1%でしかない」という批判
も想定されるが、休職とは 90

．．
日以上
．．．

の欠勤を指

す。そのため、休職に至らないまでも、通院を繰

り返し、何日間かの欠勤を複数回行う教員は相当

数存在していることが予想される（油布2015）。
学校現場の現実は統計データよりも深刻な状況で

ある。 
ゆえに、これまで教員の休職を扱ってきたほと

んどの研究が、それを上記のような背景と結びつ

けることで、「病める教師」の問題として論じてき

た。つまり、教員のストレスやバーンアウト、さ

らにはメンタルヘルスなどという、「心」に関する

説明変数から、この問題は論じられてきた（例え

ば、草海2014）。さらに言えば、これらの取組み
は主に量的な統計調査によって行われてきたもの

である。もちろん、中には、教師自身の語りに着

目した研究がないわけではない（赤岡・谷口2009
など）。だが、それらの基本的な関心も、教員の休

職を取り上げる量的調査と変わりがないものであ

った。そのため、こうした先行研究が提示する、

多くのインプリケーションとは、教員同士の「つ

ながり」を重視するなどの、教員の労働環境に対

する示唆に止まってきたといえる。 
確かに、「教師」という職業の特質上、仕事の「無

境界性」を引き受けざるをえない教員の労働環境

が存在している。そこに数字という「客観的」な

指標を用いて議論を展開することは重要である。

その意味で、これまでの教員の休職に対する先行

研究の知見は、多くの示唆を有するものであった。 
しかしながら、ここには注意も必要である。と

いうのも、ストレスやバーンアウトに対する「客

観的」な指標からだけでは、必ずしも教員の現実

を捉えることはできないからである（油布2008）。
「多忙な」労働条件の中でも、教員の「喜び」や

「やりがい」が構成されている、という側面にも

目を向けていかなければならない。 
教師の語りを探求する、Connelly & Clandinin
（1999）に依拠すれば、教師個人が有する「支え
とするストーリー（stories to live by）」が維持で
きなくなった時、教師のアイデンティティは危機

に陥ることになる、という。田中（2008、p.364）
は、こうした Connelly らの視点から、教員の休
職・離職の問題へアプローチしていくことの重要

性を示している。 
つまり、教員の休職の問題は、これまでとは異

なる枠組みからも理解される必要がある。またそ

れは、こうした問題が量的調査などの実証的な研

究だけではなく、教員の語りにもとづく質的な研

究からも取り組まれていく重要性を強調している。

そこで本報告では、研究協力者の語りに着目し、

その可能性と意義について論じていきたい。 
 
2．研究方法 
本報告が方法としてライフヒストリー・インタ

ビューに着目する理由を，Goodson(訳書2001)に
依拠しながら次の2点から示しておきたい。第１
に，研究協力者がなぜ休職という選択を行ったの

か（あるいは行わざるを得なかったか）、を検討す

るためには、これまで彼らが教員としてどのよう

に働いてきたのか、という個人の時間軸や変化を

意識した語りが解釈の際に必要となるからである。

第2にライフヒストリーという研究を採用するこ
とで、教師の「声」を，研究上重要な価値あるも

のとして扱うことができるためである。 
休職経験の有する研究協力者の語りを考察する

上で、本報告においてはライフヒストリーの視点

が欠かすことのできないものであった。 
 
3．研究過程と研究協力者について 
本報告の研究協力者は、20代後半の「若手」男
性教員2名（A先生・B先生）から成る。報告者
の研究グループは、知人の中学校教員（H 先生）
を介して、A先生・B先生をそれぞれ紹介しても
らった。具体的には、2016年2月に、報告者、H
先生、研究協力者の 3人で、2時間を越えるイン
タビューを行った。 
○A先生：インタビュー当時、教員歴6年目。休
職を経験したのは、インタビューを行ったその

年度のことであった。職場を離れていた期間は

4 ヶ月間であった。インタビュー当時は既に職
場復帰して数カ月が経っていた。 
○B先生：インタビュー当時、教員歴（講師・非
常勤経験も含む）6年目。休職を経験したのは、
B先生もA先生同様、インタビューを行ったそ
の年度のことであった。しかし、B先生は未だ
職場復帰はできていない。 
本報告では、A先生・B先生に事前に報告内容、
資料の中で使用する語りを確認してもらい、承諾

を得たもののみを使用している。 
 
4．分析 

2 人の研究協力者は異なる経緯から、休職とい
う道を選ぶこととなった。それゆえ、2 人の語り
には、休職中の過ごし方や、それぞれが置かれる

学校の環境など、明確な相違が見てとれる。 
しかしながら、そうした相容れない状況下でも、

2 人の研究協力者が休職に至る経緯を語っていく
中では、大きく共振する語りもあった。それは、

自らの教職に対して思い描く物語と、勤務する学

校で要求される物語が異なる、という理由によっ

て構成される「納得がいかない」語りであった。 
 

A：うーん。自分の納得のいく、で、その子に

とっても、（一瞬口ごもる）なんて言うんです

かね。だからあの時はうまくアドバイスして

もらえなかったんですかね。（中略）とにかく

もう、ほっとけばいいじゃんっていう感じで。

でも自分自身がなんとかせんといけん、なん

とかせんといけんっていう想いがあって。 
 
B：なんか、結局、それで指導しよっても、自
分が納得してないんで。なんか、なんだかな

あみたいなっていう感じになりますよね。だ

ったらちゃんと、もっと本質をついた説明を

するなり、しないとって思うんですけどね。

いや、話してても。俺が納得してないのに（笑）、

なんでみんなが納得するん？みたいな。 

こうした研究協力者の語りにもとづき、本報告

では、これまで「病める教師」の問題に向けた議

論の中で抜け落ちてきた新たな枠組みの可能性を

示唆したい。
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休職経験を有する教師のライフヒストリー

 
○伊勢本大（広島大学大学院） 

山田浩之（広島大学） 

 
1．問題の所在と本報告の枠組み 
本報告の目的は、休職経験を有する中学校教員

を対象としたライフヒストリー・インタビューか

ら、研究協力者たちがどのような経緯の中で、「教

師」として働き続けることに対し、一定の期間立

ち止まるという道を選択したのか、について考察

を加えることである。この作業から示される議論

をリソースとすることで、「教師」という職業が置

かれている社会的状況の一端を描き出す。と同時

に、学校内での教師と子どもの関係についても検

討する。 
教員の働く環境は厳しい。文部科学省から毎年

報告されている「公立学校教職員の人事行政状況

調査」によれば、平成 19 年度から病気休職者の
数は 8、000人を越え、今日まで一貫してその数
を保っている。また、その中の6割近くが精神疾
患の症状である、ということも見逃すことのでき

ない事実である。この指摘に対し「休職者は 90
万人を越える教師の 1%でしかない」という批判
も想定されるが、休職とは 90

．．
日以上
．．．

の欠勤を指

す。そのため、休職に至らないまでも、通院を繰

り返し、何日間かの欠勤を複数回行う教員は相当

数存在していることが予想される（油布2015）。
学校現場の現実は統計データよりも深刻な状況で

ある。 
ゆえに、これまで教員の休職を扱ってきたほと

んどの研究が、それを上記のような背景と結びつ

けることで、「病める教師」の問題として論じてき

た。つまり、教員のストレスやバーンアウト、さ

らにはメンタルヘルスなどという、「心」に関する

説明変数から、この問題は論じられてきた（例え

ば、草海2014）。さらに言えば、これらの取組み
は主に量的な統計調査によって行われてきたもの

である。もちろん、中には、教師自身の語りに着

目した研究がないわけではない（赤岡・谷口2009
など）。だが、それらの基本的な関心も、教員の休

職を取り上げる量的調査と変わりがないものであ

った。そのため、こうした先行研究が提示する、

多くのインプリケーションとは、教員同士の「つ

ながり」を重視するなどの、教員の労働環境に対

する示唆に止まってきたといえる。 
確かに、「教師」という職業の特質上、仕事の「無

境界性」を引き受けざるをえない教員の労働環境

が存在している。そこに数字という「客観的」な

指標を用いて議論を展開することは重要である。

その意味で、これまでの教員の休職に対する先行

研究の知見は、多くの示唆を有するものであった。 
しかしながら、ここには注意も必要である。と

いうのも、ストレスやバーンアウトに対する「客

観的」な指標からだけでは、必ずしも教員の現実

を捉えることはできないからである（油布2008）。
「多忙な」労働条件の中でも、教員の「喜び」や

「やりがい」が構成されている、という側面にも

目を向けていかなければならない。 
教師の語りを探求する、Connelly & Clandinin
（1999）に依拠すれば、教師個人が有する「支え
とするストーリー（stories to live by）」が維持で
きなくなった時、教師のアイデンティティは危機

に陥ることになる、という。田中（2008、p.364）
は、こうした Connelly らの視点から、教員の休
職・離職の問題へアプローチしていくことの重要

性を示している。 
つまり、教員の休職の問題は、これまでとは異

なる枠組みからも理解される必要がある。またそ

れは、こうした問題が量的調査などの実証的な研

究だけではなく、教員の語りにもとづく質的な研

究からも取り組まれていく重要性を強調している。

そこで本報告では、研究協力者の語りに着目し、

その可能性と意義について論じていきたい。 
 
2．研究方法 
本報告が方法としてライフヒストリー・インタ

ビューに着目する理由を，Goodson(訳書2001)に
依拠しながら次の2点から示しておきたい。第１
に，研究協力者がなぜ休職という選択を行ったの

か（あるいは行わざるを得なかったか）、を検討す

るためには、これまで彼らが教員としてどのよう

に働いてきたのか、という個人の時間軸や変化を

意識した語りが解釈の際に必要となるからである。

第2にライフヒストリーという研究を採用するこ
とで、教師の「声」を，研究上重要な価値あるも

のとして扱うことができるためである。 
休職経験の有する研究協力者の語りを考察する

上で、本報告においてはライフヒストリーの視点

が欠かすことのできないものであった。 
 
3．研究過程と研究協力者について 
本報告の研究協力者は、20代後半の「若手」男
性教員2名（A先生・B先生）から成る。報告者
の研究グループは、知人の中学校教員（H 先生）
を介して、A先生・B先生をそれぞれ紹介しても
らった。具体的には、2016年2月に、報告者、H
先生、研究協力者の 3人で、2時間を越えるイン
タビューを行った。 
○A先生：インタビュー当時、教員歴6年目。休
職を経験したのは、インタビューを行ったその

年度のことであった。職場を離れていた期間は

4 ヶ月間であった。インタビュー当時は既に職
場復帰して数カ月が経っていた。 
○B先生：インタビュー当時、教員歴（講師・非
常勤経験も含む）6年目。休職を経験したのは、
B先生もA先生同様、インタビューを行ったそ
の年度のことであった。しかし、B先生は未だ
職場復帰はできていない。 
本報告では、A先生・B先生に事前に報告内容、
資料の中で使用する語りを確認してもらい、承諾

を得たもののみを使用している。 
 
4．分析 

2 人の研究協力者は異なる経緯から、休職とい
う道を選ぶこととなった。それゆえ、2 人の語り
には、休職中の過ごし方や、それぞれが置かれる

学校の環境など、明確な相違が見てとれる。 
しかしながら、そうした相容れない状況下でも、

2 人の研究協力者が休職に至る経緯を語っていく
中では、大きく共振する語りもあった。それは、

自らの教職に対して思い描く物語と、勤務する学

校で要求される物語が異なる、という理由によっ

て構成される「納得がいかない」語りであった。 
 

A：うーん。自分の納得のいく、で、その子に

とっても、（一瞬口ごもる）なんて言うんです

かね。だからあの時はうまくアドバイスして

もらえなかったんですかね。（中略）とにかく

もう、ほっとけばいいじゃんっていう感じで。

でも自分自身がなんとかせんといけん、なん

とかせんといけんっていう想いがあって。 
 
B：なんか、結局、それで指導しよっても、自
分が納得してないんで。なんか、なんだかな

あみたいなっていう感じになりますよね。だ

ったらちゃんと、もっと本質をついた説明を

するなり、しないとって思うんですけどね。

いや、話してても。俺が納得してないのに（笑）、

なんでみんなが納得するん？みたいな。 

こうした研究協力者の語りにもとづき、本報告

では、これまで「病める教師」の問題に向けた議

論の中で抜け落ちてきた新たな枠組みの可能性を

示唆したい。
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幼稚園の預かり保育における「公共性」構築過程に関する一考察 

保育者による語りを手がかりに 

清水 美紀（お茶の水女子大学大学院） 
 

1．問題の所在 

1990 年代後半以降、「『子どもは社会の宝』
であり、『社会全体で子どもを育てていく』こ

とが大切である」（2000.4.1 中央教育審議会報
告「少子化と教育について」「はじめに」）と

いうスローガンのもと、子育てをめぐる社会

と家庭の責任関係が見直されるようになった。

しかし、ベネッセ教育総合研究所（2015）の
調査によれば、ここ 10年のあいだに母親たち
の「子育ても大事だが、自分の生き方も大切

にしたい」という意識は減少傾向にあり、他

方で「子どものためには、自分ががまんする

のはしかたない」という意識は強まっている

という。このように、依然として子育てに対

する家庭責任の意識は根強く、それどころか

いっそう強化されているようにさえ見える。

上記からは、子育てを社会全体で担おうと

する論理がマクロの政策レヴェルで喚起され

ようとも、それがミクロの認識レヴェルで実

践されるとは限らないということがわかる。

本報告では、こうした事態を、子育てをめ

ぐる公的な責任と私的な責任の再編にかかわ

る課題として扱っていく。このような公私の

再編のゆらぎは、あらゆる場で観察されるも

のといえるが、本報告では幼稚園における預

かり保育に着目する。幼稚園でこれまで担わ

れてこなかった、「教育時間の終了後等」にお

ける子育てに対して、どのような論理が展開

されるか、主に預かり保育に関する保育者の

語りを素材としながら分析していく。そして

本報告では、ここで考察されるせめぎ合いを、

子育てをめぐる「公共性」の構築過程という

視点から描いていくことを目的とする。 
 

2．「公共性」が構築される要件としての対話 

預かり保育から子育てをめぐる「公共性」

の構築過程を捉えていくにあたっては、教育

の公共性の議論が参考になる。たとえば大日

方（2008）は、教師・保護者間対話を成立さ

せる教育実践として、学級通信の分析を通し

て、教育の公共性が構築されるための要件を

探っている。ここではその要件として、両者

の応答関係の重要性が強調されている。 
もっとも、本報告ではこれを幼稚園におけ

る預かり保育に関する保育者の意識から、探

っていくことになるが、具体的な語りを分析

するに先立って、以下の調査結果を見ておき

たい。下記の表１に示されているのは、2012
年に東京都内幼稚園 53 園の幼稚園教職員を
対象に実施した質問紙調査の結果の一部であ

る。ここでは、親とのコミュニケーションが

よくとれていること(1)と、預かり保育への肯定

感(2)との関連を検証している。 

表１ コミュニケーションの状況と預かり保育への意識 

コミュニケーション 

預かり保育への肯定感 合計 

低い 高い  

多い 50.0％(84) 50.0％(84) 100.0％(168) 

少ない 62.0％(44) 38.0％(27) 100.0％(71) 

合計 53.6％(128) 46.4％(111) 100.0％(239) 

 χ2（df＝1，N＝255）＝2.876† 

上記からは、コミュニケーションがよくと

れている群ほど、預かり保育への肯定感が高

い傾向にあることがわかる。すなわち、本研

究についても、「ニーズをめぐる他者との批判

と応答」（Fraser 1989）のなかに、公共性の
構築過程をみていく必要があると考えられる。 

 

3．研究の方法 

上記を受けて、本報告では 2013年 7月～8
月におこなった東京都内に勤務する保育者 10
名（A～J。以下、調査協力者をアルファベッ
トで記す）への半構造化インタビューのデー

タを検討する。具体的には、預かり保育への

関わりや預かり保育への意識についてたずね

るなかで、とくに子どもを預かるという実践、

親への批判と応答に関する語りに焦点を当て

て、トランスクリプトを整理していった。 

4．預かり保育をめぐる「公共性」の構築過程

（１）子育てをめぐる公共的な責任への応答 

調査協力者の所属園については、親が預か

り保育を利用する上での「条件」があると語

る協力者はいなかった。 
IV：ちょっとこうお互いに意思疎通をしあ
いながら、(預かり保育を)やっている感じ？ 
Ｂ：そうですね。それなら、こちらも納得

っていうか、いいですよって。ご事情のあ

る方のみって言ってるので。そのご事情の

ね、範囲を決めてないってことですね。そ

れは、保護者の方に任せてる。 
 多くの協力者によって語られたのは、こう

した意識共有のもとに、預かり保育の必要性

を認識し、それに応答している様子であった。 
（２）子育てをめぐる家庭の責任への言及 
しかし他方では、子育ての家庭責任を強調

する論理は、効力を失ってはいない。それは

下記のように、子どもの「ほんとは早く帰り

たい」という解釈を通して、語られる。 
 I：子どもはほんとは早く帰りたいんですよ

ね。(中略)あのー半分くらい（の他の子ど

もたち）はもう早く帰るんです、11時半（＝

降園時刻が早い日）なら 11時半。2時（＝

通常の降園時刻）なら 2時。 

（３）両言説間の不断な往来 
子育ての責任は、公か私かという二元的な

構えのどちらにもおさまらず、両言説間を不

断に往来する様子も多く語られた。 
F：なんか協力してあげちゃったけど、ほん
とによかったのかなーみたいな。たぶん、

預けていっぱい働きたい方に対してはすご

く良い協力をしてあげてるんだと思うんで

すけど、それがもちろん悪いことだとはも

ちろん思わないんですけど。 
 
5．まとめ 

 保育者は、預かり保育を通して、子育てを

めぐる公的責任と私的責任の問い直しを経験

している。先にも確認したように、親との対

話関係を通して、意思疎通を図りながら、預

かり保育へのニーズに応答していた。しかし

他方では、子育ての家庭責任を再び強調しな

おしたり、どのように責任関係を配分してい

くべきかという迷いも読み取ることができた。 
上記の結果は、預かり保育、ひいては子育

てをめぐる責任関係の境界線は常に移動し、

断定できないということを示している。加え

て、両言説の往来のなかに、「公共性」の構築

に関わる課題が含まれていると考えられる。 
ただし、大日方（2008）や久冨（2012）の

指摘をふまえると、上記にみたような言説の

攻防は、保育者と親との相互作用の中で生じ、

絶えず修正されていくものと考えられる。よ

って、親の認識にも焦点を当てながら、預か

り保育の「公共性」の構築過程を考察してい

くことを、今後の課題としたい。 
 

○本研究は、日本学術振興会 特別研究員奨励
費の助成をうけたものである。 
 

注(1) 「日常、親とよくコミュニケーションが
とれていると思いますか。」という質問項目に

ついて、5件法のうち、「とてもそう思う」「ま
あそう思う」と回答した人をコミュニケーシ

ョンがよくとれている群として扱っている。 
注(2) 預かり保育への意識として、「親意識と
して必要だと思う」「親が仕事、家事、自分の

ことに取り組む余裕ができる」、「親の不安や

いらいら、悩みが減る」の 3 項目（5 件法）
の合計得点が、3～11 点を肯定感低群、12点
～15点を肯定感高群としている。 
 
【参考文献】 

ベネッセ教育総合研究所 2015 『第 5回幼児
の生活アンケート 速報版』 

Fraser, N. 1989 Unruly Practices –Power, 
Discourse and Gender in Contemporary 
Social Theory- the University of Minnesota 
Press.

久冨善之 2012 「学校・教師と親の〈教育と
責任〉をめぐる関係構成」『教育社会学研究』

(90), pp.43-64．
大日方真史 2008 「教師・保護者間対話の成
立と公共性の再構築―学級通信の事例研究

を通じて―」『教育学研究』(75)4号,pp.27-38．
お茶の水女子大学学校教育研究部 2013『幼小
接続期研究プロジェクト 保護者調査報告

書(1)』
斎藤純一 2000 『公共性』岩波書店.
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幼稚園の預かり保育における「公共性」構築過程に関する一考察 

保育者による語りを手がかりに 

清水 美紀（お茶の水女子大学大学院） 
 

1．問題の所在 

1990 年代後半以降、「『子どもは社会の宝』
であり、『社会全体で子どもを育てていく』こ

とが大切である」（2000.4.1 中央教育審議会報
告「少子化と教育について」「はじめに」）と

いうスローガンのもと、子育てをめぐる社会

と家庭の責任関係が見直されるようになった。

しかし、ベネッセ教育総合研究所（2015）の
調査によれば、ここ 10年のあいだに母親たち
の「子育ても大事だが、自分の生き方も大切

にしたい」という意識は減少傾向にあり、他

方で「子どものためには、自分ががまんする

のはしかたない」という意識は強まっている

という。このように、依然として子育てに対

する家庭責任の意識は根強く、それどころか

いっそう強化されているようにさえ見える。

上記からは、子育てを社会全体で担おうと

する論理がマクロの政策レヴェルで喚起され

ようとも、それがミクロの認識レヴェルで実

践されるとは限らないということがわかる。

本報告では、こうした事態を、子育てをめ

ぐる公的な責任と私的な責任の再編にかかわ

る課題として扱っていく。このような公私の

再編のゆらぎは、あらゆる場で観察されるも

のといえるが、本報告では幼稚園における預

かり保育に着目する。幼稚園でこれまで担わ

れてこなかった、「教育時間の終了後等」にお

ける子育てに対して、どのような論理が展開

されるか、主に預かり保育に関する保育者の

語りを素材としながら分析していく。そして

本報告では、ここで考察されるせめぎ合いを、

子育てをめぐる「公共性」の構築過程という

視点から描いていくことを目的とする。 
 

2．「公共性」が構築される要件としての対話 

預かり保育から子育てをめぐる「公共性」

の構築過程を捉えていくにあたっては、教育

の公共性の議論が参考になる。たとえば大日

方（2008）は、教師・保護者間対話を成立さ

せる教育実践として、学級通信の分析を通し

て、教育の公共性が構築されるための要件を

探っている。ここではその要件として、両者

の応答関係の重要性が強調されている。 
もっとも、本報告ではこれを幼稚園におけ

る預かり保育に関する保育者の意識から、探

っていくことになるが、具体的な語りを分析

するに先立って、以下の調査結果を見ておき

たい。下記の表１に示されているのは、2012
年に東京都内幼稚園 53 園の幼稚園教職員を
対象に実施した質問紙調査の結果の一部であ

る。ここでは、親とのコミュニケーションが

よくとれていること(1)と、預かり保育への肯定

感(2)との関連を検証している。 

表１ コミュニケーションの状況と預かり保育への意識 

コミュニケーション 

預かり保育への肯定感 合計 

低い 高い  

多い 50.0％(84) 50.0％(84) 100.0％(168) 

少ない 62.0％(44) 38.0％(27) 100.0％(71) 

合計 53.6％(128) 46.4％(111) 100.0％(239) 

 χ2（df＝1，N＝255）＝2.876† 

上記からは、コミュニケーションがよくと

れている群ほど、預かり保育への肯定感が高

い傾向にあることがわかる。すなわち、本研

究についても、「ニーズをめぐる他者との批判

と応答」（Fraser 1989）のなかに、公共性の
構築過程をみていく必要があると考えられる。 

 

3．研究の方法 

上記を受けて、本報告では 2013年 7月～8
月におこなった東京都内に勤務する保育者 10
名（A～J。以下、調査協力者をアルファベッ
トで記す）への半構造化インタビューのデー

タを検討する。具体的には、預かり保育への

関わりや預かり保育への意識についてたずね

るなかで、とくに子どもを預かるという実践、

親への批判と応答に関する語りに焦点を当て

て、トランスクリプトを整理していった。 

4．預かり保育をめぐる「公共性」の構築過程

（１）子育てをめぐる公共的な責任への応答 

調査協力者の所属園については、親が預か

り保育を利用する上での「条件」があると語

る協力者はいなかった。 
IV：ちょっとこうお互いに意思疎通をしあ
いながら、(預かり保育を)やっている感じ？ 
Ｂ：そうですね。それなら、こちらも納得

っていうか、いいですよって。ご事情のあ

る方のみって言ってるので。そのご事情の

ね、範囲を決めてないってことですね。そ

れは、保護者の方に任せてる。 
 多くの協力者によって語られたのは、こう

した意識共有のもとに、預かり保育の必要性

を認識し、それに応答している様子であった。 
（２）子育てをめぐる家庭の責任への言及 
しかし他方では、子育ての家庭責任を強調

する論理は、効力を失ってはいない。それは

下記のように、子どもの「ほんとは早く帰り

たい」という解釈を通して、語られる。 
 I：子どもはほんとは早く帰りたいんですよ

ね。(中略)あのー半分くらい（の他の子ど

もたち）はもう早く帰るんです、11時半（＝

降園時刻が早い日）なら 11時半。2時（＝

通常の降園時刻）なら 2時。 

（３）両言説間の不断な往来 
子育ての責任は、公か私かという二元的な

構えのどちらにもおさまらず、両言説間を不

断に往来する様子も多く語られた。 
F：なんか協力してあげちゃったけど、ほん
とによかったのかなーみたいな。たぶん、

預けていっぱい働きたい方に対してはすご

く良い協力をしてあげてるんだと思うんで

すけど、それがもちろん悪いことだとはも

ちろん思わないんですけど。 
 
5．まとめ 

 保育者は、預かり保育を通して、子育てを

めぐる公的責任と私的責任の問い直しを経験

している。先にも確認したように、親との対

話関係を通して、意思疎通を図りながら、預

かり保育へのニーズに応答していた。しかし

他方では、子育ての家庭責任を再び強調しな

おしたり、どのように責任関係を配分してい

くべきかという迷いも読み取ることができた。 
上記の結果は、預かり保育、ひいては子育

てをめぐる責任関係の境界線は常に移動し、

断定できないということを示している。加え

て、両言説の往来のなかに、「公共性」の構築

に関わる課題が含まれていると考えられる。 
ただし、大日方（2008）や久冨（2012）の
指摘をふまえると、上記にみたような言説の

攻防は、保育者と親との相互作用の中で生じ、

絶えず修正されていくものと考えられる。よ

って、親の認識にも焦点を当てながら、預か

り保育の「公共性」の構築過程を考察してい

くことを、今後の課題としたい。 
 

○本研究は、日本学術振興会 特別研究員奨励
費の助成をうけたものである。 
 

注(1) 「日常、親とよくコミュニケーションが
とれていると思いますか。」という質問項目に

ついて、5件法のうち、「とてもそう思う」「ま
あそう思う」と回答した人をコミュニケーシ

ョンがよくとれている群として扱っている。 
注(2) 預かり保育への意識として、「親意識と
して必要だと思う」「親が仕事、家事、自分の

ことに取り組む余裕ができる」、「親の不安や

いらいら、悩みが減る」の 3 項目（5 件法）
の合計得点が、3～11 点を肯定感低群、12点
～15点を肯定感高群としている。 
 
【参考文献】 

ベネッセ教育総合研究所 2015 『第 5回幼児
の生活アンケート 速報版』 

Fraser, N. 1989 Unruly Practices –Power, 
Discourse and Gender in Contemporary 
Social Theory- the University of Minnesota 
Press.

久冨善之 2012 「学校・教師と親の〈教育と
責任〉をめぐる関係構成」『教育社会学研究』

(90), pp.43-64．
大日方真史 2008 「教師・保護者間対話の成
立と公共性の再構築―学級通信の事例研究

を通じて―」『教育学研究』(75)4号,pp.27-38．
お茶の水女子大学学校教育研究部 2013『幼小
接続期研究プロジェクト 保護者調査報告

書(1)』
斎藤純一 2000 『公共性』岩波書店.
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幼児の道具使用による自然環境へのかかわりの広がりと深まり（２） 
－「よみたん自然学校（沖縄県読谷村）」の保育実践より－ 

 

○高橋 健介（東 洋 大 学） 小倉 宏樹（よみたん自然学校） 

請川 滋大（日 本 女 子 大 学） 竹村 直記（上智大学大学院） 
 
１．はじめに 

私どもは、昨年度の日本子ども社会学会第 22

回大会において、長野市にある「こどもの森幼稚

園」を対象とした同テーマの研究を発表した。先

の研究からは、「こどもの森幼稚園」の保育実践

では、幼児が個の関係として、または直接的な

関係として自然環境へかかわることに意義を限

定しておらず、その上で、本園の道具（縄、ノコ

ギリ、回転式脱穀機、クロスカントリースキーなど）

を用いた実践から以下のことが考えられた。 

①幼児や保育者の道具を使った作業（作る活動）

は、その場に幼児達を引きつけ、さらにその作

業を共有することで、幼児同士の関係を築いて

いくプロセスとなっている。 

②道具を使った作業に幼児が動機づけられ展

開する、それ自体が遊びでもあり、このような作

業と遊びの循環の中で活動が積極的に展開さ

れ、深められていく。 

③道具を徐々に使いこなせるようになることで、

自然環境へのかかわりにおける経験や学びの

質が発展的に変化し広がっていく。 

④一方で、道具使用においては、幼児がすぐに

使いこなせるものではないので、保育者は幼児

の姿からそのプロセスや段階を見極め、継続し

て取り組める作業（幼児に応じた難易度、一緒

におこなうなど）にすることが必要と考える。 

 このように、「こどもの森幼稚園」を対象にした

研究からは、道具を用い環境に働きかけることで

幼児の活動（仲間とのかかわり、自然とのかかわ

り）に広がりや深まりがあることが考えられた。し

かしながら、先の研究は、ある一つの園の実践

から考えられたものであり、他の実践においても

同様なことが当てはまるのかは検討すべきところ

である。そこで本研究では、沖縄県読谷村にあ

る「よみたん自然学校」での幼児の活動に着目し、

それを検討することで、幼児が道具を用いて自

然環境に働きかけることの意義についてさらに

探究したいと考える。 

 

２．対象園（よみたん自然学校）の概要 

 よみたん自然学校は、本研究の共同研究者

の一人である小倉宏樹が 2004年 1月に沖縄県

読谷村の体験型テーマパーク「むら咲むら」の一

角に開設した施設である。その主な活動は、認

可外の保育施設として3年保育を行う「幼児の学

校」である。 

 よみたん自然学校には以下の４つの理念が掲

げられている。「①つながる：自然にふれ、人と関

わることを通して、感性を養い、つながりへの意

識を深めます。人と人、人と自然のつながりを大

切にします。②みとめる：人によって感じ方や考

え方は違い、その価値観もいろいろあります。お

互いをありのまま認め合い多様性を認めることか

ら始めます。③まなぶ：教える人と教えられる人と

いう一方向的な関係性はありません。スタッフも

含めすべての人が学ぶ存在であり、ともに学び

あうことを目指します。④つくる：昔から引き継が

れてきた大切なものを受け継ぐだけではなく、未

来に向けて新たなものを創り上げていくことを行

います」 

これら４つの理念を集約したものとして、特に

重視しているのが「自分で考え行動する」というこ

とである。それを具体化した実践としては、例え

ば、朝の集まりでは、その日にやりたい活動や皆

に伝えたいことを、幼児達が自分の言葉で伝え

合うようにしている。そして、幼児それぞれが望

む活動をできる限り実現できるよう、子どもの総

数 29 名（2016 年 5 月 1 日現在、うち小学部 10

名）に対してスタッフが 4 名、週 3 日の研修生 2

名が配置されている。なるべく幼児の思いに添

えるような体制をとっているのである。ただし、幼

児が望むの場がいくつも分散したらスタッフがそ

こに張りついて対応できなくなる。そのことも含め、

幼児達は話し合いの中で互いに交渉しながら、

それぞれの活動を決めているのである。 

 

３．研究方法 

よみたん自然学校において、朝の会から降園

まで、保育者と幼児の観察をおこなった。観察で

は、観察者（発表者および共同研究者）それぞ

れがビデオカメラを持ち、保育者とその周辺にい

る幼児達が視野に入るように撮影した。さらに、

観察後に、保育者からその日の保育実践やそ

れまでの経緯、またそれぞれの活動の意図など

について聞き取りをおこなった。なお観察日は以

下のとおりである。  

観察日：2014 年 10 月 14 日〜17 日(請川) 

2016 年 2 月 8 日〜9日（高橋、竹村） 

 

４．観察（ビデオ記録）および聞き取り記録より 

(1)道具の使用が遊びから活動の手段へ－ノ

コギリを活用する事例から－（2014 年 10

月 14日） 

 S児（年中）はノコギリで倒れた木の枝を切って

いるが、直径が 10 センチ近くあるのでなかなか

切り離せない。10分近く枝と格闘していたS児だ

が、それでもまだ切り離すことが出来ず m 児（小

2）にノコギリを渡すと、m 児が最後まで切ってく

れた。S 児は「ノコギリを使って切る」という行為が

楽しいのか、今度は葉のついた細い枝の部分を

どんどん切り落としていく。切り落とした枝が山に

なった時、スタッフＯに認めてもらいたかったよう

だがたまたま近くにいなかったため、同じくスタッ

フＺを探しに行き、呼んできて切り落とした枝を見

せている。スタッフＺから「すごいね」と声をかけら

れ満足そうだ。その後、倒れたバナナの木をノコ

ギリで切るよう頼まれるが、その感触がより楽しか

ったのか倒れていないバナナの木まで切るという

活動へと移行していった。 

その後、R 児（年中）が切り落としたバナナの

枝を持って「剣、作るぞー」と言ったのをきっかけ

に、今度は「剣を作る」という目的でノコギリを使う

ようになった。「ノコギリを使って切る」という行為

自体を楽しんでいた S児だが、後半は「剣を作る」

という目的のために道具を使用するようになった。

「遊び（楽しさ）」から「手段」への移行である。 

  

(2)残波岬へのサイクリングの事例から（2016 年

2月 9日） 

 年長児6名が残波岬公園に自転車で行きたい、

公園で自転車に乗りたいとの希望から始まった

活動である。残波岬公園へサイクリングに行くこ

とになり、それに向け、自然学校近辺での練習を

数回おこなわれている。 

 サイクリングの当日、出発前に玄関の前で一列

に並び準備をしている。スタッフＮが一人ひとり

の様子を確認すると、Ｈ児（年長）が水筒を前に

ぶら下げていることに気づく。スタッフＮは、水筒

がハンドルにぶつかり危ないことを伝え、リュック

に入れることをすすめる。スタッフＮがＨ児のリュ

ックに水筒を入れ、それ担がせると、Ｈ児は「重

い」と言って、納得しない。スタッフＮが改めてハ

ンドルにぶつかることを伝えると、Ｈ児はそれを

確かめるように自転車で一周する。しかし、Ｈ児

は納得がいかない様子。スタッフＮはＨ児に「ど

うしようか」と声をかける。Ｈ児、自転車を乗りまわ

しながら考えている。Ｈ児、スタッフＮに「１回やっ

てみて、だめだったら・・・」と伝える。スタッフＮと

Ｈ児が話をし、Ｈ児は納得したのか水筒の入っ

たリュックを担ぐ。Ｈ児、リュックを担ぐと「重い」と

言って、やはり納得がいかない様子。スタッフＮ、

「Ｈ児がリュック重い、重いって言ってるから、み

んなのリュックがどれくらい重いかなー」と言って、

T 児（年長）のリュックを取り、Ｈ児に渡す。Ｈ児、

T 児のリュックを担ぐと「軽い、これ持ちたい」と言

う。それを聞いて、u 児（年長）がＨ児のリュックを

担ぎ、「軽い」と言う。Ｈ児、「じゃあ交代する」と u

児に尋ねる。u 児、首を横に振って、Ｈ児のリュッ

クをおろす。Ｈ児も T 児のリュックをおろし、自分

のリュックを担ぐ。そして、自転車に乗って、「早く

行きたい」と言う。みんなが自転車に乗って準備

ができる。スタッフＪが出発の合図をすると、「やっ

たー」と声がする。 

 

５．考察 

「よみたん自然学校」の道具を用いた実践に

ついて、事例（１）からは、道具（ノコギリ）の使用

自体が遊びであったのが、この遊びを通して少

しずつではあるが道具への技量が高まることで、

ある目的を持った活動へ展開していることが考え

られる。言い換えるならば、道具との向きあい方

やそれを用いた環境へのかかわりに、幼児が「こ

うしたい」といった意思をもってかかわり始めてい

ることである。さらに、その前提となる道具に対す

る技量の向上に、保育者の見ている、認めるとい

った関与が働いていることが考えられる。 

事例（２）のサイクリングの実践では、幼児が道

具（自転車）を安全に扱えるか、保育者はまずは

そこに注意を払っていることがうかがえる。ただし、

単に指示をしてさせるのではなく、本人が自分の

意思で納得した上ですることを重視していること

が考えられる。実際、道具を使うのは幼児自身

であり、幼児それぞれが道具に対して「このよう

に扱わなければならない」と意思をもってかかわ

れるようになっていくことが必要であろう。そのた

めにも保育者は幼児自身が道具と向き合って考

え、そして自分の意思で判断できるよう十分に時

間をかけたのである。

― 74 ―



幼児の道具使用による自然環境へのかかわりの広がりと深まり（２） 
－「よみたん自然学校（沖縄県読谷村）」の保育実践より－ 

 

○高橋 健介（東 洋 大 学） 小倉 宏樹（よみたん自然学校） 

請川 滋大（日 本 女 子 大 学） 竹村 直記（上智大学大学院） 
 
１．はじめに 

私どもは、昨年度の日本子ども社会学会第 22

回大会において、長野市にある「こどもの森幼稚

園」を対象とした同テーマの研究を発表した。先

の研究からは、「こどもの森幼稚園」の保育実践

では、幼児が個の関係として、または直接的な

関係として自然環境へかかわることに意義を限

定しておらず、その上で、本園の道具（縄、ノコ

ギリ、回転式脱穀機、クロスカントリースキーなど）

を用いた実践から以下のことが考えられた。 

①幼児や保育者の道具を使った作業（作る活動）

は、その場に幼児達を引きつけ、さらにその作

業を共有することで、幼児同士の関係を築いて

いくプロセスとなっている。 

②道具を使った作業に幼児が動機づけられ展

開する、それ自体が遊びでもあり、このような作

業と遊びの循環の中で活動が積極的に展開さ

れ、深められていく。 

③道具を徐々に使いこなせるようになることで、

自然環境へのかかわりにおける経験や学びの

質が発展的に変化し広がっていく。 

④一方で、道具使用においては、幼児がすぐに

使いこなせるものではないので、保育者は幼児

の姿からそのプロセスや段階を見極め、継続し

て取り組める作業（幼児に応じた難易度、一緒

におこなうなど）にすることが必要と考える。 

 このように、「こどもの森幼稚園」を対象にした

研究からは、道具を用い環境に働きかけることで

幼児の活動（仲間とのかかわり、自然とのかかわ

り）に広がりや深まりがあることが考えられた。し

かしながら、先の研究は、ある一つの園の実践

から考えられたものであり、他の実践においても

同様なことが当てはまるのかは検討すべきところ

である。そこで本研究では、沖縄県読谷村にあ

る「よみたん自然学校」での幼児の活動に着目し、

それを検討することで、幼児が道具を用いて自

然環境に働きかけることの意義についてさらに

探究したいと考える。 

 

２．対象園（よみたん自然学校）の概要 

 よみたん自然学校は、本研究の共同研究者

の一人である小倉宏樹が 2004年 1月に沖縄県

読谷村の体験型テーマパーク「むら咲むら」の一

角に開設した施設である。その主な活動は、認

可外の保育施設として3年保育を行う「幼児の学

校」である。 

 よみたん自然学校には以下の４つの理念が掲

げられている。「①つながる：自然にふれ、人と関

わることを通して、感性を養い、つながりへの意

識を深めます。人と人、人と自然のつながりを大

切にします。②みとめる：人によって感じ方や考

え方は違い、その価値観もいろいろあります。お

互いをありのまま認め合い多様性を認めることか

ら始めます。③まなぶ：教える人と教えられる人と

いう一方向的な関係性はありません。スタッフも

含めすべての人が学ぶ存在であり、ともに学び

あうことを目指します。④つくる：昔から引き継が

れてきた大切なものを受け継ぐだけではなく、未

来に向けて新たなものを創り上げていくことを行

います」 

これら４つの理念を集約したものとして、特に

重視しているのが「自分で考え行動する」というこ

とである。それを具体化した実践としては、例え

ば、朝の集まりでは、その日にやりたい活動や皆

に伝えたいことを、幼児達が自分の言葉で伝え

合うようにしている。そして、幼児それぞれが望

む活動をできる限り実現できるよう、子どもの総

数 29 名（2016 年 5 月 1 日現在、うち小学部 10

名）に対してスタッフが 4 名、週 3 日の研修生 2

名が配置されている。なるべく幼児の思いに添

えるような体制をとっているのである。ただし、幼

児が望むの場がいくつも分散したらスタッフがそ

こに張りついて対応できなくなる。そのことも含め、

幼児達は話し合いの中で互いに交渉しながら、

それぞれの活動を決めているのである。 

 

３．研究方法 

よみたん自然学校において、朝の会から降園

まで、保育者と幼児の観察をおこなった。観察で

は、観察者（発表者および共同研究者）それぞ

れがビデオカメラを持ち、保育者とその周辺にい

る幼児達が視野に入るように撮影した。さらに、

観察後に、保育者からその日の保育実践やそ

れまでの経緯、またそれぞれの活動の意図など

について聞き取りをおこなった。なお観察日は以

下のとおりである。  

観察日：2014 年 10 月 14 日〜17 日(請川) 

2016 年 2 月 8 日〜9日（高橋、竹村） 

 

４．観察（ビデオ記録）および聞き取り記録より 

(1)道具の使用が遊びから活動の手段へ－ノ

コギリを活用する事例から－（2014 年 10

月 14日） 

 S児（年中）はノコギリで倒れた木の枝を切って

いるが、直径が 10 センチ近くあるのでなかなか

切り離せない。10分近く枝と格闘していたS児だ

が、それでもまだ切り離すことが出来ず m 児（小

2）にノコギリを渡すと、m 児が最後まで切ってく

れた。S 児は「ノコギリを使って切る」という行為が

楽しいのか、今度は葉のついた細い枝の部分を

どんどん切り落としていく。切り落とした枝が山に

なった時、スタッフＯに認めてもらいたかったよう

だがたまたま近くにいなかったため、同じくスタッ

フＺを探しに行き、呼んできて切り落とした枝を見

せている。スタッフＺから「すごいね」と声をかけら

れ満足そうだ。その後、倒れたバナナの木をノコ

ギリで切るよう頼まれるが、その感触がより楽しか

ったのか倒れていないバナナの木まで切るという

活動へと移行していった。 

その後、R 児（年中）が切り落としたバナナの

枝を持って「剣、作るぞー」と言ったのをきっかけ

に、今度は「剣を作る」という目的でノコギリを使う

ようになった。「ノコギリを使って切る」という行為

自体を楽しんでいた S児だが、後半は「剣を作る」

という目的のために道具を使用するようになった。

「遊び（楽しさ）」から「手段」への移行である。 

  

(2)残波岬へのサイクリングの事例から（2016 年

2月 9日） 

 年長児6名が残波岬公園に自転車で行きたい、

公園で自転車に乗りたいとの希望から始まった

活動である。残波岬公園へサイクリングに行くこ

とになり、それに向け、自然学校近辺での練習を

数回おこなわれている。 

 サイクリングの当日、出発前に玄関の前で一列

に並び準備をしている。スタッフＮが一人ひとり

の様子を確認すると、Ｈ児（年長）が水筒を前に

ぶら下げていることに気づく。スタッフＮは、水筒

がハンドルにぶつかり危ないことを伝え、リュック

に入れることをすすめる。スタッフＮがＨ児のリュ

ックに水筒を入れ、それ担がせると、Ｈ児は「重

い」と言って、納得しない。スタッフＮが改めてハ

ンドルにぶつかることを伝えると、Ｈ児はそれを

確かめるように自転車で一周する。しかし、Ｈ児

は納得がいかない様子。スタッフＮはＨ児に「ど

うしようか」と声をかける。Ｈ児、自転車を乗りまわ

しながら考えている。Ｈ児、スタッフＮに「１回やっ

てみて、だめだったら・・・」と伝える。スタッフＮと

Ｈ児が話をし、Ｈ児は納得したのか水筒の入っ

たリュックを担ぐ。Ｈ児、リュックを担ぐと「重い」と

言って、やはり納得がいかない様子。スタッフＮ、

「Ｈ児がリュック重い、重いって言ってるから、み

んなのリュックがどれくらい重いかなー」と言って、

T 児（年長）のリュックを取り、Ｈ児に渡す。Ｈ児、

T 児のリュックを担ぐと「軽い、これ持ちたい」と言

う。それを聞いて、u 児（年長）がＨ児のリュックを

担ぎ、「軽い」と言う。Ｈ児、「じゃあ交代する」と u

児に尋ねる。u 児、首を横に振って、Ｈ児のリュッ

クをおろす。Ｈ児も T 児のリュックをおろし、自分

のリュックを担ぐ。そして、自転車に乗って、「早く

行きたい」と言う。みんなが自転車に乗って準備

ができる。スタッフＪが出発の合図をすると、「やっ

たー」と声がする。 

 

５．考察 

「よみたん自然学校」の道具を用いた実践に

ついて、事例（１）からは、道具（ノコギリ）の使用

自体が遊びであったのが、この遊びを通して少

しずつではあるが道具への技量が高まることで、

ある目的を持った活動へ展開していることが考え

られる。言い換えるならば、道具との向きあい方

やそれを用いた環境へのかかわりに、幼児が「こ

うしたい」といった意思をもってかかわり始めてい

ることである。さらに、その前提となる道具に対す

る技量の向上に、保育者の見ている、認めるとい

った関与が働いていることが考えられる。 

事例（２）のサイクリングの実践では、幼児が道

具（自転車）を安全に扱えるか、保育者はまずは

そこに注意を払っていることがうかがえる。ただし、

単に指示をしてさせるのではなく、本人が自分の

意思で納得した上ですることを重視していること

が考えられる。実際、道具を使うのは幼児自身

であり、幼児それぞれが道具に対して「このよう

に扱わなければならない」と意思をもってかかわ

れるようになっていくことが必要であろう。そのた

めにも保育者は幼児自身が道具と向き合って考

え、そして自分の意思で判断できるよう十分に時

間をかけたのである。
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光文社発刊雑誌『少女』に関する 
読者像と読者の意識形成 

○田中 卓也（共栄大学） 
 
 
【はじめに－本研究の目的と先行研究の

検討】 
本研究では、1949（昭和 24）年に光文

社から発刊された月刊雑誌『少女』につい

てとりあげ、同誌が求めた読者像と彼等の

意識がいかなるかたちで形成されたのかに

ついて考察・検討を試みるものである。同

誌は戦後まもなく登場した少女雑誌であっ

たこともあり、1945（昭和 20）年 10 月か

ら復刊をはたした『少女倶楽部』（講談社）、

1949（昭和 24）年より発刊した『少女ブ

ック』（小学館）などライバル雑誌が多い中、

売り上げを順調に伸ばした。しかしながら

同誌の誌面には、当時の女優やスタアらを

積極的に起用したり、同志の投稿欄におい

ても、戦後の復興に立ち向かおうとする少

女が寄せたりした。同誌の研究対象は「幼

児、小学生」であり、研究領域は「子ども

文化」である。  
少女雑誌の投稿欄を取り上げた研究には

多くの蓄積が存在している。今田絵里香は

その著書『少女の社会史』において少女雑

誌『少女の友』・『少女倶楽部』をその対象

にして「読者が少女雑誌に示された『少女』

の行為規範の変遷を明らかにし」ながら、

「読者が少女雑誌の提示する『少女』をど

のようにとらえ、受け入れていったのかに

ついて明らかにし」ている。また川村邦光

はとりわけ少女雑誌（『女学世界』・『少女世

界』）に集った少女（女性）読者らには、目

には見えない＜想像上の読者共同体（オト

メ共同体）＞が存在していたことを検証し

ている。本田和子も同じくそのような共同

体の存在を指摘し（＜少女幻想共同体＞）、

明治後期の少女雑誌を考察し、「少女雑誌が

投稿欄を通じたネットワークによって、女

学生の資格という有無にかかわりなく、ペ

ンネームを用いて、『少女』という『虚構集

団』を形成させた」と指摘している。  
発表者は先行研究ではこれまで指摘され

てこなかった戦後日本の「少女」に注目し、

その読者像を見いだすことで、戦前とは異

なる戦後の少女読者の姿も浮かび上がって

くることになるであろうと考える。   
かくして本研究は、「戦後のわが国の少女

雑誌読者識形成に関する研究」の一端を明

らかにするものといえよう。なお本研究で

取り扱う資料は、大阪府東大阪市に所在す

る「大阪府立中央図書館国際児童文学館」

および東京都千代田区の国立国会図書館所

蔵資料である。  
 
【雑誌『少女』について－童顔少女から少

女モデルの表紙起用へ－】 
『少女』誌は、戦前期の少女雑誌を引き

継ぐかたちで、月刊誌として 1949（昭和

24）年 2 月に発行された。同誌は童顔の少

女を表紙で売り出すが、2 年後の 1951（昭

和 26）年頃より、「少女モデル」をとりわ

け採用することになった。なかでも子役で

知られる松島トモ子は、以降 8 年間にわた

り『少女』誌のスターとして君臨し、華々

しく表紙を飾ることになった。彼女の人気

ぶりを示すものとなった。 
 
【誌面内容と同誌作家陣の陣容】 

同誌は、文字どおり少女のための雑誌で

はあったが、時のアイドル・スタア・女優

などに関する写真やまんがなどが掲載され

ていくことになった。また執筆陣も著名な

人物で揃えることになった。まんがでは長

谷川町子や手塚治虫をはじめ横山光輝、藤

子不二雄、石ノ森章太郎、うしおそうじな

どの面々が顔を揃えた。また作家陣では、

西條八十をはじめ吉屋信子、サトウハチロ

ー、橋田壽賀子等が集った。光文社はかく

して当代随一の作家陣で固めることに成功

したものといえよう。すなわち同誌は、戦

前期の少女雑誌『少女の友』（実業之日本社）

や『少女倶楽部』（講談社）等で活躍した著

名作家等も巻き込む形で、同誌愛読者に、

少女編集部内の様子や芸能人の読者からの

メッセージを載せた。また「少女通信」欄

では「少女愛読者新聞」内で掲載され、全

国のスポーツや勉強に励む「少女」たちを

ピックアップし、他読者に紹介した。それ

は愛読者等が少しでもスタア・女優に近づ

けることのできるように工夫を凝らした。 
 
【少女の多趣味・多関心化と少女読者共同

体の崩壊】 
同誌に集った少女読者らは戦後の新たな

時代の到来に向けて、仲間同士で繋がるの

ではなく、読者個々の趣味に応じて同誌を

愛読した。たとえばアイドル・スターに憧

憬の念をいだく読者がいたり、マンガに興

じる読者、ファッションに関心を持つ読者

などさまざまであった。彼女等の興味・関

心の分化は、少女読者の意識の共有化が図

られるようとしたのではなく、むしろ読者

個々の意識について同誌が重要と認めはじ

めたものと考えることができよう。  
 
【附録の充実化－“おしゃれ”と“お勉強”

を売りに－】 
同誌は附録にも工夫を凝らした。それは

「おしゃれ」と女子児童、生徒としての教

養を身につけるための「お勉強」の二つの

用語であった。たとえば「おしゃれ手芸セ

ット」、「お勉強カバン」、「お勉強下敷き」

等は有名であったといわれる。同誌は毎号

毎号附録を充実させることに努めた。ライ

バル雑誌であった『少女クラブ』や『少女

ブック』などの他誌が人気を博していたこ

とから、少女読者の獲得にむけて編集部は

必死となり対策を講じた。 
 
【おわりに－『少女』の読者と少女意識の

特徴－】 

『少女』は戦後に残された多くの少女に

戦後の荒廃した日本に元気と勇気をあたえ

るために発刊された。同誌では、読者投稿

欄に多くの投書が寄せられた。しかしなが

ら読者同士の絆がしっかり結びつくような

共同体の存在は、見ることができない。す

くなくとも、同誌の読者はファッションや

おしゃれなどを追求するような読者個々で

誌面を楽しむような読者等がほとんどであ

った。それはいままでになかった新たな少

女像が確立したのである。  
 
【主要資料・参考文献】 
① 『少女』（1946 年～1968 年）光文社、

大阪府立中央図書館内国際児童文学館

所蔵資料及び国立国会図書館所蔵資料。 
② 田中卓也「明治期刊行雑誌『少女』（女

子文壇社）の研究」中国四国教育学会

第 66 回大会（広島大学）口頭発表済、

2014 年。 
③ 田中卓也「保育者が関心をもった少年

雑誌『少年』に関する研究」全国保育

士養成協議会主催全国保育士養成セミ

ナー第 53 回研究大会（ホテルニューオ

ータニ福岡）ポスター演題発表済（個

人研究）、2014 年。 
④田中卓也「児童雑誌『おとぎの世界』、『金

の船』（『金の星』）における子ども読者意

識の形成」日本子ども社会学会第 21 回

大会口頭発表済、敬愛大学稲毛キャンパ  
ス、2014 年。 

⑤田中卓也「集英社雑誌『少女ブック』・『明

星』における読者像」日本保育学会第 67
回大会ポスター演題発表済、大阪総合保

育大学・大阪城南女子短期大学、2014
年。 

⑥田中卓也「明治・大正期発刊雑誌『少女』

における読者の様相－時事新報社と女子

文壇社との比較を通して－」日本子ども

社会学会第 22 回大会口頭発表済、愛知

教育大学、2014 年。 
⑦田中卓也「『少女ブック』における読者意

識の形成」『共栄大学研究論集』第 14 号、

2015 年。 
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光文社発刊雑誌『少女』に関する 
読者像と読者の意識形成 

○田中 卓也（共栄大学） 
 
 
【はじめに－本研究の目的と先行研究の

検討】 
本研究では、1949（昭和 24）年に光文

社から発刊された月刊雑誌『少女』につい

てとりあげ、同誌が求めた読者像と彼等の

意識がいかなるかたちで形成されたのかに

ついて考察・検討を試みるものである。同

誌は戦後まもなく登場した少女雑誌であっ

たこともあり、1945（昭和 20）年 10 月か

ら復刊をはたした『少女倶楽部』（講談社）、

1949（昭和 24）年より発刊した『少女ブ

ック』（小学館）などライバル雑誌が多い中、

売り上げを順調に伸ばした。しかしながら

同誌の誌面には、当時の女優やスタアらを

積極的に起用したり、同志の投稿欄におい

ても、戦後の復興に立ち向かおうとする少

女が寄せたりした。同誌の研究対象は「幼

児、小学生」であり、研究領域は「子ども

文化」である。  
少女雑誌の投稿欄を取り上げた研究には

多くの蓄積が存在している。今田絵里香は

その著書『少女の社会史』において少女雑

誌『少女の友』・『少女倶楽部』をその対象

にして「読者が少女雑誌に示された『少女』

の行為規範の変遷を明らかにし」ながら、

「読者が少女雑誌の提示する『少女』をど

のようにとらえ、受け入れていったのかに

ついて明らかにし」ている。また川村邦光

はとりわけ少女雑誌（『女学世界』・『少女世

界』）に集った少女（女性）読者らには、目

には見えない＜想像上の読者共同体（オト

メ共同体）＞が存在していたことを検証し

ている。本田和子も同じくそのような共同

体の存在を指摘し（＜少女幻想共同体＞）、

明治後期の少女雑誌を考察し、「少女雑誌が

投稿欄を通じたネットワークによって、女

学生の資格という有無にかかわりなく、ペ

ンネームを用いて、『少女』という『虚構集

団』を形成させた」と指摘している。  
発表者は先行研究ではこれまで指摘され

てこなかった戦後日本の「少女」に注目し、

その読者像を見いだすことで、戦前とは異

なる戦後の少女読者の姿も浮かび上がって

くることになるであろうと考える。   
かくして本研究は、「戦後のわが国の少女

雑誌読者識形成に関する研究」の一端を明

らかにするものといえよう。なお本研究で

取り扱う資料は、大阪府東大阪市に所在す

る「大阪府立中央図書館国際児童文学館」

および東京都千代田区の国立国会図書館所

蔵資料である。  
 
【雑誌『少女』について－童顔少女から少

女モデルの表紙起用へ－】 
『少女』誌は、戦前期の少女雑誌を引き

継ぐかたちで、月刊誌として 1949（昭和

24）年 2 月に発行された。同誌は童顔の少

女を表紙で売り出すが、2 年後の 1951（昭

和 26）年頃より、「少女モデル」をとりわ

け採用することになった。なかでも子役で

知られる松島トモ子は、以降 8 年間にわた

り『少女』誌のスターとして君臨し、華々

しく表紙を飾ることになった。彼女の人気

ぶりを示すものとなった。 
 
【誌面内容と同誌作家陣の陣容】 

同誌は、文字どおり少女のための雑誌で

はあったが、時のアイドル・スタア・女優

などに関する写真やまんがなどが掲載され

ていくことになった。また執筆陣も著名な

人物で揃えることになった。まんがでは長

谷川町子や手塚治虫をはじめ横山光輝、藤

子不二雄、石ノ森章太郎、うしおそうじな

どの面々が顔を揃えた。また作家陣では、

西條八十をはじめ吉屋信子、サトウハチロ

ー、橋田壽賀子等が集った。光文社はかく

して当代随一の作家陣で固めることに成功

したものといえよう。すなわち同誌は、戦

前期の少女雑誌『少女の友』（実業之日本社）

や『少女倶楽部』（講談社）等で活躍した著

名作家等も巻き込む形で、同誌愛読者に、

少女編集部内の様子や芸能人の読者からの

メッセージを載せた。また「少女通信」欄

では「少女愛読者新聞」内で掲載され、全

国のスポーツや勉強に励む「少女」たちを

ピックアップし、他読者に紹介した。それ

は愛読者等が少しでもスタア・女優に近づ

けることのできるように工夫を凝らした。 
 
【少女の多趣味・多関心化と少女読者共同

体の崩壊】 
同誌に集った少女読者らは戦後の新たな

時代の到来に向けて、仲間同士で繋がるの

ではなく、読者個々の趣味に応じて同誌を

愛読した。たとえばアイドル・スターに憧

憬の念をいだく読者がいたり、マンガに興

じる読者、ファッションに関心を持つ読者

などさまざまであった。彼女等の興味・関

心の分化は、少女読者の意識の共有化が図

られるようとしたのではなく、むしろ読者

個々の意識について同誌が重要と認めはじ

めたものと考えることができよう。  
 
【附録の充実化－“おしゃれ”と“お勉強”

を売りに－】 
同誌は附録にも工夫を凝らした。それは

「おしゃれ」と女子児童、生徒としての教

養を身につけるための「お勉強」の二つの

用語であった。たとえば「おしゃれ手芸セ

ット」、「お勉強カバン」、「お勉強下敷き」

等は有名であったといわれる。同誌は毎号

毎号附録を充実させることに努めた。ライ

バル雑誌であった『少女クラブ』や『少女

ブック』などの他誌が人気を博していたこ

とから、少女読者の獲得にむけて編集部は

必死となり対策を講じた。 
 
【おわりに－『少女』の読者と少女意識の

特徴－】 

『少女』は戦後に残された多くの少女に

戦後の荒廃した日本に元気と勇気をあたえ

るために発刊された。同誌では、読者投稿

欄に多くの投書が寄せられた。しかしなが

ら読者同士の絆がしっかり結びつくような

共同体の存在は、見ることができない。す

くなくとも、同誌の読者はファッションや

おしゃれなどを追求するような読者個々で

誌面を楽しむような読者等がほとんどであ

った。それはいままでになかった新たな少

女像が確立したのである。  
 
【主要資料・参考文献】 
① 『少女』（1946 年～1968 年）光文社、

大阪府立中央図書館内国際児童文学館

所蔵資料及び国立国会図書館所蔵資料。 
② 田中卓也「明治期刊行雑誌『少女』（女

子文壇社）の研究」中国四国教育学会

第 66 回大会（広島大学）口頭発表済、

2014 年。 
③ 田中卓也「保育者が関心をもった少年

雑誌『少年』に関する研究」全国保育

士養成協議会主催全国保育士養成セミ

ナー第 53 回研究大会（ホテルニューオ

ータニ福岡）ポスター演題発表済（個

人研究）、2014 年。 
④田中卓也「児童雑誌『おとぎの世界』、『金

の船』（『金の星』）における子ども読者意

識の形成」日本子ども社会学会第 21 回

大会口頭発表済、敬愛大学稲毛キャンパ  
ス、2014 年。 

⑤田中卓也「集英社雑誌『少女ブック』・『明

星』における読者像」日本保育学会第 67
回大会ポスター演題発表済、大阪総合保

育大学・大阪城南女子短期大学、2014
年。 

⑥田中卓也「明治・大正期発刊雑誌『少女』

における読者の様相－時事新報社と女子

文壇社との比較を通して－」日本子ども

社会学会第 22 回大会口頭発表済、愛知

教育大学、2014 年。 
⑦田中卓也「『少女ブック』における読者意

識の形成」『共栄大学研究論集』第 14 号、

2015 年。 
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新聞記事に見る“子どもの動物ふれあい活動” 

 
百瀬ユカリ（大東文化大学） 

 
１．はじめに 
近年、青少年による命を軽視する事件が多発

している。教育（保育）現場では、生命尊重等

の活動内容を導入していることが報告されて

いるが、まだ必ずしも多くはない。動物介在活

動は、命そのものと直接かかわり、生命の大切

さを伝え、間接的に“死”を意識させている。

それによって、“生命尊重”の心情を教育（保

育）現場で育成することは、重要な営みである

と位置づけたいと考えた。 
そこで、本研究では、乳幼児期の動物とのふ

れあい活動に注目し、社会的な動向を新聞記事

の報道から調査した。さらにそれぞれの時代背

景を捉え、それによって動物ふれあい活動を導

入していくための方向性と課題を検討するた

めの知見を得ることとした。 
２．研究方法 
調査対象としては、日本の代表的な新聞の一

つである朝日新聞を選んだ。調査に使用したの

は、新聞・雑誌記事横断検索サイトである。調

査対象期間は、本テーマの「動物ふれあい活動」

に関する記事見出しの初出年の 1985年から、
2015年 12月までとし、記事見出しに「動物」
「ふれあい」という言葉の両方が含まれる見出

し検索（件数検索）を行った。その後、本文記

事を抽出し、記事全文の中から内容を、子ども、

家族、動物愛護、ふれあい動物、飼育、教育・

保育活動、生命尊重、催し、事故、動物介活動、

その他の 11項目に分類した（表１）。 
時期を 5年ごとに区分し、集計及び記事内容

を分類した結果、時期によって記事内容の傾向

が異なっていることが明らかになった。その傾

向に沿って時期ごとに考察を行うことにした。 
 

表１ 新聞記事内容の分類 
 

分類項目 内容  
子ども 保育所・幼稚園の子ども 乳幼児 小学生 児童 中学生 高校生など 
家族 家族連れ 家族 親子連れ 親子  
動物愛護 動物愛護週間 動物愛護精神 動物愛護センター 保護犬猫 譲渡など 
ふれあい動物 ふれあい動物園 ふれあい動物活動 移動動物園 小動物ふれあいなど 
飼育 動物の飼い方 動物の扱い方 ふれあい教室 しつけ教室など 
教育・保育活動 幼稚園、保育所、小学校、中学校、高等学校等での動物ふれあい活動など 
生命尊重 命の大切さ 生命の尊重 小動物の心臓音視聴など 
催し 動物愛護フェスティバル ふれあい動物フェア 企業イベント告知など 
事故 動物園休園 ふれあい活動休止 病気の流行 など  
動物介在活動 動物介在活動 動物介在療法 人と動物とのふれあい運動など 
その他 上記のいずれにもあてはまらないもの  
  
３．結果及び考察 
（1）件数の推移 
「動物・ふれあい」に関する記事の見出しは、

1985年～2015年の間に合計で 170件であっ
た。毎年の件数の推移は図 1の通りである。 
年によって、報道されている件数にばらつき

が見られるが、1998年から毎年報道されてい
ることがわかる。 

 

 
 

図１ 「動物・ふれあい」を含む見出しの新聞記事件数の推移（朝日新聞） 

 
図 1「動物・ふれあい」を含む見出しの新聞記事件数の推移（朝日新聞） 

（2）5年ごとの傾向 
対象期間を、５年ごとに①1985年～1990年
（初出年の関係でこの区分のみ 6年）、②1991
年～1995年、③1996年～2000年、④2001年
～2005年、⑤2006年～2010年、⑥2011年～
2015年、の６つの時期に区分し、それぞれの
内容をまとめた（表 2）。 
なお、1件の記事に、複数の項目がまたがる

内容が記載されている場合は、それぞれの内容

について 1件として数えたため、各内容の件数
と、全記事数は異なっている場合がある。 

表２ 時期ごとの記事内容と件数 
 

内容 
 

件数 
1985～1990 1991～1995 1996～2000 2001～2005 2006～2010 2011～2015 

全件数  13  20  28     43     33 33 
   子ども 
    家族 
動物愛護 

ふれあい動物 
飼育 

教育・保育 
生命尊重 
  催し 
事故 

動物介在活動 
 その他 

    9 
    3 
    4 
    8 
    5 
    5 
    2 
    1 
    0 
    2 
    3 

   13 
    3 
   11 
   24 
    6 
    6 
    3 
    1 
    0 
    1 
    9 

   19 
   10 
    9 
   36 
    8 
    4 
    7 
    5 
    0 
    2 
    4 

    35 
    14 
    18 
    33 
    17 
     6 
    18 
    10 
     2 
     7 
    11 

    25 
     7 
     9 
    37 
     3 
    14 
    11 
     3 
    11 
     2 
     2 

    23 
17 
26 

    32 
     7 
     2 
     8 
     7 
     1 
     1 
     3 

  
①1985年～1990年（初出年の関係でこの区分
のみ 6年）(13件) 
本テーマに関する報道は最も少ない。1985

年の初出記事は『ふれあいの旅動物の旅』とい

う図書の出版告知である。次の 1988年がふれ
あい動物広場に関する内容の記事で、本テーマ

の報道の実質的な初出といえる。その他の特徴

は、比較的子どもに関する内容が多かったこと

である。 
②1991年～1995年（20件） 
ふれあい動物に関しての内容が、①期よりか

なり多く報道されている。動物愛護週間とふれ

あい動物広場のリンクした内容が増えている。

その一方で、ふれあい動物広場での動物の扱い

が動物虐待ではないかとの意見も複数取り上

げられている。 
③1996年～2000年 (28件) 
報道の内容から、家族連れで動物とのふれあ

いを楽しむ催しが増えている傾向にあるとい

える。また、生命尊重に関する内容も、②期に

比較して 2倍以上の件数で取り上げられた。尚、
1994年の社会 10大ニュースに“いじめで自
殺相次ぐ”という報道が 7位であった。少なか
らず生命尊重の内容に影響が出てきた頃と考

えられる。 
④2001年～2005年 (43件) 
全期間の中で本テーマの報道が最も多かっ

た。ふれあい動物活動に関して多く取り上げら

れているが、内容的には生命尊重に関するもの

が前期のさらに倍の件以上の件数で取り上げ

られた。その背景として、2003年“長崎で中
1少年が男児殺害”など少年少女関連事件が続
発、2004年“佐世保市で小 6少女が同級生を
殺害”など、痛ましい事件が起きていることの

影響と思われる。 
特に、子どもにとっての動物とのふれあい活

動について、多くの報道がみられる。動物園で

の小動物とのふれあい、餌やりが子どもにとっ

て広く定着してきたことと同時に、飼育活動に

ついても注目されてきたことが窺える。 
⑤2006年～2010年 (33件) 
この時期では、教育・保育現場での動物ふれ

あい活動に関する内容が飛躍的に多く報道さ

れた。また、事故に関する内容が多かった。そ

の多くは口蹄疫の感染を予防するために、ふれ

あい動物活動を中止、動物園休園の内容である。 
また、幼稚園や保育所などの施設での動物と

のふれあいに関する報道がこの時期が内容的

には最も多く取り上げられていた。 
⑥2011年～2015年 (33件) 
⑤期と件数は変わらないが、内容的に動物愛

護関係が前期の 3倍に迫る増加であった。動物
愛護週間におけるイベントを通して、保護され

た動物についてと動物とのかかわり方などに

ついての報道が多くなった。 
(3)おわりに 
都市化が進み、住宅事情が変化し、動物を家

庭で飼うことができない環境になりつつある

昨今、身近に動物とふれあうには動物園でのふ

れあいや、移動動物園（広場）が注目されるこ

とが時代的な特徴であるとも考えられる。 
以上のことから、日本人の動物ふれあい活動

に関する見方、受止め方の傾向として、社会情

勢に少なからず影響を受けて変化してきたと

推察できる。そして、子どもの時代に動物ふれ

あい活動を導入していくことへ社会的な見方

がプラスの方向に向いてきているといえよう。 
今後は、こうした動物ふれあい活動を導入し

ていくための具体的な方法を探っていきたい。 
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新聞記事に見る“子どもの動物ふれあい活動” 

 
百瀬ユカリ（大東文化大学） 

 
１．はじめに 
近年、青少年による命を軽視する事件が多発

している。教育（保育）現場では、生命尊重等

の活動内容を導入していることが報告されて

いるが、まだ必ずしも多くはない。動物介在活

動は、命そのものと直接かかわり、生命の大切

さを伝え、間接的に“死”を意識させている。

それによって、“生命尊重”の心情を教育（保

育）現場で育成することは、重要な営みである

と位置づけたいと考えた。 
そこで、本研究では、乳幼児期の動物とのふ

れあい活動に注目し、社会的な動向を新聞記事

の報道から調査した。さらにそれぞれの時代背

景を捉え、それによって動物ふれあい活動を導

入していくための方向性と課題を検討するた

めの知見を得ることとした。 
２．研究方法 
調査対象としては、日本の代表的な新聞の一

つである朝日新聞を選んだ。調査に使用したの

は、新聞・雑誌記事横断検索サイトである。調

査対象期間は、本テーマの「動物ふれあい活動」

に関する記事見出しの初出年の 1985年から、
2015年 12月までとし、記事見出しに「動物」
「ふれあい」という言葉の両方が含まれる見出

し検索（件数検索）を行った。その後、本文記

事を抽出し、記事全文の中から内容を、子ども、

家族、動物愛護、ふれあい動物、飼育、教育・

保育活動、生命尊重、催し、事故、動物介活動、

その他の 11項目に分類した（表１）。 
時期を 5年ごとに区分し、集計及び記事内容

を分類した結果、時期によって記事内容の傾向

が異なっていることが明らかになった。その傾

向に沿って時期ごとに考察を行うことにした。 
 

表１ 新聞記事内容の分類 
 

分類項目 内容  
子ども 保育所・幼稚園の子ども 乳幼児 小学生 児童 中学生 高校生など 
家族 家族連れ 家族 親子連れ 親子  
動物愛護 動物愛護週間 動物愛護精神 動物愛護センター 保護犬猫 譲渡など 
ふれあい動物 ふれあい動物園 ふれあい動物活動 移動動物園 小動物ふれあいなど 
飼育 動物の飼い方 動物の扱い方 ふれあい教室 しつけ教室など 
教育・保育活動 幼稚園、保育所、小学校、中学校、高等学校等での動物ふれあい活動など 
生命尊重 命の大切さ 生命の尊重 小動物の心臓音視聴など 
催し 動物愛護フェスティバル ふれあい動物フェア 企業イベント告知など 
事故 動物園休園 ふれあい活動休止 病気の流行 など  
動物介在活動 動物介在活動 動物介在療法 人と動物とのふれあい運動など 
その他 上記のいずれにもあてはまらないもの  
  
３．結果及び考察 
（1）件数の推移 
「動物・ふれあい」に関する記事の見出しは、

1985年～2015年の間に合計で 170件であっ
た。毎年の件数の推移は図 1の通りである。 
年によって、報道されている件数にばらつき

が見られるが、1998年から毎年報道されてい
ることがわかる。 

 

 
 

図１ 「動物・ふれあい」を含む見出しの新聞記事件数の推移（朝日新聞） 

 
図 1「動物・ふれあい」を含む見出しの新聞記事件数の推移（朝日新聞） 

（2）5年ごとの傾向 
対象期間を、５年ごとに①1985年～1990年
（初出年の関係でこの区分のみ 6年）、②1991
年～1995年、③1996年～2000年、④2001年
～2005年、⑤2006年～2010年、⑥2011年～
2015年、の６つの時期に区分し、それぞれの
内容をまとめた（表 2）。 
なお、1件の記事に、複数の項目がまたがる

内容が記載されている場合は、それぞれの内容

について 1件として数えたため、各内容の件数
と、全記事数は異なっている場合がある。 

表２ 時期ごとの記事内容と件数 
 

内容 
 

件数 
1985～1990 1991～1995 1996～2000 2001～2005 2006～2010 2011～2015 

全件数  13  20  28     43     33 33 
   子ども 
    家族 
動物愛護 

ふれあい動物 
飼育 

教育・保育 
生命尊重 
  催し 
事故 

動物介在活動 
 その他 

    9 
    3 
    4 
    8 
    5 
    5 
    2 
    1 
    0 
    2 
    3 

   13 
    3 
   11 
   24 
    6 
    6 
    3 
    1 
    0 
    1 
    9 

   19 
   10 
    9 
   36 
    8 
    4 
    7 
    5 
    0 
    2 
    4 

    35 
    14 
    18 
    33 
    17 
     6 
    18 
    10 
     2 
     7 
    11 

    25 
     7 
     9 
    37 
     3 
    14 
    11 
     3 
    11 
     2 
     2 

    23 
17 
26 

    32 
     7 
     2 
     8 
     7 
     1 
     1 
     3 

  
①1985年～1990年（初出年の関係でこの区分
のみ 6年）(13件) 
本テーマに関する報道は最も少ない。1985

年の初出記事は『ふれあいの旅動物の旅』とい

う図書の出版告知である。次の 1988年がふれ
あい動物広場に関する内容の記事で、本テーマ

の報道の実質的な初出といえる。その他の特徴

は、比較的子どもに関する内容が多かったこと

である。 
②1991年～1995年（20件） 
ふれあい動物に関しての内容が、①期よりか

なり多く報道されている。動物愛護週間とふれ

あい動物広場のリンクした内容が増えている。

その一方で、ふれあい動物広場での動物の扱い

が動物虐待ではないかとの意見も複数取り上

げられている。 
③1996年～2000年 (28件) 
報道の内容から、家族連れで動物とのふれあ

いを楽しむ催しが増えている傾向にあるとい

える。また、生命尊重に関する内容も、②期に

比較して 2倍以上の件数で取り上げられた。尚、
1994年の社会 10大ニュースに“いじめで自
殺相次ぐ”という報道が 7位であった。少なか
らず生命尊重の内容に影響が出てきた頃と考

えられる。 
④2001年～2005年 (43件) 
全期間の中で本テーマの報道が最も多かっ

た。ふれあい動物活動に関して多く取り上げら

れているが、内容的には生命尊重に関するもの

が前期のさらに倍の件以上の件数で取り上げ

られた。その背景として、2003年“長崎で中
1少年が男児殺害”など少年少女関連事件が続
発、2004年“佐世保市で小 6少女が同級生を
殺害”など、痛ましい事件が起きていることの

影響と思われる。 
特に、子どもにとっての動物とのふれあい活

動について、多くの報道がみられる。動物園で

の小動物とのふれあい、餌やりが子どもにとっ

て広く定着してきたことと同時に、飼育活動に

ついても注目されてきたことが窺える。 
⑤2006年～2010年 (33件) 
この時期では、教育・保育現場での動物ふれ

あい活動に関する内容が飛躍的に多く報道さ

れた。また、事故に関する内容が多かった。そ

の多くは口蹄疫の感染を予防するために、ふれ

あい動物活動を中止、動物園休園の内容である。 
また、幼稚園や保育所などの施設での動物と

のふれあいに関する報道がこの時期が内容的

には最も多く取り上げられていた。 
⑥2011年～2015年 (33件) 
⑤期と件数は変わらないが、内容的に動物愛

護関係が前期の 3倍に迫る増加であった。動物
愛護週間におけるイベントを通して、保護され

た動物についてと動物とのかかわり方などに

ついての報道が多くなった。 
(3)おわりに 
都市化が進み、住宅事情が変化し、動物を家

庭で飼うことができない環境になりつつある

昨今、身近に動物とふれあうには動物園でのふ

れあいや、移動動物園（広場）が注目されるこ

とが時代的な特徴であるとも考えられる。 
以上のことから、日本人の動物ふれあい活動

に関する見方、受止め方の傾向として、社会情

勢に少なからず影響を受けて変化してきたと

推察できる。そして、子どもの時代に動物ふれ

あい活動を導入していくことへ社会的な見方

がプラスの方向に向いてきているといえよう。 
今後は、こうした動物ふれあい活動を導入し

ていくための具体的な方法を探っていきたい。 
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KJ法型園内研修の現状と課題 

―保育者向け情報誌の分析から― 
〇境 愛一郎（宮城学院女子大学）中坪史典（広島大学大学院） 
濱名潔（まちの保育園 吉祥寺）保木井啓史（広島大学大学院） 

 
１．問題と目的 
 各保育現場が独自に行う園内研修は、子ども一

人一人に対する保育者の理解のほか、職員全体の

資質・専門性の発展、さらには、実践に対する職

員間の共通理解の構築や内容の改善などを促す機

会であるとされ、我が国の保育の質の維持・向上

において、欠くことのできない営みとして認識さ

れている（内閣府・文部科学省・厚生労働省, 2015）。 
 こうした園内研修に対する期待の高まりととも

に、研修をより有意義なものとするための、ファ

シリテーション技術や思考ツールの開発・提案が

盛んに行われている。たとえば、秋田・松山（2011）
は、研修の参加者がより活発に対話し、学びを共

有化していくための進行手順や題材選択の方法な

どを提示している。また、エピソード記述（鯨岡, 
2005）をはじめとした記録法や、質的研究の方法
論を導入することで（香曽我部, 2014）、研修を通
した保育者の新たな気付きや、子どもや同僚との

感情の共有を促そうとする試みも見られる。 
 そのなかでも、とりわけ古く、そして幅広く園

内研修への応用が提案される方法論として、KJ法
があげられる。そもそものKJ法とは、フィール
ドで得られた多種多様なデータを整理し、そこか

ら新たな仮説を生み出すための発想法であり、

個々の情報を名刺大のカードなどに端的に書き出

す、意味が類似するカードを集めグループを作る、

グループ間の関係性を検討し図解化する、といっ

た手順を基本としている（川喜田, 1967）。保育の
分野においては、その方法論的特徴が、実践の様々

な情報を拾い上げ、保育者一人一人の意見を活か

すとして、導入が提唱されている（下・有光, 1980）。
以降、KJ 法およびその手順の一部を応用した園
内研修やカンファレンスが多数報告され、話し合

いの過程や意見の可視化（小川, 2004；秋田・松山, 
2011）、手近にある道具・題材を用いて実行できる
（中西・境・中坪, 2012）、参加者の語り合いを促
進する（中坪, 2015）などの効果や利点が指摘さ

れている。 
 以上のような報告の多くは、研究論文や各種保

育者・行政団体の報告書などにおいて見られるも

のである。そのため、研修をサポートする研究者

が参加していたり、非日常の取り組みとして実施

されていたりというように、各園が自律的に行う

研修とは、やや異なる文脈からの報告も含まれる。

したがって、KJ法やその手順の一部が、現場の保
育者によってどのように受容され、活用されてい

るかを把握し、より実用的なツールとしていくた

めの方途を探る上では、上記のほかに、保育者が

日常的に閲覧し、情報源としている資料について、

分析していくことが必要であるといえる。 
 本研究では、保育者向けに発行される複数の情

報誌を対象に、そこでのKJ法型園内研修の扱わ
れ方を分析することで、同研修の現状と課題を明

らかにすることを目的とする。その際、上記の先

行研究との比較も合わせて行うことで、資料によ

る認識の異同などについても考察する。また、本

研究でいうところのKJ法型園内研修とは、KJ法
を使用または応用したと明言されているもののほ

か、カードや付箋への情報の書き出し、それらの

グループ化・構造化といった、KJ法の基本的な手
順を備える研修も含めるものとする。 
２．対象と方法 
（１）対象の情報誌 
 保育者を主たる読者として、実践や研修に関わ

る内容を定期的に発信している3誌を対象に設定
した。雑誌名および対象期間等は次の通りである。 
①『保育の友』全国社会福祉協議会：1953年創刊。
保育所保育の専門誌として、政策動向や今日的課

題の解説のほか、具体的な指導計画のヒントとな

る情報を提供。保育者からの寄稿も多数掲載。（分

析対象、2003年4月号～2016年4月号） 
②『保育ナビ』フレーベル館：2010年創刊。園長
や主任といった、園運営に携わる人を主な対象に

しており、研修や人材育成などが頻繁に扱われる。

（分析対象、2010年4月号～2016年5月号） 
③『これからの幼児教育』ベネッセ教育総合研究

所：2008年より年数回発行。保育・幼児教育を担
う保育者に向けて、幅広い調査研究に基づく情報

や、先進的な事例を紹介。Web上で閲覧可能。（分
析対象、2008年夏季号～2015年秋季号） 
（２）分析方法 
 各対象誌から、KJ 法型園内研修への言及が見
られた記事を抽出し、その内容を、巻号、文責者、

特集・連載の別のほか、方法の呼称、手順、使用

効果、研修の目的の項目に整理した。なお、園内

研修に関する特集記事は、KJ 法型園内研修の扱
いの有無に関わらず、別途内容を整理した。 
３．結果 
（１）各誌におけるKJ法型園内研修の扱い 
 各誌ごとに、KJ 法型園内研修への言及が見ら
れた記事数を集計したところ、『保育の友』6記事、
『保育ナビ』5記事、『これからの幼児教育』6記
事であった。ただし、『これからの幼児教育』が、

その手順などを細かく解説しているのに対し、他

2 誌では、研修の工夫の一例として触れるに留ま
る記事が大半を占める。また、『保育ナビ』の2014
年 4月号では、KJ法を、研修などで用いられる
思考ツールの「定番」として紹介している。 
 方法の呼称や手順については、3 誌ともに一貫
しておらず、ほぼ同様の手順の研修が、KJ法とも
「付箋をつかった会議」や「ワークショップ型研

修」とも呼ばれていた。また、研修の題材や手順

には多様性が見られ、現場の要請に応じた幅広い

応用がなされていることがうかがえる。 
（２）KJ法の使用効果と研修の目的の比較 
 3誌に共通して、KJ法を応用することを積極的
に提唱する記事では、問題意識の可視化や共有、

対象に対する認識の拡大といった、KJ 法がもた
らすとされる効果を得ること自体が、研修の目的

に設定され、実践的課題に対する直接的な結論を

得ることとは一線が引かれている。他方、保育課

程の編成などの、具体的な問題の解決を目的にKJ
法などを使用したとする記事では、その手順やプ

ロセスが、最終的な解決にどのように寄与したの

かが不明瞭であったり、失敗事例として紹介され

ていたりする傾向が見られた。 
（３）園内研修に対する各誌の傾向 
 『これからの幼児教育』においては、参加者の

対話を活性化し、多様なアイディアを生み出す参

加型園内研修の実現を目指し、それに有効なツー

ルやファシリテーション技術を提案するといった

情報が、特集の多くを占める。他方、他 2 誌は、
それに加えて、そもそも限られた時間・財源のな

かで、園内研修をいかに実施するか、実践上の具

体的な問題の解決に、園内研修をいかに活用する

かといった情報が中心となる傾向が見られる。 
４．考察 
 3誌の分析を通して、保育現場において、KJ法
型園内研修が広く取り入れられている現状が明ら

かとなった。それは、園内研修のツールにおける

「定番」の一つと言っても、決して過言ではない

だろう。その一方で、その効果を高めるためには、

時間や財源の問題を乗り越えた上で、園内研修の

目的などを限定する必要があるといった、方法の

前提条件および限界も示唆された。こうした条件

等の克服が困難であるために、「定番」の方法であ

りながら、それを用いた研修が未だに「先進的」

とされる状況があると考えられる。加えて、実際

にKJ法型園内研修がどのように問題解決に寄与
し、また、参加者間の対話を促したのかについて

は、理念的・抽象的な説明に留まる。このことは、

研修の事後的分析などに終始している先行研究に

も共通しており、今後、KJ法型園内研修の展望を
描く上での重要な研究課題といえる。 
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KJ法型園内研修の現状と課題 

―保育者向け情報誌の分析から― 
〇境 愛一郎（宮城学院女子大学）中坪史典（広島大学大学院） 
濱名潔（まちの保育園 吉祥寺）保木井啓史（広島大学大学院） 

 
１．問題と目的 
 各保育現場が独自に行う園内研修は、子ども一

人一人に対する保育者の理解のほか、職員全体の

資質・専門性の発展、さらには、実践に対する職

員間の共通理解の構築や内容の改善などを促す機

会であるとされ、我が国の保育の質の維持・向上

において、欠くことのできない営みとして認識さ

れている（内閣府・文部科学省・厚生労働省, 2015）。 
 こうした園内研修に対する期待の高まりととも

に、研修をより有意義なものとするための、ファ

シリテーション技術や思考ツールの開発・提案が

盛んに行われている。たとえば、秋田・松山（2011）
は、研修の参加者がより活発に対話し、学びを共

有化していくための進行手順や題材選択の方法な

どを提示している。また、エピソード記述（鯨岡, 
2005）をはじめとした記録法や、質的研究の方法
論を導入することで（香曽我部, 2014）、研修を通
した保育者の新たな気付きや、子どもや同僚との

感情の共有を促そうとする試みも見られる。 
 そのなかでも、とりわけ古く、そして幅広く園

内研修への応用が提案される方法論として、KJ法
があげられる。そもそものKJ法とは、フィール
ドで得られた多種多様なデータを整理し、そこか

ら新たな仮説を生み出すための発想法であり、

個々の情報を名刺大のカードなどに端的に書き出

す、意味が類似するカードを集めグループを作る、

グループ間の関係性を検討し図解化する、といっ

た手順を基本としている（川喜田, 1967）。保育の
分野においては、その方法論的特徴が、実践の様々

な情報を拾い上げ、保育者一人一人の意見を活か

すとして、導入が提唱されている（下・有光, 1980）。
以降、KJ 法およびその手順の一部を応用した園
内研修やカンファレンスが多数報告され、話し合

いの過程や意見の可視化（小川, 2004；秋田・松山, 
2011）、手近にある道具・題材を用いて実行できる
（中西・境・中坪, 2012）、参加者の語り合いを促
進する（中坪, 2015）などの効果や利点が指摘さ

れている。 
 以上のような報告の多くは、研究論文や各種保

育者・行政団体の報告書などにおいて見られるも

のである。そのため、研修をサポートする研究者

が参加していたり、非日常の取り組みとして実施

されていたりというように、各園が自律的に行う

研修とは、やや異なる文脈からの報告も含まれる。

したがって、KJ法やその手順の一部が、現場の保
育者によってどのように受容され、活用されてい

るかを把握し、より実用的なツールとしていくた

めの方途を探る上では、上記のほかに、保育者が

日常的に閲覧し、情報源としている資料について、

分析していくことが必要であるといえる。 
 本研究では、保育者向けに発行される複数の情

報誌を対象に、そこでのKJ法型園内研修の扱わ
れ方を分析することで、同研修の現状と課題を明

らかにすることを目的とする。その際、上記の先

行研究との比較も合わせて行うことで、資料によ

る認識の異同などについても考察する。また、本

研究でいうところのKJ法型園内研修とは、KJ法
を使用または応用したと明言されているもののほ

か、カードや付箋への情報の書き出し、それらの

グループ化・構造化といった、KJ法の基本的な手
順を備える研修も含めるものとする。 
２．対象と方法 
（１）対象の情報誌 
 保育者を主たる読者として、実践や研修に関わ

る内容を定期的に発信している3誌を対象に設定
した。雑誌名および対象期間等は次の通りである。 
①『保育の友』全国社会福祉協議会：1953年創刊。
保育所保育の専門誌として、政策動向や今日的課

題の解説のほか、具体的な指導計画のヒントとな

る情報を提供。保育者からの寄稿も多数掲載。（分

析対象、2003年4月号～2016年4月号） 
②『保育ナビ』フレーベル館：2010年創刊。園長
や主任といった、園運営に携わる人を主な対象に

しており、研修や人材育成などが頻繁に扱われる。

（分析対象、2010年4月号～2016年5月号） 
③『これからの幼児教育』ベネッセ教育総合研究

所：2008年より年数回発行。保育・幼児教育を担
う保育者に向けて、幅広い調査研究に基づく情報

や、先進的な事例を紹介。Web上で閲覧可能。（分
析対象、2008年夏季号～2015年秋季号） 
（２）分析方法 
 各対象誌から、KJ 法型園内研修への言及が見
られた記事を抽出し、その内容を、巻号、文責者、

特集・連載の別のほか、方法の呼称、手順、使用

効果、研修の目的の項目に整理した。なお、園内

研修に関する特集記事は、KJ 法型園内研修の扱
いの有無に関わらず、別途内容を整理した。 
３．結果 
（１）各誌におけるKJ法型園内研修の扱い 
 各誌ごとに、KJ 法型園内研修への言及が見ら
れた記事数を集計したところ、『保育の友』6記事、
『保育ナビ』5記事、『これからの幼児教育』6記
事であった。ただし、『これからの幼児教育』が、

その手順などを細かく解説しているのに対し、他

2 誌では、研修の工夫の一例として触れるに留ま
る記事が大半を占める。また、『保育ナビ』の2014
年 4月号では、KJ法を、研修などで用いられる
思考ツールの「定番」として紹介している。 
 方法の呼称や手順については、3 誌ともに一貫
しておらず、ほぼ同様の手順の研修が、KJ法とも
「付箋をつかった会議」や「ワークショップ型研

修」とも呼ばれていた。また、研修の題材や手順

には多様性が見られ、現場の要請に応じた幅広い

応用がなされていることがうかがえる。 
（２）KJ法の使用効果と研修の目的の比較 
 3誌に共通して、KJ法を応用することを積極的
に提唱する記事では、問題意識の可視化や共有、

対象に対する認識の拡大といった、KJ 法がもた
らすとされる効果を得ること自体が、研修の目的

に設定され、実践的課題に対する直接的な結論を

得ることとは一線が引かれている。他方、保育課

程の編成などの、具体的な問題の解決を目的にKJ
法などを使用したとする記事では、その手順やプ

ロセスが、最終的な解決にどのように寄与したの

かが不明瞭であったり、失敗事例として紹介され

ていたりする傾向が見られた。 
（３）園内研修に対する各誌の傾向 
 『これからの幼児教育』においては、参加者の

対話を活性化し、多様なアイディアを生み出す参

加型園内研修の実現を目指し、それに有効なツー

ルやファシリテーション技術を提案するといった

情報が、特集の多くを占める。他方、他 2 誌は、
それに加えて、そもそも限られた時間・財源のな

かで、園内研修をいかに実施するか、実践上の具

体的な問題の解決に、園内研修をいかに活用する

かといった情報が中心となる傾向が見られる。 
４．考察 
 3誌の分析を通して、保育現場において、KJ法
型園内研修が広く取り入れられている現状が明ら

かとなった。それは、園内研修のツールにおける

「定番」の一つと言っても、決して過言ではない

だろう。その一方で、その効果を高めるためには、

時間や財源の問題を乗り越えた上で、園内研修の

目的などを限定する必要があるといった、方法の

前提条件および限界も示唆された。こうした条件

等の克服が困難であるために、「定番」の方法であ

りながら、それを用いた研修が未だに「先進的」

とされる状況があると考えられる。加えて、実際

にKJ法型園内研修がどのように問題解決に寄与
し、また、参加者間の対話を促したのかについて

は、理念的・抽象的な説明に留まる。このことは、

研修の事後的分析などに終始している先行研究に

も共通しており、今後、KJ法型園内研修の展望を
描く上での重要な研究課題といえる。 
引用文献 
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第二の〈子ども〉の誕生から第三の〈子ども〉の誕生へ

― 戦後日本における子ども像の変化 ―
山田浩之（広島大学）

本報告はマンガに描かれた子どもとその
成長の描かれ方を検討することで、戦後か
ら現在までを通じて子ども観がいかに変化
したのかを明らかにすることを目的として
いる。

アリエスによって〈子ども〉の誕生が指
摘されて以後、〈子ども〉は社会的構築物
として見なされるようになった。アリエス
によれば、子どもという概念は近代以前に
は存在せず、近代以後、新たな概念として
産み出されたとされる。近代以前の〈子ど
も〉概念については、いまだに多様な議論
があるものの、アリエスによるこの指摘
は、〈子ども〉という自明の存在を疑う可
能性をもたらした。

こうしたアリエスの議論は、日本の子ど
も研究に大きな影響を与えることになっ
た。日本においても、本田和子 や
河原和枝 らが指摘しているよう
に、明治の終わりから大正期頃に新たな
〈子ども〉概念が作られ、純真で無垢であ
るという西洋的な子ども観が広がったとさ
れる。日本でも近代以後、子ども像が社会
的に構築され、我々が現在認識しているよ
うな〈子ども〉が形成されたことになる。

しかし、近代以後に構築された子ども像
は、すでに大きく変化しているという考え
方もある。例えば〈子ども〉の誕生の要因
を検証したポストマン（ ）は、ヴィ
ジュアル・メディアの普及が〈子ども〉期
の必要性を失わせた結果、「子どもはもう
いない」、すなわち再び〈子ども〉期は喪
失していると主張した。

実際にはインターネットをはじめ、メデ
ィアは多様に発展しているため、必ずしも
ヴィジュアル・メディアの普及のみに影響
されて子ども像は変化してはいない。しか
し、とくに戦後、日本社会の大きな変化は
子ども像を大きく揺るがせてもいる。例え
ば、後述するように、山田 は
年前後における子ども像の変化を「第二の
子どもの誕生」と呼び、アリエスの言う子
どもとは異なる子ども像が創造されたと論
じている。

さらに、山田浩之 は 年代の
終わりから 年代に入って、再び子ど
も像が変化していることを指摘している。
この指摘が妥当かどうかは、本稿でもあら
ためて検証するが、子ども像は近代以後も
多様に変化している可能性があろう。

そこで、本稿ではマンガをテクストと
し、現在の子ども像とその変化について検
討したい。その際、分析対象とするマンガ
として『ドラゴンボール』『 』
『 』をとりあげる。これらは
少年ジャンプに掲載され、日本のみでな
く、海外でも広く読まれている作品であ
る。また、いずれも主人公の子ども期から
ある意味での大人になるまでを描いてい
る。これらの作品に描かれた子どもはマン
ガ読者の中心である子ども、すなわち青少
年の子ども像を示していると考えられよ
う。つまり、これらの作品を通して、子ど
もによって認識される子ども像の一端を明
らかにできることになる。

ここで子ども像を分析する際に、マンガ
をテクストとして分析対象とする可能性と
限界について検討しておきたい。
子どもについての語りは、山田富秋

が指摘するように基本的に大人に
よるものに過ぎない。つまり、実在する子
どもについて語られるわけでも、あるい
は、子どもによる子どもの認識が語られる
わけではない。アリエスの指摘も、実体と
して子どもが創造されたことを意味してい
るわけではない。近代以後に作られたの
は、大人が大人社会から子どもを排除する
ことで構築した〈子ども〉という概念であ
る。
したがって、あたかも〈子ども〉という

実体があるかのように語られていても、そ
れは大人によって構築された、あるいは虚
構の〈子ども〉でしかないことになる。子
ども像の変化についての語りも、実体とし
ての〈子ども〉が変化したのではなく、大
人の認識の変化に過ぎない。これは研究や
論説が「大人」のものである以上、避けら
れない問題である。
こうした状況で大人の認識のみでなく、

子どもによる認識の一端を読み解く一助に
なるのがマンガである。子どもに広く読ま
れるマンガは、それぞれの時代での子ども
の意識を明確に反映している。とくに、ジ
ャンプの 週システムと呼ばれる読者ア
ンケート中心の編集方針はマンガの内容を
子どもに受け入れられるように変化させる
る。つまり、読者の人気がなければ人気作
家であっても連載を継続することが困難で
あるため、長期連載されたマンガは当時の
子どもの嗜好や世界観を反映したものにな
っていると考えることができる。したがっ
て、マンガの内容を分析することで、子ど
もがいかなる認識を持っていたかを明らか
にできる可能性があろう。

とはいえ、それを分析するのはやはり
「大人」であり、その解釈は大人によって
再構成されたものにすぎない。したがっ
て、マンガの分析が、そのまま実体として
の子どもによる認識を反映したものとはい
えない。だが、「大人」には認識できない
世界やその変化が、マンガには描かれてい
る可能性がある。すなわち、マンガをテク
ストとして分析することで、我々が通常で
は気付くことのできない、新たな子ども像
を検討することができるかもしれない。
以上の理由から、本稿ではマンガを分析

対象として現代の子ども像とその変化につ
いて検討したい。
なお、分析結果の詳細については、当日

の配付資料に譲りたい。

《参考文献》
アリエス 杉山光信・杉山恵美子訳『子

どもの誕生』みすず書房、 。
河原和枝 『子ども観の近代』中央公

論社、 。
ポストマン， 、小柴一訳『子どもはもう

いない』新樹社、 。
本田和子『異文化としての子ども』紀伊國

屋書店、 。
山田富秋「子ども社会学の可能性」原田彰・

望月重信編『子ども社会学への招
待』ハーベスト社、 。

山田浩之 「マンガはどう語られてきたの
か？」小谷敏編『子ども論を読む』
世界思想社、 。

山田浩之「マンガにみる子ども社会の揺ら
ぎ」原田彰・望月重信編『子ども
社会学への招待』ハーベスト社、
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テーマセッションⅠ 
 

子ども・若者と政治 
 
【話題提供者】 
東野 充成（九州工業大学）   「子ども・若者の政治参加と子ども観・若者観の転換」 
板山 勝樹（名桜大学）     「沖縄県の抱える政治的課題と県民の意識」 
 
【指定討論者】 
内田 康弘（名古屋大学大学院生）  
玉城 愛 （名桜大学学部生）       
 
【ファシリテーター】 
元森 絵里子（明治学院大学） 
 
１．企画趣旨  
日本では従来、子どもや若者を政治の主

体と見なす視点が弱かった。欧米諸国に比

べると学校教育においても政治に関わる教

育は貧弱であった。しかし、ここ数年、子

ども・若者における政治の主体としての側

面が急激にクローズアップされている。  
2015 年 6 月の公職選挙法改正により、

2016 年夏の参議院選挙から選挙権年齢が
20 歳から 18 歳に引き下げられ、それに伴
って成人年齢の引き下げも議論されるよう

になった。また、2015 年安全保障関連法案
への反対運動では、SEALDs に代表される
若者たちの社会運動の盛り上がりに注目が

集まった。特に、本大会の開催地である沖

縄では、基地問題という極めて重大な政治

的課題も抱えている。学校教育においては、

教科「公共」の創設や主権者教育の必要性

の高まり、高校生の政治活動を容認する動

きもみられ、教員や高校生自身がそれらに

どう対応すべきかが教育現場の大きな課題

となっている。実際、いくつかの高校では

こうした流れを受けて校内で模擬選挙を行

っており、教育現場ではこの制度的変化に

対して切実な対応が求められている。 
こうした昨今の社会的動向をふまえ、本

テーマセッションでは、大人／子どもの区

分という子ども社会研究における原理的問

題を意識しつつ、上記の制度改革の現状を

確認したうえで、それらが教育現場や社会

にいかなる影響をもたらしうるのか議論す

る。その際、沖縄において実際に安全保障

関連法制に関する運動をされている学生の

方を指定討論者としてお招きし、子ども・

若者の政治参加に関するよりアクチュアル

な議論を目指していきたい。  
（東野充成・元森絵里子・内田康弘） 

 
２．子ども・若者の政治参加と子ども観・

若者観の転換  
 2015 年の公職選挙法改正では、選挙権を
18 歳以上に引き下げることに大きな注目
が集まった。同時に、選挙運動に従事でき

る年齢も 18 歳以上へと引き下げられたの
だが、こちらに関してはメディア等でもさ

ほど取り上げられなかった。しかし、そも

そも選挙運動への従事を年齢によって区切

ることに正当性があるのだろうか。子ども

の政治教育や政治参加という観点から見た

とき、そこには大きな問題が内在している。 
 そもそも日本の学校教育法制においては、

政治教育の重要性が喚起されている。その

一方で、よりセンシティブな政治的課題を

学校教育で取り扱うことは忌避されてきた

側面もある。しかしながら、決して学校教

育は政治的な真空地帯として存在してきた

わけではない。子ども・若者の政治参加を

めぐって、これまで様々な紛争が生起して

きた。本セッションでは、こうした政治的

紛争について取り上げ、子ども・若者の政

治参加において何が課題となってきたのか

について確認する。と同時に、「政治」とい

うものの定義も含めて、政治参加に伴って

子どもや若者の定義・境界がどう引き直さ

れるのかについて議論したい。  
（東野充成） 

 
３．沖縄県の抱える政治的課題と県民の意

識 
2014 年度に沖縄県知事公室地域安全政

策課調査・研究班が実施した「地域安全保

障に関する県民意識調査」において、「沖縄

県の基地問題は、本土の人に理解されてい

ると思いますか。」との質問がなされた。そ

れに対する沖縄県民の回答結果では、右表

のように「理解されていない」と感じてい

る人が 84.7％（「理解されている」と感じ

ている人は 10.6％）であった。この調査結

果を踏まえ、以下の三点について報告する

ことで、「沖縄県の抱える政治的課題と県民

の意識」についての理解を、参加者と共有

することをめざしたい。 

第一点目に、琉球新報社が 2001 年から 5

年ごとに調査を行い、その結果を整理して

いる『沖縄県民意識調査報告書』を用い、

沖縄県の人々の政治的課題に関する「意識」

のありようの一端をみていく。ここでは、

「沖縄の近・現代の出来事で何が最も重要

だと思いますか」、「沖縄の自衛隊基地の将

来について、どう思いますか」、「沖縄の米

軍基地はどうあるべきだと思いますか」、

「今、気になる問題は何ですか」、「沖縄は

将来どんな社会になってほしいですか」と

いう五つの質問への回答結果に焦点化し、

2001・2006・2011 年に実施された調査の結

果（その特徴や変容等）をみていく。 

第二点目に、2012 年以降に沖縄県が実施

した「第八回県民意識調査」や「地域安全

保障に関する県民意識調査」の回答結果を

用い、基地問題に関する県民の「意識」に

焦点化し、その状況をみていく。ここでは、

「沖縄県の施策として、特に重点を置いて

取り組むべきことはどのようなことだと思

いますか」、「米軍基地から派生する様々な

課題について、県や国に特に力を入れて欲

しいものは何ですか」、「辺野古移設」・「普

天間固定化容認」・「米政府に対し、『基地問

題解決の当事者として、沖縄の考えに耳を

傾け、より積極的に関わるべきだ』との考

え」に対する賛否を問う質問に対する回答

結果をみていく。 

最後に、2012 年 9 月の「オスプレイ配備

に反対する沖縄県民大会」から 2016 年 3

月の「辺野古の埋め立て承認をめぐる県と

国との和解」までの期間に起こった、辺野

古移設等に関する政治的動向の概略をみて

いく。 

（板山勝樹） 

表 本土の人々の基地問題理解 

十分に理解されている  １．４％ 

まあ理解されている  ９．２％ 

あまり理解されていない ５５．３％ 

全く理解されていない ２９．４％ 

分からない  ３．９％ 

無回答  ０．８％ 
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表 本土の人々の基地問題理解 

十分に理解されている  １．４％ 

まあ理解されている  ９．２％ 
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全く理解されていない ２９．４％ 
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無回答  ０．８％ 
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テーマセッションⅡ 

学校化される子ども・若者の身体 

―アジアの国々との比較から― 

【話題提供者】  
黄   順姫（筑波大学）     「日本・韓国の教育が構築する学校的身体と同窓つながり」 
シム・チュン・キャット（昭和女子大学） 「学校からみる日本とシンガポールの若者像」 
南出 和余（桃山学院大学）「バングラデシュ農村社会の『教育第一世代』の子どもたち」 
 
【ファシリテーター】  
針塚 瑞樹（別府大学）  
多賀 太 （関西大学・研究交流委員会委員）  
 
【企画】 
渋谷 真樹（奈良教育大学・研究交流委員会委員）  
 
1. 企画趣旨 

本学会では、複数の研究者の手によって、

海外の子ども・若者に関する研究の成果が

蓄積されてきている。しかし、従来の学会

大会では、ともすれば個別の研究成果の発

表にとどまり、各国の子ども・若者のあり

方を比較する試みは、いまだ十分に行われ

ていないように思われる。 

そこで、本テーマセッションでは、アジ

ア各国出身の会員や、アジア各国の子ども・

若者を研究している会員から、自身のフィ

ールドと日本とを比較して研究成果を報告

していただくことにした。今回は、アジア

諸国の中でも、近代化のタイミングや学歴

社会の成熟度、教育制度が異なる、韓国、

シンガポール、バングラデシュを選んだ。

そして、各話題提供者から、それぞれの社

会における子ども・若者の教育や生活の実

態についてご報告いただき、そこから、学

校が子ども・若者のあり方にどのように影

響しているのかを考察していただく。 

そのうえで、フロアの参加者とともに、

各国と日本との共通点や相違点について、

特に社会の「学校化」という視点から議論

してみたい。異なる社会を比較することを

通して、現代における子どもや若者をめぐ

る諸問題をあぶりだしていきたい。 

（多賀太・渋谷真樹） 

 

2. 日本・韓国の教育が構築する学校的身体

と同窓つながり 

高学歴化の進行は世界的な傾向である。

子どもや若者が学校教育を受ける期間が長

くなり、学校の影響力は社会や個人に対し

て強くなっている。子どもは長期の学校教

育を通して、個々の学校文化の差異を超え

た一般的な学校的規範、価値、行動様式を

身体化している。結果、学校教育に関連し

た地位達成・表示、配分が正当であるとみ

なされる。社会制度は学校に構造的機能を

担わせるだけでなく、学校教育の規範化さ

れた文化的特性を受け入れその基盤を設

定・持続していく。イリッチのいう「学校

化社会」の概念はグローバル化の進展に伴

い学校教育への共通認識に妥当性を与える。 

日本と韓国の高等教育は「ユニバ－サル

 

 
 

段階」にある。両社会で学校教育を通して

構築する学校的身体、及び「記憶共同体」

で社会的資本としての同窓つながりを、マ

クロな視点で考察する。１）教育政策、学

歴形成トラッキングの制度比較、２）学歴

と社会階層、教育の収益率・社会的排除、

３）「隠れたカリキュラム」による高学歴獲

得の身体性、４）体罰が付与される領域と

構造、５）学校的「負の記憶」の身体性編

集・構築と同窓生つながり、６）ポストモ

ダンにおける加熱・冷却だけでない、リタ

ーンマッチの教育改革の必要性。 

（黄 順姫） 

 

3. 学校からみる日本とシンガポールの若

者像 

 天然資源が乏しい中、欧米へのキャッチ

アップを達成し「豊かさ」を手に入れた日

本とシンガポールにおいて、人的資源の活

用に教育の果たした役割は極めて大きいと

いえる。学校制度が基本的に単線型の日本

では、高等学校などの後期中等教育機関へ

の進学率が 98%を超えており（文部科学統

計要覧・平成 27 年版）、複線型のシンガポ

ールにおいても同割合は約 95%となってい

る（Ministry of Education - Education 

Statistics Digest 2015）。このことは、学

校体系が異なるといえども、両国において

若者の多くが成人するまで長い年月を「学

校」という場で過ごし、学校教育から多大

な影響を受けることになることを意味する。

一方で、義務教育が 9 年である日本と、小

学校 5 年生という早期から児童生徒を能力

別にふるい分けるシンガポールとでは、児

童生徒の学校に対する意識や「学校化」程

度に差があるとも考えられる。 

 そこで本報告では、公的統計に加え、国

際学力比較調査およびその調査の一環とし

て実施された生徒アンケートの結果に基づ

いて、日本とシンガポールにおける若者の

学校観、自己能力観、学習意欲や友人との

関係などの違いを探りつつ、さらに学力差

によって隔たりがあるかどうかを検討する

ことを目指す。 

（シム・チュン・キャット） 

 

4.  バングラデシュ農村社会の「教育第一

世代」の子どもたち 

バングラデシュでは 1980 年代後半か

ら、農村部や都市貧困層の間でも初等教育

の普及が急速に進み、現在では学校に行っ

ていないことが問題視される「学校化」を

迎えている。報告者は、バングラデシュ北

部の一農村で 2000 年から人類学調査を継

続し、当時小学生だった、現在 20 代前半

の若者たちのライフコースを追っている。

彼ら彼女らは、親世代には通学経験がほと

んどない「教育第一世代」であり、報告者

は、彼らの生活や人生に教育経験がどのよ

うな影響をもたらしているかを検討してい

る。 

同年齢の子どもたちが「学校」という空

間に集められる制度において、個々の差は

年齢軸によって区切られ、そのなかで成熟

度の均一化と序列化がなされる。従来のバ

ングラデシュ農村社会では誕生日や年齢を

記憶する習慣がなく、子どもたちの成長の

節目を祝う通過儀礼なども、個々の成長度

合いや状況によってなされていた。しか

し、就学年齢や、学歴を基盤とする近代社

会型の就職で年齢規定がなされるようにな

ると、子ども若者たちにとって「年齢」が

重要な意味を持つようになる。 

本発表では学校制度の浸透が子どもたち

の成長過程の実態と認識にいかなる影響を

与えているかを検討する。そのことで、年

齢規定が当然視される日本社会において、

制度の都合によって個の差が「型にはめら

れている」ことを再確認する機会になれば

と考えている。     （南出 和余） 
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子ども支援における暴力の否定に関する考察

―児童養護施設の暴力問題に焦点を当てて―

山口季音（至館誠大学）

１．問題関心

児童虐待や体罰といった子どもへの暴力が

社会問題化されて久しいが、教育や支援の場に

おいて、いまだ暴力問題の解消がなされていな

い場も存在する。その背景の一つとして、子ど

もにかかわる現場で生じるトラブルに対して、

力を行使して抑制することがある種の「必要悪

」とみなされる場合があることがあげられるだ

ろう。 
本発表の問題関心は、突発的・個人的な暴力

ではなく、子ども支援の場で「必要悪」とみな

される暴力の否定を考察することにある。暴力

はそもそも不適切であり否定されるべきもの

であるが、暴力を「必要悪」とする場が残って

いるとするならば、暴力を単に不適切と否定す

るだけでは不十分と考えられる。暴力防止の考

えを様々な場に浸透させるためには、当該領域

における暴力の否定の仕方を丹念に明らかに

することを通じて、暴力否定の伝達をいかにし

て行うのかを考える必要があるだろう。 
この課題を考える際に、本発表では児童養護

施設における暴力問題に焦点を当てる。児童養

護施設とは、２歳からおおよそ１８歳までの貧

困や被虐待など理由によって家庭で暮らせな

くなった子どもを養育する児童福祉施設の一

つである。 
児童養護施設では、子どもを統制するための

暴力が厳しく問いただされ、現場が対応しなけ

ればいけなくなった歴史がある。1990年代、

施設職員の暴力問題が取りざたされて以降、不

問とされがちであった職員の暴力が問題化さ

れた。2009年には児童福祉法改正により被措

置児童等虐待の防止に関する事項が持ち込ま

れ、厚生労働省により「被措置児童等虐待対応

ガイドラインについて」が提示されている。こ

れらの経緯によって、児童養護施設職員は暴力

に対する防止や予防が強く求められるように

なり、近年では職員から子どもへの暴力だけで

はなく、子ども間や子どもから職員への暴力ま

で、施設全体の暴力が注目されている。 
こうした児童養護施設における暴力を否定

する流れの中で、当然「必要悪」とみなされて

いた類の暴力も明確に否定されることとなっ

た。しかし、児童養護施設に関する調査研究に

おいては、暴力を不適切と否定することが前提

となっているため、暴力の否定の仕方自体を考

察するものはあまりない。 
そこで本発表では、児童養護施設の暴力に関

する調査研究を検討することを通して、子ども

への暴力がどのように否定されているのかを

明らかにする。 

２．児童養護施設における暴力とその否定

２．１ 暴力発生の要因 
暴力の否定を語る際には、暴力がなぜ発生す

るのかという議論が欠かせない。この点につい

て、多くの研究で指摘されていることは、児童

養護施設の労働環境そのものが暴力を引き起

こしやすい、ということである。具体的には、

様々な家庭背景がある子どもをケアするには

職員が不足していること（6歳以上の子ども4
人につき職員1人。以前は子ども6人につき職

員1人）や、集団生活のためにトラブルが起こ

りやすい環境である点が指摘されている。そし

て、厳しい労働環境によって職員が円滑に職務

を遂行することが難しくなり、それでも子ども

に対して言うことを聞かせたり「管理」したり

しようとするため、暴力が生じやすいと考えら

れている。 
もちろん、児童養護施設の労働環境が過酷な

部分があるからといって、すべての施設職員が

子どもに暴力をふるうわけではない。ある施設

職員がなぜ困難を解決する方策として暴力を

選択するのかについては、大別すると、次のよ

うな要因が言及されている。一つは施設職員の

人権感覚の欠如であり、もう一つが問題行動へ

の対応スキルの不足である（たとえば、平湯2
004、西澤2009など）。 

第１に、人権感覚の欠如については、家庭内

虐待あるいは管理教育と類似した形で言及さ

れている。つまり、養育において子ども優先で

はなく大人側の都合が優先され、施設職員側の

設定したルールが守られるための手段として、

暴力がふるわれるというものである。このよう

な指摘で問われるのは、職員および施設自体の

養育観である。第２に、対応スキルの不足とい

う指摘は、施設職員は子どもの養育にあたって

、暴力を回避する知識・技術がなければならな

いとするものである。つまり、児童養護施設は

難しい労働環境であるが、職員に子どもが引き

起こす問題への適切な対処方法に関する知識

があれば子どもへの暴力という選択肢を取ら

ないはずである、ということである。 
 
２．２ 暴力の否定 
以上の暴力が発生する要因に関する言及か

ら、子どもを統制するための暴力がいかにして

否定されているかを考察した結果、「暴力をふ

るわないこと」が施設職員の専門性と結びつい

ている点が読み取れた。 
児童養護施設の労働環境を暴力が引き起こ

される要因とみなす見解からは、「職員が子ど

もに暴力をふるってしまう可能性」が潜在的に

ありうるという認識が前提にあると考えられ

る。というのも、児童養護施設の子どもは、そ

れぞれが何らかの課題を抱えており、施設職員

が対処しきれない事態が発生する可能性があ

るからである。 
こうした「職員が対処しきれない事態」が発

生する前に、子どもの課題をときほぐすことが

職員に求められるケアとみなされている。児童

養護施設職員の専門性は、他者と生活する非日

常の空間で「日常」を保障する点にみられると

指摘され（山縣2007）、そこでのケアは、何

か問題が生じたときに援助するという一過性

のものではなく、生活を通してなされるもので

ある。このように考えると、子どもが抱えてい

る課題や生じうるトラブルについて、職員はあ

る程度予測できていることが期待される。可能

性として、たとえば、職員が子どもに暴力をふ

るわなければ職員が危険に陥る事態が起こり

うる。しかし、子どもに暴力をふるわざるをえ

ない事態を招いたことが、子どもの課題を適切

に捉えられない養育観の問題や対応スキルの

不足の結果であり、施設職員のケアがうまくい

っていないとみなされることになる。 
以上、児童養護施設に関する調査研究におい

ては、「施設職員の暴力行使の可能性」が前提

としてあること、また、そのような状況を起こ

さないことが施設職員の専門性と結びついて

いることがわかった。だからこそ、「必要悪」

としての暴力は否定されるのである。 
 
３．まとめ 
本発表では、児童養護施設に関する調査研究

において、施設の労働環境が職員に暴力を促す

危険性があること、そしてその危険を未然に防

ぐことが職員に求められる専門性という論理で

「必要悪」としての暴力は否定されていること

が読み取れた。一方、この否定の仕方からは、

暴力の環境的要因が考慮されているにもかかわ

らず、最終的に個人的要因へと向かう職員の暴

力への見方をうかがうこともできる。 

＜参考文献＞ 
平湯真人, 2004, 「施設内虐待をめぐって」『

子どもの虐待とネグレクト』vol.6 no.3  
pp.297-301 

西澤哲, 2009, 「社会的養護における不適切な

養育」『子どもの虐待とネグレクト』vol.11
no.2 pp.145-153 

山縣文治, 2007, 「社会的養護システム変革と

児童養護施設の地域化・小規模化」山縣文治

・林浩康編著『社会的養護の現状と近未来』

明石書店、pp.96-112 
 
謝辞 本発表は科研費（課題番号16K17431）
の助成を受けたものである。 
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｢普通の子ども」から「障がい児」への変容プロセス 

       ー自閉症スペクトラムの場合ー 
                         松山大学大学院 渡邉 文春 
1.はじめに 

 本稿の目的は、普通に生まれた子どもが、

ある時点で「障がい児」とみなされる場合に

おいて、その変容プロセスとはどのようなも

のだろうかという問いを明確にすることであ

る。2009年発行の国立特別支援教育総合研究

所が、幼稚園と保育所で調査を行なった資料

によると、「障がい児」（障がいの診断が確定

している）に含まれない、保育者が「気にな

る子ども」と見ているのは、発達障がいのあ

る子どもだけではない。この回答を多い順に

整理すると、「発達上の問題」「コミュニケー

ションの問題」「落ち着きがない」となり、こ

の 3 カテゴリーで全体の 52％を占めている

（久保山他 2009）。次に示すのは、筆者が実

際にインタビュー調査を行なった M君の母親

の語りの概要である。この語りの中にも、先

程の「気になる子ども」の 3 カテゴリーが含

まれている。 

2.事例紹介（M君の母親の語りの概要） 

  M 君が生まれた時は、ニコニコ笑っていた

ので、普通の赤ちゃんだと思った。M 君は幼

児期にことばの発達が遅かった。10歳年上の

兄も同じようにことばの発達が遅かったが、

保育所に通う頃には普通にしゃべりだしたの

で、母親からすると M 君も保育園に行くよう

になれば、普通にしゃべりだすと思っていた。

しかし、親の問い掛けに応じなかったり、呼

び掛けに対する反応がはっきりしなかったり

した。公園デビューをしてから 3 歳くらいま

では、友達が M君を誘うとその誘いを理解し

て一緒に遊ぶのだが、すぐに一人に戻り石を

穴の中にずっと入れていた。3 歳児健診で、

脳波検査と CT スキャンを受けたが異常は認

められず障がいは確定しなかった。3 歳 5 ヶ

月で普通の保育所に通うこととなり、そこで

の友だちも仲良くしてくれた。しかしその頃

は、団体行動や発表会で大人の視線を浴びる

と、体が硬直してうまく行動できなかった。

トイレの手洗い乾燥機の音などに異常に反応

して、急いで逃げていた。外食すると、食事

が運ばれてくるまでまわりをうろうろし、奇

声を上げることもあった。そうなると、周囲

から注目されて、落ち着いて食事ができなく

なった。その後、M 君が小学校 2 年生の時に

「自閉症スペクトラム」の診断が確定した。

現在 M君は、小学校４年生 10歳である。 

3.事例の分析 （M君の母親の語りの分析） 

 末次有加（末次 2014:47）が指摘するよう

に、「気になる子ども」とは集団活動において

「問題行動」と捉えられるような逸脱的・不

適応な行動を起こす子どもであることが推測

可能である。まわりの人は、当該児の「問題

行動」と、同年代児の一般的な発達課程の言

動とを照らし合わせて、その場で比較検討す

る。｢問題行動」を起こすたびに、「なんだか

普通の子と違う」、「どうして石を穴の中にず

っと入れるのだろうか」と、一般的な幼児の

言動と M 君を比較する機会が家族に増えてい

った。この逸脱的・不適応な「問題行動」を

反復する当該児は、次第に「気になる子ども」

にカテゴリー化されることになる。M君が「障

がい児」のカテゴリーに属するまでのプロセ

スを、家族の語りから分析してみると、M 君

が保育所に通うまではことばの発達が気にな

ったが、まだまだ「普通の子ども」だった。

それから家族は、M 君がまわりからの問い掛

けなどに反応しない、公園での一人遊びを好

むなどの心配と、3 歳時健診での「異常がな

い」というお墨付きとの間で、葛藤の時期を

過ごす。小学校に入学する時期になり、両親

は、医療の「異常がない」という診断より、M

君の「問題行動」が積み重なる不安を優先し

て、M 君を小学校の特別支援学級に進学させ

るという判断を下した。整理すると、生まれ

た時は「普通の子ども」→「問題行動を起こ

す子ども」→3 歳時健診で医学的には「異常

がない子ども」→｢問題行動」を繰り返す「気

になる子ども」→小学校 2年生｢自閉症スペク

トラム」の確定→「障がい児」のカテゴリー

へと変容している。これが M 君における「普

通の子ども」から「障がい児」への変容プロ

セスである。つまり最初から「障がい児」が

所与の実体として存在しているのではない。M

君の場合は、標準化された「普通の子ども」

に想定される言動との差異が、表出する頻度

によって、段階的に所属するカテゴリーが異

なっていることがわかる。 

4.考察  

 外見だけでは判断がつきにくい発達障がい

の場合は、今回の事例のように、障がいが確

定するまでの苦しい葛藤の時期を超えなけれ

ばならないことが多い。「自閉症スペクトラ

ム」は身体的には障がいが表れないことが多

いので、家族の苦しみも軽度かというと決し

てそうではあるまい。それは「普通」か「障

がい」かがはっきりしない「どっちつかずの

つらさ」が何年も続くからである。「どっちつ

かずのつらさ」は、健常者と自分より重度の

障がい者とのかかわりのなかで生じてくるも

のとして、当事者からは指摘されている（田

垣 2006:54）。周りから障がいが可視化されに

くい「自閉症スペクトラム」の場合は、生ま

れた時の｢普通」から、いくつかのカテゴリー

分類を経て、｢障がい児」の確定がなされる。

ところが重度障がいの場合は、生まれた時に

周りから医学的にも社会的にも可視化されや

すく、いくつかのカテゴリー化されることも

なく、すぐに「障がい児」の確定がなされる。

「自閉症スペクトラム」の場合は、いくつか

のカテゴリー分類がなされる「普通」から「障

がい」へのプロセスの途中において、「どっち

つかずのつらさ」が生じてしまうのだ。M 君

の場合だと、公園での友達の誘いを理解して

集団行動が可能であったので、大きな障がい

があるようには思えなかった。しかし、すぐ

に集団から離れて元の場所に戻り、石を穴の

なかにずっと入れるという解釈し難い単独行

動を続ける。母親はこの二つの行動を比較し

て、M 君が「障がい児」であると確定するこ

とはできなかった。さらに 3 歳児健診では異

常がないと診断された。しかし、保育所での

団体行動や発表会では、逸脱的・不適応な行

動が目立つようになった。このように相反す

る判断材料があり、家族は M 君が「障がい児」

として社会的に確定するまでは、「どっちつか

ずのつらさ」を背負い続けなければならなか

った。 
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｢普通の子ども」から「障がい児」への変容プロセス 

       ー自閉症スペクトラムの場合ー 
                         松山大学大学院 渡邉 文春 
1.はじめに 

 本稿の目的は、普通に生まれた子どもが、

ある時点で「障がい児」とみなされる場合に

おいて、その変容プロセスとはどのようなも

のだろうかという問いを明確にすることであ

る。2009年発行の国立特別支援教育総合研究

所が、幼稚園と保育所で調査を行なった資料

によると、「障がい児」（障がいの診断が確定

している）に含まれない、保育者が「気にな

る子ども」と見ているのは、発達障がいのあ

る子どもだけではない。この回答を多い順に

整理すると、「発達上の問題」「コミュニケー

ションの問題」「落ち着きがない」となり、こ

の 3 カテゴリーで全体の 52％を占めている

（久保山他 2009）。次に示すのは、筆者が実

際にインタビュー調査を行なった M君の母親

の語りの概要である。この語りの中にも、先

程の「気になる子ども」の 3 カテゴリーが含

まれている。 

2.事例紹介（M君の母親の語りの概要） 

  M 君が生まれた時は、ニコニコ笑っていた

ので、普通の赤ちゃんだと思った。M 君は幼

児期にことばの発達が遅かった。10歳年上の

兄も同じようにことばの発達が遅かったが、

保育所に通う頃には普通にしゃべりだしたの

で、母親からすると M 君も保育園に行くよう

になれば、普通にしゃべりだすと思っていた。

しかし、親の問い掛けに応じなかったり、呼

び掛けに対する反応がはっきりしなかったり

した。公園デビューをしてから 3 歳くらいま

では、友達が M君を誘うとその誘いを理解し

て一緒に遊ぶのだが、すぐに一人に戻り石を

穴の中にずっと入れていた。3 歳児健診で、

脳波検査と CT スキャンを受けたが異常は認

められず障がいは確定しなかった。3 歳 5 ヶ

月で普通の保育所に通うこととなり、そこで

の友だちも仲良くしてくれた。しかしその頃

は、団体行動や発表会で大人の視線を浴びる

と、体が硬直してうまく行動できなかった。

トイレの手洗い乾燥機の音などに異常に反応

して、急いで逃げていた。外食すると、食事

が運ばれてくるまでまわりをうろうろし、奇

声を上げることもあった。そうなると、周囲

から注目されて、落ち着いて食事ができなく

なった。その後、M 君が小学校 2 年生の時に

「自閉症スペクトラム」の診断が確定した。

現在 M君は、小学校４年生 10歳である。 

3.事例の分析 （M君の母親の語りの分析） 

 末次有加（末次 2014:47）が指摘するよう

に、「気になる子ども」とは集団活動において

「問題行動」と捉えられるような逸脱的・不

適応な行動を起こす子どもであることが推測

可能である。まわりの人は、当該児の「問題

行動」と、同年代児の一般的な発達課程の言

動とを照らし合わせて、その場で比較検討す

る。｢問題行動」を起こすたびに、「なんだか

普通の子と違う」、「どうして石を穴の中にず

っと入れるのだろうか」と、一般的な幼児の

言動と M 君を比較する機会が家族に増えてい

った。この逸脱的・不適応な「問題行動」を

反復する当該児は、次第に「気になる子ども」

にカテゴリー化されることになる。M君が「障

がい児」のカテゴリーに属するまでのプロセ

スを、家族の語りから分析してみると、M 君

が保育所に通うまではことばの発達が気にな

ったが、まだまだ「普通の子ども」だった。

それから家族は、M 君がまわりからの問い掛

けなどに反応しない、公園での一人遊びを好

むなどの心配と、3 歳時健診での「異常がな

い」というお墨付きとの間で、葛藤の時期を

過ごす。小学校に入学する時期になり、両親

は、医療の「異常がない」という診断より、M

君の「問題行動」が積み重なる不安を優先し

て、M 君を小学校の特別支援学級に進学させ

るという判断を下した。整理すると、生まれ

た時は「普通の子ども」→「問題行動を起こ

す子ども」→3 歳時健診で医学的には「異常

がない子ども」→｢問題行動」を繰り返す「気

になる子ども」→小学校 2年生｢自閉症スペク

トラム」の確定→「障がい児」のカテゴリー

へと変容している。これが M 君における「普

通の子ども」から「障がい児」への変容プロ

セスである。つまり最初から「障がい児」が

所与の実体として存在しているのではない。M

君の場合は、標準化された「普通の子ども」

に想定される言動との差異が、表出する頻度

によって、段階的に所属するカテゴリーが異

なっていることがわかる。 

4.考察  

 外見だけでは判断がつきにくい発達障がい

の場合は、今回の事例のように、障がいが確

定するまでの苦しい葛藤の時期を超えなけれ

ばならないことが多い。「自閉症スペクトラ

ム」は身体的には障がいが表れないことが多

いので、家族の苦しみも軽度かというと決し

てそうではあるまい。それは「普通」か「障

がい」かがはっきりしない「どっちつかずの

つらさ」が何年も続くからである。「どっちつ

かずのつらさ」は、健常者と自分より重度の

障がい者とのかかわりのなかで生じてくるも

のとして、当事者からは指摘されている（田

垣 2006:54）。周りから障がいが可視化されに

くい「自閉症スペクトラム」の場合は、生ま

れた時の｢普通」から、いくつかのカテゴリー

分類を経て、｢障がい児」の確定がなされる。

ところが重度障がいの場合は、生まれた時に

周りから医学的にも社会的にも可視化されや

すく、いくつかのカテゴリー化されることも

なく、すぐに「障がい児」の確定がなされる。

「自閉症スペクトラム」の場合は、いくつか

のカテゴリー分類がなされる「普通」から「障

がい」へのプロセスの途中において、「どっち

つかずのつらさ」が生じてしまうのだ。M 君

の場合だと、公園での友達の誘いを理解して

集団行動が可能であったので、大きな障がい

があるようには思えなかった。しかし、すぐ

に集団から離れて元の場所に戻り、石を穴の

なかにずっと入れるという解釈し難い単独行

動を続ける。母親はこの二つの行動を比較し

て、M 君が「障がい児」であると確定するこ

とはできなかった。さらに 3 歳児健診では異

常がないと診断された。しかし、保育所での

団体行動や発表会では、逸脱的・不適応な行

動が目立つようになった。このように相反す

る判断材料があり、家族は M君が「障がい児」

として社会的に確定するまでは、「どっちつか

ずのつらさ」を背負い続けなければならなか

った。 
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フリースクールの制度化と不登校擁護運動 

―「強いマイノリティ」と「弱いマイノリティ」への分化を中心に― 

 
田中佑弥（武庫川女子大学） 

 
はじめに 
これまでフリースクールは正式に教育制度

に位置づけられることはなかったが、「超党派

フリースクール等議員連盟」（2014 年 6 月 3
日発足）が、フリースクールを教育制度に位置

づける新法の制定を検討している。 
発表者は 2011 年からフリースクールの参与

観察を行い、また文献研究としてフリースクー

ルや不登校擁護運動の社会史を研究してきた

（田中 2015, 2016）。 
本発表では、これまでの調査結果をふまえて、

フリースクールに関する新法に対するフリー

スクール関係者のさまざまな声とその背景の

整理を試み、今後の課題を描き出してみたい。 
本発表では時間の都合上、「不登校擁護運動」

に限定して、どのような観点から法律案に対し

賛否が表明されているかを条文案に即して検

討する。なお、本発表でいう「フリースクール

の制度化」とは、新法によってフリースクール

を教育制度に位置づけることを意味する。また、

「不登校擁護運動」は、不登校を逸脱行為とは

捉えず、学校に行かない子どもたちの権利擁護

を目指す運動を意味して用いる。 
 
１ 法律案に賛成の立場 
東京シューレを中心とする新法を推進して

きたフリースクール関係者は、フリースクール

が正規の学びの場ではないことによって利用

者が被るデメリットを解消しようとしてきた

（例えば、通学定期券運動など）。賛成の立場

の人びとは下記の新法の条文（2016 年 4 月修

正）案を評価している。 

 
 第十三条 国及び地方公共団体は、不登校児

童生徒が学校以外の場において行う多様

で適切な学習活動の重要性に鑑み、個々の

不登校児童生徒の休養の必要性を踏まえ、

当該不登校児童生徒の状況に応じた学習

活動が行われることとなるよう、当該不登

校児童生徒及びその保護者に対する必要

な情報の提供、助言、指導その他の支援を

行う為に必要な措置を講ずるものとする。

（条文案は 2016 年 5 月 2 日時点。下線は

発表者による。以下同様） 
 

 法律案の附則には「政府は、速やかに、教育

機会の確保等のために必要な経済的支援の在

り方について検討を加え、その結果に基づいて

必要な措置を講ずるものとする」とあり、経済

的支援が実施される可能性もある。 
 
２ 法律案に反対の立場 
 法律案の第二条で「不登校児童生徒」を「学

校における集団の生活に関する心理的な負担

その他の事由のために就学困難な状況として

文部科学大臣が定める状況にあると認められ

る者」と定義している。教育委員会や学校が、

文部科学大臣が定める基準に基づいて、不登校

児童生徒を学校以外の学びの場に誘導（排除）

することが危惧されている。多様な学びの場を

つくることにより、公立学校における多様性が

失われてしまうという批判もある。  
法律案の第十二条では、「国及び地方公共団

体は、不登校児童生徒が学校以外の場において

行う学習活動の状況及び不登校児童生徒の心

身の状況を継続的に把握するために必要な措

置を講ずるものとする」とされている。 
家庭に不登校の原因があるという前提のも

とになされる学校からの干渉を批判してきた

不登校擁護運動の関係者のなかには、学習活動

や心身の状況を「継続的に把握」されることに

強い反感を持つ人びとも少なくない。 
 

３ 不登校擁護運動の分化 
 新法に反対する「不登校・ひきこもりを考え

る当事者と親の会ネットワーク」の中心人物で

ある下村小夜子（登校拒否を考える会・佐倉）、

内田良子（カウンセラー）、山下耕平（フリー

スクール・フォロ事務局長、元東京シューレ・

スタッフ）は、奥地圭子（東京シューレ理事長）

と長年、不登校擁護運動を共に担ってきたが、

新法をめぐって意見が対立している。 
不登校への対応が厳しかった時代には、不登

校の子どもたちの権利擁護のために両者は共

闘していたが、安倍首相が東京シューレを訪問

し、「新自由主義」との親和性が高い議員たち

がフリースクールの制度化を推進するように

なると、法律案をめぐって意見対立が表面化す

るようになった。 
 
４ 今後の課題 
フリースクールに関する新法に賛成／反対

どちらの立場にもそれぞれの課題がある。 
フリースクールに関する新法に賛成の立場

に対してよくなされる批判に、以下のようなも

のがある。 
フリースクールが不登校の子どもたちを支

えてきたことは評価でき、フリースクールに対

する支援も検討されるべきであるが、実際の制

度運用は行政によってなされるため、不登校の

子どもたちにとって真に良い制度となるかの

保障がなく、新自由主義的教育改革の契機とし

て利用されてしまうのではないか。 

複雑な政策過程において当事者の要求が完

全に認められることは相当難しいことであり、

当事者の求めるものとの違いが生じることは

ある程度はやむを得ないとも考えられるが、当

事者の要求に反するものになっては逆効果に

なり得る。 
一方で、フリースクールの制度化を批判する

だけでは、不登校の子どもたちへの支援は不十

分なままであり、学校復帰の傾向が強まるなか

で不登校の子どもたちが追いつめられること

にもなりかねない。 
不登校擁護運動は、リスクを覚悟で行政との

交渉を通して不登校の子どもたちの権利保障

を図る「強いマイノリティ」と、家庭への干渉

を恐れる「弱いマイノリティ」に分化する傾向

にある。 
フリースクールの制度化は日本において初

の試みであり、また「義務教育の段階における

普通教育に相当する教育の機会の確保等に関

する法律案」は二十条からなる理念法であるか

ら、フリースクールの制度化がどのようなもの

になるかは現時点では不明確である。 
その成否は、法律制定後の実務者による制度

設計、運用にかかっており、どのような理念の

もとに進められるかが重要である。真に不登校

の子どもたちのためになる制度を設計するに

は、それぞれの理念を再検討することが必要で

あり、1980 年代に不登校の当事者たちから始

まった不登校擁護運動に改めて注目する必要

があるだろう。 
 
【文献】 
田中佑弥 2015「「不登校」像の変容過程――精

神科医、フリースクールに関わる人びとを中

心に」『臨床教育学研究』3, pp. 127-145. 
―――― 2016「日本における「フリースクー

ル」概念に関する考察――意訳としての「フ

リースクール」とその濫用」『臨床教育学論

集』8, in press. 

― 92 ―
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―「強いマイノリティ」と「弱いマイノリティ」への分化を中心に― 

 
田中佑弥（武庫川女子大学） 
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普通教育に相当する教育の機会の確保等に関

する法律案」は二十条からなる理念法であるか
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になるかは現時点では不明確である。 
その成否は、法律制定後の実務者による制度

設計、運用にかかっており、どのような理念の

もとに進められるかが重要である。真に不登校

の子どもたちのためになる制度を設計するに

は、それぞれの理念を再検討することが必要で

あり、1980 年代に不登校の当事者たちから始

まった不登校擁護運動に改めて注目する必要
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10代の出産に対する意識からわかること 
 

   梅原 佐知子（東京都立橘高等学校） 
 

はじめに 

現代社会において、１０代の少年少女の出産

が、東京都、他県でも確認されている。高校時

代、周囲にいた同級生たちが、妊娠や出産する

といった事例は無く、現実的なことではなかっ

た。しかし、高等学校内で、妊娠し、出産する

高校生が現実にいる。１０代で出産することを

高校生たちへ推奨はしない。だが、現実に出産

する高校生たちがいれば、その少年少女たちを

放っておくことはできない。現代の日本の社会

で、少年少女たちがどのように子どもを育てて

いかなければならないだろうか。 

1 目的 

『思春期学』（ＶＯＬ．２６ ＮＯ.１ 2008）

によると、次のことが述べられている。「当事

者である高校生などが妊娠や出産に対してど

のように考えているのか」。高校生の妊娠や出

産は、性行動を抜きにしては考えられないだろ

う。「高校生のはじめての性交の動機は、「愛し

ていたから」が半数以上を占め、「遊びや好奇

心から」「ただなんとなく」という意識であり、

多くのパートナーとの間で行われている現状

がある。そこには生殖性への考慮はなく、愛し

ているという連帯の性、お互いに好きだからセ

ックスしてもよいという快楽の性の認識が強

いようである。 

１８歳以下の非嫡出子の占める割合は３１．

５％で、これは５年前の２６．２％よりも５．

３ポイント増加している」。非嫡出子の増加は、

ひとつの社会の変化の表れだと考える。 

「現在の高校生に対してどのような意識を

いだいているかを知ることは、妊娠、出産する

生徒への支援を考える際に重要である」。 

2 方法 

現代の１０代の少年少女の出産の現実の数

値を明らかにするために『人口動態統計年報

（確定数）-平成２６年-』（東京都福祉保健局

総務部総務課統計調査係，2015）と『思春期学』

（ＶＯＬ．２６ ＮＯ.１ 2008）の先行研究で

行われた調査を分析する。 

『人口動態統計年報（確定数）-平成２６年-』

（東京都福祉保健局総務部総務課統計調査係，

2015）によると、次のように１０代の出産数を

表している。平成２６年、母親年齢が１５歳未

満だと４人、母親年齢１５歳～１９歳では７４

９人、１０代の出産合計数は７５３人である。

その中で、母親年齢１５歳未満が、区部（練馬

区１人、江戸川区２人）は３人、市部（八王子

市）は１人であり、郡部と島部はいない。江戸

川区の下町地区に多くみられる。また、母親年

齢１５歳～１９歳では、区部（足立区７８人、

江戸川区６６人、葛飾区４６人、大田区４３人、

練馬区４０人他）が４３９人、市部（八王子市

５１人、町田市３８人、府中市２７人、青梅市

２０人他）が３００人、郡部（瑞穂町９人、日

の出町１人）は１０人、島部０人である。母親

年齢が１５歳未満と１５歳～１９歳で共通し

て多い区部は、江戸川区である。東京都であり

ながら、千葉県などに程近い東京都下町地区に

多く見られる。また、町工場がある大田区、そ

して練馬区でも多く見られている。毎年、似て

いる傾向が見られ、地域は、特に下町に集中し

ている特長が浮かび上がる。 

『思春期学』（ＶＯＬ．２６ ＮＯ.１ 2008）

の先行研究からの調査は、「対象は都立近県の

公立全日制の普通高校の男女の生徒である。方

法は平成１９年１１月～１２月に、高校生の性

交経験、避妊、出産に対する意識など１２項目

についての調査票を、教諭を介して生徒に配布

し、記載後８２７人の回収を得られた」。 

次に事例を述べる。 

「Ｂ子は１７歳、高校２年生。切迫分娩の状態

で救急車にて入院して１５分後に出産した。児

は体重２，９０４ｇ。パートナーは入院後一度

も病院にくることはなく、連絡が取れなくなり

その後は音信不通となった。出産後に高校を中

退したが、育児はせず、子どもは児童養護施設

に預けられた」。パートナーとの不仲や育児放

棄、親が子どもを育てることへの責任のがれの

一部が見られる場面である。   

3 結論 

 『思春期学』によれば、次のように述べら

れている。「妊娠したら（男子は妊娠させたら）

産むかどうかとその理由についてである。自分

が妊娠したら産むかどうかは、産むが４１．

７％、産まないが４７．６％であった。男女別

では、女子は、産むが４７．１％、産まないが

４６．８％で産むが多く、男子生徒は、産むが

３６．２％で、産まない４８．８％で、産むは

女子が約１０ポイント高く、産む性である女子

の意識が高いことがわかる。男子は産まないと

回答したものが多く男女間で差がみられる。 

 産む理由は、男女ともに「命が大切だから」

が最も多く、女子９２．３％、男子８２．２％

で女子が有意に多く見られた。次に女子では

「中絶をしたくない」４９．５％、赤ちゃんが

かわいい２９．３％で、男子は彼女が好き３１．

９％、赤ちゃんがかわいい２９．６％、中絶を

したくないは２３．０％で、中絶をしたくない

は女子が１５ポイントも高く、女子に高い傾向

がみられた」。赤ちゃんがかわいいについては、

男子のほうが多少高く、彼女が好きという愛情

面も男子のほうが高い。 

 産まない理由は、男女ともに「経済的に困る

から」が最も多く女子６３．８％、男子６３．

２％、次に「高校生だから」、「まだ子供だから」

などの順であった。  

 また一般に高校生が妊娠した場合、「産む方

がよい」は女子６１．８％、男子４１．８％で、

女子が有意に多かった。一方、「産まない方が

よい」は男子４６．６％、女子３２．８％で、

男子が有意に多かった。女子は自ら妊娠した場

合の肯定率４７．１％よりも、一般的な出産の

肯定率が有意に多くなっており、自分は産まな

いが一般的には産んだ方がよいと意識してい

ることが分かる。 

 産んだ方がよいと考える理由は、「育てるこ

とができれば」が全体では７８．０％で最も多

く、男女別では女子が有意に多かった。次いで

女子は「子どもを産むのは本人の自由」、「経済

的心配がなければ」などの順で、男子は「経済

的心配がなければ」、「子どもを産むのは本人の

自由」などの順で女子の２位３位と逆転してい

たが、いずれも女子が有意に多かった。経済的

な心配と結婚が前提の２項目は女子より男子

が多く、ほかはすべて女子が有意に多く、生む

ことの主体者である女子の意識が高いことが

明らかになった」。男子のほうが、現実を切実

に受け入れていることがわかる。身体的、精神

的に男性、女性の役割の差が表れている。 

 次に、高校生は産まない方がよい理由は、「経

済的に困る」が全体では７１．６％で最も多く、

高校生の現状から生活に直結した経済問題を

第一に考えており、女子が有意に多かった。次

いで「まだ子どもだから」は女子に有意に多く、

「高校生だから」、「学業をすべき」の順でいず

れも女子が高値であった。一方、「親になる資

格がない」「親が許さない」の２項目は男子に

有意多く、男子は産まない選択をする意識が強

いことが明らかになった」。男子は自分の親を

意識し、親の意見に従う傾向があることがわか

る。女子は学業をすべきと教育の重要性を言う。 
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高校生たちへ推奨はしない。だが、現実に出産

する高校生たちがいれば、その少年少女たちを

放っておくことはできない。現代の日本の社会

で、少年少女たちがどのように子どもを育てて

いかなければならないだろうか。 

1 目的 

『思春期学』（ＶＯＬ．２６ ＮＯ.１ 2008）

によると、次のことが述べられている。「当事

者である高校生などが妊娠や出産に対してど

のように考えているのか」。高校生の妊娠や出

産は、性行動を抜きにしては考えられないだろ

う。「高校生のはじめての性交の動機は、「愛し

ていたから」が半数以上を占め、「遊びや好奇

心から」「ただなんとなく」という意識であり、

多くのパートナーとの間で行われている現状

がある。そこには生殖性への考慮はなく、愛し

ているという連帯の性、お互いに好きだからセ

ックスしてもよいという快楽の性の認識が強

いようである。 

１８歳以下の非嫡出子の占める割合は３１．

５％で、これは５年前の２６．２％よりも５．

３ポイント増加している」。非嫡出子の増加は、

ひとつの社会の変化の表れだと考える。 

「現在の高校生に対してどのような意識を

いだいているかを知ることは、妊娠、出産する

生徒への支援を考える際に重要である」。 

2 方法 

現代の１０代の少年少女の出産の現実の数

値を明らかにするために『人口動態統計年報

（確定数）-平成２６年-』（東京都福祉保健局

総務部総務課統計調査係，2015）と『思春期学』

（ＶＯＬ．２６ ＮＯ.１ 2008）の先行研究で

行われた調査を分析する。 

『人口動態統計年報（確定数）-平成２６年-』

（東京都福祉保健局総務部総務課統計調査係，

2015）によると、次のように１０代の出産数を

表している。平成２６年、母親年齢が１５歳未

満だと４人、母親年齢１５歳～１９歳では７４

９人、１０代の出産合計数は７５３人である。

その中で、母親年齢１５歳未満が、区部（練馬

区１人、江戸川区２人）は３人、市部（八王子

市）は１人であり、郡部と島部はいない。江戸

川区の下町地区に多くみられる。また、母親年

齢１５歳～１９歳では、区部（足立区７８人、

江戸川区６６人、葛飾区４６人、大田区４３人、

練馬区４０人他）が４３９人、市部（八王子市

５１人、町田市３８人、府中市２７人、青梅市

２０人他）が３００人、郡部（瑞穂町９人、日

の出町１人）は１０人、島部０人である。母親

年齢が１５歳未満と１５歳～１９歳で共通し

て多い区部は、江戸川区である。東京都であり

ながら、千葉県などに程近い東京都下町地区に

多く見られる。また、町工場がある大田区、そ

して練馬区でも多く見られている。毎年、似て

いる傾向が見られ、地域は、特に下町に集中し

ている特長が浮かび上がる。 

『思春期学』（ＶＯＬ．２６ ＮＯ.１ 2008）

の先行研究からの調査は、「対象は都立近県の

公立全日制の普通高校の男女の生徒である。方

法は平成１９年１１月～１２月に、高校生の性

交経験、避妊、出産に対する意識など１２項目

についての調査票を、教諭を介して生徒に配布

し、記載後８２７人の回収を得られた」。 

次に事例を述べる。 

「Ｂ子は１７歳、高校２年生。切迫分娩の状態

で救急車にて入院して１５分後に出産した。児

は体重２，９０４ｇ。パートナーは入院後一度

も病院にくることはなく、連絡が取れなくなり

その後は音信不通となった。出産後に高校を中

退したが、育児はせず、子どもは児童養護施設

に預けられた」。パートナーとの不仲や育児放

棄、親が子どもを育てることへの責任のがれの

一部が見られる場面である。   

3 結論 

 『思春期学』によれば、次のように述べら

れている。「妊娠したら（男子は妊娠させたら）

産むかどうかとその理由についてである。自分

が妊娠したら産むかどうかは、産むが４１．

７％、産まないが４７．６％であった。男女別

では、女子は、産むが４７．１％、産まないが

４６．８％で産むが多く、男子生徒は、産むが

３６．２％で、産まない４８．８％で、産むは

女子が約１０ポイント高く、産む性である女子

の意識が高いことがわかる。男子は産まないと

回答したものが多く男女間で差がみられる。 

 産む理由は、男女ともに「命が大切だから」

が最も多く、女子９２．３％、男子８２．２％

で女子が有意に多く見られた。次に女子では

「中絶をしたくない」４９．５％、赤ちゃんが

かわいい２９．３％で、男子は彼女が好き３１．

９％、赤ちゃんがかわいい２９．６％、中絶を

したくないは２３．０％で、中絶をしたくない

は女子が１５ポイントも高く、女子に高い傾向

がみられた」。赤ちゃんがかわいいについては、

男子のほうが多少高く、彼女が好きという愛情

面も男子のほうが高い。 

 産まない理由は、男女ともに「経済的に困る

から」が最も多く女子６３．８％、男子６３．

２％、次に「高校生だから」、「まだ子供だから」

などの順であった。  

 また一般に高校生が妊娠した場合、「産む方

がよい」は女子６１．８％、男子４１．８％で、

女子が有意に多かった。一方、「産まない方が

よい」は男子４６．６％、女子３２．８％で、

男子が有意に多かった。女子は自ら妊娠した場

合の肯定率４７．１％よりも、一般的な出産の

肯定率が有意に多くなっており、自分は産まな

いが一般的には産んだ方がよいと意識してい

ることが分かる。 

 産んだ方がよいと考える理由は、「育てるこ

とができれば」が全体では７８．０％で最も多

く、男女別では女子が有意に多かった。次いで

女子は「子どもを産むのは本人の自由」、「経済

的心配がなければ」などの順で、男子は「経済

的心配がなければ」、「子どもを産むのは本人の

自由」などの順で女子の２位３位と逆転してい

たが、いずれも女子が有意に多かった。経済的

な心配と結婚が前提の２項目は女子より男子

が多く、ほかはすべて女子が有意に多く、生む

ことの主体者である女子の意識が高いことが

明らかになった」。男子のほうが、現実を切実

に受け入れていることがわかる。身体的、精神

的に男性、女性の役割の差が表れている。 

 次に、高校生は産まない方がよい理由は、「経

済的に困る」が全体では７１．６％で最も多く、

高校生の現状から生活に直結した経済問題を

第一に考えており、女子が有意に多かった。次

いで「まだ子どもだから」は女子に有意に多く、

「高校生だから」、「学業をすべき」の順でいず

れも女子が高値であった。一方、「親になる資

格がない」「親が許さない」の２項目は男子に

有意多く、男子は産まない選択をする意識が強

いことが明らかになった」。男子は自分の親を

意識し、親の意見に従う傾向があることがわか

る。女子は学業をすべきと教育の重要性を言う。 
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中国都市部における産育実践の現状とその変化 

―産育用具を通して― 
 

翁 文静 九州大学人間環境学研究院 学術協力研究員 
 

１．はじめに 
伝統の産育習俗は、どの国でも、近代化とと

もに大きく変容してきた。中国における産後一

ヶ月の養生期間の習俗である「月子（yue zi）」

¹も曾てないほど変容しながらも現存している。

一昔前の中国では、産婦と新生児が家の中で、

実の母もしくは姑の世話を受け、様々な禁忌を

守りながら、一ヶ月を過ごしていたが、最近で

は、親族の代わりに、月子の専門家「月嫂(yue 

sao)」²が登場し、産婦と新生児に科学的なサ

ービスを提供するようになりつつある。さらに、

「月子センター」と呼ばれる施設まで作られ、

医師・看護師、栄養士、月嫂たちに囲まれ、月

子を積極的に享受する産婦も増えてきている。 

本研究は、中国現代都市部における月子に密

接に関わる月嫂に注目し、彼女たちを取り囲む

様々なモノ・道具の分析を通して、月子の現状

とその変化を明らかにすることを目的として

いる。具体的に、産育実践に関わる産育用具の

選択や受容をめぐる月嫂と他の人びと（トレー

ニングセンターや病院関係者、雇用主）の間の

交渉プロセスを描くことで、伝統的な産育習俗

と現代の産育方法、もしくは、漢方と西欧医学

の知識・技術の混在、衝突、融合、折合などの

特徴について考察していきたい。 

  

２．本研究の方法 
本研究で用いるデータは、主に 2013 年 8 月

から、2015年 12月までの間に、現地調査での

フィールドワークを断続的に実施したもので

ある。 
＜参与観察＞ 

（1）月嫂トレーニングセンター（Hトレーニ

ングセンター）において、155時間の月嫂養成

訓練、計 4日間の特別訓練（催乳師、月子料理

栄養士³）、及び 3日間の産婦人科病院(HK病院)

の研修に参加し、参与観察や聞取り調査を実施

した。 

（2）月嫂たちの勤務先である HK病院、月子セ

ンター、及び雇用者宅で行われている産育実践

や産育に関わる人びとの間のやり取りを観察

した。 

＜インタビュー＞ 

（1）H トレーニングセンター、月嫂派遣会社 2

（A社と H社）社の経営者やスタッフを対象に、

インタビューを実施した。 

（2）月嫂あるいは月嫂経験者 14 名を対象に、

それぞれ数時間、場合によっては数日間をかけ

て、半構造インタビューやインタビューを行い、

さらにネット上での聞取り調査を実施した。 

 
３．結果 
 本研究は、月嫂たちが使用する産育用具を衣

食住という三つの項目に分類する。それぞれの

代表的なものとして、蝋燭包、月子料理及びベ

ビーベッドを取りあげる。 

（１）蝋燭包－衣 

蝋燭包とは新生児を小さな掛け布団にくる

み、手足を動かないように紐で布団をきつくし

ばる風習である。 

四川省出身、40 代の半ばの A さんはトレー

ニングセンターに通ったときに、医師などの講

師に「蝋燭包は新生児を拘束するため、発達に

悪い影響を与える可能性がある」と教わったた

2 
 

め、蝋燭包を実施しなかった。しかし、ある保

守的な祖母に「音に敏感に反応する孫をぐっす

り寝かせるため、蝋燭包をさせてください」と

強要され、仕方なく布団を用いて、ややきつく

新生児を包み込んだところ、新生児の睡眠が改

善された。そこで、Aさんもきつめに新生児を

包む方法を習得し、実践し続けているという。 

（2）月子料理－食 

 月子料理とは、産婦の悪露の排出や、健康回

復のため、産後約１ヶ月間食べる、漢方を使っ

たスペシャルメニューである。伝統的な中国の

月子料理は卵や油物などを中心とするため、産

後の肥満に対する心配の声が多い。近年、台湾

企業である G社は、太りにくい「科学」的な段

階式月子料理⁴を提供し、人気を集めている。 
 AさんはG社の月子料理を全面的に受け入れ

ているが、G社の料理は高額のため、注文する

のではなく、G社の料理メニューを模倣する方

法をとっている。また、彼女は漢方薬の知識を

持ち、月子料理の中に薬草も入れる。 
上海出身の 50代の女性HさんはG社の月子

料理に対して、台湾の料理は中国人に合わない

という理由で拒否する姿勢を見せている。彼女

は伝統的な月子料理を作っているが、産婦の状

況に合わせて新しい食材も加える。特に、母乳

不足の産婦にボケの実（近年女性に人気の果物）

を入れた料理を多用している。 
（3）ベビーベッド－住 
 中国伝統的な新生児の寝具は揺籠である。し

かし、近年では、揺籠の代わりに様々な機能つ

きのベビーベッドが消費者によって選ばれて

いる。中でも、小さい揺籠を入れたベビーベッ

ドが他と比較して人気を博している。 
 しかし、月嫂たちは決して新生児を揺籠で揺

らさない。彼女たちにその理由を聞くと、「昔

は揺すられると子どもが気持ちよく寝ると言

われたが、実はこれは非科学的である。私たち

は医者や看護師に揺らすことが子どもの発達

に悪いと教わったから」と答えた。 
 その中、20 代後半の月嫂 E さんは、揺籠を、

新生児を揺らす道具として使用するのではな

く、新生児を揺籠に入れたまま窓際まで運び、

日光浴をさせる道具として使うという行動を

取っていた。 

 
４．考察 
 現代中国都市部における月子の特徴は科学

的（中国語では「科学 kexue 月子」）である。

「科学 kexue 月子」の中身は①資格化された

月子、②月子の医療化、及び②商業化された月

子である。 
一方、月子の実践者に目を転じると、彼女た

ちが経験知・臨床知を用いながら、新しい実践

を創造し続けていることが分かった。 
 
注 
1、月子とは、産後一ヵ月の間、歯磨き、沐浴、

読書、皮膚の露出、水道水の使用、外出などの

禁忌、及び一日 5回の食事と大量のスープの摂

取、ベッドでの安静などの規範のことである。 
2、「月嫂」とは、月子期間中に産婦および新生

児の世話をする専門の家政婦のことであり、正

式的な名称は「母嬰護理員」である。 

3、催乳師は日本の助産師のように母乳マッサ

ージを施術する専門家であり、月子料理栄養士

は月子中に産婦のために特別な月子栄養料理

を作る専門家である。 

4、段階式月子料理とは、一月の時間を 4 週に

分け、それぞれの週に、産婦の身体的・精神的

状況に合わせて、異なる食事を取ることである。 

 
＜参考文献＞ 

・坂元一光,アナトラ・グリシャナティ 2008「ビ
ュシュック育児とその再編―中国新疆ウイグ
ルの産育文化の一側面」『九州大学大学院研究
紀要』 第 10 号 
・姚毅 2009「産後の養成坐月子―中国」『アジ
アの出産―リプロダクションから見る文化と
社会』勉誠出版 
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４．考察 
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注 
1、月子とは、産後一ヵ月の間、歯磨き、沐浴、

読書、皮膚の露出、水道水の使用、外出などの

禁忌、及び一日 5回の食事と大量のスープの摂

取、ベッドでの安静などの規範のことである。 
2、「月嫂」とは、月子期間中に産婦および新生

児の世話をする専門の家政婦のことであり、正

式的な名称は「母嬰護理員」である。 

3、催乳師は日本の助産師のように母乳マッサ

ージを施術する専門家であり、月子料理栄養士

は月子中に産婦のために特別な月子栄養料理

を作る専門家である。 

4、段階式月子料理とは、一月の時間を 4週に

分け、それぞれの週に、産婦の身体的・精神的

状況に合わせて、異なる食事を取ることである。 
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多文化保育の定義に関する研究 

－保育士の意識を中心として－ 

品川ひろみ（札幌国際大学短期大学部） 

１．はじめに 
法務省によれば 2015 年 6 月現

在、5 歳以下の在留外国人児童は
87,675人と 9万人近い。保育施設
においても多くの外国人児童や外

国につながる児童が在籍している。 
 保育所は子どものケアと教育が

一体的に行われ、人として社会生

活を送るための基礎的な力を育む

極めて重要な場である。そこでの

保育は管轄する厚生労働省が定め

た保育所保育指針に基づき行われ

ている。 
保育所保育指針には多文化保育

に関する記載が確認できるが、そ

の一つ、「第 3章 保育の内容の２

「保育に関わる全般的な配慮事項」

（オ）」によれば、「子どもの国籍や

文化の違いを認め,互いに尊重する
心を育てるよう配慮すること」と

あり、解説では「保育士等はそれぞ

れの持つ文化の多様性を尊重し、

多文化共生の保育をすすめていく

ことが求められます」「外国籍の子

どもの文化を尊重することだけで

なく,宗教や生活習慣など,どの家
庭にもあるそれぞれの文化を尊重

し,十分に認識することが必要です」
と多文化保育への言及が見られる。 
また多文化保育に関する先行研

究によれば、多文化保育は外国に

つながる児童を対象としているば

かりでなく、すべての児童に必要

な保育実践であり、外国につなが

る児童へのかかわりを通して子ど

もたちに多文化共生の芽生えとな

るような取り組みが求められてい

る。 
では保育士たちは「文化の多様

性を尊重」や「多文化共生の保育」

についてどのように捉え保育を行

なっているのだろうか。本報告で

は実際の保育現場において、多文

化保育がどのように捉えられ、保

育が実践されているのかについて

調査結果をもとに検討する。 

２．調査の概要 
（１）調査の概要 
調査の対象はM県の I町である。 
調査は町内の認可保育所 6 園の保
育士 148 名を対象として質問紙調
査法で行った（2016年 2月）。 
３．調査の結果 
①異なる文化の捉え 
母国の文化が出やすい場面として

は子どもに対しては「給食」64.9％、
「自由遊び」13.4％、「子ども同士
のケンカ」12.7％と食文化以外は
多くはない。保護者について見る

と「教育への期待」16.8％、「お迎
え時の子どもへの態度」16.8％、
「励まし方」16.1％、「子どもにで
きることは子どもにさせる」

15.3％など、比率は高くないが日
本人保護者との違いがみられる点

が多いと感じている。 
②多様性を育む機会 
保育士たちは幼児期に重要なこと

として多様性の芽を育てることを

「とても重要」31.6％、「まあ重要」
58.1％と考えており、自国の文化
を身につけることについても「と

ても重要」22.8％、「まあ重要」
52.9％と考えている。実際に保育

の中で外国や少数民族の文化を取

り入れているかについては「よく

ある」20.3％、「多少ある」22.6％
という結果であるが、保育室に外

国の文化に関するものを置いたり

掲示している者は 40.5％である。 
③多文化保育への評価 
外国につながりのある子どもの

入所について「とてもよい」23.4％、
「まあよい」57.0％と多くが肯定
的な捉え方をしている。それによ

って子どもの多様性が育まれるか

について「とてもそう思う」16.9％、
「まあそう思う」49.3％という結
果であった。 
４．まとめ 
保育士たちは外国につながる子

どもの保育に対して丁寧な保育を

し、日常の保育においても「文化の

多様性」「多文化共生の保育」を意

識している保育者が多い。しかし

日常の保育の中でそれらをどの様

に捉えているのかについては、明

確とは言えない面がある。その背

景として多文化保育についての学

習機会や研修機会について保障さ

れていないことも要因の一つであ

ると考えられる。 
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日本人学校の教員という選択 

 

作田良三（松山大学） 

 

１．本報告のねらい 

教職志望動機や意欲に関する調査研究をひ

も解くと、現職教員や教職履修中の大学生に

対するものは以前から多数存在する。たとえ

ば山﨑（2012）は、教職を心に決めた時期に

「小・中学校の頃」を挙げる教員が多いこと

から、「早い段階から教職選択を行った教職

志向性の強い者たちの多くが難関となった採

用試験を乗り越え、教職に就いていったとも

いえよう」（山﨑 2012，93頁）と論じている。 

ただ、この推察には「教職の志向性の強さ

は、その持ち続けた期間によって推し量るこ

とができる」という仮定が含まれよう。はた

して、かつて教わった教師へのあこがれを心

に抱いてから、他の職業を選択肢に入れるこ

となく一貫して教職への道を志望してきたの

だろうか。ややもすると、教職志望者のキャ

リア選択に関して、直線的なモデルがイメー

ジされすぎていないだろうか。 

こうした教職志望意欲の変容プロセスの多

様性を描き出すうえで、ライフヒストリー研

究は有用であるだろう。キャリア選択途上に

ある、日本人学校の現地採用教員に着目し、

彼ら彼女らが日本人学校の現地採用教員に至

った経緯、および今後の展望に焦点を当てる

ことにより、進路選択のプロセスに迫るのが

本報告のねらいである。 

 

２．日本人学校への着目 

日本人学校は、海外に在住する日本人の子ど

ものために設置された在外教育施設のひとつ

であり、2012年現在、50カ国・地域に 88校
設置されている。 
日本人学校に関する研究では、従来エスニシ

ティに焦点を当てた「日本人性（日本人らしさ）」

を扱う研究が蓄積されており、たとえば芝野

（2014）では、日本人学校教員へのインタビ
ューをもとに、教員の日常経験から「日本人性」

にアプローチしている。 
日本人学校教員に焦点を当てる際、こうした

「日本人性」という視点は無視しえない面もあ

るが、日本人学校教員の意識や行動、葛藤など

が、「日本人性」に集約されるとは限らず、む

しろそのことで一人ひとりの独自性や多様性

を描きにくくさせる恐れがある。 
日本人学校の教員は、日本の現職の公立学校

教員の中から派遣される教員（派遣教員）と、

学校の財源で採用される教員（現地採用教員）

とに大きく分けられる。現地採用教員のなかに

は、日本の大学を卒業後、初職として採用され、

教師生活と海外生活を同時にスタートさせる

者も含まれうる。現地採用教員の任期は 3年で、
彼ら彼女らは任期終了後に職業選択を迫られ

るため、大学卒業生のキャリア形成（選択）と

いう点にアプローチするものである。 
 
３．「日本人学校教員」の選択 

（1）教職志向性と海外志向性 
 調査協力者の多くは、教員採用試験で不本意

な結果であったことをうけ、現地採用教員の募

集に応募している。任期 3年を終えたあと、改
めて教員採用試験を受験することを視野に入

れている。 
 その一方、海外旅行や海外生活を多く経験し、

海外で働くことに抵抗を感じず、むしろ「海外

で働きたい」という思いを抱いて赴任した教員

もいる。 
教職を一つの進路と考えつつも、海外で活躍

できる違う職業への道も考え、どちらにも舵取

りができる日本人学校への赴任に踏み切って

いるのである。 
 
（2）教師としての能力不足感 
 教師としての能力が、自分自身に不足してい

ると捉えがちである。それは、かつて自身が教

わった教師と比較して、まだ教える立場として

不十分だと感じたり、十分な教科知識を備えて

いないと捉えたりしている。 
日本人学校勤務経験のある小学校時代の恩

師と同じ「経路」を辿ったＡ先生は、日本人学

校での教員生活をとおしてもまだ自己の能力

不足感を払しょくしきれずにいる。 
また、教科を教える中でも、子どもたちの知

らない幅広い知識や体験を、教師として身につ

けておきたいという。 
 
（3）自己成長への期待 
Ｄ先生は、教員採用試験に合格していたにも

かかわらず、日本人学校の教員という選択をし

た。「永久に教職に就くこと」への抵抗があり、

「絶対になりたい」という決意をもてなかった

という。 
そこで、頼る場所をなくして自立し、自分を

「成長」させたいという思いを抱いて日本人学

校へと踏み出した。 
 

（4）教職へのバイパス 
 Ａ先生は、恩師の「教師はいつでもなれる」

という助言もあり、一般企業の社会人経験をし

たのちに、日本人学校に赴任している。 
Ｅ先生は、大学院修了後、日本人学校赴任前

に臨時採用教員を数カ月経験しており、たとえ

日本人学校が不採用であっても「教員以外でも

働いてみたい」、しかし「最終的には教員に戻

ってくる」という思いを持っていた。 
ただその一方、Ｅ先生は、教職への道筋とし

て「講師をしながら教員採用試験の勉強を積み

重ね、そして合格に至る」というルートをイメ

ージしていたが、実際にはそうした典型的モデ

ルをなぞらえなかった自分にもどかしさも感

じていた。 

 
４．キャリア形成に向けて 

 日本人学校の教員を選択した理由として挙

げられる「自己の成長」が示すように、「教師

としての成長」に限定することなく、自分には

成長が必要という認識がある。そのための刺激

や経験が海外での仕事・生活で得られるという

期待が垣間見える。 

 「教職に向けた成長」としてみれば、まず「人

間性」と「専門性」という二つの側面が意識さ

れている。子どもに相対して教える人間として

ふさわしい社会経験を積みたい、そのために海

外生活経験が持つ意味は大きいというのが一

つである。幅の広い教師へと成長したいのであ

る。 

 また、年間をとおして子どもの教科指導を担

い、子どもの学びに寄与したい、そのための教

科知識や学級指導など専門性を高めたい、とい

うのがもう一つである。 

 このほか、キャリア形成としては、「教職か

他の職業か」だけでなく、「教職なら校種はど

れか」という選択肢に直面している。日本人学

校（小学部・中学部）で教えるうちに、たとえ

ばＣ先生は、より専門的な内容を教えることが

できる高校教員への思いを強くしており、Ｂ先

生は「伸びしろのある」中学生への指導に魅力

を感じている。また、中学校での臨採を経験し

ているＥ先生は、教科担任制の小学校の方が

「ちょっとした問題」にも対応できると考え、

小学校教員への興味を深めている。 
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日本人学校の教員という選択 

 

作田良三（松山大学） 

 

１．本報告のねらい 

教職志望動機や意欲に関する調査研究をひ

も解くと、現職教員や教職履修中の大学生に

対するものは以前から多数存在する。たとえ

ば山﨑（2012）は、教職を心に決めた時期に

「小・中学校の頃」を挙げる教員が多いこと

から、「早い段階から教職選択を行った教職

志向性の強い者たちの多くが難関となった採

用試験を乗り越え、教職に就いていったとも

いえよう」（山﨑 2012，93頁）と論じている。 

ただ、この推察には「教職の志向性の強さ

は、その持ち続けた期間によって推し量るこ

とができる」という仮定が含まれよう。はた

して、かつて教わった教師へのあこがれを心

に抱いてから、他の職業を選択肢に入れるこ

となく一貫して教職への道を志望してきたの

だろうか。ややもすると、教職志望者のキャ

リア選択に関して、直線的なモデルがイメー

ジされすぎていないだろうか。 

こうした教職志望意欲の変容プロセスの多

様性を描き出すうえで、ライフヒストリー研

究は有用であるだろう。キャリア選択途上に

ある、日本人学校の現地採用教員に着目し、

彼ら彼女らが日本人学校の現地採用教員に至

った経緯、および今後の展望に焦点を当てる

ことにより、進路選択のプロセスに迫るのが
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２．日本人学校への着目 
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不足感を払しょくしきれずにいる。 
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そこで、頼る場所をなくして自立し、自分を
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重ね、そして合格に至る」というルートをイメ

ージしていたが、実際にはそうした典型的モデ

ルをなぞらえなかった自分にもどかしさも感

じていた。 
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 日本人学校の教員を選択した理由として挙

げられる「自己の成長」が示すように、「教師

としての成長」に限定することなく、自分には

成長が必要という認識がある。そのための刺激
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れている。子どもに相対して教える人間として

ふさわしい社会経験を積みたい、そのために海

外生活経験が持つ意味は大きいというのが一

つである。幅の広い教師へと成長したいのであ

る。 

 また、年間をとおして子どもの教科指導を担

い、子どもの学びに寄与したい、そのための教

科知識や学級指導など専門性を高めたい、とい

うのがもう一つである。 

 このほか、キャリア形成としては、「教職か

他の職業か」だけでなく、「教職なら校種はど

れか」という選択肢に直面している。日本人学

校（小学部・中学部）で教えるうちに、たとえ

ばＣ先生は、より専門的な内容を教えることが

できる高校教員への思いを強くしており、Ｂ先

生は「伸びしろのある」中学生への指導に魅力

を感じている。また、中学校での臨採を経験し

ているＥ先生は、教科担任制の小学校の方が

「ちょっとした問題」にも対応できると考え、

小学校教員への興味を深めている。 
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米国の保育者は日本の幼稚園における 

「クラス対抗競技」をどのように捉えるのか？ 

 
中坪史典（広島大学） 

 
１．問題と目的 

 文化を反映する現象の多くは日常生活の中

で習慣化されており、人々の意識にのぼること

は少ない（森 2007）。従って、日々の実践につ

いて自身が依っている文化を理解するために

は、自身と異なる背景を持つ人たちの視点が有

効となる（Rogoff 2003／2006）。このことは、

日本の保育を理解する上でも同様だろう。これ

まで報告されてきた米国研究者が捉える日本

の保育実践は（e.g. Peak 1991; Lewis 1995; 
Holloway 2000; Walsh 2004; Burdelski 2010, 

2013）、私たちが自明視する保育内容、方法、

保育者と子どもの相互作用に関する固有性や

卓越性、問題点や課題の自覚化を促す。

 中でも、Tobin, Hsueh & Karasawa（2009）は、

子どもの喧嘩場面に注目し、日本の保育者は制

止するよりも子ども自身で解決することを期

待して待つ傾向があると指摘する。こうした保

育者と子どもの相互作用は、即座に喧嘩を制止

し仲裁し秩序立てて子どもの誤った行動を正

すことを常とする米国保育者からすると不思

議に見えるという（唐澤 2006）。このように、

異文化（cultural outsiders）の人々の意見に耳を

傾けることで、日本の保育内容、方法、保育者

と子どもの相互作用がいかに文化的要因に規

定されているかを探ることができる。

 本研究の目的は、日本の幼稚園の運動会で行

われた「クラス対抗競技」を対象に、米国保育

者はその実践をどのように捉えるのかを明ら

かにすることである。米国では、全米乳幼児教

育学会（NAEYC）が示す「発達にふさわしい

実践（ Developmentally Appropriate Practice: 

DAP）」などで述べられるように、例えば、椅

子取りゲームのような子どもを競争させて勝

敗を明示する実践は、子どもの自尊心を損ない

かねないという理由から奨励されない。負けた

子どもを外に出してゲームが終わるまで待た

せるよりも、残った椅子をどうシェアするかを

考えることが重要である（馬屋原 2016）。

 発表者が米国保育者の意見を聞き取る際に

使用した映像は、かえで幼稚園（広島県廿日市

市）の運動会で行われた 5歳児 2クラスが競争

し勝敗を競う「クラス対抗競技」（箱んでハイ

タワー：約 15分）である。運動会当日までの

約 4週間に渡って、子どもがアイディアを出し

合い、知恵を使い、仲間と協力しながらティー

ムの勝利を目指して取り組む。その過程では練

習試合も行われ、本番当日も含めてその都度勝

敗が決められる。同実践は、子どもが協働する

中で多様な気付きが生まれ、学びが深まってい

るなどの点が指摘されている（e.g. 無藤 2016; 

秋田 2016; 河邊 2016; 吉永 2016）。

 このように、日本では好意的に受け入れられ

る同園の「クラス対抗競技」は、競争や勝敗の

明示を奨励しない米国保育者から見るとどの

ように映るのだろうか。この点を明らかにする

ことで、私たち文化内（cultural insiders）の視

点からは理解することのできない同実践の固

有性や、その背後に潜在する日本の文化的特性

を探ることができると考える。

２．研究方法 

 2015 年 9 月、米国テネシー州における保育

施設の保育者（5名）に対してフォーカス・グ

ループ・インタビューを実施した。同施設は、

社会的構成主義（social constructivism）に基づ

いて子どもの学びの環境を創出しており、モン

テッソーリやレッジョ・エミリアに触発された

実践に取り組んでいる。

 研究方法として、Tobin（1989）が考案した

Video cued Multi-vocal Ethnographyを採用した。

「クラス対抗競技」の映像を視聴してもらい、

その後映像について語り合ってもらった。映像

は、たとえ異国の実践であっても臨場感が得ら

れ、多様な感情が喚起され、豊かな語りがもた

らされる。映像を刺激媒体（cue）とすること

で視聴者（米国保育者）は、自国での自身の経

験や保育観と照らしながら、自らが暗黙的に有

する実践知を語ることができると考えた。尚、

得られた語りを和訳し、SCAT（Steps for Coding 

and Theorization）（大谷 2007，2011）を用いて

分析するとともに、導出された構成概念をロー

データ（英語）の文脈の中で検討した。

 研究倫理に関して、事前に本研究の目的を協

力者全員に伝え、調査協力や研究結果の公開等

について文書で同意を得た。

３．研究結果 

 米国では、子どもの競争は奨励されないにも

かかわらず、米国保育者は「クラス対抗競技」

の映像を興味深く視聴し肯定的に捉えていた。

その理由として、同実践は米国保育者に次のよ

うな「意外性」をもたらしたことが分かった。 

3.1. 競争によってティームワークが培われ学

びが促されることの「意外性」

 「クラス対抗競技」では、練習試合に敗れた

ことでむしろティームワークが培われ、子ども

の中からユニークなアイディアが次々に生ま

れ、学びが促されていた。大人になると競争社

会にさらされる米国では、幼児期から競争心を

煽ることが過度な優越感や劣等感を子どもに

与えかねないことが懸念されている。そうした

米国保育者にとって、競争がもたらす子どもの

育ちは「意外性」を伴うものであった。 

3.2. 負けても子どもが腹を立てないことの「意

外性」

 「クラス対抗競技」の映像からは、練習試合

も含めて敗れた子どもが立腹したり、落胆した

りする様子は見受けられなかった。競争によっ

て子どもが落胆することで、自尊心が損なわれ

たり、保護者への説明責任が難しくなったりす

ることが懸念する米国保育者にとって、むしろ

競争で勝敗が明示されない方が子どもの「消化

不良感」「報われない感」をもたらしかねない

と捉える同園の実践は「意外性」を伴うもので

あった。

3.3. 負けた者同士で慰め合っていることの「意

外性」 

 「クラス対抗競技」の映像には、敗れた子ど

もが立腹したり、落胆したりする様子が見受け

られないだけでなく、むしろ同情し合い慰め合

うなど、共感感情を表出する場面が映し出され

ていた。競争が子どもの優劣が顕在化させるこ

とが自明の米国保育者にとって、日本の子ども

たちのこうした感情表出は「意外性」を伴うも

のであった。 

 

４．総合考察 

 以上の結果は、いずれも私たち文化内の者に

とっては気付くことが難しい、米国保育者の意

見に耳を傾けることで顕在化した日本の文化

的特性を含むものである。「クラス対抗競技」

という勝敗を決する競争でありながらも肯定

的に捉えた米国保育者の背後には、同実践が彼

女たちの目指す社会的構成主義のアプローチ

と親和性が高いことが考えられる。「良い実践

（Good Practice）」とは、文化の如何を問わず

通底する要素を有していると言えよう。

 他方で、米国保育者は、同実践が日本だから

可能であること、米国で同様の実践を行ったと

しても、決して同様の成果が得られるわけでは

ないことも理解していた。このことは、同実践

において展開される保育内容、方法、保育者と

子どもの相互作用が、日本の文化的要因に規定

されていることを示すものである。
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米国の保育者は日本の幼稚園における 

「クラス対抗競技」をどのように捉えるのか？ 

 
中坪史典（広島大学） 
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し仲裁し秩序立てて子どもの誤った行動を正

すことを常とする米国保育者からすると不思

議に見えるという（唐澤 2006）。このように、

異文化（cultural outsiders）の人々の意見に耳を

傾けることで、日本の保育内容、方法、保育者

と子どもの相互作用がいかに文化的要因に規

定されているかを探ることができる。

 本研究の目的は、日本の幼稚園の運動会で行

われた「クラス対抗競技」を対象に、米国保育

者はその実践をどのように捉えるのかを明ら

かにすることである。米国では、全米乳幼児教

育学会（NAEYC）が示す「発達にふさわしい

実践（ Developmentally Appropriate Practice: 

DAP）」などで述べられるように、例えば、椅

子取りゲームのような子どもを競争させて勝

敗を明示する実践は、子どもの自尊心を損ない

かねないという理由から奨励されない。負けた

子どもを外に出してゲームが終わるまで待た

せるよりも、残った椅子をどうシェアするかを

考えることが重要である（馬屋原 2016）。

 発表者が米国保育者の意見を聞き取る際に

使用した映像は、かえで幼稚園（広島県廿日市

市）の運動会で行われた 5歳児 2クラスが競争

し勝敗を競う「クラス対抗競技」（箱んでハイ

タワー：約 15分）である。運動会当日までの

約 4週間に渡って、子どもがアイディアを出し

合い、知恵を使い、仲間と協力しながらティー

ムの勝利を目指して取り組む。その過程では練

習試合も行われ、本番当日も含めてその都度勝

敗が決められる。同実践は、子どもが協働する

中で多様な気付きが生まれ、学びが深まってい

るなどの点が指摘されている（e.g. 無藤 2016; 

秋田 2016; 河邊 2016; 吉永 2016）。

 このように、日本では好意的に受け入れられ

る同園の「クラス対抗競技」は、競争や勝敗の

明示を奨励しない米国保育者から見るとどの

ように映るのだろうか。この点を明らかにする

ことで、私たち文化内（cultural insiders）の視

点からは理解することのできない同実践の固

有性や、その背後に潜在する日本の文化的特性

を探ることができると考える。

２．研究方法 

 2015 年 9 月、米国テネシー州における保育

施設の保育者（5名）に対してフォーカス・グ

ループ・インタビューを実施した。同施設は、

社会的構成主義（social constructivism）に基づ

いて子どもの学びの環境を創出しており、モン

テッソーリやレッジョ・エミリアに触発された

実践に取り組んでいる。

 研究方法として、Tobin（1989）が考案した

Video cued Multi-vocal Ethnographyを採用した。

「クラス対抗競技」の映像を視聴してもらい、

その後映像について語り合ってもらった。映像

は、たとえ異国の実践であっても臨場感が得ら

れ、多様な感情が喚起され、豊かな語りがもた

らされる。映像を刺激媒体（cue）とすること

で視聴者（米国保育者）は、自国での自身の経

験や保育観と照らしながら、自らが暗黙的に有

する実践知を語ることができると考えた。尚、

得られた語りを和訳し、SCAT（Steps for Coding 

and Theorization）（大谷 2007，2011）を用いて

分析するとともに、導出された構成概念をロー

データ（英語）の文脈の中で検討した。

 研究倫理に関して、事前に本研究の目的を協

力者全員に伝え、調査協力や研究結果の公開等

について文書で同意を得た。

３．研究結果 

 米国では、子どもの競争は奨励されないにも

かかわらず、米国保育者は「クラス対抗競技」

の映像を興味深く視聴し肯定的に捉えていた。

その理由として、同実践は米国保育者に次のよ

うな「意外性」をもたらしたことが分かった。 

3.1. 競争によってティームワークが培われ学

びが促されることの「意外性」

 「クラス対抗競技」では、練習試合に敗れた

ことでむしろティームワークが培われ、子ども

の中からユニークなアイディアが次々に生ま

れ、学びが促されていた。大人になると競争社

会にさらされる米国では、幼児期から競争心を

煽ることが過度な優越感や劣等感を子どもに

与えかねないことが懸念されている。そうした

米国保育者にとって、競争がもたらす子どもの

育ちは「意外性」を伴うものであった。 

3.2. 負けても子どもが腹を立てないことの「意

外性」

 「クラス対抗競技」の映像からは、練習試合

も含めて敗れた子どもが立腹したり、落胆した

りする様子は見受けられなかった。競争によっ

て子どもが落胆することで、自尊心が損なわれ

たり、保護者への説明責任が難しくなったりす

ることが懸念する米国保育者にとって、むしろ

競争で勝敗が明示されない方が子どもの「消化

不良感」「報われない感」をもたらしかねない

と捉える同園の実践は「意外性」を伴うもので

あった。

3.3. 負けた者同士で慰め合っていることの「意

外性」 

 「クラス対抗競技」の映像には、敗れた子ど

もが立腹したり、落胆したりする様子が見受け

られないだけでなく、むしろ同情し合い慰め合

うなど、共感感情を表出する場面が映し出され

ていた。競争が子どもの優劣が顕在化させるこ

とが自明の米国保育者にとって、日本の子ども

たちのこうした感情表出は「意外性」を伴うも

のであった。 

 

４．総合考察 

 以上の結果は、いずれも私たち文化内の者に

とっては気付くことが難しい、米国保育者の意

見に耳を傾けることで顕在化した日本の文化

的特性を含むものである。「クラス対抗競技」

という勝敗を決する競争でありながらも肯定

的に捉えた米国保育者の背後には、同実践が彼

女たちの目指す社会的構成主義のアプローチ

と親和性が高いことが考えられる。「良い実践

（Good Practice）」とは、文化の如何を問わず

通底する要素を有していると言えよう。

 他方で、米国保育者は、同実践が日本だから

可能であること、米国で同様の実践を行ったと

しても、決して同様の成果が得られるわけでは

ないことも理解していた。このことは、同実践

において展開される保育内容、方法、保育者と

子どもの相互作用が、日本の文化的要因に規定

されていることを示すものである。
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子どもの成育環境における地域ネットワークの拡充に向けて 
 

春日清孝（明治学院大学非常勤） 

 

0．研究の目的及び対象について 
本研究は、2014 年 5 月から大々的に取りあ

げられるようになった「地方消滅」と「896 自

治体消滅の恐れ」というショッキングなタイト

ルによって先導された一連の動きを振り返り

つつ、そこで何が問題にされ、どのような解が

目指されているのか、これをできる限り現場の

視点から再点検し、今後の方向性を再検討する。 
言うまでもなく、「地方消滅」は人口減少問

題、言い換えれば少子化問題であり、それを単

に「子どもを産める」女性の数量的増減として

議論するのは一面的に過ぎよう。「出産」を先

延ばしにする、または選択しないメンタリティ

は、ある種、現代社会における安心感のなさに

起因しているとも考えられるのだが、もしこれ

が正しいなら、一連の施策は大きく空振りする

ことになるかもしれない。 

 
平成16年版少子化社会白書 1-2-1図 少子化フローチャート 

出産のための環境だけでなく、より広いスパ

ンに対応できる環境、敢えて言うならば、子ど

もが成育していく環境全般を考慮に入れた「地

域づくり」が求められるのではないだろうか。 

1．「地方創生」への問題提起とその錯綜 
既に「地方消滅」というテーマが登場した当

初から、様々なリアクションがなされてきた。

批判的なものをいくつか取りあげてみると、①

山下祐介『地方消滅の罠』(山下 2014)②小田

切徳美『農山村は消滅しない』(小田切 2014)

③千田有紀「『増田レポート』を読む―『輝き』

と『死』のはざまで」(千田 2015)などが目につ

く。一言ずつ述べておけば、「地方消滅」キャ

ンペーンで「選択と集中」という地方切り捨て

のロジックを問題にした山下論文、「田園回帰」

をキーワードに、人びとの「地方」への還流が

始まっていると述べた小田切論文、そして「希

望子ども数」という曖昧な概念を根拠に合計特

殊出生率を 1.8 に回復可能とする論拠をつく

千田論文となるが、それぞれの論理は批判者相

互にも向けられていく。山下から小田切に対し

ては実証性が問題提起され、千田から山下に対

してはジェンダーの観点から、女性の雇用拡大

に対する否定的な言説が問題視されている。 
このように、「地方創生」というプロブレマ

ティークとそれへの批判は、必ずしも集約的な

方向性を示しているわけではないことを確認

しておく必要がある。 
重要なのは、それぞれの独自の観点に基づい

た空中戦を自在に展開することではなく、現場

における「じか」な感覚を確認していくことで

はないだろうか。 
2．｢総合戦略｣と｢人口ビジョン｣の位置づけ 
既に周知のことだが、2014 年、政府は「経

済財政運営と改革の基本方針(骨太の方針)」に
おいて人口減少と東京への一極集中を是正す

る体制を整え、「まち・ひと・しごと創成本

部が設置された。その後、「長期人口ビジョ

ン」と 5 カ年の「総合戦略」が立てられ、都道

府県や各市町村にもその策定が「努力義務」と

して課されている。 
その際、いち早く15年3月に京丹後市が仕

上げた人口ビジョンが批判されたように、単

なる憶測ではなく、「地域経済分析システム

RESAS」で公開されているビッグデータを活

用した厳密な推計が必要とされる。また、

「 明 確 な 目 標 と KPI(Key Performance 
Indicator)を設定し、PDCA(plan-do-check-
act)サイクルによる効果検証とその改善」も求

められる。さらに、そこには「産官学金労言」

(産業界、地方公共団体や国の関係機関、大学

等の高等教育機関、金融機関、労働団体、メ

ディア)の協力や参画が求められてもいて、ま

さに当該地域総体による「地方創生」が念頭に

置かれている。 
ここで、総合戦略の事例として、岐阜県白

川村のそれを紹介したい。 
３．白川村総合戦略 

岐阜県白川村では、2015 年 12 月 16 日に、

「まち・ひと・しごと創生 白川村総合戦略」

を策定した。表紙に、「私たちの日本一美しい

村」というタイトルが筆文字で冠されている。 
白川村ではこれまで地方自治法に基づいた

「総合計画」を 5 回にわたって策定していた

が、地方自治法の改正に伴い、その策定義務が

消失した「第六次総合計画」について、2015 年

がその前期計画の終了年度にあたることから、

今までの計画内容を精査して、「第六次総合計

画基本計画(後期)として定めたものである。 
2015 年時点で、人口が 1671 人。年齢 3 区

分の構成比は、生産年齢人口 53.8%、年少人口

14.4%、高齢人口 31.8％となっており、高齢人

口は目に見えて増加している。 
合計特殊出生率は 2.23 で、それだけ見れば

人口置換水準を上回っているものの、実数は

15 人程度ときわめて少ない。 
人口増減を見ると、社会増減、自然増減、と

もに 2004 年以降はマイナスで、特に社会減が 
人口減の大きな要因になっている。2040 年に

は村人口は 1398 人(18.5%減)と推計される。 
この上で、村づくりの方針は以下のように策

定されている。 
●村民一人ひとりが村のことを考え、参加で

きる白川村をつくります。 
●単独村だからこそできる個性的な村づく

りをすすめます。 
●人口減少、少子高齢の時代に生きるひとづ

くり・ものづくりをめざします。 
●村民全員が安心して生活できる環境づく

りをめざします。 
●国内外の人たちとの多様な交流によって

村を活性化します。 
●白川びとの心（結の心）を継承し、磨きを

かけます。 
6 章では「共に育つ心」として、生涯学習や

子育て支援、白川村学園の意義が強調され、最

後の 7 章では「結でつながる心」として、近年

希薄化する自治活動や自治組織を「強化するこ

とが重要」とされる。 
本報告においては、あらた沖縄県竹富町の人

口ビジョン、総合戦略に触れ、比較対照しつつ、

子どもの生育環境をいかにネットワーク化す

るか、その可能性について検討したい。 

 
<参考文献> 
(1)山下祐介『地方消滅の罠』ちくま新書、2014 
(2)小田切徳美『農山村は消滅しない』ちくま新書、2014 
(3) 千田有紀「『増田レポート』を読む―『輝き』と『死
』のはざまで」『季刊ピープルズ･プランvol.68』ピープ
ルズ･プラン研究所、2015:22-30 
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のロジックを問題にした山下論文、「田園回帰」
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ン」と 5 カ年の「総合戦略」が立てられ、都道

府県や各市町村にもその策定が「努力義務」と
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ディア)の協力や参画が求められてもいて、ま

さに当該地域総体による「地方創生」が念頭に

置かれている。 
ここで、総合戦略の事例として、岐阜県白

川村のそれを紹介したい。 
３．白川村総合戦略 

岐阜県白川村では、2015 年 12 月 16 日に、

「まち・ひと・しごと創生 白川村総合戦略」

を策定した。表紙に、「私たちの日本一美しい

村」というタイトルが筆文字で冠されている。 
白川村ではこれまで地方自治法に基づいた
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が、地方自治法の改正に伴い、その策定義務が

消失した「第六次総合計画」について、2015 年

がその前期計画の終了年度にあたることから、

今までの計画内容を精査して、「第六次総合計

画基本計画(後期)として定めたものである。 
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もに 2004 年以降はマイナスで、特に社会減が 
人口減の大きな要因になっている。2040 年に

は村人口は 1398 人(18.5%減)と推計される。 
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<参考文献> 
(1)山下祐介『地方消滅の罠』ちくま新書、2014 
(2)小田切徳美『農山村は消滅しない』ちくま新書、2014 
(3) 千田有紀「『増田レポート』を読む―『輝き』と『死
』のはざまで」『季刊ピープルズ･プランvol.68』ピープ
ルズ･プラン研究所、2015:22-30 
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きょうだい構成は学力に影響を与えるか 

 
前馬優策（大阪大学） 

 
１．問題の所在

子どもは、生まれてくる時代や地域を選べな

いのと同様に、生まれてくる家族を選ぶことが

できない。そうした前提に対する問題意識から、

子どもの地位達成や教育達成と「家族」の関係

性について研究が進められてきた。しかし、「個

人」の地位達成や教育達成を扱う際に、「家族」

や「親」の属性が問題になることはあったとし

ても、家族「内」の異質性であるきょうだい関

係が中心的な問題になることは少なかった。重

要な偶発的「変数」であるにもかかわらず、日

本の社会学的研究において、きょうだい関係は

扱われてこなかったのである（藤原 2012）。 
本発表は、こうした問題意識を背景として、

きょうだい関係が子どもの学力に与える影響

について検討しようとするものである。これま

で、主に社会学の分野で扱われてきた「きょう

だい関係と教育達成」の問題では、現代日本で

は出生が早いほど教育達成は高くなる傾向が

あること（苫米地 2012）、きょうだい数や出生

順位の教育達成に対する負の影響は、収入が高

ければ小さくなること（藤原 2012）が報告さ

れている。一連の研究は総じて、きょうだい数

が多いほど、また出生順位が遅いほど、教育的

には不利になると結論付けてきた。 
ただ、そのプロセスで重要な位置を占めると

想定される「学力」について、「きょうだい」

を視野に入れた研究は日本では行われてこな

かった。数少ない先行研究の中では、赤林ら

（2011）が、きょうだい数や出生順位は学力に

影響をしないと報告している。一方で伊佐

（2016）は、きょうだい数が増えるほど学力は

低くなることを示している。海外では、年下の

きょうだいに教えることによって、年上のきょ

うだいの言語力や学力が上がるといった知見

（Smith 1993）や、長子ほど教育アスピレー

ションが高く、結果として高い教育達成を得る

といった結果（Bu 2014）が報告されている。 

こうした事情をふまえて本発表では、きょう

だい構成を様々な角度から検討することを通

じて、きょうだい構成が学力に与える影響の有

無もしくは大小について、日本における一定の

結論を得ることをねらいとする。 
 
２．データの概要

本研究は、大阪大学のグループ（代表：志水

宏吉）が実施した大阪学力調査 2013 で得られ

たデータを用いるものである。この調査は、大

阪府内の小学校 25 校、中学校 14 校を対象に

実施され、①国語および算数・数学の学力調査、

②児童生徒対象の質問紙調査、③学校対象の質

問紙調査、④保護者対象の質問紙調査から成っ

ている。①～③については全校で、④について

は協力校でのみ実施された。2013 年 11 月に調

査が実施され、対象は小学 5 年生・中学 2 年生

であった。 
本発表では、保護者調査の回収率（55.8%：

全配布数 1444）が良かった小学 5 年生のデー

タの方を用いる。このうち、きょうだいと学力

の情報が得られるのは 787 ケースであり、世

帯収入や保護者学歴などの情報が得られるの

は、およそ 400 ケースまでに減ってしまう。 
また、本発表で扱う「学力」は、国語と算数

の学力調査の成績（100 点換算）の平均値であ

る。なお、本調査は全国学力・学習状況調査で

用いられる学力調査の縮小版となるように設

計され、府内の市教育委員会の協力のもとに作

成されている。 
 
３．結果

表 1 は、きょうだい数と出生順位別に学力の

平均値と人数を示したものである。これを見る

と、2 人きょうだいをピーク（73.7）として、

きょうだい数が増えるほど平均値が下がって

いく。1 人っ子の値（71.8）は 4 人きょうだい

（68.5）よりは高いが、3 人きょうだい（72.7）

表 1 きょうだい数・出生順位と学力 

 
よりは低い。これらの差は統計的には微妙な値

である。また、出生順位ごとの学力を見ると、 
2 番目が高く、その後、徐々に下がっているこ

とが見て取れる（統計的に有意ではない）。 
ただし、きょうだい数が多いほど出生順位が

後になる可能性は高くなるため、きょうだい数

や出生順位と学力の関係は、双方の組み合わせ

をふまえて検討されなければならない。図 1 は、

出生順位ときょうだい数をかけ合わせて、それ

ぞれの学力の平均値を表したものである。「＊」

は 1 人きょうだいの 1 番目、すなわち、1 人っ

子である。「◆」のグラフは 2 人きょうだい、

「▲」は 3 人きょうだい、「■」は 4 人きょう

だい、「●」は 5 人以上のきょうだいを示して

いる。これを見ると、全体的な傾向としては、

きょうだい数が多いほど学力が低い傾向にあ

るということがわかる。しかし、5 人きょうだ

いの場合は、4 番目以降の平均値（69.5）が最

も高くなっている。ただ、5 人以上のきょうだ

いがいるのは 12 ケースと少なく、統計的に安

定した結果とは言い難い。 
当日の報告では、これらの結果に加え、性別

や親の学歴、世帯収入との組み合わせも考慮し 

図１ きょうだい数と出生順位別に見た学力 

 

 
て、きょうだい構成と学力の関係について議論

を行う。 
【参考文献】

赤林英夫他, 2011, 「子どもの学力には何が関

係しているか」樋口美雄・宮内環・

C.R.McKenzie・慶應義塾大学パネルデータ

設計・解析センター『教育・健康と貧困のダ

イナミズム』慶應義塾大学出版会，pp69-98. 
Bu,F., Sibling, 2014, Configurations, 

Educational Aspiration and Attainment, 
ISER Working Paper Series 

藤原翔，2012「きょうだい構成と地位達成」『ソ

シオロジ』174，pp.41-57. 
伊佐夏実，2016「家族の教育戦略と子どもの学

力」志水宏吉編『マインド・ザ・ギャップ』

大阪大学出版会 
Smith, T., 1993 Growth in 

academic achievement and 
teaching younger siblings.
Social Psychology Quarterly, 56, pp.77-85. 

苫米地なつ帆 2012「教育達成の規定要因と

しての家族・きょうだい構成」『社会学年報』

東北社会学会 第 41 号 pp.103-114. 

きょうだい数 １人っ子 ２人 ３人 ４人 ５人（以上）

学力 p=.07

ｎ （分散分析）

出生順位 1番目 2番目 3番目 4番目（以降）

学力 n.s.

ｎ
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きょうだい構成は学力に影響を与えるか 

 
前馬優策（大阪大学） 
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子どもと地域との「つながり」や保護者と学校・地域との「つ

ながり」は子どもの学校生活にどのような影響を及ぼしてい

るのか？ 
○久保田真功（富山大学）  
白松 賢（愛媛大学）  

 
1．目的 
本報告の目的は、中学生を対象とした質問

紙調査をもとに、子どもと地域との「つなが

り」や保護者と学校・地域との「つながり」

が、子どもの学校生活に及ぼす影響について

検討することにある。 
1996 年の中央教育審議会答申「21 世紀を

展望した我が国の教育の在り方について（第

一次答申）」では、「開かれた学校」づくりの

もと、学校・家庭・地域が連携して子どもの

育成にあたることの重要性が強調された。そ

れ以降、学校・家庭・地域の連携は政策課題

として急浮上した（岩定 2012）。このこと
に伴い、全国各地で学校・家庭・地域の連携

による教育活動が展開されるようになるとと

もに、学校・家庭・地域の連携に着目した研

究も盛んに行われるようになった。なかでも

多く見られるのは、ある特定の取り組みに焦

点を当てた事例研究である（内田 2002，山
下 2003，中村ほか 2005，笹田 2010，
押田ほか 2011 など）。例えば、中村ほか
（2005）では、ある地域主導のボランティア
組織が、地域の人々や学校の教員、さらには

子どもたちを巻き込みつつ活動を広げていく

様相を、連携モデルと協働モデル（池田

2001など）に基づき事例的に検討している。 
一方、橋本・岩永（2002）は、学校・家庭・

地域の連携に向けた全県的な取り組みを行っ

ている高知県の地域教育指導主事（連携のコ

ーディネーター）を対象に調査（面接調査お

よび質問紙調査）行っている。その結果を踏

まえ、学校と家庭・地域の連携施策の有効性

を規定する行政的条件について、①組織的条

件、②人的条件、③情報的条件、④財政的条

件という 4つの側面から検討している。 
また、佐藤（2009）は、尐子化により小規

模化する学校にとっての地域・家庭連携の意

義として、①学校統廃合への対抗手段として

の意義、②小規模校化に伴う教育機能の低下

を補完する意義、③学校運営の機能不全の改

善という意義、という 3つを挙げている。 
これらの研究は、いずれも学校・家庭・地

域の連携の具体的なあり方を考える上で実践

上の示唆に富んでいる。 
しかし一方で、柏木（2002）も指摘してい

るように、先行研究には連携活動が子どもに

及ぼす効果に着目した研究が尐ない。とりわ

け、連携活動が子どもに及ぼす効果を実証的

に検討した研究は極めて尐ない。このような

状況のなか、注目されるのが、志水を初めと

する大阪大学グループの研究である（志水・

高田 2012，志水 2014，志水ほか 2014）。
これらの研究では、社会関係資本（Coleman 
1988，Putnam 訳書 2001・訳書 2006など）
という概念を手がかりに、保護者や子どもの

学校や地域との「つながり」が子どもの学力

に正の影響を及ぼす可能性が示されている。

この結果は、学校・家庭・地域の連携が子ど

もの学力向上や学力格差の縮小に結びつくこ

とを部分的に裏付けていると言えよう。 
以上を踏まえ、本報告では、子どもと地域

との「つながり」や保護者と学校・地域との

「つながり」に着目し、これらが子どもの学

校生活に及ぼす影響について検討する。なお、

本報告では学力を変数として扱わない。しか

し、仮に子どもと地域との「つながり」や保

護者と学校・地域との「つながり」が学校生

活に影響を及ぼしていることが確認されたな

らば、このような「つながり」は、学校生活

を媒介して学力に間接的な影響を及ぼしてい

る可能性を指摘できる。 
また、子どもの学校生活と一口に言っても、

学校生活のどのような側面に着目するかによ

って、その意味する内容はかなり異なってく

る。本報告では、Hirschi（1969）の社会的
絆の理論を参考にし、子どもたちと学校とを

つなぐ絆に着目する。子どもたちと学校とを

つなぐ絆については、森田（1991）が不登校
との関連を指摘しているとともに、我々が行

った調査研究により尐年による万引きを抑止

する上で重要であることが確認されている

（久保田・白松 2013）。この点からも、子
どもたちと学校とをつなぐ絆に着目すること

の意義は認められよう。 
 
 
2．方法 
（1）調査対象 
調査は、2015年 11月～12月に実施した。

分析対象者は、四国地方の X県にある 5つの
公立中学校に在籍する生徒、2,070名である。
男女比は、男性 52.0％（1,076名）、女性 48.0％
（994名）である。学年比は、1年生 40.1％
（830 名）、2 年生 29.9％（619 名）、3 年生
30.0％（621名）である。 
 
（2）調査の内容 
① 子どもと地域との「つながり」 
近所の人との関係や地域の行事への参加状

況について尋ねた。 
② 保護者と学校・地域との「つながり」 
保護者の学校や地域との関わりについて尋

ねた。項目については、城内・藤田（2011）
や志水ほか（2014）を参考にした。 
③ 学校生活（学校との絆） 
本報告では、Hirschi（1969）の社会的絆

の理論を参考にし、子どもたちと学校とをつ

なぐ絆に着目する。Hirschi は人々と社会と
をつなぐ絆として、「愛着」（attachment）、
「コミットメント」（commitment）、「巻き込
み」（involvement）、「信念」（belief）の 4つ
を挙げている。 
そこで、これらの 4つの絆それぞれに対応

する学校生活に関する項目として、「愛着」に

ついては教師との関係に関する項目を、「コミ

ットメント」については進路や将来に対する

意識に関する項目を、「巻き込み」については

特別活動への取り組みに関する項目を、「信

念」については学校の決まりや規則に対する

意識に関する項目を、それぞれ設けた。 
 
 

3．分析結果 
学校生活に関する項目について因子分析を

行ったところ、4 つの因子が抽出された（主
因子法、バリマックス回転）。第 1因子は、「進
路について真剣に考えている」「自分のあった

進路を考えている」「自分の進路目標をはっき

りと決めている」などの項目で負荷が高かっ

た（固有値 2.92）。そこで、この因子を「進
路・将来志向」と命名した。この因子は、社

会的絆のうち「コミットメント」に対応する。 
第 2 因子は、「何でも相談できる先生がい

る」「学校の先生と気軽に話せる」「友人のよ

うに親しみを感じる先生がいる」などの項目

で負荷が高かった（固有値 2.56）。そこで、
この因子を「教師への愛着」と命名した。こ

の因子は、社会的絆のうち「愛着」に対応す

る。 
第 3 因子は、「学校のきまりをまじめに守

っている」「自分で意識しなくても、学校のき

まりを守れる方だ」「学校のきまりを守るとい

う自覚をもっている」などの項目で負荷が高

かった（固有値 2.36）。そこで、この因子を
「規律遵守」と命名した。この因子は、社会

的絆のうち「信念」に対応する。 
第 4 因子は、「係活動や委員会活動には協

力的に取り組んでいる」「係活動や委員会活

動に意欲的に取り組む方だ」「学校の行事の

準備や後片付けにはよく協力する」などの項

目で負荷が高かった（固有値 2.24）。そこで、
この因子を「特別活動への積極性」と命名し

た。この因子は、社会的絆のうち「巻き込み」

に対応する。 
これら 4つの学校との絆に、子どもと地域

との「つながり」や保護者と学校・地域との

「つながり」はどのような影響を及ぼしてい

るのか。分析結果の詳細については、当日配

布する資料を参照されたい。 
 
＜付記＞ 
本研究は、JSPS 科研費（基盤研究（C），

課題番号：15K04286，研究代表者：久保田
真功）の助成を受けたものです。 
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子どもと地域との「つながり」や保護者と学校・地域との「つ

ながり」は子どもの学校生活にどのような影響を及ぼしてい

るのか？ 
○久保田真功（富山大学）  
白松 賢（愛媛大学）  

 
1．目的 
本報告の目的は、中学生を対象とした質問

紙調査をもとに、子どもと地域との「つなが

り」や保護者と学校・地域との「つながり」

が、子どもの学校生活に及ぼす影響について

検討することにある。 
1996 年の中央教育審議会答申「21 世紀を

展望した我が国の教育の在り方について（第

一次答申）」では、「開かれた学校」づくりの

もと、学校・家庭・地域が連携して子どもの

育成にあたることの重要性が強調された。そ

れ以降、学校・家庭・地域の連携は政策課題

として急浮上した（岩定 2012）。このこと
に伴い、全国各地で学校・家庭・地域の連携

による教育活動が展開されるようになるとと

もに、学校・家庭・地域の連携に着目した研

究も盛んに行われるようになった。なかでも

多く見られるのは、ある特定の取り組みに焦

点を当てた事例研究である（内田 2002，山
下 2003，中村ほか 2005，笹田 2010，
押田ほか 2011 など）。例えば、中村ほか
（2005）では、ある地域主導のボランティア
組織が、地域の人々や学校の教員、さらには

子どもたちを巻き込みつつ活動を広げていく

様相を、連携モデルと協働モデル（池田

2001など）に基づき事例的に検討している。 
一方、橋本・岩永（2002）は、学校・家庭・

地域の連携に向けた全県的な取り組みを行っ

ている高知県の地域教育指導主事（連携のコ

ーディネーター）を対象に調査（面接調査お

よび質問紙調査）行っている。その結果を踏

まえ、学校と家庭・地域の連携施策の有効性

を規定する行政的条件について、①組織的条

件、②人的条件、③情報的条件、④財政的条

件という 4つの側面から検討している。 
また、佐藤（2009）は、尐子化により小規

模化する学校にとっての地域・家庭連携の意

義として、①学校統廃合への対抗手段として

の意義、②小規模校化に伴う教育機能の低下

を補完する意義、③学校運営の機能不全の改

善という意義、という 3つを挙げている。 
これらの研究は、いずれも学校・家庭・地

域の連携の具体的なあり方を考える上で実践

上の示唆に富んでいる。 
しかし一方で、柏木（2002）も指摘してい

るように、先行研究には連携活動が子どもに

及ぼす効果に着目した研究が尐ない。とりわ

け、連携活動が子どもに及ぼす効果を実証的

に検討した研究は極めて尐ない。このような

状況のなか、注目されるのが、志水を初めと

する大阪大学グループの研究である（志水・

高田 2012，志水 2014，志水ほか 2014）。
これらの研究では、社会関係資本（Coleman 
1988，Putnam 訳書 2001・訳書 2006など）
という概念を手がかりに、保護者や子どもの

学校や地域との「つながり」が子どもの学力

に正の影響を及ぼす可能性が示されている。

この結果は、学校・家庭・地域の連携が子ど

もの学力向上や学力格差の縮小に結びつくこ

とを部分的に裏付けていると言えよう。 
以上を踏まえ、本報告では、子どもと地域

との「つながり」や保護者と学校・地域との

「つながり」に着目し、これらが子どもの学

校生活に及ぼす影響について検討する。なお、

本報告では学力を変数として扱わない。しか

し、仮に子どもと地域との「つながり」や保

護者と学校・地域との「つながり」が学校生

活に影響を及ぼしていることが確認されたな

らば、このような「つながり」は、学校生活

を媒介して学力に間接的な影響を及ぼしてい

る可能性を指摘できる。 
また、子どもの学校生活と一口に言っても、

学校生活のどのような側面に着目するかによ

って、その意味する内容はかなり異なってく

る。本報告では、Hirschi（1969）の社会的
絆の理論を参考にし、子どもたちと学校とを

つなぐ絆に着目する。子どもたちと学校とを

つなぐ絆については、森田（1991）が不登校
との関連を指摘しているとともに、我々が行

った調査研究により尐年による万引きを抑止

する上で重要であることが確認されている

（久保田・白松 2013）。この点からも、子
どもたちと学校とをつなぐ絆に着目すること

の意義は認められよう。 
 
 
2．方法 
（1）調査対象 
調査は、2015年 11月～12月に実施した。

分析対象者は、四国地方の X県にある 5つの
公立中学校に在籍する生徒、2,070名である。
男女比は、男性 52.0％（1,076名）、女性 48.0％
（994名）である。学年比は、1年生 40.1％
（830 名）、2 年生 29.9％（619 名）、3 年生
30.0％（621名）である。 
 
（2）調査の内容 
① 子どもと地域との「つながり」 
近所の人との関係や地域の行事への参加状

況について尋ねた。 
② 保護者と学校・地域との「つながり」 
保護者の学校や地域との関わりについて尋

ねた。項目については、城内・藤田（2011）
や志水ほか（2014）を参考にした。 
③ 学校生活（学校との絆） 
本報告では、Hirschi（1969）の社会的絆

の理論を参考にし、子どもたちと学校とをつ

なぐ絆に着目する。Hirschi は人々と社会と
をつなぐ絆として、「愛着」（attachment）、
「コミットメント」（commitment）、「巻き込
み」（involvement）、「信念」（belief）の 4つ
を挙げている。 
そこで、これらの 4つの絆それぞれに対応

する学校生活に関する項目として、「愛着」に

ついては教師との関係に関する項目を、「コミ

ットメント」については進路や将来に対する

意識に関する項目を、「巻き込み」については

特別活動への取り組みに関する項目を、「信

念」については学校の決まりや規則に対する

意識に関する項目を、それぞれ設けた。 
 
 

3．分析結果 
学校生活に関する項目について因子分析を

行ったところ、4 つの因子が抽出された（主
因子法、バリマックス回転）。第 1因子は、「進
路について真剣に考えている」「自分のあった

進路を考えている」「自分の進路目標をはっき

りと決めている」などの項目で負荷が高かっ

た（固有値 2.92）。そこで、この因子を「進
路・将来志向」と命名した。この因子は、社

会的絆のうち「コミットメント」に対応する。 
第 2 因子は、「何でも相談できる先生がい

る」「学校の先生と気軽に話せる」「友人のよ

うに親しみを感じる先生がいる」などの項目

で負荷が高かった（固有値 2.56）。そこで、
この因子を「教師への愛着」と命名した。こ

の因子は、社会的絆のうち「愛着」に対応す

る。 
第 3 因子は、「学校のきまりをまじめに守

っている」「自分で意識しなくても、学校のき

まりを守れる方だ」「学校のきまりを守るとい

う自覚をもっている」などの項目で負荷が高

かった（固有値 2.36）。そこで、この因子を
「規律遵守」と命名した。この因子は、社会

的絆のうち「信念」に対応する。 
第 4 因子は、「係活動や委員会活動には協

力的に取り組んでいる」「係活動や委員会活

動に意欲的に取り組む方だ」「学校の行事の

準備や後片付けにはよく協力する」などの項

目で負荷が高かった（固有値 2.24）。そこで、
この因子を「特別活動への積極性」と命名し

た。この因子は、社会的絆のうち「巻き込み」

に対応する。 
これら 4つの学校との絆に、子どもと地域

との「つながり」や保護者と学校・地域との

「つながり」はどのような影響を及ぼしてい

るのか。分析結果の詳細については、当日配

布する資料を参照されたい。 
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はじめに 

本研究は、１９７０年代以降、学校と地域

社会との関係性が意識的に語られ始めた、そ

の社会的背景を明らかにすることを基本的な

目的としている。学校と地域の連携・協力あ

るいは融合といった用語が、教育実践上の課

題となるが、その実態は地方圏域と大都市圏

域、また個別地域社会の特性によって、大き

く異なっていると考えられる。 

本報告は、「放送大学『地域の教育』研究会」

が、地方圏域の長野県佐久市と大都市圏域の

東京都豊島区の、小・中学校教員の「調査票

調査」を手懸かりに、「学校教育と地域社会の

関係」を、「生涯教育・生涯学習」といった視

点から分析・考察したものである。  

 調査は佐久市立小中学校 11校、東京都豊島

区立小中学校 30 校で、各教育委員会の協力に

より、調査票は各自治体の「交換便」を利用

させてもらい学校経由で教員に配布し、調査

票回収は郵便で研究会宛に送付してもらった。

回収率は佐久市 62％、豊島区 33％で、地方圏

域と大都市圏域で大きな差が認められた。 

１ 学校と地域の連携の状況 

大都市と地方都市で大きな違い認められた

のは、「学校と地域との連携の状況」（問 7）

である。表 1に示すように、豊島区では「う

まく進んでいる」が小・中学校ともに、4 分

の 1を占めるのに対し、佐久市では、学校種

により違いがあり、しかも小学校 17.4%。中

学校 5.8％で、いずれも豊島区よりもかなり

低くなっている。 

今回の調査の仮説としては、大都市よりも 

地方都市の方が、地域のつながりが強く、し

たがって連携も進んでいると予想したのだが、

これとは逆の結果が得られたのはなぜだろう 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

か。佐久市の場合は、「あまり進んでいない」

が小学校 21.1％、中学校 27.0％と 2 割を超え

ているが、豊島区では 1 割に満たない。 
表 1 学校種別と地域の連携 

うまく進
んでいる

まあ進ん
でいる

あまり進
んでいな

い

ほとんど
進んでい

ない

16 56 20 3 95

16.8% 58.9% 21.1% 3.2% 100.0%

39 105 15 1 161

24.2% 65.2% 9.3% .6% 100.0%

55 161 35 4 256

21.5% 62.9% 13.7% 1.6% 100.0%

7 79 33 0 122

5.7% 64.8% 27.0% 0.0% 100.0%

14 34 5 1 55

25.5% 61.8% 9.1% 1.8% 100.0%

21 113 38 1 177

11.9% 63.8% 21.5% .6% 100.0%

地域類型 と 問７地域との連携の状況  （学校の種別 ）

　学校の種別

問７地域との連携の状況

合計

小学校 佐久市

豊島区

 全　体

中学校 佐久市

豊島区

全　体

 

一方、性別つまり男性教員と女性教員との

間にも、違いは見られるが、学校種別ほどで

はない。佐久市では性別による違いは少ない

が豊島区では男性教員で「うまく進んでいる」

が 27.5％で女性教員の 21.7％よりも高くな

っている。小学校教員に女性が多い点に起因

すると考えられるが、大都市と地方での差は、

学校に立地する地域環境の特性が、連携に対

する意識に違いをもたらすのではなかろうか。 
 以下、連携にかかわる設問のなかから、「地

域類型」と「学校種別」による特徴的な点に

ついて考察した。 
２ 連携阻害要因と連携よる効果  

２－１ 連携が進まない原因 

地域との連携が円滑に進まない理由を 8項

目で尋ねた（図 2-1 参照）。佐久市、豊島区 2
地域とも「勤務が多忙」、「日々の生活が多忙」

の割合が高く、次いで「勤務条件・制度」で、

校種別にみると差がみられる（図のグラフの下部

が「とても」上部が「かなり」）。表 2-1 に示すよう

地域社会と学校の連携に関する義務教育学校教員の意識と行動 

～長野県佐久市と東京都豊島区の小・中学校教員調査を手懸かりに～ 
○岡崎 友典（元放送大学） 
○森  俊英（元石巻市立中学校校長）    

                ○鈴木 秀男（東京都台東区教育委員会・非） 
            

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○森  俊英（元石巻市立中学校校長）    
○鈴木 秀男（東京都台東区教育委員会・非）  

岩瀬 彰良（アナック教育研究所）     

に、「２、学校の職務で精一杯である」では、

「とても思う」と回答した教員が、佐久市の

小学校 63.2％に対し豊島区の小学校 53.4％、

また、表 2-2 の「６、日々の生活がとても多

忙なため」は、「とても思う」が佐久市 61.7％、

豊島区 49.1％であり、地域による特性が現れ

ている。さらに注目されるのは、「１，勤務条

件、制度上の問題がある」で、表 2-3 に示す

ように、「とても思う」は小学校、中学校とも

に豊島区に多く中学校 50.9％、小学校 27.3％
（佐久市は中学校 34.4％、小学校 22.1％）で

ある。 
このような大都市と地方都市の違い、とく

に、「勤務条件・制度」を巡る問題は、職務で

あれ生活であれ「教師の多忙感」と密接に関

連するのではなかろうか。 

図 2－1 連携・協力が円滑に進まない原因 

 【「とても思う」＋「かなり思う」の割合（％）】 

 
表 2-1 「学校の職務で精一杯」 

とても思
う

かなり思
う

あまり思
わない

思わない 合計

60 30 3 1 95

63.2% 31.6% 3.2% 1.1% 100.0%

86 60 8 1 161

53.4% 37.3% 5.0% .6% 100.0%

146 90 11 2 256

57.0% 35.2% 4.3% .8% 100.0%

77 37 4 122

63.1% 30.3% 3.3% 100.0%

35 13 4 55

63.6% 23.6% 7.3% 100.0%

112 50 8 177

63.3% 28.2% 4.5% 100.0%

地域類型 と 問８－２　原因・理由２、職務で精一杯　（学種別）

小
学
校

佐久市

豊島区

中
学
校

佐久市

豊島区

 
表 2-2 「日々の生活が多忙」 

とても思
う

かなり思
う

あまり思
わない

思わない 合計

58 31 3 1 94

61.7% 33.0% 3.2% 1.1% 100.0%

79 61 13 3 161

49.1% 37.9% 8.1% 1.9% 100.0%

137 92 16 4 255

53.7% 36.1% 6.3% 1.6% 100.0%

68 44 3 1 122

55.7% 36.1% 2.5% .8% 100.0%

31 18 4 1 55

56.4% 32.7% 7.3% 1.8% 100.0%

99 62 7 2 177

55.9% 35.0% 4.0% 1.1% 100.0%

地域類型 と 問８－６　原因・理由６、日々の生活が多忙 （校種別）

小
学
校

佐久市

豊島区

全体

中
学
校

佐久市

豊島区

全体  

  表２－３ 「勤務条件、制度」 

とても思
う

かなり思
う

あまり思
わない 思わない 合計

21 43 23 5 95

22.1% 45.3% 24.2% 5.3% 100.0%

44 77 30 3 161

27.3% 47.8% 18.6% 1.9% 100.0%

65 120 53 8 256

25.4% 46.9% 20.7% 3.1% 100.0%

42 47 26 1 122

34.4% 38.5% 21.3% .8% 100.0%

28 21 4 1 55

50.9% 38.2% 7.3% 1.8% 100.0%

70 68 30 2 177

39.5% 38.4% 16.9% 1.1% 100.0%

地域類型 と 問８－１　原因・理由１、勤務条件、制度  （校種別）

小
学
校

佐久市

豊島区

全体

中
学
校

佐久市

豊島区

全体  
２－２ 連携による効果 

問９では「連携・協力が円滑に進行・継続

した場合」の効果を 6 項目で尋ねたが、とく

に際だった違いがみられたのは、「３、生活指

導や健全育成（非行防止）」だった。「とても

思う」は小学校、中学校ともに多いのが豊島

区である。豊島区では小学校 42.2％、（佐久

市 29.5％）、中学校 40.0％（佐久市 32.8％）

で、小学校で 12.7％、中学校 7.2％の差がみ

られる。区内に山手線の池袋・巣鴨・大塚。

駒込・目白駅を含む豊島区の地域的特徴が、

とくに児童期の小学生の環境問題を示してい

る（表 2-4参照）。 
  表 2-4 「生活指導、健全育成」 

とても思う かなり思う

あまり思わな

い 思わない 合計

度数 28 59 6 95

％ 29.5% 62.1% 6.3% 100.0%

度数 68 88 5 161

％ 42.2% 54.7% 3.1% 100.0%

度数 96 147 11 256

％ 37.5% 57.4% 4.3% 100.0%

度数 40 71 11 0 122

％ 32.8% 58.2% 9.0% 0.0% 100.0%

度数 22 28 4 1 55

％ 40.0% 50.9% 7.3% 1.8% 100.0%

度数 62 99 15 1 177

％ 35.0% 55.9% 8.5% .6% 100.0%

地域類型 と 問９－３期待できる成果３、「生活指導、健全育成」 （校種別）

小

学

校

佐久市

豊島区

全体

中

学

校

佐久市

豊島区

全体  
いうまでもなく学力と生活指導は学校教育

の根幹をなす両輪である。今回の調査の第一

目的は、「連携」に関す実態把握と教師の想い

を捉えることにあるが、どのようにすれば、

連携という「手だて」によりこの両輪の接続

を良くしてかは、地域特性の詳細な分析を土

台とした、学校と地域との関係性の構築以外

にないのではなかろうか。 

２－３ 地域の人との親密な交流 

そこで問 10では、「地域の人々との交流」

について次のような設問を用意した。「あなた

は，地域の人々と，親密に交流する機会をも

つことで、どのような効果が期待できるとお

考えになりますか」として、「学習活動」・「生

徒指導」・「学校への理解・｢教員の地域理解｣・

「学校と地域の連携」・「教員や学校への信頼

や期待」の6項目について4択形式で尋ねた。 

― 110 ―



 

 

はじめに 

本研究は、１９７０年代以降、学校と地域

社会との関係性が意識的に語られ始めた、そ

の社会的背景を明らかにすることを基本的な

目的としている。学校と地域の連携・協力あ

るいは融合といった用語が、教育実践上の課

題となるが、その実態は地方圏域と大都市圏

域、また個別地域社会の特性によって、大き

く異なっていると考えられる。 

本報告は、「放送大学『地域の教育』研究会」

が、地方圏域の長野県佐久市と大都市圏域の

東京都豊島区の、小・中学校教員の「調査票

調査」を手懸かりに、「学校教育と地域社会の

関係」を、「生涯教育・生涯学習」といった視

点から分析・考察したものである。  

 調査は佐久市立小中学校 11校、東京都豊島

区立小中学校 30 校で、各教育委員会の協力に

より、調査票は各自治体の「交換便」を利用

させてもらい学校経由で教員に配布し、調査

票回収は郵便で研究会宛に送付してもらった。

回収率は佐久市 62％、豊島区 33％で、地方圏

域と大都市圏域で大きな差が認められた。 

１ 学校と地域の連携の状況 

大都市と地方都市で大きな違い認められた

のは、「学校と地域との連携の状況」（問 7）

である。表 1 に示すように、豊島区では「う

まく進んでいる」が小・中学校ともに、4 分

の 1 を占めるのに対し、佐久市では、学校種

により違いがあり、しかも小学校 17.4%。中

学校 5.8％で、いずれも豊島区よりもかなり

低くなっている。 

今回の調査の仮説としては、大都市よりも 

地方都市の方が、地域のつながりが強く、し

たがって連携も進んでいると予想したのだが、

これとは逆の結果が得られたのはなぜだろう 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

か。佐久市の場合は、「あまり進んでいない」

が小学校 21.1％、中学校 27.0％と 2 割を超え

ているが、豊島区では 1 割に満たない。 
表 1 学校種別と地域の連携 

うまく進
んでいる

まあ進ん
でいる

あまり進
んでいな

い

ほとんど
進んでい

ない

16 56 20 3 95

16.8% 58.9% 21.1% 3.2% 100.0%

39 105 15 1 161

24.2% 65.2% 9.3% .6% 100.0%

55 161 35 4 256

21.5% 62.9% 13.7% 1.6% 100.0%

7 79 33 0 122

5.7% 64.8% 27.0% 0.0% 100.0%

14 34 5 1 55

25.5% 61.8% 9.1% 1.8% 100.0%

21 113 38 1 177

11.9% 63.8% 21.5% .6% 100.0%

地域類型 と 問７地域との連携の状況  （学校の種別 ）

　学校の種別

問７地域との連携の状況

合計

小学校 佐久市

豊島区

 全　体

中学校 佐久市

豊島区

全　体

 

一方、性別つまり男性教員と女性教員との

間にも、違いは見られるが、学校種別ほどで

はない。佐久市では性別による違いは少ない

が豊島区では男性教員で「うまく進んでいる」

が 27.5％で女性教員の 21.7％よりも高くな

っている。小学校教員に女性が多い点に起因

すると考えられるが、大都市と地方での差は、

学校に立地する地域環境の特性が、連携に対

する意識に違いをもたらすのではなかろうか。 
 以下、連携にかかわる設問のなかから、「地

域類型」と「学校種別」による特徴的な点に

ついて考察した。 
２ 連携阻害要因と連携よる効果  

２－１ 連携が進まない原因 

地域との連携が円滑に進まない理由を 8項

目で尋ねた（図 2-1 参照）。佐久市、豊島区 2
地域とも「勤務が多忙」、「日々の生活が多忙」

の割合が高く、次いで「勤務条件・制度」で、

校種別にみると差がみられる（図のグラフの下部

が「とても」上部が「かなり」）。表 2-1 に示すよう

地域社会と学校の連携に関する義務教育学校教員の意識と行動 

～長野県佐久市と東京都豊島区の小・中学校教員調査を手懸かりに～ 
○岡崎 友典（元放送大学） 
○森  俊英（元石巻市立中学校校長）    

                ○鈴木 秀男（東京都台東区教育委員会・非） 
            

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○森  俊英（元石巻市立中学校校長）    
○鈴木 秀男（東京都台東区教育委員会・非）  

岩瀬 彰良（アナック教育研究所）     

に、「２、学校の職務で精一杯である」では、

「とても思う」と回答した教員が、佐久市の

小学校 63.2％に対し豊島区の小学校 53.4％、

また、表 2-2 の「６、日々の生活がとても多

忙なため」は、「とても思う」が佐久市 61.7％、

豊島区 49.1％であり、地域による特性が現れ

ている。さらに注目されるのは、「１，勤務条

件、制度上の問題がある」で、表 2-3 に示す

ように、「とても思う」は小学校、中学校とも

に豊島区に多く中学校 50.9％、小学校 27.3％
（佐久市は中学校 34.4％、小学校 22.1％）で

ある。 
このような大都市と地方都市の違い、とく

に、「勤務条件・制度」を巡る問題は、職務で

あれ生活であれ「教師の多忙感」と密接に関

連するのではなかろうか。 

図 2－1 連携・協力が円滑に進まない原因 

 【「とても思う」＋「かなり思う」の割合（％）】 

 
表 2-1 「学校の職務で精一杯」 

とても思
う

かなり思
う

あまり思
わない

思わない 合計

60 30 3 1 95

63.2% 31.6% 3.2% 1.1% 100.0%

86 60 8 1 161

53.4% 37.3% 5.0% .6% 100.0%

146 90 11 2 256

57.0% 35.2% 4.3% .8% 100.0%

77 37 4 122

63.1% 30.3% 3.3% 100.0%

35 13 4 55

63.6% 23.6% 7.3% 100.0%

112 50 8 177

63.3% 28.2% 4.5% 100.0%

地域類型 と 問８－２　原因・理由２、職務で精一杯　（学種別）

小
学
校

佐久市

豊島区

中
学
校

佐久市

豊島区

 
表 2-2 「日々の生活が多忙」 

とても思
う

かなり思
う

あまり思
わない

思わない 合計

58 31 3 1 94

61.7% 33.0% 3.2% 1.1% 100.0%

79 61 13 3 161

49.1% 37.9% 8.1% 1.9% 100.0%

137 92 16 4 255

53.7% 36.1% 6.3% 1.6% 100.0%

68 44 3 1 122

55.7% 36.1% 2.5% .8% 100.0%

31 18 4 1 55

56.4% 32.7% 7.3% 1.8% 100.0%

99 62 7 2 177

55.9% 35.0% 4.0% 1.1% 100.0%

地域類型 と 問８－６　原因・理由６、日々の生活が多忙 （校種別）

小
学
校

佐久市

豊島区

全体

中
学
校

佐久市

豊島区

全体  

  表２－３ 「勤務条件、制度」 

とても思
う

かなり思
う

あまり思
わない 思わない 合計

21 43 23 5 95

22.1% 45.3% 24.2% 5.3% 100.0%

44 77 30 3 161

27.3% 47.8% 18.6% 1.9% 100.0%

65 120 53 8 256

25.4% 46.9% 20.7% 3.1% 100.0%

42 47 26 1 122

34.4% 38.5% 21.3% .8% 100.0%

28 21 4 1 55

50.9% 38.2% 7.3% 1.8% 100.0%

70 68 30 2 177

39.5% 38.4% 16.9% 1.1% 100.0%

地域類型 と 問８－１　原因・理由１、勤務条件、制度  （校種別）

小
学
校

佐久市

豊島区

全体

中
学
校

佐久市

豊島区

全体  
２－２ 連携による効果 

問９では「連携・協力が円滑に進行・継続

した場合」の効果を 6 項目で尋ねたが、とく

に際だった違いがみられたのは、「３、生活指

導や健全育成（非行防止）」だった。「とても

思う」は小学校、中学校ともに多いのが豊島

区である。豊島区では小学校 42.2％、（佐久

市 29.5％）、中学校 40.0％（佐久市 32.8％）

で、小学校で 12.7％、中学校 7.2％の差がみ

られる。区内に山手線の池袋・巣鴨・大塚。

駒込・目白駅を含む豊島区の地域的特徴が、

とくに児童期の小学生の環境問題を示してい

る（表 2-4参照）。 
  表 2-4 「生活指導、健全育成」 

とても思う かなり思う

あまり思わな

い 思わない 合計

度数 28 59 6 95

％ 29.5% 62.1% 6.3% 100.0%

度数 68 88 5 161

％ 42.2% 54.7% 3.1% 100.0%

度数 96 147 11 256

％ 37.5% 57.4% 4.3% 100.0%

度数 40 71 11 0 122

％ 32.8% 58.2% 9.0% 0.0% 100.0%

度数 22 28 4 1 55

％ 40.0% 50.9% 7.3% 1.8% 100.0%

度数 62 99 15 1 177

％ 35.0% 55.9% 8.5% .6% 100.0%

地域類型 と 問９－３期待できる成果３、「生活指導、健全育成」 （校種別）

小

学

校

佐久市

豊島区

全体

中

学

校

佐久市

豊島区

全体  
いうまでもなく学力と生活指導は学校教育

の根幹をなす両輪である。今回の調査の第一

目的は、「連携」に関す実態把握と教師の想い

を捉えることにあるが、どのようにすれば、

連携という「手だて」によりこの両輪の接続

を良くしてかは、地域特性の詳細な分析を土

台とした、学校と地域との関係性の構築以外

にないのではなかろうか。 

２－３ 地域の人との親密な交流 

そこで問 10では、「地域の人々との交流」

について次のような設問を用意した。「あなた

は，地域の人々と，親密に交流する機会をも

つことで、どのような効果が期待できるとお

考えになりますか」として、「学習活動」・「生

徒指導」・「学校への理解・｢教員の地域理解｣・

「学校と地域の連携」・「教員や学校への信頼

や期待」の6項目について4択形式で尋ねた。 
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 「地域の人との親密な交流」による効果の

なかで、地域類型と学校種別で興味深い特徴

がみられた項目は「３，学校への理解が深ま

る」だった（表 2-5参照）。 

「とても思う」と「かなり思う」を加える

と両地域の小・中学校すべてで 90％を超えて

おり、多くの教員が地域の人との交流に期待

を寄せていることが分かる。しかしながら、

「とても思う」に着目すると、小学校では佐

久市 27.4％、豊島区 43.5％で 16.1％もの開

きがある。中学校ではその差はそれほど大き

くなく 5％にすぎない。 

佐久市では学校種別で違いがみられないが，

豊島区では私立中学校進学者数が極めて高い

ことが、このような差になって現れているの

ではないか。公立中学校を選択する保護者の

地元帰属意識は強く、一方新規来住者（新住

民）が多い小学校では、地域の住民との親密

な交流によって「学校への理解が深まる」こ

とへの期待が，教員の意識の違いを生み出し

ていると思われる。 

表 2-5 「学校への理解が深まる」 

とても
思う

かなり
思う

あまり思
わない

思わな
い

実数 26 63 5 95

％ 27.4% 66.3% 5.3% 100.0%

実数 70 85 5 161

％ 43.5% 52.8% 3.1% 100.0%

実数 36 82 3 0 122

％ 29.5% 67.2% 2.5% 0.0% 100.0%

実数 19 31 3 1 55

％ 34.5% 56.4% 5.5% 1.8% 100.0%

中
学
校

佐久市

豊島区

地域類型と問１０－３親密な交流の効果３
「学校への理解が深まる」

小
学
校

佐久市

豊島区

 

 以上、「連携阻害要因と連携よる効果」つい

て、特徴な項目のいくつかをみてきたが、学

校を取りまく厳しい状況のなかにも、連携を

進める上での課題と効果、とくに学校から地

域に向けて行う形の「連携が」どうして円滑

に進まないのかを探る“カギ”が幾つか明らか

になった。 
これをさらに深めるために，本調査では、

上記の設問と関連させた「自由記述式」の設

問を用意した。これについては当日の配付資

料をもとに報告するが、以下の教師の記述を

示しておきたい。「（前略）今回のアンケート

で、自分にできることがもっとあるのではな

いかと考えさせられた。（豊島区、小学校、女

性、35～39 歳）」。このように、「課題意識を

もっても自ら考えて」本調査に回答者が取り

組んでいただいたことに敬意を表したい。 

３ 教育への願いと期待・教育実践で大切

にしていること  
３－１「地域の特色や自然環境」（問 13-3）

と「子ども同士での親密な人間関係」（問

13－4） 

   子どもたちへの願い

「地域の特色や自然環境について」、「子

ども同士での親密な人間関係」で、「とても

思う」だけをみると、「地域の特色」で 35.3％、

「子ども間の人間関係」で 48.6％とこれも高

い値を示していた。次項の「規範・ルール」

「マナー・礼儀」と同様教職員にとっての強

い願いではあるが、切迫度や緊急性は「規範・

ルール」「マナー・礼儀」より低いといえる。

 佐久市との比較では、豊島区の方が「とて

も思う」「かなり思う」の合計で、0.3～2.7%

高くなっているが、「とても思う」のみでは、

「地域の特色」で 5.9%、「人間関係」では 11.4%

も高くなっており、豊島区の教職員にとって

喫緊度の高い願いとなっている。 

 保護者への願い

教職員の「とても思う」の回答をみると、

「地域の特色」が 34.4％であるのに対し「人

間関係の構築」は、半数を超え 50.5％と

16.1％高くなっている。このことから、多く

の教職員は、保護者や地域の人との「人間関

係の構築」を特に大きな課題としてとらえて

いることが分かる。 
佐久市との比較では、豊島区の方が「とて

も思う」「かなり思う」の合計で、5.4～6.0％
高くなっており、「とても思う」のみでは、「地

域の特色」で 12.8％、「人間関係」でも 11.1％
とさらに高くなっている。このことから、豊

島区の教職員は保護者や地域の人に対する

「近隣の人間関係の構築」の願いは大変大き

なものとなっていることが読み取れる。 

３－２ 「社会の規範やルールの厳守」（問

13－1）と「生活するための礼儀の習得」「規

範・ルール」（問 13－2）
こどもへの願い

子どもたちに学んでほしい項目の「とても

思う」が「規範・ルール」で 74.3％、「礼儀・

マナー」で 75.2％と極めて高い値を示してお

り、ほとんどの教職員にとっての強い願いで

あることが分かる。 
佐久市と比較すると、「とても思う」「かな

り思う」の合計ではわずかに佐久市の方が高

くなっているが、「とても思う」だけを見ると、

「規範・ルール」で 5.5％、「礼儀・マナー」

で 9.1％豊島区の方が佐久市よりも高くなっ

ているのは、やはり大都市の地域特性をと言

って良いのではなかろうか。学校種別の考察

は、大会時に報告したい。 
 

 

 
保護者への願い

6 項目中、この 2 項目が最も高い値を示し

ている。佐久市と比較すると、「とても思う」

だけを見ると、「規範・ルール」で 10.5％、「礼

儀・マナー」で 12.5 と豊島区の方がさらに高

い値を示している。これは、問 12 同様に子

どもたちに学んでほしいことは、保護者や地

域の人にも同じように身につけてほしいとい

う教職員の強い願いの現れである。 
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教育現場でのコーチング・アプローチの有効性について 

～先人の理論と研究および発表者の研究から～ 

 
鳥羽 きよ子(しぎさん看護専門学校) 

 
1．研究の目的 
教育にコーチングを活かせること、活かすことの

理論を検証し、先行研究、及び実践から例証する

ことにより教育現場にコーチングのコーチ・アプ

ローチを取り入れることの有効性を研究すること

を目的とします。 
 
2．先人の理論とコーチングの共鳴点について 
ソクラテス(古代の哲人) 問答法 
デール・カーネギー(1888 D・カーネギー研究所)
「人を動かすことは心を動かすことだ」 
アブラハム・マズロー(心理学者 1908～1970)
マズローの人間欲求５段階説 
ロバート・ローゼンタール(教育心理学者 1933
～) ピグマリオン効果がコーチングに共鳴 
ジョン・ウィットモア はじめのコーチング 言

われたことに従うのではなく自ら学ぶ姿勢。 
 
3．コーチングの応用に関する先行研究について 
a.学習コーチング  
山谷敬三氏（山谷敬三、2012，12）.教授・「学習

過程における教育方法・技術とコーチング・モデ

ルの統合に関する研究」（山谷敬三、2012，12） 
b.アカデミック・コーチング 
菅原秀幸氏「アカデミック・コーチングによる大

学教育変革の試み」―ティーチング主体型講義か

らコーチング主体型講義への進化―（菅原秀幸、

2013） 
佐藤大輔氏は「『創造性』を育てる教育とマネジメ

ント 大学教育を革新するアカデミック・コーチ

ングへ」(佐藤大輔、2014)  
c.コーチング心理学 
吉田悟氏は「現代のエスプリ」(吉田悟、2010，9 
西垣悦代史は「コーチングとコーチング心理学の

系譜と展望―医療への適用可能性―」(西垣悦代、

2012  
   
4．先行研究の中の教育現場におけるコーチング

の有効性について 

中山雅茂氏「コーチングを取り入れたものづくり

の授業に関する研究」～小学校理科クリップモー

ターの制作（中山雅茂、2010） 
青柳龍也・小西正恵・榊原かおり・久保田絢氏等

「コーチングの考え方に基づく自立学習支援」（青

柳龍也他、2008）。 
末次弘明氏「造形教育におけるコーチングを取り

入れた学習の実践と研究」(末次弘明2010)） 
 
5．コーチ・アプローチでの授業の有効性につい

て～筆者の研究から～ 
筆者は 2008 年から看護専門学校でコーチング

をベースにした人間関係論を年間 15 コマ担当し

ています。 
a.2014 年 3 学年の在校生を対象にアンケート調

査をしました。学生数の内訳は10代男21名、女

75 名、20代 男4名、女10名、30代男0名、

女1名、計男25名、女86名計111名です。その

中から15コマ授業終了時の40期の学生の感想文

からの抜粋を以下に示します。意識して行ったコ

ーチ・アプローチ(①～④)に対する学生の感想と

学生自身が感じた変化(⑤、⑥)です。 
①「誰一人として間違っていない」のルールを学

んで感じたこと。 
自己肯定感、自己効力観の向上、他者肯定、他者

尊敬に繋がった。 
勇気を持って自己開示し自分の意見を知ってほ

しいと思うようになった。 
自分が思っていることは人と違っていても OK

と思えた。 
②誰かに見守られて継続することの感想 
一人では無理でも見守られていれば頑張れる自分

とその変化を実感した。 
宣言事項を毎週宿題で振り返り、提出して意識

を高め実現できた。 
自分の宣言した行動を続けることで自分が変わ

ったことが分かった 
③肯定のストローク（承認する、される）につい

ての感想 

物事の明るい面を見ることを味わえた。 
相手の喜ぶ顔やいい所を見つけられることが楽

しくなった。 
自分のいい所をたくさん探せるようになった。 

④笑顔の力についての感想 
人の表情の力への気づき、自然な笑顔が身につい

てきた。 
笑顔は魔法だと思う。一つの笑顔からたくさん

の笑顔が生まれる。 
コミュニケーションは言語だけではない。 

⑤自分が気づいた自分の変化 
自分と向き合うことのつらさと大切さ、自ら起こ

す行動の力に気づいた。 
自分を知れ、変われると思え、変わろうという

意思を持てた(自己発見) 
嫌だった自分と向き合うこと、自己開示の課題

は自分を好きになる、多くの人と関わることで達

成できた。(内観、自己開示の経験) 
⑥自分の在り方に対する気づき 
自分が変われば相手も変わり、人は変えられな

いけど、自分は自分で変えられる 
臨機応変に柔軟な考え方、行動がとれるように

なりたいと強く思った 
自分をコントロールして相手を尊重して思いや

りを持ち、信頼される人になりたい。 
考察：コーチングのスキルは人との繋がりにおい

て大変有効で「人間関係論」の授業の中でワーク

ショップという形で傾聴する、尊重する、承認す

る等、基本的なコーチング・スキルを生徒たちが

体験学習し、コーチングを受けること、コーチン

グ的関わりをされることの意味を感じることによ

り、自分が他者との関係でそれを活かすことも

徐々にできるようになったといえる。 
b.2014 年度は一年生の 6 月から夏休みを挟む 15
コマの授業でした。当年度においては研究中の授

業であったので生徒の成長、変化を知るため宿題

に質問を加え一年生対象に調査を行いました。調

査対象は6月調査時42名（男10名、女32名）

７月調査時41名（男10名、女31名）11月調査

時 37 名（男 9 名、女 28 名）でした。それぞれ

10点満点で自己評価してもらいました。 
①自己肯定感の変化：自分のこと認めています

か？  
１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９

②他者承認度の変化：相手のことを認めています

か？ 
１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９

③自己理解度の変化：自分のことわかっています

か？ 

考察：自分の在り方の学びとして自己肯定感、他

者肯定感、及び自己理解において自己評価させた

結果、すべてにおいて右寄りの結果で半年余りで

も自己との向き合いで自分の在りたい方向が明確

になり、意識して行動することにより生徒自身が

自覚できる程自分の在り方に変化が表れたことを

示していました。 
 
6．まとめと今後の課題 
人との関わり方における先人の理論とコーチング

との共鳴点、先行研究の中に示されている様々な

教育現場でのコーチングの有効性、及び筆者のコ

ーチングによる授業の有効性についての調査など

を統合すると、教師と信頼関係を築きコーチ・ア

プローチでティーチングではなく、コーチングで

生徒、学生と関わり、教師の知識、経験をシェア

できれば生徒、学生も安心して心を開いて、それ

を意欲的、積極的に受け取り、自主的な姿勢で取

り組むことになるので大きな成長に繋がることに

なり、「コーチングを教育現場に取り入れることは

有効である」と言えると考えます。 
人がその人らしく生きるための知識、教養を身

に付けることが教育の基本目的であるとするなら

ばコーチング・アプローチの姿勢こそ、教育現場

で有効であると考えます。コーチング・アプロー

チの基本姿勢は相手に承認と安全を示し、相手を

一人の人間として尊重し、その可能性を信じ、そ

の人の在り方を認知し、受け止め、価値観を大切

にし、質問し、話させ言葉だけではなく心を受け

取ることにより相手が心を開きやすくなれ、信頼

関係を構築することが出来ます。今後の課題とし

ては各教科により、コーチング・アプローチの使

い方が様々で教師、生徒・学生の個性も反映する

ので一概に定義できるものではなく、教師一人ひ

とりのコーチング・アプローチの理解によるとこ

ろが大きいという点であると考えます。教師自身

がコーチングを経験して体感してもらうことがい

い方法の一つだと考えます。 
参考資料は当日配布資料に記載します。 

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９
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教育現場でのコーチング・アプローチの有効性について 

～先人の理論と研究および発表者の研究から～ 

 
鳥羽 きよ子(しぎさん看護専門学校) 

 
1．研究の目的 
教育にコーチングを活かせること、活かすことの

理論を検証し、先行研究、及び実践から例証する

ことにより教育現場にコーチングのコーチ・アプ

ローチを取り入れることの有効性を研究すること

を目的とします。 
 
2．先人の理論とコーチングの共鳴点について 
ソクラテス(古代の哲人) 問答法 
デール・カーネギー(1888 D・カーネギー研究所)
「人を動かすことは心を動かすことだ」 
アブラハム・マズロー(心理学者 1908～1970)
マズローの人間欲求５段階説 
ロバート・ローゼンタール(教育心理学者 1933
～) ピグマリオン効果がコーチングに共鳴 
ジョン・ウィットモア はじめのコーチング 言

われたことに従うのではなく自ら学ぶ姿勢。 
 
3．コーチングの応用に関する先行研究について 
a.学習コーチング  
山谷敬三氏（山谷敬三、2012，12）.教授・「学習

過程における教育方法・技術とコーチング・モデ

ルの統合に関する研究」（山谷敬三、2012，12） 
b.アカデミック・コーチング 
菅原秀幸氏「アカデミック・コーチングによる大

学教育変革の試み」―ティーチング主体型講義か

らコーチング主体型講義への進化―（菅原秀幸、

2013） 
佐藤大輔氏は「『創造性』を育てる教育とマネジメ

ント 大学教育を革新するアカデミック・コーチ

ングへ」(佐藤大輔、2014)  
c.コーチング心理学 
吉田悟氏は「現代のエスプリ」(吉田悟、2010，9 
西垣悦代史は「コーチングとコーチング心理学の

系譜と展望―医療への適用可能性―」(西垣悦代、

2012  
   
4．先行研究の中の教育現場におけるコーチング

の有効性について 

中山雅茂氏「コーチングを取り入れたものづくり

の授業に関する研究」～小学校理科クリップモー

ターの制作（中山雅茂、2010） 
青柳龍也・小西正恵・榊原かおり・久保田絢氏等

「コーチングの考え方に基づく自立学習支援」（青

柳龍也他、2008）。 
末次弘明氏「造形教育におけるコーチングを取り

入れた学習の実践と研究」(末次弘明2010)） 
 
5．コーチ・アプローチでの授業の有効性につい

て～筆者の研究から～ 
筆者は 2008 年から看護専門学校でコーチング

をベースにした人間関係論を年間 15 コマ担当し

ています。 
a.2014 年 3 学年の在校生を対象にアンケート調

査をしました。学生数の内訳は10代男21名、女

75 名、20代 男4名、女10名、30代男0名、

女1名、計男25名、女86名計111名です。その

中から15コマ授業終了時の40期の学生の感想文

からの抜粋を以下に示します。意識して行ったコ

ーチ・アプローチ(①～④)に対する学生の感想と

学生自身が感じた変化(⑤、⑥)です。 
①「誰一人として間違っていない」のルールを学

んで感じたこと。 
自己肯定感、自己効力観の向上、他者肯定、他者

尊敬に繋がった。 
勇気を持って自己開示し自分の意見を知ってほ

しいと思うようになった。 
自分が思っていることは人と違っていても OK

と思えた。 
②誰かに見守られて継続することの感想 
一人では無理でも見守られていれば頑張れる自分

とその変化を実感した。 
宣言事項を毎週宿題で振り返り、提出して意識

を高め実現できた。 
自分の宣言した行動を続けることで自分が変わ

ったことが分かった 
③肯定のストローク（承認する、される）につい

ての感想 

物事の明るい面を見ることを味わえた。 
相手の喜ぶ顔やいい所を見つけられることが楽

しくなった。 
自分のいい所をたくさん探せるようになった。 

④笑顔の力についての感想 
人の表情の力への気づき、自然な笑顔が身につい

てきた。 
笑顔は魔法だと思う。一つの笑顔からたくさん

の笑顔が生まれる。 
コミュニケーションは言語だけではない。 

⑤自分が気づいた自分の変化 
自分と向き合うことのつらさと大切さ、自ら起こ

す行動の力に気づいた。 
自分を知れ、変われると思え、変わろうという

意思を持てた(自己発見) 
嫌だった自分と向き合うこと、自己開示の課題

は自分を好きになる、多くの人と関わることで達

成できた。(内観、自己開示の経験) 
⑥自分の在り方に対する気づき 
自分が変われば相手も変わり、人は変えられな

いけど、自分は自分で変えられる 
臨機応変に柔軟な考え方、行動がとれるように

なりたいと強く思った 
自分をコントロールして相手を尊重して思いや

りを持ち、信頼される人になりたい。 
考察：コーチングのスキルは人との繋がりにおい

て大変有効で「人間関係論」の授業の中でワーク

ショップという形で傾聴する、尊重する、承認す

る等、基本的なコーチング・スキルを生徒たちが

体験学習し、コーチングを受けること、コーチン

グ的関わりをされることの意味を感じることによ

り、自分が他者との関係でそれを活かすことも

徐々にできるようになったといえる。 
b.2014 年度は一年生の 6 月から夏休みを挟む 15
コマの授業でした。当年度においては研究中の授

業であったので生徒の成長、変化を知るため宿題

に質問を加え一年生対象に調査を行いました。調

査対象は6月調査時42名（男10名、女32名）

７月調査時41名（男10名、女31名）11月調査

時 37 名（男 9 名、女 28 名）でした。それぞれ

10点満点で自己評価してもらいました。 
①自己肯定感の変化：自分のこと認めています

か？  
１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９

②他者承認度の変化：相手のことを認めています

か？ 
１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９

③自己理解度の変化：自分のことわかっています

か？ 

考察：自分の在り方の学びとして自己肯定感、他

者肯定感、及び自己理解において自己評価させた

結果、すべてにおいて右寄りの結果で半年余りで

も自己との向き合いで自分の在りたい方向が明確

になり、意識して行動することにより生徒自身が

自覚できる程自分の在り方に変化が表れたことを

示していました。 
 
6．まとめと今後の課題 
人との関わり方における先人の理論とコーチング

との共鳴点、先行研究の中に示されている様々な

教育現場でのコーチングの有効性、及び筆者のコ

ーチングによる授業の有効性についての調査など

を統合すると、教師と信頼関係を築きコーチ・ア

プローチでティーチングではなく、コーチングで

生徒、学生と関わり、教師の知識、経験をシェア

できれば生徒、学生も安心して心を開いて、それ

を意欲的、積極的に受け取り、自主的な姿勢で取

り組むことになるので大きな成長に繋がることに

なり、「コーチングを教育現場に取り入れることは

有効である」と言えると考えます。 
人がその人らしく生きるための知識、教養を身

に付けることが教育の基本目的であるとするなら

ばコーチング・アプローチの姿勢こそ、教育現場

で有効であると考えます。コーチング・アプロー

チの基本姿勢は相手に承認と安全を示し、相手を

一人の人間として尊重し、その可能性を信じ、そ

の人の在り方を認知し、受け止め、価値観を大切

にし、質問し、話させ言葉だけではなく心を受け

取ることにより相手が心を開きやすくなれ、信頼

関係を構築することが出来ます。今後の課題とし

ては各教科により、コーチング・アプローチの使

い方が様々で教師、生徒・学生の個性も反映する

ので一概に定義できるものではなく、教師一人ひ

とりのコーチング・アプローチの理解によるとこ

ろが大きいという点であると考えます。教師自身

がコーチングを経験して体感してもらうことがい

い方法の一つだと考えます。 
参考資料は当日配布資料に記載します。 

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９
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幼保一体化と自己尊重感を育てる保育カリキュラム

― デンマークにおける保育を通しての一考察 ―

大橋 喜美子（神戸女子大学）

１．はじめに

本研究は、５年間の継続研究を通して幼稚園、

保育所 園 、認定こども園など、既存の保育施設

すべての枠を見直し、子どもの真の育ちを見すえ

た幼保一体化 に資するための礎石となる基礎研

究を行い、「幼保一体化に向けた保育カリキュラ

ム・モデルの構築」が目的である。

年目はアンケート調査を実施、幼稚園（以下、

幼と記す）と保育所（以下、保と記す。保育園を含

む）の「幼保の保育者からみた保育所・幼稚園の

イメージと計画性」など６項目のアンケート調査を

実施した。そのうち、「保育の計画と理解」では、

幼保間の保育者において、保育の計画の理解に

差異がみられるのではないか、その要因の一つと

して「環境」と関連があるとの仮説をもって共分散

構造分析を行った。

結果、「保育の計画と理解」と「環境」はパス係

数 であり、プラスに影響していることが明らか

となった 。つまり、保育者の「保育の計画と理解」

は、「環境」と関連があり、幼の保育者は保の保育

者より「保育の計画性への理解」が高い傾向にあ

った。

そこで「保育の計画と理解」と「環境」の関連に

ついて、新たな保育カリキュラムの構築に向けて

幼保一体化を実施しているデンマークの総合保

育園に着目した。加えて自己肯定感（デンマーク

人は自己尊重感と訳している）の育成についても

研究を深める必要性を感じて 年度よりデン

マークロスキレ市とオレロップ市において４回の保

育観察を実施した。

２．目的

デンマークの自己尊重感を育てる環境から、日

本の幼保一体化における保育環境の再構成と自

己尊重感の育ちに関する保育カリキュラムの構築

について検討を行う。

３．手続き

デンマークが実施している保育カリキュラムの検

討に加えて、実践現場の観察記録より考察を行

う。

（１）実施期間と場所

年 月 日（金）

年： 月 日（金） 日（月） 月１日（火）

Velkommen til Børnegården i Ollerup（ボョーネゴ

ーデン イ オレロップ保育園）

（２）方法 第一にデンマークの保育指針（以下、

指針）における自己尊重感について考察を行い、

第二に により

実践場面を記録、その映像を翻訳し、自己尊重

感の育ちについて考察をする。そして、保育指針

と実践場面から幼保一体化と自己尊重感を育て

る保育カリキュラムについて考察する。

４．デンマークの指針と日本の指針の比較考察

（１）デンマークの指針

デンマークでは、ソーシャルサービス法 条に

より、すべての乳幼児、学童保育施設は「学びの

プラン」を作成することが義務付けられている。

「学びのプラン」を作成する上での目標や指針

は日本の「幼稚園教育要領」と「保育所保育指針」

を合わせた幼保共通カリキュラムに相当する（大

野睦子 ）。以下は、学びのプランに含まれる

６つの目標に関する一部の例を示した。

「学びのプラン」に含まれる６つの目標

①子どもの全面的な人間形成と個の確立

例．他の子どもや大人たちのとの間での関わり合

いや衝突を理解し分析することを学ぶ。

②人間関係と社会能力

例．自分ができること、できないこと、したいこと、し

たくないこと、受け入れられること受け入れられな

いことなど、自分の本来の姿を失わないために、

自分の境界線を引き、相手がどこまでその線を越

えられるか、越えてよいかを示すこと。

③言葉

例．言葉を通して子どもは自分の考えや気持ちを

表現し、他を理解することができ、表現すること

で、子どもは自分の本来の姿と、自己尊重感を保

ち続けることができる。

④身体と動き

例．いろいろな形で体の触れ合いを経験しなが

ら、自分が受け入れられること受け入れられないこ

と知り、伝える。

⑤自然と自然現象

⑥文化的表現の方法と価値

例．せかされず自分で考えたり試したりすることが

できる時間が十分にあること。

（神戸女子大学企画 講演資料：大野睦子 、大橋一部改編）

以上の６つの目標には、子どもの自立と子ども

が自ら考えて学び、他者を理解して問題を解決し

ていき、そのプロセスにおいては葛藤や不安など

多くの経験をくぐることが大切であるとしている。こ

こに自己尊重感の育ちが大切にされている目標

が感じられる。日本の指針はデンマークと同じく６

つの目標が示されている。その文末は、「・・・生命

の保持及び情緒の安定を図ること」「・・・心身の健

康を培うこと」「・・・自主、自立及び協調の態度を

養い、道徳性の芽生えを培うこと」「・・・豊かな心

情や思考力の芽生えを培うこと」「言葉の豊かさを

養うこと」「・・・表現力を育み、創造性の芽生えを

培うこと」とあり、保育者中心の目標が伺える。

（２）実践場面を通しての自己尊重感

子どもが保育者と共に包丁を使ってリンゴを縦

に４等分しておやつの準備をしている時の会話の

一部である。以下、保育者は「保」子どもは「Ａ」「Ｂ」

と示した。子は２人共に 歳児の女児である。

Ａ： ワタシ、ユビキッチャッタア

保： （切った指は）どこだあ、レーズンをお皿の

上においてくれないか

Ｂ： ワタシモユビキッチャッター

保： 気を付けるんだよ。

Ｂ： マエ、キッタトキハスゴクイタカッタワー

Ａ： ワタシハ（リンゴ切り）オワッタワー、タベタイ

保： そんなことしないでしょ

Ａ： ハーイ、（切っていないリンゴが）モウヒトツ、

オワリニシタイワー､コレモタベテイイ？

保： いやー、そんなこと（普通は）しないだろ。

Ａ： ミテー、キッタッワヨー

保： おー（リンゴを）切ったのー？。

子どもは、指を切った経験を話しながら、何度も

包丁を滑らせながらリンゴを切っていたが、保育

者も特に気にする様子は見られなかった。また、

一人の子どもはリンゴが等分に切れず、小さく切

ってしまった部分を毎回食べており、結果として１

個全部食べてしまった。保育者は「ダメだよー」と

言いながら容認していた。指を切った（少しキズと

なった程度）ことについては、親も子も自分の責任

と捉えているようだった。そのようにしながら、自分

で考え自分で判断する心の育ちが自立や自己尊

重感に向かうと考えられる。

５．自己尊重感を育てる保育カリキュラムの課題

日本の指針は、丁寧に記述がされ子どもを守り

育てる視点が明らかになっている。また、近年で

は各施設の独自性や創造性が求められ、それぞ

れの保育の場での努力がされてきた。

しかし、子どもを巡る問題として、いじめや自殺、

非虐待児など解決をしなければならない課題が

山積している。こうした課題解決の一つとして、乳

幼児期の教育の再考が必要であると考えている。

日本は乳児期の保育について養護が強調され

ている。それと合わせて乳児期からの自己尊重感

の育ちにも目を向けて、保育カリキュラムの目標

の一つとしたいものである。今後は、日本の子育

て文化に配慮しながら、自己決定する力や責任

が持てる意味などについて指針や保育カリキュラ

ムに記述することが求められている。

                                                   
幼保一体化の用語は自民党から民主党へ政権が変わっ

た時に、従来の幼保一元化に代わるものとして表記され、

そのまま現在も使用されている。

大橋喜美子他 神戸女子大学文学部紀要（ 巻

）

保育指針は 年ソーシャルサービス法に基づいて社

会省より出されている。社会省とは、乳幼児保育を含む福

祉関係や社会問題など所轄する省だが、 年より「子ど

も、男女の平等、インテグレーション社会的リレーションシ

ップ省」と所轄部門の名称が変わっているが、保育指針の

内容はそのままである。

※本研究は、平成 年度科学研究費助成事業（学術研

究助成基金助成金）基盤研究（Ｃ） 課題番号 の

助成を受けて実施している。
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幼保一体化と自己尊重感を育てる保育カリキュラム

― デンマークにおける保育を通しての一考察 ―

大橋 喜美子（神戸女子大学）

１．はじめに

本研究は、５年間の継続研究を通して幼稚園、

保育所 園 、認定こども園など、既存の保育施設

すべての枠を見直し、子どもの真の育ちを見すえ

た幼保一体化 に資するための礎石となる基礎研

究を行い、「幼保一体化に向けた保育カリキュラ

ム・モデルの構築」が目的である。

年目はアンケート調査を実施、幼稚園（以下、

幼と記す）と保育所（以下、保と記す。保育園を含

む）の「幼保の保育者からみた保育所・幼稚園の

イメージと計画性」など６項目のアンケート調査を

実施した。そのうち、「保育の計画と理解」では、

幼保間の保育者において、保育の計画の理解に

差異がみられるのではないか、その要因の一つと

して「環境」と関連があるとの仮説をもって共分散

構造分析を行った。

結果、「保育の計画と理解」と「環境」はパス係

数 であり、プラスに影響していることが明らか

となった 。つまり、保育者の「保育の計画と理解」

は、「環境」と関連があり、幼の保育者は保の保育

者より「保育の計画性への理解」が高い傾向にあ

った。

そこで「保育の計画と理解」と「環境」の関連に

ついて、新たな保育カリキュラムの構築に向けて

幼保一体化を実施しているデンマークの総合保

育園に着目した。加えて自己肯定感（デンマーク

人は自己尊重感と訳している）の育成についても

研究を深める必要性を感じて 年度よりデン

マークロスキレ市とオレロップ市において４回の保

育観察を実施した。

２．目的

デンマークの自己尊重感を育てる環境から、日

本の幼保一体化における保育環境の再構成と自

己尊重感の育ちに関する保育カリキュラムの構築

について検討を行う。

３．手続き

デンマークが実施している保育カリキュラムの検

討に加えて、実践現場の観察記録より考察を行

う。

（１）実施期間と場所

年 月 日（金）

年： 月 日（金） 日（月） 月１日（火）

Velkommen til Børnegården i Ollerup（ボョーネゴ

ーデン イ オレロップ保育園）

（２）方法 第一にデンマークの保育指針（以下、

指針）における自己尊重感について考察を行い、

第二に により

実践場面を記録、その映像を翻訳し、自己尊重

感の育ちについて考察をする。そして、保育指針

と実践場面から幼保一体化と自己尊重感を育て

る保育カリキュラムについて考察する。

４．デンマークの指針と日本の指針の比較考察

（１）デンマークの指針

デンマークでは、ソーシャルサービス法 条に

より、すべての乳幼児、学童保育施設は「学びの

プラン」を作成することが義務付けられている。

「学びのプラン」を作成する上での目標や指針

は日本の「幼稚園教育要領」と「保育所保育指針」

を合わせた幼保共通カリキュラムに相当する（大

野睦子 ）。以下は、学びのプランに含まれる

６つの目標に関する一部の例を示した。

「学びのプラン」に含まれる６つの目標

①子どもの全面的な人間形成と個の確立

例．他の子どもや大人たちのとの間での関わり合

いや衝突を理解し分析することを学ぶ。

②人間関係と社会能力

例．自分ができること、できないこと、したいこと、し

たくないこと、受け入れられること受け入れられな

いことなど、自分の本来の姿を失わないために、

自分の境界線を引き、相手がどこまでその線を越

えられるか、越えてよいかを示すこと。

③言葉

例．言葉を通して子どもは自分の考えや気持ちを

表現し、他を理解することができ、表現すること

で、子どもは自分の本来の姿と、自己尊重感を保

ち続けることができる。

④身体と動き

例．いろいろな形で体の触れ合いを経験しなが

ら、自分が受け入れられること受け入れられないこ

と知り、伝える。

⑤自然と自然現象

⑥文化的表現の方法と価値

例．せかされず自分で考えたり試したりすることが

できる時間が十分にあること。

（神戸女子大学企画 講演資料：大野睦子 、大橋一部改編）

以上の６つの目標には、子どもの自立と子ども

が自ら考えて学び、他者を理解して問題を解決し

ていき、そのプロセスにおいては葛藤や不安など

多くの経験をくぐることが大切であるとしている。こ

こに自己尊重感の育ちが大切にされている目標

が感じられる。日本の指針はデンマークと同じく６

つの目標が示されている。その文末は、「・・・生命

の保持及び情緒の安定を図ること」「・・・心身の健

康を培うこと」「・・・自主、自立及び協調の態度を

養い、道徳性の芽生えを培うこと」「・・・豊かな心

情や思考力の芽生えを培うこと」「言葉の豊かさを

養うこと」「・・・表現力を育み、創造性の芽生えを

培うこと」とあり、保育者中心の目標が伺える。

（２）実践場面を通しての自己尊重感

子どもが保育者と共に包丁を使ってリンゴを縦

に４等分しておやつの準備をしている時の会話の

一部である。以下、保育者は「保」子どもは「Ａ」「Ｂ」

と示した。子は２人共に 歳児の女児である。

Ａ： ワタシ、ユビキッチャッタア

保： （切った指は）どこだあ、レーズンをお皿の

上においてくれないか

Ｂ： ワタシモユビキッチャッター

保： 気を付けるんだよ。

Ｂ： マエ、キッタトキハスゴクイタカッタワー

Ａ： ワタシハ（リンゴ切り）オワッタワー、タベタイ

保： そんなことしないでしょ

Ａ： ハーイ、（切っていないリンゴが）モウヒトツ、

オワリニシタイワー､コレモタベテイイ？

保： いやー、そんなこと（普通は）しないだろ。

Ａ： ミテー、キッタッワヨー

保： おー（リンゴを）切ったのー？。

子どもは、指を切った経験を話しながら、何度も

包丁を滑らせながらリンゴを切っていたが、保育

者も特に気にする様子は見られなかった。また、

一人の子どもはリンゴが等分に切れず、小さく切

ってしまった部分を毎回食べており、結果として１

個全部食べてしまった。保育者は「ダメだよー」と

言いながら容認していた。指を切った（少しキズと

なった程度）ことについては、親も子も自分の責任

と捉えているようだった。そのようにしながら、自分

で考え自分で判断する心の育ちが自立や自己尊

重感に向かうと考えられる。

５．自己尊重感を育てる保育カリキュラムの課題

日本の指針は、丁寧に記述がされ子どもを守り

育てる視点が明らかになっている。また、近年で

は各施設の独自性や創造性が求められ、それぞ

れの保育の場での努力がされてきた。

しかし、子どもを巡る問題として、いじめや自殺、

非虐待児など解決をしなければならない課題が

山積している。こうした課題解決の一つとして、乳

幼児期の教育の再考が必要であると考えている。

日本は乳児期の保育について養護が強調され

ている。それと合わせて乳児期からの自己尊重感

の育ちにも目を向けて、保育カリキュラムの目標

の一つとしたいものである。今後は、日本の子育

て文化に配慮しながら、自己決定する力や責任

が持てる意味などについて指針や保育カリキュラ

ムに記述することが求められている。

                                                   
幼保一体化の用語は自民党から民主党へ政権が変わっ

た時に、従来の幼保一元化に代わるものとして表記され、

そのまま現在も使用されている。

大橋喜美子他 神戸女子大学文学部紀要（ 巻

）

保育指針は 年ソーシャルサービス法に基づいて社

会省より出されている。社会省とは、乳幼児保育を含む福

祉関係や社会問題など所轄する省だが、 年より「子ど

も、男女の平等、インテグレーション社会的リレーションシ

ップ省」と所轄部門の名称が変わっているが、保育指針の

内容はそのままである。

※本研究は、平成 年度科学研究費助成事業（学術研

究助成基金助成金）基盤研究（Ｃ） 課題番号 の

助成を受けて実施している。
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デジタル教科書に関する教師と児童・生徒の意識

―経年比較からそのあり方を考える―

 
○武内 清 （敬愛大学）  
○浜島幸司 （同志社大学）  

谷田川ルミ（芝浦工業大学） 

１．はじめに 
現在、学校外で活字やメディアの ICT化（情報

化）、デジタル化は急速に進んでいる。このよう

な流れに学校という場も無縁ではない。学校や教

室へのパソコンやインターネットの導入、さらに

教科書のデジタル化（電子化）もすすんでいる。

「デジタル教科書」の導入は、政府はじめ、さま

ざまなところで提案されている。実際、「教師用

のデジタル（電子）黒板」はコンテンツも含めか

なり普及し、さらに「児童・生徒用のデジタル教

科書（タブレット）」の試行も、いくつかの学校

でなされている。 
教育現場への新しい試みは現場教師や児童・生

徒の受容なくしては定着しない。現在、デジタル

教科書に関して一般の教師や児童生徒はどのよう

な意識を持っているのか。 
本報告は公益財団法人中央教育研究所が 2012

年と 2015 年の 2 回にわたり調査を実施した「教

師と児童・生徒のデジタル教科書に関する調査」

のデータをもとに教科書のデジタル化に関して、

教師、子ども、教育現場の視点から考察する。 
2012 年の第 1 回調査の時点では次のようなこ

とが明らかになった。 
①電子黒板は、各学校に1台は配置されている

にしても、全教室に配置されているのは、小学校、

中学校ともごくわずかである。 
②「児童・生徒用デジタル教科書」については、

現在の普及率は 2～3％とごくわずか（文部科学省，

2015）である。「児童・生徒用デジタル教科書」

に関しては紙媒体との併用を希望する教師や児

童・生徒が多い。 

③担当教科や教員の情報処理能力やデジタル教

材に対する経験や認識によって、意見が違ってく

る（教師には「積極」「消手極」「併用」「中立」

の 4グループがある）。 
④児童・生徒のデジタル教科書に関する認識は

教師と違っている面もある。また生徒の属性差も

ある。 
その後 3年経ち、教員と児童・生徒のデジタル

教科書に対する意見や意識はどのように変化した

のか。 
 
２．2015 年調査データについて 

2015年調査は、2012 年調査とほぼ同様の手法

で実施、回収している。2012年調査の概要は公益

財団法人中央教育研究所（2013）を参照のこと。 
 
2-1 教師調査 
対象は全国の学校（小学校1500校、中学校1000

校）とし、中央教育研究所から各校にアンケート

調査票を 2015年11月に郵送、1校につき 1名か

らの回答を依頼した。回答者は小中あわせて1107
名であった。 
年齢層は「50-54歳」（23.5%）、「55-59歳」

（19.9％）と 50歳代の回答が多い。以下、「-29
歳」（12.5％）、「45-49歳」（12.0％）、「35-39
歳」（10.9％）、「30-34歳」（10.0％）、「40-44
歳」（9.8％）となっている。性別は、男性が905
名（81.8％）、女性が202名（18.2％）と男性が

多くを占めている。男性では 50 歳代の回答が多

いのに対し、女性では40歳代までの回答が多い。

学校種別は、小学校が644名（58.2％）、中学校

が460名（41.8％）で小学校の教員の回答が多い。 

2-2 児童・生徒調査 
対象は全国の学校（小学校13校、中学校 13校）

とし、学校の了解を得たうえで、小学校は5年生、

中学校は2年生にアンケート調査票への回答を依

頼した。時期は教師調査と同じく2015年11月で

ある。回答者は小中あわせて692名であった。 
性別をみると、男子が359名（51.9％）、女子

が 333名（48.1％）とほぼ半々であるが、若干男

子の回答が多い。学年は小5が 359名（51.9％）、

中 2 が 333 名（48.1％）でとほぼ半々であるが、

若干小 5の回答が多い。 
 
３．2 時点の比較から 
本節では、教師調査、児童・生徒調査のそれぞ

れ全体結果をもとに 2時点の比較をおこなう。 
 

3-1 教師調査の比較 
①学内の電子黒板 

2012 年と比べて「ない」が減り（23.5％→

17.2％）、「5～9 台」（4.2％→8.7％）、「10
台以上」（5.3％→10.8％）が増えている。 
 
②教科書のデジタル化への意見 

2012年と比べて「紙媒体の教科書がよい」の回

答が大きく減り（29.2％→15.6％）、「紙媒体と

デジタル教科書併用」が大きく増えた（66.5％→

81.0％）。一方で、「紙媒体の教科書は廃止して

よい」の回答は変わらない（図1）。 
2015 年調査では教員の 8 割がデジタル教科書

と紙媒体の教科書を併用して使用することを望ま

しいと感じている。 
 

 

29.2 

15.6 

66.5 

81.0 

3.7 

3.1 

0.6 

0.3 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2012年
（1128名）

2015年
（1107名）

紙媒体の教科書のほうがよい 紙媒体とデジタル教科書併用 紙媒体の教科書は廃止してよい 無答・不明

 
図 1 教科書のデジタル化への意見（2時点比較[教師調査]） 

 
③デジタル教科書導入による子どもの変化 

2015 年では「勉強への興味が増す」（89.3％）、

「積極的に授業参加」（78.9％）、「プレゼン能

力が高まる」（77.1％）、「実際を見た気になっ

てしまう」（72.5％）を「そう思う（とても＋や

や）」と 7割以上が回答する（図表は略した）。 
2015 年調査では、教員はデジタル教科書を使う

ことで子どもたちにポジティブな影響があると考

えていることがわかる。 
 

④デジタル教科書が有効な科目 
2012 年と比べて、増えた項目として、「算数・

数学」（88.8％→92.0％）、「外国語」（87.5％
→90.6％）、「保健・体育」（67.4％→74.8％）、

「音楽」（63.8％→67.5％）がある（図表は略）。

反対に、減った項目として「総合的な学習」

（83.1％→79.0％）、「図工・美術」（72.4％→

69.3％）、「道徳」（53.3％→49.8％）がある。 
 
3-2 児童・生徒調査の比較 
①教科書理解度 
教科書の内容について、図2のように 2012年

と比べて、「かなりわかっている」回答が減って

いる（41.8％→32.8％）。2012年では 6割強が「わ

かっている」と回答したが、2015年では 5割強

に落ち込んでいる。反対に、「無回答・不明」の

回答が増えている（0.6％→7.1％）。 
 
②デジタル機器の所有 

2012年と比べて「持っている」回答が増えてい

る。「携帯」は 29.3％→47.3％と大幅に増えてい
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デジタル教科書に関する教師と児童・生徒の意識

―経年比較からそのあり方を考える―

 
○武内 清 （敬愛大学）  
○浜島幸司 （同志社大学）  

谷田川ルミ（芝浦工業大学） 

１．はじめに 
現在、学校外で活字やメディアの ICT化（情報

化）、デジタル化は急速に進んでいる。このよう

な流れに学校という場も無縁ではない。学校や教

室へのパソコンやインターネットの導入、さらに

教科書のデジタル化（電子化）もすすんでいる。

「デジタル教科書」の導入は、政府はじめ、さま

ざまなところで提案されている。実際、「教師用

のデジタル（電子）黒板」はコンテンツも含めか

なり普及し、さらに「児童・生徒用のデジタル教

科書（タブレット）」の試行も、いくつかの学校

でなされている。 
教育現場への新しい試みは現場教師や児童・生

徒の受容なくしては定着しない。現在、デジタル

教科書に関して一般の教師や児童生徒はどのよう

な意識を持っているのか。 
本報告は公益財団法人中央教育研究所が 2012

年と 2015 年の 2 回にわたり調査を実施した「教

師と児童・生徒のデジタル教科書に関する調査」

のデータをもとに教科書のデジタル化に関して、

教師、子ども、教育現場の視点から考察する。 
2012 年の第 1 回調査の時点では次のようなこ

とが明らかになった。 
①電子黒板は、各学校に1台は配置されている

にしても、全教室に配置されているのは、小学校、

中学校ともごくわずかである。 
②「児童・生徒用デジタル教科書」については、

現在の普及率は 2～3％とごくわずか（文部科学省，

2015）である。「児童・生徒用デジタル教科書」

に関しては紙媒体との併用を希望する教師や児

童・生徒が多い。 

③担当教科や教員の情報処理能力やデジタル教

材に対する経験や認識によって、意見が違ってく

る（教師には「積極」「消手極」「併用」「中立」

の 4グループがある）。 
④児童・生徒のデジタル教科書に関する認識は

教師と違っている面もある。また生徒の属性差も

ある。 
その後 3年経ち、教員と児童・生徒のデジタル

教科書に対する意見や意識はどのように変化した

のか。 
 
２．2015 年調査データについて 

2015年調査は、2012 年調査とほぼ同様の手法

で実施、回収している。2012年調査の概要は公益

財団法人中央教育研究所（2013）を参照のこと。 
 
2-1 教師調査 
対象は全国の学校（小学校1500校、中学校1000

校）とし、中央教育研究所から各校にアンケート

調査票を 2015年11月に郵送、1校につき 1名か

らの回答を依頼した。回答者は小中あわせて1107
名であった。 
年齢層は「50-54歳」（23.5%）、「55-59歳」

（19.9％）と 50歳代の回答が多い。以下、「-29
歳」（12.5％）、「45-49歳」（12.0％）、「35-39
歳」（10.9％）、「30-34歳」（10.0％）、「40-44
歳」（9.8％）となっている。性別は、男性が905
名（81.8％）、女性が202名（18.2％）と男性が

多くを占めている。男性では 50 歳代の回答が多

いのに対し、女性では40歳代までの回答が多い。

学校種別は、小学校が644名（58.2％）、中学校

が460名（41.8％）で小学校の教員の回答が多い。 

2-2 児童・生徒調査 
対象は全国の学校（小学校13校、中学校 13校）

とし、学校の了解を得たうえで、小学校は5年生、

中学校は2年生にアンケート調査票への回答を依

頼した。時期は教師調査と同じく2015年11月で

ある。回答者は小中あわせて692名であった。 
性別をみると、男子が359名（51.9％）、女子

が 333名（48.1％）とほぼ半々であるが、若干男

子の回答が多い。学年は小5が 359名（51.9％）、

中 2 が 333 名（48.1％）でとほぼ半々であるが、

若干小 5の回答が多い。 
 
３．2 時点の比較から 
本節では、教師調査、児童・生徒調査のそれぞ

れ全体結果をもとに 2時点の比較をおこなう。 
 

3-1 教師調査の比較 
①学内の電子黒板 

2012 年と比べて「ない」が減り（23.5％→

17.2％）、「5～9 台」（4.2％→8.7％）、「10
台以上」（5.3％→10.8％）が増えている。 
 
②教科書のデジタル化への意見 

2012年と比べて「紙媒体の教科書がよい」の回

答が大きく減り（29.2％→15.6％）、「紙媒体と

デジタル教科書併用」が大きく増えた（66.5％→

81.0％）。一方で、「紙媒体の教科書は廃止して

よい」の回答は変わらない（図1）。 
2015 年調査では教員の 8 割がデジタル教科書

と紙媒体の教科書を併用して使用することを望ま

しいと感じている。 
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2015年
（1107名）

紙媒体の教科書のほうがよい 紙媒体とデジタル教科書併用 紙媒体の教科書は廃止してよい 無答・不明

 
図 1 教科書のデジタル化への意見（2時点比較[教師調査]） 

 
③デジタル教科書導入による子どもの変化 

2015 年では「勉強への興味が増す」（89.3％）、

「積極的に授業参加」（78.9％）、「プレゼン能

力が高まる」（77.1％）、「実際を見た気になっ

てしまう」（72.5％）を「そう思う（とても＋や

や）」と 7割以上が回答する（図表は略した）。 
2015 年調査では、教員はデジタル教科書を使う

ことで子どもたちにポジティブな影響があると考

えていることがわかる。 
 

④デジタル教科書が有効な科目 
2012 年と比べて、増えた項目として、「算数・

数学」（88.8％→92.0％）、「外国語」（87.5％
→90.6％）、「保健・体育」（67.4％→74.8％）、

「音楽」（63.8％→67.5％）がある（図表は略）。

反対に、減った項目として「総合的な学習」

（83.1％→79.0％）、「図工・美術」（72.4％→

69.3％）、「道徳」（53.3％→49.8％）がある。 
 
3-2 児童・生徒調査の比較 
①教科書理解度 
教科書の内容について、図2のように 2012年

と比べて、「かなりわかっている」回答が減って

いる（41.8％→32.8％）。2012年では 6割強が「わ

かっている」と回答したが、2015年では 5割強

に落ち込んでいる。反対に、「無回答・不明」の

回答が増えている（0.6％→7.1％）。 
 
②デジタル機器の所有 

2012年と比べて「持っている」回答が増えてい

る。「携帯」は 29.3％→47.3％と大幅に増えてい
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る。「パソコン・タブレット（パソコン）」も15.0％
→30.3％と倍増している（図表は略した）。 
 
③デジタル教科書の認知 
子どもたちの学習者用デジタル教科書への認知

度を比較した（図3）。2015年では「聞いたこと

はある」との選択肢を追加した。厳密な比較はで

きないものの回答をみていきたい。2012年と比べ

て「使用経験あり」との回答が大幅に増えている

（4.3％→24.3％）。デジタル教科書を本調査の4

名に 1名が使っている状況である。一方で「見た

ことあり」の回答は減っている（40.5％→26.6％）。

2012年では最も回答の多かった「まったく知らな

い」は 2015 年では大幅に減っている（55.2％→

12.4％）。知らないのではなく、今回新たに設定

した「聞いたことはある」（36.1％）回答が多い。

このように 2012 年ではデジタル教科書は「わか

らない・知らない」ものであったが、2015年にな

ると「使うこともあるし、聞いたことぐらいはあ

る」ものになっている。 
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図 2 教科書の内容理解度（2時点比較[児童・生徒調査]） 

 
デジタル教科書を知っているか
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使用経験あり 見たことあり 聞いたことはある（2015年のみ選択肢あり） まったく知らない 無答・不明

 
図 3 デジタル教科書の認知度（2時点比較[児童・生徒調査]） 

 
 

④デジタル教科書を使うことで思うこと 
学習者用デジタル教科書を使うと表1のように

2015 年では「音や映像を体験できてよい」

（85.3％）、「線を引いたりできてよい」（84.1％）、

「答え合わせができて便利」（82.3％）について

「そう思う（とても＋まあ）」と 8割以上が回答

する。次いで、「紙と筆記用具で考えなくなる」

（79.3％）、「勉強への興味が増す」（77.0％）、

「予復習しやすくなる」（75.0％）、「実社会で

役立つ」（73.2％）、「紙媒体とデジタル両方が

よい」（70.0％）と 7割以上である。「目が悪く

なる」（69.1％）、「受験に役立つ」（63.3％）

が 6 割を超えている。「紙の教科書がよい」

（47.4％）と半数近くいることにも留意しておき

たい。 
2012年と比べて、増えた項目として、「目が悪

くなる」（65.8％→69.1％）、「授業が理解でき

なくなる」（21.8％→29.8％）と否定的な側面が

ある。加えて「紙の教科書がよい」（39.5％→

47.4％）も大きく増えた。反対に、減った項目と

して、「勉強への興味が増す」（84.7％→77.0％）

がある。 

表 1 デジタル教科書を使うことで思うこと 
（2時点比較[児童・生徒調査]） 

「そう思う（とても＋まあ）」％
2012年
（692名）

2015年
（692名）

音や映像を体験できてよい

線を引いたりできてよい

答え合わせができて便利

紙と筆記用具で考えなくなる

勉強への興味が増す

予復習しやすくなる

実社会で役立つ

紙媒体とデジタル両方がよい

目が悪くなる

受験に役立つ

紙の教科書がよい

授業が理解できなくなる  
 
４．教科書のデジタル化に関して、検討すべき

意見と課題 
上記のデータを踏まえ教科書のデジタル化に関

して以下、8点の意見と課題を記しておく。 
①教師で教師用デジタル教科書に反対する人は

ほとんどいない。デジタルの条件整備を要望して

いる人が多い。教師の学習者用デジタル教科書へ

の教師の反対意見としては、タブレットで子ども

が遊んでしまい、教師のコントロールが利かなく

なることが多い。賛成論としては学習の記録が残

せる、個別学習に使えるなど。デジタル教科書で

「目が悪くなる」心配が子どもたちに多い。教師

はこの点の自覚に乏しい。教師用デジタル教科書

（電子黒板）のコンテンツは質が向上している。

これをさらに伸ばせばよく、学習者用は必要ない

という意見もある。 
②社会の情報化、デジタル化は進展しているの

で学校や教師もそれとは無縁ではいられない。児

童・生徒達が将来出て行く情報化社会にスムーズ

に適応すべく教育がなされなければならない。 
③一方、社会の論理と教育の論理は違う面があ

る。社会がほとんどデジタル化しているからこそ、

学校は成長過程にある子どもの教育に資するアナ

ログの方法（紙の教科書）で教育する方がいいと

いう考えもできる。子どもの成長や学習のしくみ

から検討する必要がある。 
④普通、科学の世界では新旧の方法の効用の比

較の実験を繰り返し行い、データで確認し導入を

決める。デジタル教科書の導入にはその効用の実

験データの積み重ねが必要である。 
⑤これまで教育現場では紙の教科書をどのよう

に使い、授業を組み立てるかの実践研究が何十年

も積み重ねられてきた。教科書がデジタル化され

れば、それに対応した新たな教育方法を積み重ね、

有効策の提示が必要である。その成果が出るまで

の空白をどのように埋めるのか。 
⑥新しいこと（技術等）の普及過程（反対多数

から賛成者が多くなるプロセス）には共通なこと

がある。デジタル教科書も同じような段階を踏み

普及していく。紙媒体は残るにしろ、教科書のデ

ジタル化は必然であり、教科書のデジタル化に対

応した教師の意識改革、技術の向上、研修、養成

は必要である。 
⑦教育の世界でデジタル化が進むと教師役割が

教育者ではなくファシリテーターに変化する。さ

らに子どもがデジタル技術に長けていると教師と

の力関係が逆転し教育が成り立たない。アナログ

教育の隠れた教育機能が消滅する。 
⑧新旧のテクノロジーの「入れ替え」は新旧の

テクノロジーの効率性と便宜性による。それは容

易ではない。教育の目的を巡って大きな対立が存

在する。何を目指してどんな授業を創りだしてい

くかという授業実践に対して展望が必要である

（共同研究者の加藤幸次教授の指摘による）。教

育とは何か、教師とは何か、デジタルとは何か、

知識や学ぶとは何か、ということが問われている。 
引き続き、詳細なデータ分析を続けて教科書の

デジタル化に関して議論したい。 
 
＜参考文献＞ 
公益財団法人中央教育研究所，2013，『教師と児

童・生徒のデジタル教科書に関する調査－小学

校・中学校を対象に－』，研究報告vol.79. 
文部科学省，2015，「平成 26年度 学校におけ

る教育の情報化の実態に関する調査結果」文部

科学省生涯学習政策局情報教育課． 
【詳細は報告当日配布の資料を参照のこと】 
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る。「パソコン・タブレット（パソコン）」も15.0％
→30.3％と倍増している（図表は略した）。 
 
③デジタル教科書の認知 
子どもたちの学習者用デジタル教科書への認知

度を比較した（図3）。2015年では「聞いたこと

はある」との選択肢を追加した。厳密な比較はで

きないものの回答をみていきたい。2012年と比べ

て「使用経験あり」との回答が大幅に増えている

（4.3％→24.3％）。デジタル教科書を本調査の4

名に 1名が使っている状況である。一方で「見た

ことあり」の回答は減っている（40.5％→26.6％）。

2012年では最も回答の多かった「まったく知らな

い」は 2015 年では大幅に減っている（55.2％→

12.4％）。知らないのではなく、今回新たに設定

した「聞いたことはある」（36.1％）回答が多い。

このように 2012 年ではデジタル教科書は「わか

らない・知らない」ものであったが、2015年にな

ると「使うこともあるし、聞いたことぐらいはあ

る」ものになっている。 
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図 2 教科書の内容理解度（2時点比較[児童・生徒調査]） 
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図 3 デジタル教科書の認知度（2時点比較[児童・生徒調査]） 

 
 

④デジタル教科書を使うことで思うこと 
学習者用デジタル教科書を使うと表1のように

2015 年では「音や映像を体験できてよい」

（85.3％）、「線を引いたりできてよい」（84.1％）、

「答え合わせができて便利」（82.3％）について

「そう思う（とても＋まあ）」と 8割以上が回答

する。次いで、「紙と筆記用具で考えなくなる」

（79.3％）、「勉強への興味が増す」（77.0％）、

「予復習しやすくなる」（75.0％）、「実社会で

役立つ」（73.2％）、「紙媒体とデジタル両方が

よい」（70.0％）と 7割以上である。「目が悪く

なる」（69.1％）、「受験に役立つ」（63.3％）

が 6 割を超えている。「紙の教科書がよい」

（47.4％）と半数近くいることにも留意しておき

たい。 
2012年と比べて、増えた項目として、「目が悪

くなる」（65.8％→69.1％）、「授業が理解でき

なくなる」（21.8％→29.8％）と否定的な側面が

ある。加えて「紙の教科書がよい」（39.5％→

47.4％）も大きく増えた。反対に、減った項目と

して、「勉強への興味が増す」（84.7％→77.0％）

がある。 

表 1 デジタル教科書を使うことで思うこと 
（2時点比較[児童・生徒調査]） 

「そう思う（とても＋まあ）」％
2012年
（692名）

2015年
（692名）

音や映像を体験できてよい

線を引いたりできてよい

答え合わせができて便利

紙と筆記用具で考えなくなる

勉強への興味が増す

予復習しやすくなる

実社会で役立つ

紙媒体とデジタル両方がよい

目が悪くなる

受験に役立つ

紙の教科書がよい

授業が理解できなくなる  
 
４．教科書のデジタル化に関して、検討すべき

意見と課題 
上記のデータを踏まえ教科書のデジタル化に関

して以下、8点の意見と課題を記しておく。 
①教師で教師用デジタル教科書に反対する人は

ほとんどいない。デジタルの条件整備を要望して

いる人が多い。教師の学習者用デジタル教科書へ

の教師の反対意見としては、タブレットで子ども

が遊んでしまい、教師のコントロールが利かなく

なることが多い。賛成論としては学習の記録が残

せる、個別学習に使えるなど。デジタル教科書で

「目が悪くなる」心配が子どもたちに多い。教師

はこの点の自覚に乏しい。教師用デジタル教科書

（電子黒板）のコンテンツは質が向上している。

これをさらに伸ばせばよく、学習者用は必要ない

という意見もある。 
②社会の情報化、デジタル化は進展しているの

で学校や教師もそれとは無縁ではいられない。児

童・生徒達が将来出て行く情報化社会にスムーズ

に適応すべく教育がなされなければならない。 
③一方、社会の論理と教育の論理は違う面があ

る。社会がほとんどデジタル化しているからこそ、

学校は成長過程にある子どもの教育に資するアナ

ログの方法（紙の教科書）で教育する方がいいと

いう考えもできる。子どもの成長や学習のしくみ

から検討する必要がある。 
④普通、科学の世界では新旧の方法の効用の比

較の実験を繰り返し行い、データで確認し導入を

決める。デジタル教科書の導入にはその効用の実

験データの積み重ねが必要である。 
⑤これまで教育現場では紙の教科書をどのよう

に使い、授業を組み立てるかの実践研究が何十年

も積み重ねられてきた。教科書がデジタル化され

れば、それに対応した新たな教育方法を積み重ね、

有効策の提示が必要である。その成果が出るまで

の空白をどのように埋めるのか。 
⑥新しいこと（技術等）の普及過程（反対多数

から賛成者が多くなるプロセス）には共通なこと

がある。デジタル教科書も同じような段階を踏み

普及していく。紙媒体は残るにしろ、教科書のデ

ジタル化は必然であり、教科書のデジタル化に対

応した教師の意識改革、技術の向上、研修、養成

は必要である。 
⑦教育の世界でデジタル化が進むと教師役割が

教育者ではなくファシリテーターに変化する。さ

らに子どもがデジタル技術に長けていると教師と

の力関係が逆転し教育が成り立たない。アナログ

教育の隠れた教育機能が消滅する。 
⑧新旧のテクノロジーの「入れ替え」は新旧の

テクノロジーの効率性と便宜性による。それは容

易ではない。教育の目的を巡って大きな対立が存

在する。何を目指してどんな授業を創りだしてい

くかという授業実践に対して展望が必要である

（共同研究者の加藤幸次教授の指摘による）。教

育とは何か、教師とは何か、デジタルとは何か、

知識や学ぶとは何か、ということが問われている。 
引き続き、詳細なデータ分析を続けて教科書の

デジタル化に関して議論したい。 
 
＜参考文献＞ 
公益財団法人中央教育研究所，2013，『教師と児

童・生徒のデジタル教科書に関する調査－小学

校・中学校を対象に－』，研究報告vol.79. 
文部科学省，2015，「平成 26年度 学校におけ

る教育の情報化の実態に関する調査結果」文部

科学省生涯学習政策局情報教育課． 
【詳細は報告当日配布の資料を参照のこと】 
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児童・生徒のデジタル教科書に対する意識

―使用経験の有無による比較を中心に―

 
○谷田川ルミ（芝浦工業大学） 

１．はじめに

教育の ICT化の流れの中、これまで紙媒体で

あった教科書もデジタル化への移行について、政

策的な検討が進められている。それに伴って、学

校教育現場においても、従来の「黒板とチョーク」

から「教師用電子黒板」へ、児童・生徒も「紙の

教科書」から 1人 1台の端末を用いた「学習者用

デジタル教科書」の普及が進みつつある（以降、教

師用と学習者用の双方を指す場合は「デジタル教科書」と表記）。 
現時点では、デジタル教科書の導入を開始して

いる学校としていない学校がある段階であるが、

文部科学省によると次期学習指導要領が導入され

る 2020年を目処に小・中・高校の教科書がデジ

タル化されることが報告されている。すでに教科

書のデジタル化の是非を論じる段階ではなく、子

どもの学びを保証することのできる児童・生徒用

デジタル教科書の開発はもちろんのこと、どのよ

うに導入を進めるのかといった導入のプロセスの

検討が必要であると考えられる。そのため、本格

的な導入に際しては授業を受ける側であり教科書

の使用者である子どもの意見も含めた慎重な議論

が望まれる。 
２．先行研究と分析課題

デジタル教科書については、文部科学省や自治

体などにおいて、いくつかの調査が行われている。 
学校と教員を対象とした調査としては文部科学

省の「教育の情報化の実態等に関する調査」、国

立教育政策研究所の「小中学校デジタル教材の整

備と利用状況に関する調査」がある。

児童生徒を対象とした調査としては少ないなが

らも、文部科学省が学びのイノベーション事業推

進校の教員と児童を対象とした調査、デジタル教

科書活用協力校の教員と児童を対象とした千葉市

の調査などが挙げられる。いずれも大半の子ども

がデジタル教科書に好意的であるという調査結果

が得られており、教育の ICT 化、教科書のデジタ

ル化による学習意欲の向上に期待が示されている。 
これらの調査は主に ICTの推進校やデジタル

教科書の活用協力校の児童生徒が対象となってい

る。しかし、実際の導入時は、使用経験のある子

どもとない子ども、使用実績のある学校とない学

校が入り乱れている状況でスタートすることにな

ることが予想されるため、デジタル教科書を全く

知らない、もしくは使ったことのない児童生徒の

意識も汲み取る必要があるものと考えられる。 
したがって本研究では2015年に行ったデジタ

ル教科書に対する児童・生徒の意識調査のデータ

を用いて、実際にデジタル教科書を使用した経験

が「ある」子どもと「ない」子どものデジタル教

科書に対する意識・意見の分析をとおして、第一

に、使用経験の「ある」子どもの意見からは紙の

教科書や従来の黒板の使用方法を含め、今後のデ

ジタル教科書への改善点の提示や導入に際しての

注意点を浮き彫りにする。第二に、使用経験の「な

い」子どもの意見からは導入に際しての期待する

点と不安な点を提示して、デジタル教科書への心

理的なハードルを下げ、学習意欲と教育効果を上

げる方策に寄与する知見を析出する。 
３．使用データ

使用するデータは、財団法人中央教育研究所が

2015 年 11 月に日本全国の小学校 13 校、中学校

13 校を対象に行ったアンケート調査のデータを

使用する。調査対象校は東北、北陸、関東、甲信

越、中部、関西、中国・四国、九州の各地からそ

れぞれ 1~2校の公立学校を選定しており、地域の

偏りには配慮をした設計となっている。有効サン

プル数は、小学校5年生 359名（男子 195名、女

子 164名）、中学校 2年生333名（男子164名、

女子 169名）となっている。 
デジタル教科書の使用経験を問う設問としては、

質問紙にタブレット型の学習者用デジタル教科書、

教師用電子黒板の写真を示した上で、それぞれに

ついての使用経験（使ったことがある／見たこと

はある／聞いたことはある／全く知らない）を聞

いている。本研究では「使ったことはある」「見

たり聞いたりしたことがある」「全く知らない」

の 3カテゴリを作成し、学校段階別に使用経験の

有無による意識の違いを比較する。加えて、自由

記述形式のデジタル教科書に対する意見の分析も

行う。 
４．分析結果

1）使用経験の分布 
学習者用デジタル教科書の使用経験については

「使用経験あり」が小学生25.5％／中学生 23.3％、

「見聞きしたことあり」が小学生 59.4％／中学生

67.1％、「全く知らない」は小学生 15.1％／中学

生 9.7%となっている。教師用電子黒板は「使用経

験あり」が小学生81.8％／中学生 89.1％、「見聞

きしたことあり」が小学生 9.7％／中学生 8.5％、

「全く知らない」は小学生8.5％／中学生 2.4%と

なっており、教師用電子黒板は広く普及し始めて

いるが、学習者用デジタル教科書の使用経験は2
割程度にとどまっている。 
2）教師用電子黒板に対する意識 
「授業のペースが不安」「勉強が身につかない」

といったネガティブな意見に同意する割合は電子

黒板を「使用した経験あり」「見聞きした経験あ

り」の児童生徒のほうが「全く知らない」ものよ

りも高くなっている。 
表 使用経験×教師用電子黒板に対する意識

使用経験あり
見聞きしたこと

あり
全く知らない

小学生
中学生
小学生
中学生
小学生
中学生
小学生
中学生
小学生
中学生
小学生

中学生
※3つのカテゴリの最も少ない割合のセルから5%以上多いセルを太字、かつ最も高い割合のセルに網掛け

黒板とデジタルの両方がよい

そう思う（とても＋やや）の％

授業のペースが不安

授業に集中できる

勉強が身につかない

音や映像で理解しやすくなる

今までどおりの黒板がよい

 
一方で「授業に集中できる」「音や映像で理解

しやすくなる」といったポジティブな項目につい

ては「全く知らない」児童生徒のほうが同意する

割合が高い。また、使用経験のある児童生徒のほ

うが従来の黒板のみの授業を望み、デジタルと黒

板との併用については「全く知らない」児童生徒

のほうが希望している割合が高くなっている。 
3）学習者用デジタル教科書に対する意識 
学習者用デジタル教科書については使用経験の

ある児童生徒は「全く知らない」児童生徒よりも

「勉強への興味が増す」「音や映像を体験できて

よい」といったポジティブな意見に同意している

割合が高い。しかし、使用経験のあるものほど「紙

とデジタルの両方がよい」と思っている割合も高

くなっており、学習者用デジタル教科書の利点を

認めつつも完全なデジタル化ではなく紙の教科書

も手放したくないといった意識が読み取れる。 
表 使用経験×学習者用デジタル教科書に対する意識

使用経験あり
見聞きしたこと

あり
全く知らない

小学生
中学生
小学生
中学生
小学生
中学生
小学生
中学生
小学生

中学生
※3つのカテゴリの最も少ない割合のセルから5%以上多いセルを太字、かつ最も高い割合のセルに網掛け

勉強への興味が増す

授業が理解できなくなる

音や映像を体験できてよい

紙の教科書がよい

紙とデジタルの両方がよい

そう思う（とても＋やや）の％

 
4）自由記述から 
自由記述からは、使用経験が「ある」子どもの

場合、小学生は概ね肯定的な意見が多く見られた

が、中学生では「電子黒板だとどんどん進んでし

まうから、前の見たい部分が見られない」「音や

映像があってとても良いと思うけど、紙や黒板に

書いた方が頭に入る」といった慎重な意見が多い。 
５．まとめ

使用経験のある子どもでは、特に教師用電子黒

板での授業への評価が厳しく、従来の黒板の使用

を望む声も多い。使用経験のない子どものほうが

デジタル教科書に期待をしている。紙の教科書と

黒板といった従来の教材や授業方法との併用を前

提とした教科書のデジタル化の検討が望まれる。

また学校段階によっても異なる傾向がみられるた

め、導入時には学校段階ごとの導入方法の検討が

必要である。 
＊詳細は発表当日配布する資料を参照のこと 
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児童・生徒のデジタル教科書に対する意識

―使用経験の有無による比較を中心に―

 
○谷田川ルミ（芝浦工業大学） 

１．はじめに

教育の ICT化の流れの中、これまで紙媒体で

あった教科書もデジタル化への移行について、政

策的な検討が進められている。それに伴って、学

校教育現場においても、従来の「黒板とチョーク」

から「教師用電子黒板」へ、児童・生徒も「紙の

教科書」から 1人 1台の端末を用いた「学習者用

デジタル教科書」の普及が進みつつある（以降、教

師用と学習者用の双方を指す場合は「デジタル教科書」と表記）。 
現時点では、デジタル教科書の導入を開始して

いる学校としていない学校がある段階であるが、

文部科学省によると次期学習指導要領が導入され

る 2020年を目処に小・中・高校の教科書がデジ

タル化されることが報告されている。すでに教科

書のデジタル化の是非を論じる段階ではなく、子

どもの学びを保証することのできる児童・生徒用

デジタル教科書の開発はもちろんのこと、どのよ

うに導入を進めるのかといった導入のプロセスの

検討が必要であると考えられる。そのため、本格

的な導入に際しては授業を受ける側であり教科書

の使用者である子どもの意見も含めた慎重な議論

が望まれる。 
２．先行研究と分析課題

デジタル教科書については、文部科学省や自治

体などにおいて、いくつかの調査が行われている。 
学校と教員を対象とした調査としては文部科学

省の「教育の情報化の実態等に関する調査」、国

立教育政策研究所の「小中学校デジタル教材の整

備と利用状況に関する調査」がある。

児童生徒を対象とした調査としては少ないなが

らも、文部科学省が学びのイノベーション事業推

進校の教員と児童を対象とした調査、デジタル教

科書活用協力校の教員と児童を対象とした千葉市

の調査などが挙げられる。いずれも大半の子ども

がデジタル教科書に好意的であるという調査結果

が得られており、教育の ICT 化、教科書のデジタ

ル化による学習意欲の向上に期待が示されている。 
これらの調査は主に ICTの推進校やデジタル

教科書の活用協力校の児童生徒が対象となってい

る。しかし、実際の導入時は、使用経験のある子

どもとない子ども、使用実績のある学校とない学

校が入り乱れている状況でスタートすることにな

ることが予想されるため、デジタル教科書を全く

知らない、もしくは使ったことのない児童生徒の

意識も汲み取る必要があるものと考えられる。 
したがって本研究では2015年に行ったデジタ

ル教科書に対する児童・生徒の意識調査のデータ

を用いて、実際にデジタル教科書を使用した経験

が「ある」子どもと「ない」子どものデジタル教

科書に対する意識・意見の分析をとおして、第一

に、使用経験の「ある」子どもの意見からは紙の

教科書や従来の黒板の使用方法を含め、今後のデ

ジタル教科書への改善点の提示や導入に際しての

注意点を浮き彫りにする。第二に、使用経験の「な

い」子どもの意見からは導入に際しての期待する

点と不安な点を提示して、デジタル教科書への心

理的なハードルを下げ、学習意欲と教育効果を上

げる方策に寄与する知見を析出する。 
３．使用データ

使用するデータは、財団法人中央教育研究所が

2015 年 11 月に日本全国の小学校 13 校、中学校

13 校を対象に行ったアンケート調査のデータを

使用する。調査対象校は東北、北陸、関東、甲信

越、中部、関西、中国・四国、九州の各地からそ

れぞれ 1~2校の公立学校を選定しており、地域の

偏りには配慮をした設計となっている。有効サン

プル数は、小学校5年生 359名（男子 195名、女

子 164名）、中学校 2年生333名（男子164名、

女子 169名）となっている。 
デジタル教科書の使用経験を問う設問としては、

質問紙にタブレット型の学習者用デジタル教科書、

教師用電子黒板の写真を示した上で、それぞれに

ついての使用経験（使ったことがある／見たこと

はある／聞いたことはある／全く知らない）を聞

いている。本研究では「使ったことはある」「見

たり聞いたりしたことがある」「全く知らない」

の 3カテゴリを作成し、学校段階別に使用経験の

有無による意識の違いを比較する。加えて、自由

記述形式のデジタル教科書に対する意見の分析も

行う。 
４．分析結果

1）使用経験の分布 
学習者用デジタル教科書の使用経験については

「使用経験あり」が小学生25.5％／中学生 23.3％、

「見聞きしたことあり」が小学生 59.4％／中学生

67.1％、「全く知らない」は小学生 15.1％／中学

生 9.7%となっている。教師用電子黒板は「使用経

験あり」が小学生81.8％／中学生 89.1％、「見聞

きしたことあり」が小学生 9.7％／中学生 8.5％、

「全く知らない」は小学生8.5％／中学生 2.4%と

なっており、教師用電子黒板は広く普及し始めて

いるが、学習者用デジタル教科書の使用経験は2
割程度にとどまっている。 
2）教師用電子黒板に対する意識 
「授業のペースが不安」「勉強が身につかない」

といったネガティブな意見に同意する割合は電子

黒板を「使用した経験あり」「見聞きした経験あ

り」の児童生徒のほうが「全く知らない」ものよ

りも高くなっている。 
表 使用経験×教師用電子黒板に対する意識

使用経験あり
見聞きしたこと

あり
全く知らない

小学生
中学生
小学生
中学生
小学生
中学生
小学生
中学生
小学生
中学生
小学生

中学生
※3つのカテゴリの最も少ない割合のセルから5%以上多いセルを太字、かつ最も高い割合のセルに網掛け

黒板とデジタルの両方がよい

そう思う（とても＋やや）の％

授業のペースが不安

授業に集中できる

勉強が身につかない

音や映像で理解しやすくなる

今までどおりの黒板がよい

 
一方で「授業に集中できる」「音や映像で理解

しやすくなる」といったポジティブな項目につい

ては「全く知らない」児童生徒のほうが同意する

割合が高い。また、使用経験のある児童生徒のほ

うが従来の黒板のみの授業を望み、デジタルと黒

板との併用については「全く知らない」児童生徒

のほうが希望している割合が高くなっている。 
3）学習者用デジタル教科書に対する意識 
学習者用デジタル教科書については使用経験の

ある児童生徒は「全く知らない」児童生徒よりも

「勉強への興味が増す」「音や映像を体験できて

よい」といったポジティブな意見に同意している

割合が高い。しかし、使用経験のあるものほど「紙

とデジタルの両方がよい」と思っている割合も高

くなっており、学習者用デジタル教科書の利点を

認めつつも完全なデジタル化ではなく紙の教科書

も手放したくないといった意識が読み取れる。 
表 使用経験×学習者用デジタル教科書に対する意識

使用経験あり
見聞きしたこと

あり
全く知らない

小学生
中学生
小学生
中学生
小学生
中学生
小学生
中学生
小学生

中学生
※3つのカテゴリの最も少ない割合のセルから5%以上多いセルを太字、かつ最も高い割合のセルに網掛け

勉強への興味が増す

授業が理解できなくなる

音や映像を体験できてよい

紙の教科書がよい

紙とデジタルの両方がよい

そう思う（とても＋やや）の％

 
4）自由記述から 
自由記述からは、使用経験が「ある」子どもの

場合、小学生は概ね肯定的な意見が多く見られた

が、中学生では「電子黒板だとどんどん進んでし

まうから、前の見たい部分が見られない」「音や

映像があってとても良いと思うけど、紙や黒板に

書いた方が頭に入る」といった慎重な意見が多い。 
５．まとめ

使用経験のある子どもでは、特に教師用電子黒

板での授業への評価が厳しく、従来の黒板の使用

を望む声も多い。使用経験のない子どものほうが

デジタル教科書に期待をしている。紙の教科書と

黒板といった従来の教材や授業方法との併用を前

提とした教科書のデジタル化の検討が望まれる。

また学校段階によっても異なる傾向がみられるた

め、導入時には学校段階ごとの導入方法の検討が

必要である。 
＊詳細は発表当日配布する資料を参照のこと 
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幼児教育と小学校教育を見通す：子ども・子育て支援制度、教育要領・保育指針・指導要

領および幼児教育施策の現在と今後 

 

 無藤 隆（白梅学園大学） 

 

１．子ども・子育て支援制度における幼稚園・保育所・認定こども園等の整備 

 施設型給付と地域型給付の保育（幼児教育）施設として、新たに 7千億をメドとする新
規投入がなされた。 

 幼稚園（新制度内の園と従来の私学助成の園）、保育所、認定こども園の 3類型が並行
する体制となった。 

 幼稚園の預かり保育・一時預かりが拡充されている。 

 地域型給付、特に小規模保育事業が拡充された。 

 東京都の認証保育所の多くが認可保育所に転換した。 

 いずれも従来よりおおむね補助金が増えた。それは質の向上につながりうる。 

 特に、無認可保育所とされた多くが、認可、認証、あるいは地域型保育に転換して中身

の充実へと進めることができた。 

 さらなる質の向上は（保育者の待遇改善や１歳児の１対５への改善など）、追加的な 4
千億ほどの予算請求で可能にしようとしているが、それはまだどうなるかは分からない。 

 なお、安心子ども基金の継続等により、保育所の増設と幼稚園の認定こども園化などが

サポートされている。 

 

２．待機児童対策の動きと見通し 

 待機児童は 2万人以上とも言われている。 

 ただし、希望の認可保育所に入れなくても、かなりは認定こども園、幼稚園の預かり保

育、小規模保育、家庭的保育その他の制度内の保育の仕組みを利用して対応できている。 

とはいえ、それも出来ず、育児休業を延ばしたり、就職・復職を先延ばしにしているケー

スもあるという。 

 今後、少子化が進行するにしても、特定の地域ではすぐに子どもが減るわけではない。

その上、母親がフルタイムかパートタイムかにせよ労働希望は経済的事情も相まって、増

えていく。保育所ニーズは高まるだろう。 

 保育所の増設、幼稚園の認定こども園化、小規模保育の拡充、などで自治体が一層対応

に努力する必要がある。 

 保育士不足を解消し、保育士の離職を減らすために、1）保育士の処遇改善、2）保育所
のサービス残業の軽減、3）保育所の人間関係の改善、4）初任保育士へのサポート、など
が必要である。 

 

３．少子化の進行の中での統廃合 

 多くの少子化が進んでいく地方では、待機児童問題とは逆に、大幅な定員割れが起きて

いる。幼稚園が成り立たない地域が増えた。保育所も今、あるいは 10年足らずの間に多く
の地域で統廃合に向かうだろう。 



 

幼児教育と小学校教育を見通す：子ども・子育て支援制度、教育要領・保育指針・指導要

領および幼児教育施策の現在と今後 

 

 無藤 隆（白梅学園大学） 

 

１．子ども・子育て支援制度における幼稚園・保育所・認定こども園等の整備 

 施設型給付と地域型給付の保育（幼児教育）施設として、新たに 7千億をメドとする新
規投入がなされた。 

 幼稚園（新制度内の園と従来の私学助成の園）、保育所、認定こども園の 3類型が並行
する体制となった。 

 幼稚園の預かり保育・一時預かりが拡充されている。 

 地域型給付、特に小規模保育事業が拡充された。 

 東京都の認証保育所の多くが認可保育所に転換した。 

 いずれも従来よりおおむね補助金が増えた。それは質の向上につながりうる。 

 特に、無認可保育所とされた多くが、認可、認証、あるいは地域型保育に転換して中身

の充実へと進めることができた。 

 さらなる質の向上は（保育者の待遇改善や１歳児の１対５への改善など）、追加的な 4
千億ほどの予算請求で可能にしようとしているが、それはまだどうなるかは分からない。 

 なお、安心子ども基金の継続等により、保育所の増設と幼稚園の認定こども園化などが

サポートされている。 

 

２．待機児童対策の動きと見通し 

 待機児童は 2万人以上とも言われている。 

 ただし、希望の認可保育所に入れなくても、かなりは認定こども園、幼稚園の預かり保

育、小規模保育、家庭的保育その他の制度内の保育の仕組みを利用して対応できている。 

とはいえ、それも出来ず、育児休業を延ばしたり、就職・復職を先延ばしにしているケー

スもあるという。 

 今後、少子化が進行するにしても、特定の地域ではすぐに子どもが減るわけではない。

その上、母親がフルタイムかパートタイムかにせよ労働希望は経済的事情も相まって、増

えていく。保育所ニーズは高まるだろう。 

 保育所の増設、幼稚園の認定こども園化、小規模保育の拡充、などで自治体が一層対応

に努力する必要がある。 

 保育士不足を解消し、保育士の離職を減らすために、1）保育士の処遇改善、2）保育所
のサービス残業の軽減、3）保育所の人間関係の改善、4）初任保育士へのサポート、など
が必要である。 

 

３．少子化の進行の中での統廃合 

 多くの少子化が進んでいく地方では、待機児童問題とは逆に、大幅な定員割れが起きて

いる。幼稚園が成り立たない地域が増えた。保育所も今、あるいは 10年足らずの間に多く
の地域で統廃合に向かうだろう。 
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 多くの地方では、幼稚園と保育所の統合としての認定こども園化は、予算を有効に使う

という意味で、また子どもの集団を一定程度確保するという意味で不可避となろう。 

 その意味で幼保は同様の保育・幼児教育施設へと向かわざるを得ない。 

 なお、地域の乳幼児の子育て支援ニーズ・福祉ニーズを組み込み、包括的な福祉支援施

設となっていくところも増えるだろう。 

 

４．幼児教育体制の整備 

 現在、幼稚園、保育所、認定こども園等を合わせて、「幼児教育」としてその質の向上

を図る試みが始まっている。 

「幼児教育」という用語は法令としては教育基本法第 11条の「幼児期の教育」を指し、乳
幼児を対象として、家庭の教育、地域の教育、幼稚園・保育所等の教育のすべてを含めて

いる。 

「幼児教育」をとりわけ、幼稚園・保育所・認定こども園の施設の教育を主として意味す

るような特徴付けが増えてきている。（例、中央教育審議会の分科会は「幼児教育部会」

であり、保育所担当者もオブザーバーで参加している。） 

「保育」という用語は児童福祉法上、家庭での養育も含めており、それは保育所・幼稚園

と共通である。 

 「教育」という用語は教育基本法上、「学校教育」と区別され、家庭や地域・社会での

教育などを含めた人格の成長に関わる営みである。「学校教育」はその専門家である教諭

が行う専門的・組織的・意図的な教育である。 

 幼児教育を専門性あるものとするのは、（現行の法令では）一つは幼児期の学校教育と

することである。幼稚園および幼保連携型認定こども園の満 3歳以上の一日 4時間部分の
保育を相当する。もう一つは保育所保育指針により専門性のある職員が保育所の保育を行

うという規定にある。そこでの専門性は養護と教育からなり、教育はとりわけ５領域の保

育内容により構成され、保育課程（教育課程）と指導計画と環境構成がその内実を作る。 

 

５．幼稚園教育要領・保育所保育指針の改訂 

 平成２８年度末告示を目指して、現在、幼稚園教育要領・保育所保育指針の改訂が相互

に打ち合わせつつ進められている。 

 資質・能力の３要素を中核として教育内容を整理し、同時に小学校以降へとつなげる。 

「遊びや生活の中で、豊かな体験を通じて、何を感じたり、何に気付いたり、何がわかっ

たり、何ができるようになるのか」。「遊びや生活の中で、気付いたこと、できるように

なったことなどを使いながら、どう考えたり、試したり、工夫したり、表現したりするか」。

「心情、意欲、態度が育つ中で、いかによりよい生活を営むか」。 

 保育内容５領域の項目から、特に年長の後半の姿として１０個を取り出し、「幼児期の

終わりまでに育ってほしい姿」として指導の参考とする。「健康な体と心、自立性、協同

性、道徳性・規範意識の芽生え、社会生活との関わり、思考力の芽生え、自然との関わり

・生命尊重、数量・図形・文字等への関心・感覚、言葉による伝え合い、豊かな感性と表

現」。 

 満３歳以上は、幼稚園と保育所・認定こども園はできる限り共通なものとする。乳児（満

 

３歳未満）は主に保育所保育指針による。特別支援教育を重視する。 

 保育所保育指針において、保育所保育の教育のあり方を明確にし、保育士の専門性を強

調する。 

 並行して、小学校の学習指導要領の改訂では、1 年生当初のスタート・カリキュラムを
明示し、さらに低学年において幼児教育との連続性を強調し、幼児教育で育った力を伸ば

していくという視点を重視する。 

 

６．幼児教育への専門的支援システムの構築 

「幼児教育センター」および「幼児教育アドバイザー」の制度が始まる。都道府県等にセ

ンターを設置し、市町村においてアドバイザーを任命し、またその研修を行う。その試行

事業に予算が付いているが、その拡大が望まれる。 

 たとえば、福井県幼児教育支援センターでは、県として幼保等の支援のため、アドバイ

ザー制度を設け、その研修と資格付与を行うとともに、市町村において、そのアドバイザ

ーがすべての公立・民間の幼保を回って、助言を出来る仕組みを整えつつある。 

 行政担当者の専門性を高め、監督および研修の充実を図れるようにしていく。 

 公開保育、専門家による第三者評価の仕組みを、園の保育の改善に向けて整えていく試

みも多くなされるようになった。 

 研修制度の拡充も進んでいる。幼稚園のみならず、認定こども園や保育所においても、

初任、中堅、等の研修の機会を増やしてきている。園内研究会の時間を確保するため、代

替保育者の費用を補助することも新制度の中で多少とも可能になってきた。 

 

７．幼児教育から小学校教育へ 

 幼児教育における育つ姿と小学校教育におけるスタート・カリキュラムや幼児教育との

つながりの明記により、接続の確保を図る。 

 資質・能力の 3つの要素を、幼小中等を貫く柱とする。 

 アクティブラーニングを、深い学び、対話的学び、主体的な学びにより実現し、とりわ

け構造化された知識と思考力をつなぐようにする。 

 各教科等において、そこでの見方・考え方に基づき、汎用的な能力とともにその教科等

に固有の力（思考力等）を明確にする。 

 基礎的な学力を幼児期・小学校期を通して語彙をすべての場面で増やし、言語的やりと

りを増やして、思考力につなげる。 

 学習に困難のある子どもの補習について低学年より始める。 

 高い能力の子どもの活躍の場を「学び合い」活動や共通の授業以外の場面で確保する。 
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 多くの地方では、幼稚園と保育所の統合としての認定こども園化は、予算を有効に使う
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 幼児教育における育つ姿と小学校教育におけるスタート・カリキュラムや幼児教育との

つながりの明記により、接続の確保を図る。 

 資質・能力の 3つの要素を、幼小中等を貫く柱とする。 

 アクティブラーニングを、深い学び、対話的学び、主体的な学びにより実現し、とりわ

け構造化された知識と思考力をつなぐようにする。 

 各教科等において、そこでの見方・考え方に基づき、汎用的な能力とともにその教科等

に固有の力（思考力等）を明確にする。 

 基礎的な学力を幼児期・小学校期を通して語彙をすべての場面で増やし、言語的やりと

りを増やして、思考力につなげる。 

 学習に困難のある子どもの補習について低学年より始める。 

 高い能力の子どもの活躍の場を「学び合い」活動や共通の授業以外の場面で確保する。 

― 127 ―

公
開
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム



子どもにとって 長い目で 「発想の転換」を！   
～幼保小連携とスタートカリキュラムの視点から～ 

 

寳來 生志子（横浜市こども青少年局） 

 

１ はじめに 

平成２７年度から施行された子ども・子育て

支援新制度では、それぞれの地域における保

育・教育、地域の子育て支援等に関するニーズ

を踏まえ、保護者の就労状況や経済状況等にか

かわらず、全ての子ども・子育て家庭に質の高

い乳幼児期の保育・教育及び地域の子ども・子

育て支援を総合的に提供していくことが求め

られている。 

横浜では、「子どもにとって 長い目で」を

合言葉に「横浜市子ども・子育て支援事業計画

～子ども、みんなが主役！よこはまわくわくプ

ラン～」を立案した。子どもたちは、誰もが自

分の良さや可能性、それを自ら発揮できるとい

う内在した力をもっている。常に「子どもにと

ってどうか」の視点で考え、子どもの成長を長

い目でとらえ、一人ひとりに応じたかかわりの

中でその力を最大限に引き出せるような計画

にしたいと考えたからである。 

本シンポジウムでは、その中の幼保小連携と

スタートカリキュラムの視点から論じたい。 

 

２ 横浜の幼保小連携の取り組み 

平成２８年４月現在、横浜市には、２５５の

私立幼稚園、６の幼稚園型認定こども園、８４

の公立保育園、５９６の私立認可保育園、１９

の幼保連携型認定こども園、３４１の小学校、

１の義務教育学校、１２の特別支援学校（うち

幼稚部や小学部があるのは１０校）がある。こ

のような大規模な施設数の中、３０年以上前の

昭和６０年から幼保小連携は綿々と続いてい

る。 
幼保小連携のベースは、１８行政区ごとの幼

保小地区教育交流事業にある。ここでは、園

長・校長がリーダーシップを発揮し、区の実情

に合わせて連携を深めている。区をいくつかの

ブロックに分けて、子どもの交流はもちろん、

教諭、保育士、保護者、地域の方を対象とした

交流会や研修会、健やか子育て講演会等を実施

し、園と学校のよりよい連携と相互理解、地

域・家庭の教育力の向上を目指している。 
 

３ 「横浜版接続期カリキュラム」の必要性 

横浜の多くの小学校では、２０～３０の園か

ら子どもが入学してくる。園から一人だけとい

うケースも少なくない。いろいろな園から入学

してきた子どもが新しい人間関係を築き、安心

して過ごせるようにしていきたいと考えた。

「明日も学校に来たいな。」と思えるような体

制を全市の小学校で整えていくことが急務で

あった。「幼児期の教育と小学校教育の円滑な

接続の在り方について」の報告書（平成２２年

１１月）を参考に２年間の研究を経て「横浜版

接続期カリキュラム」を開発した。 
 

４ ゼロからのスタートではない 

スタートカリキュラム 

「横浜版接続期カリキュラム」では、小学校

で学ぶことを前倒しするのではなく、乳幼児期

で培った力を土台にして小学校につなげると

いう意識を大切にした。 

乳幼児期の子どもは、楽しいことや好きなこ

とに集中することを通して、様々なことを学ん

でいる。遊びを中心として、頭も心も体も動か

して、様々な対象と直接かかわりながら、まさ

にアクティブに学んでいるのである。 

スタートカリキュラムで、乳幼児期からの育

ちや学びを生かす活動や環境を意図的に構成

することで、子どもは安心して、自信や意欲を

もって自己発揮できるようになると考えた。 

「小学校 1年生は、ゼロからのスタートでは

ない」という子どもを取り巻く大人の「発想の

転換」が、子どもにとって本物のスタートカリ

キュラムになるかどうかの鍵であるといえる。 

 

５ 「発想の転換」を促す横浜市の取り組み 

（１）幼保小連携推進地区事業 

  幼児期の教育と小学校教育との円滑な接

続と、子ども観の共有、保育・教育の充実を

めざし、幼稚園・保育園・小学校が協働で３

年間連携活動に取り組み、その研究の成果を

発信する。現在、３６地区１１４園校が取り

組んでいる。 
（２）３月末のスタートカリキュラム研修会 

  1 年担任が決まった３月末に４月からす
ぐ使える技や小学校に入学する子ども、保護

者、送り出した保育士の心もち、スタートカ

リキュラムの考え方などが分かる研修会を

開催している。 
（３）スタートカリキュラムの授業を伴う 

幼保小接続期研修会 

  スタートカリキュラムでは、幼児期の教育

からの連続性・一貫性やこの時期の発達の特

性を踏まえ、安心感をもち、意欲的に学習に

取り組めるような工夫が欠かせない。授業の

実際を見ることでイメージがつかみやすく

なると考えた。幼保小連携推進地区を経験し

た小学校に授業公開をしていただき、その後

の研修会では、幼保小の先生方で語り合う時

間、授業者のパネルディスカッションをもち、

最後に文部科学省視学官の田村学先生から

指導講評をいただいている。 
（４）実践事例集「子どもってすごい」の作成 

 「横浜版接続期カリキュラム」の姉妹本と

して、毎年、実践事例集を発行し、全市の園

や学校に配付している。（２７年度からは販

売開始）この本は、幼稚園、保育園、小学校

の先生方１２人が作成委員となり、実践をも

とに話し合い、作成している。監修は前文教

大学教育学部教授 嶋野道弘先生である。 
子どもの「主体性」「志向性」を引き出す

ために大切なことを０歳児から小学校２年

生までの各事例を通して洗い出している。 
（５）年長児の保護者向けリーフレット 

「安心して入学を迎えるために」を配付 

今の育ちが小学校生活の基盤になること

を伝えられるよう、リーフレットを作成、配

付し、園の懇談会等で活用していただく。 
 

６ 今後に向けて 

次期学習指導要領改訂が目指す理念を幼

保小関係者のみならず、保護者や地域に対し

ても共有できるよう情報提供や発信を進め

ていきたい。また、スタートカリキュラムは、

一度つくって終わりではない。園と連携しな

がら、目の前の子どもに合ったカリキュラム

にブラッシュアップしていくことの意義や

スタートカリキュラムのメリットを小学校

の教諭や管理職等に繰り返し伝えていくこ

とが必要である。 

                        

【参考文献】 

・横浜市こども青少年局・教育委員会、2012、 

「育ちと学びをつなぐ横浜版接続期カリ 

キュラム」 

・横浜市こども青少年局、2015、「横浜市子

ども・子育て支援事業計画～子ども、みん

なが主役！ よこはまわくわくプラン～」 

・文部科学省、2015、「スタートカリキュラ

ムスタートブック」 
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子どもにとって 長い目で 「発想の転換」を！   
～幼保小連携とスタートカリキュラムの視点から～ 

 

寳來 生志子（横浜市こども青少年局） 

 

１ はじめに 

平成２７年度から施行された子ども・子育て

支援新制度では、それぞれの地域における保

育・教育、地域の子育て支援等に関するニーズ

を踏まえ、保護者の就労状況や経済状況等にか

かわらず、全ての子ども・子育て家庭に質の高

い乳幼児期の保育・教育及び地域の子ども・子

育て支援を総合的に提供していくことが求め

られている。 

横浜では、「子どもにとって 長い目で」を

合言葉に「横浜市子ども・子育て支援事業計画

～子ども、みんなが主役！よこはまわくわくプ

ラン～」を立案した。子どもたちは、誰もが自

分の良さや可能性、それを自ら発揮できるとい

う内在した力をもっている。常に「子どもにと

ってどうか」の視点で考え、子どもの成長を長

い目でとらえ、一人ひとりに応じたかかわりの

中でその力を最大限に引き出せるような計画

にしたいと考えたからである。 

本シンポジウムでは、その中の幼保小連携と

スタートカリキュラムの視点から論じたい。 

 

２ 横浜の幼保小連携の取り組み 

平成２８年４月現在、横浜市には、２５５の

私立幼稚園、６の幼稚園型認定こども園、８４

の公立保育園、５９６の私立認可保育園、１９

の幼保連携型認定こども園、３４１の小学校、

１の義務教育学校、１２の特別支援学校（うち

幼稚部や小学部があるのは１０校）がある。こ

のような大規模な施設数の中、３０年以上前の

昭和６０年から幼保小連携は綿々と続いてい

る。 
幼保小連携のベースは、１８行政区ごとの幼

保小地区教育交流事業にある。ここでは、園

長・校長がリーダーシップを発揮し、区の実情

に合わせて連携を深めている。区をいくつかの

ブロックに分けて、子どもの交流はもちろん、

教諭、保育士、保護者、地域の方を対象とした

交流会や研修会、健やか子育て講演会等を実施

し、園と学校のよりよい連携と相互理解、地

域・家庭の教育力の向上を目指している。 
 

３ 「横浜版接続期カリキュラム」の必要性 

横浜の多くの小学校では、２０～３０の園か

ら子どもが入学してくる。園から一人だけとい

うケースも少なくない。いろいろな園から入学

してきた子どもが新しい人間関係を築き、安心

して過ごせるようにしていきたいと考えた。

「明日も学校に来たいな。」と思えるような体

制を全市の小学校で整えていくことが急務で

あった。「幼児期の教育と小学校教育の円滑な

接続の在り方について」の報告書（平成２２年

１１月）を参考に２年間の研究を経て「横浜版

接続期カリキュラム」を開発した。 
 

４ ゼロからのスタートではない 

スタートカリキュラム 

「横浜版接続期カリキュラム」では、小学校

で学ぶことを前倒しするのではなく、乳幼児期

で培った力を土台にして小学校につなげると

いう意識を大切にした。 

乳幼児期の子どもは、楽しいことや好きなこ

とに集中することを通して、様々なことを学ん

でいる。遊びを中心として、頭も心も体も動か

して、様々な対象と直接かかわりながら、まさ

にアクティブに学んでいるのである。 

スタートカリキュラムで、乳幼児期からの育

ちや学びを生かす活動や環境を意図的に構成

することで、子どもは安心して、自信や意欲を

もって自己発揮できるようになると考えた。 

「小学校 1年生は、ゼロからのスタートでは

ない」という子どもを取り巻く大人の「発想の

転換」が、子どもにとって本物のスタートカリ

キュラムになるかどうかの鍵であるといえる。 

 

５ 「発想の転換」を促す横浜市の取り組み 

（１）幼保小連携推進地区事業 

  幼児期の教育と小学校教育との円滑な接

続と、子ども観の共有、保育・教育の充実を

めざし、幼稚園・保育園・小学校が協働で３

年間連携活動に取り組み、その研究の成果を

発信する。現在、３６地区１１４園校が取り

組んでいる。 
（２）３月末のスタートカリキュラム研修会 

  1 年担任が決まった３月末に４月からす
ぐ使える技や小学校に入学する子ども、保護

者、送り出した保育士の心もち、スタートカ

リキュラムの考え方などが分かる研修会を

開催している。 
（３）スタートカリキュラムの授業を伴う 

幼保小接続期研修会 

  スタートカリキュラムでは、幼児期の教育

からの連続性・一貫性やこの時期の発達の特

性を踏まえ、安心感をもち、意欲的に学習に

取り組めるような工夫が欠かせない。授業の

実際を見ることでイメージがつかみやすく

なると考えた。幼保小連携推進地区を経験し

た小学校に授業公開をしていただき、その後

の研修会では、幼保小の先生方で語り合う時

間、授業者のパネルディスカッションをもち、

最後に文部科学省視学官の田村学先生から

指導講評をいただいている。 
（４）実践事例集「子どもってすごい」の作成 

 「横浜版接続期カリキュラム」の姉妹本と

して、毎年、実践事例集を発行し、全市の園

や学校に配付している。（２７年度からは販

売開始）この本は、幼稚園、保育園、小学校

の先生方１２人が作成委員となり、実践をも

とに話し合い、作成している。監修は前文教

大学教育学部教授 嶋野道弘先生である。 
子どもの「主体性」「志向性」を引き出す

ために大切なことを０歳児から小学校２年

生までの各事例を通して洗い出している。 
（５）年長児の保護者向けリーフレット 

「安心して入学を迎えるために」を配付 

今の育ちが小学校生活の基盤になること

を伝えられるよう、リーフレットを作成、配

付し、園の懇談会等で活用していただく。 
 

６ 今後に向けて 

次期学習指導要領改訂が目指す理念を幼

保小関係者のみならず、保護者や地域に対し

ても共有できるよう情報提供や発信を進め

ていきたい。また、スタートカリキュラムは、

一度つくって終わりではない。園と連携しな

がら、目の前の子どもに合ったカリキュラム

にブラッシュアップしていくことの意義や

スタートカリキュラムのメリットを小学校

の教諭や管理職等に繰り返し伝えていくこ

とが必要である。 

                        

【参考文献】 

・横浜市こども青少年局・教育委員会、2012、 

「育ちと学びをつなぐ横浜版接続期カリ 

キュラム」 

・横浜市こども青少年局、2015、「横浜市子

ども・子育て支援事業計画～子ども、みん

なが主役！ よこはまわくわくプラン～」 

・文部科学省、2015、「スタートカリキュラ

ムスタートブック」 
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          沖縄県における「認定こども園」の必然性 
 
                          末 広 尚 希 ( ライオンの子保育園 創設者 園長) 
                          	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
  SUEHIRO  NAOKI 
 
１.沖縄県の待機児童数と歴史的背景	
 

	
 

	
 現在、県内の待機児童数は２５９１人

(H.27.4)で全国の人口比で待機児童率が全国

ワーストとなっており、沖縄の地域社会に影

を落としている。厚労省発表の日本の待機児

童数２３,１６７人(H.27.4)の３４％を占め

る７,９１４人の東京都は非常に壊滅的だが、

沖縄県においても異常で、日本全体の人口の

１．１%しかいない県に、待機児童数は日本全

体の１１.１%を占めている。	
 

	
 沖縄は戦後、アメリカの統治下に置かれる

中、日本国憲法や児童福祉法といった日本の

法や施策の対象外に置かれた。この状況下で	
 

貧困にあえぐ乳幼児たちの公的な保育所整備

と保障を求め、県民たち自らの努力によって

県内独自の児童福祉法を占領下政府下で制定

させた。そして復帰後も「民の営み」による

認可外保育所整備が民間で進められたが、行

政がそれに甘えてしまい認可保育所を抜本的

に増やす政策をとってこなかった。よって大

量の潜在的待機児童を黙認する保育の慢性的

貧困状態が続いており、現在も認可外保育所

へ大きく依存した状態となっている。(認可外

保育所への依存の割合は３７％で、全国平均

８％の４倍を超えており、沖縄県の保育需要

を認可外保育所がカバーしている言える)	
 

	
 一方、県外においては通常、幼稚園での２

年•３年保育、保育園の５歳児保育が普及し、

親の状況に合わせて選択できるのが一般的と

なっているが、沖縄県内においては米軍統治

下の影響を受け、プレスクールとして５歳児

が通う幼稚園が県内の各公立小学校に併設さ

れていった。結果、「幼稚園教育神話」「５歳

になったら幼稚園」という暗黙のルールが行

政、保護者、保育所関係者に浸透し、沖縄県

の公立幼稚園就園率は現在でも約８０％とい

う全国一高い状況にある。それ故に本来であ

れば保育所で継続して保育されるべき「保育

に欠ける児童」も半ば強制的に公立幼稚園へ

の進路をたどらされてしまい、午前は幼稚園、

午後は「保育に欠ける」状態で放置されるか、

他の認可外保育所へ通うといった「二重保育」

状態に陥っている子どもが多い。	
 

	
 また、県内では３歳からの複年保育を実施

している公立幼稚園はわずか２.１％である。

つまり子ども子育て支援新制度においての１

号認定(３歳児以上の幼児教育を希望)環境が

ほとんどすべての地域で皆無となっており、

社会構造上の矛盾を抱えていると言える。	
 

新制度上においての、沖縄県独特の「公立幼

稚園依存型５歳児保育」、つまり公立幼稚園の

１年保育のあり方が検討されるべき時期にさ

しかかって来ているのである。	
 

２.那覇市の取り組みに基づいて	
 

	
 

~現有機能(既存資源)の活用,５歳児問題

の解消、及び待機児童解消の視点から~	
 

	
 

	
 待機児童数が前年度比で１００人増となっ

た那覇市では、２０１８年度当初までに潜在

を含む２５００人の保育定員増を達成する計

画を立て、実現に向けた取り組みを進めてい

る。待機児童解消に向けた取り組みの柱とな

るのは、市立幼稚園３６園を１９年度までに

「認定こども園」化する計画だ。市は保育園

機能を有する「幼保連携型認定こども園」を

基本としており、３～５歳児の受け入れ（３

歳児は１７年度以降）体制を強化する。	
 

	
 １６年度には市直営型こども園２園、公設

民営型こども園２園移行し、１９年度には３

６幼稚園すべてを認定こども園に移行し、最

終的(２５年度)には市直営型と公設民営型を

半々にする計画である。メリットとして市は、

保育所待機児童解消の施策であることに加え、

①保護者の就労状況に関わらず受け入れ可能、

②土曜保育や延長保育、③給食がある事④夏

休みも実施する事など、⑤幼稚園よりも長時

間の保育が可能となることを挙げている。	
 

	
 

３.ジレンマ(課題)とむすび	
 

①利用者との直接契約による滞納に対する懸

念があり認定こども園への移行に慎重になっ

ている。また「幼保連携型」は特に幼稚園•

保育所のクリアすべき基準があり、ハードル

が高そう、といった意見も多い。	
 

	
 

②保育士不足	
 

認定こども園であれ、認可保育所であれいく

らハコを創ってもそこで働く保育士がいなけ

れば絵に描いた餅である。「全産業より給与が

約１０万円低い」とされる処遇の低さに起因

する「保育士不足」は非常に深刻である。	
 

	
 例えば、先に述べた那覇市では３年後まで

には２５００人の児童の受け入れを保育所や

認定こども園で予定しているが、そのために

は６００人から７００人の保育士が必要だと

言われている。この数の確保は現在、見通し

はたっていない。(県内では年間わずか７００	
 

人程度の新卒保育士しか誕生しておらず、そ

のうち約半数は保育業以外への就職)	
 

	
 故に、一時的な待機児童解消のための即効

性に主眼をおいた保育士確保ではなく、抜本

的な公定価格の見直しによる恒久的な処遇の

改善が必要だ。そして高い専門性を保育士に

求めつつキャリアパスのある尊い職場として

の保育所をつくり、保育士が将来の自己実現

の場として夢を描き、長く働ける魅力ある社

会福祉産業としなければならない。	
 

	
 むすびに、沖縄県の保育所待機児童解消に

は、公立保育所の認定こども園移行が最善の

策であると考えるが、単なる量的拡充を急ぐ

事があってはならない。大人の都合のためだ

けの受け皿づくりが目的化してしまうことな

く、すべての子どもたちが格差のない公的な

責任のもとで保育が保障されなければならな

い。沖縄県の戦後はまだ終わらない。挑戦は

まだまだ続くのである。	
 

	
 主体は常に、「子ども」を中心としながら。	
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 現在、県内の待機児童数は２５９１人

(H.27.4)で全国の人口比で待機児童率が全国

ワーストとなっており、沖縄の地域社会に影

を落としている。厚労省発表の日本の待機児

童数２３,１６７人(H.27.4)の３４％を占め

る７,９１４人の東京都は非常に壊滅的だが、

沖縄県においても異常で、日本全体の人口の

１．１%しかいない県に、待機児童数は日本全

体の１１.１%を占めている。	
 

	
 沖縄は戦後、アメリカの統治下に置かれる

中、日本国憲法や児童福祉法といった日本の

法や施策の対象外に置かれた。この状況下で	
 

貧困にあえぐ乳幼児たちの公的な保育所整備

と保障を求め、県民たち自らの努力によって

県内独自の児童福祉法を占領下政府下で制定

させた。そして復帰後も「民の営み」による

認可外保育所整備が民間で進められたが、行

政がそれに甘えてしまい認可保育所を抜本的

に増やす政策をとってこなかった。よって大

量の潜在的待機児童を黙認する保育の慢性的

貧困状態が続いており、現在も認可外保育所

へ大きく依存した状態となっている。(認可外

保育所への依存の割合は３７％で、全国平均

８％の４倍を超えており、沖縄県の保育需要

を認可外保育所がカバーしている言える)	
 

	
 一方、県外においては通常、幼稚園での２

年•３年保育、保育園の５歳児保育が普及し、

親の状況に合わせて選択できるのが一般的と

なっているが、沖縄県内においては米軍統治

下の影響を受け、プレスクールとして５歳児

が通う幼稚園が県内の各公立小学校に併設さ

れていった。結果、「幼稚園教育神話」「５歳

になったら幼稚園」という暗黙のルールが行

政、保護者、保育所関係者に浸透し、沖縄県

の公立幼稚園就園率は現在でも約８０％とい

う全国一高い状況にある。それ故に本来であ

れば保育所で継続して保育されるべき「保育

に欠ける児童」も半ば強制的に公立幼稚園へ

の進路をたどらされてしまい、午前は幼稚園、

午後は「保育に欠ける」状態で放置されるか、

他の認可外保育所へ通うといった「二重保育」

状態に陥っている子どもが多い。	
 

	
 また、県内では３歳からの複年保育を実施

している公立幼稚園はわずか２.１％である。

つまり子ども子育て支援新制度においての１

号認定(３歳児以上の幼児教育を希望)環境が

ほとんどすべての地域で皆無となっており、

社会構造上の矛盾を抱えていると言える。	
 

新制度上においての、沖縄県独特の「公立幼

稚園依存型５歳児保育」、つまり公立幼稚園の

１年保育のあり方が検討されるべき時期にさ

しかかって来ているのである。	
 

２.那覇市の取り組みに基づいて	
 

	
 

~現有機能(既存資源)の活用,５歳児問題

の解消、及び待機児童解消の視点から~	
 

	
 

	
 待機児童数が前年度比で１００人増となっ

た那覇市では、２０１８年度当初までに潜在

を含む２５００人の保育定員増を達成する計

画を立て、実現に向けた取り組みを進めてい

る。待機児童解消に向けた取り組みの柱とな

るのは、市立幼稚園３６園を１９年度までに

「認定こども園」化する計画だ。市は保育園

機能を有する「幼保連携型認定こども園」を

基本としており、３～５歳児の受け入れ（３

歳児は１７年度以降）体制を強化する。	
 

	
 １６年度には市直営型こども園２園、公設

民営型こども園２園移行し、１９年度には３

６幼稚園すべてを認定こども園に移行し、最

終的(２５年度)には市直営型と公設民営型を

半々にする計画である。メリットとして市は、

保育所待機児童解消の施策であることに加え、

①保護者の就労状況に関わらず受け入れ可能、

②土曜保育や延長保育、③給食がある事④夏

休みも実施する事など、⑤幼稚園よりも長時

間の保育が可能となることを挙げている。	
 

	
 

３.ジレンマ(課題)とむすび	
 

①利用者との直接契約による滞納に対する懸

念があり認定こども園への移行に慎重になっ

ている。また「幼保連携型」は特に幼稚園•

保育所のクリアすべき基準があり、ハードル

が高そう、といった意見も多い。	
 

	
 

②保育士不足	
 

認定こども園であれ、認可保育所であれいく

らハコを創ってもそこで働く保育士がいなけ

れば絵に描いた餅である。「全産業より給与が

約１０万円低い」とされる処遇の低さに起因

する「保育士不足」は非常に深刻である。	
 

	
 例えば、先に述べた那覇市では３年後まで

には２５００人の児童の受け入れを保育所や

認定こども園で予定しているが、そのために

は６００人から７００人の保育士が必要だと

言われている。この数の確保は現在、見通し

はたっていない。(県内では年間わずか７００	
 

人程度の新卒保育士しか誕生しておらず、そ

のうち約半数は保育業以外への就職)	
 

	
 故に、一時的な待機児童解消のための即効

性に主眼をおいた保育士確保ではなく、抜本

的な公定価格の見直しによる恒久的な処遇の

改善が必要だ。そして高い専門性を保育士に

求めつつキャリアパスのある尊い職場として

の保育所をつくり、保育士が将来の自己実現

の場として夢を描き、長く働ける魅力ある社

会福祉産業としなければならない。	
 

	
 むすびに、沖縄県の保育所待機児童解消に

は、公立保育所の認定こども園移行が最善の

策であると考えるが、単なる量的拡充を急ぐ

事があってはならない。大人の都合のためだ

けの受け皿づくりが目的化してしまうことな

く、すべての子どもたちが格差のない公的な

責任のもとで保育が保障されなければならな

い。沖縄県の戦後はまだ終わらない。挑戦は

まだまだ続くのである。	
 

	
 主体は常に、「子ども」を中心としながら。	
 

― 131 ―

公
開
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ラウンドテーブル 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ラウンドテーブル 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

― ec ―

ラ
ウ
ン
ド
テ
ー
ブ
ル



ラウンドテーブルⅠ          2016年 6月 5日(日)15時 30分～17時 30分 
 

 
[ テーマ ]  
  人間教育・心の教育・性教育 Ⅱ 
[コーディネーター]  
  山田富秋  (松山大学) 
[司会] 
  臼杵百合子 (日本保健医療大学) 
[提案者・討論者] 
  三角正明  (日本保健医療大学) 
  高木茂子  (雑誌編集者) 
  森田真弓  (旭川市立朝日小学校養護教諭 北海道教育大学非常勤) 
  森居あかね (臨床心理士 スクールカウンセラー) 
  早崎里香  (小児科医) 
[はじめに ―ラウンドテーブルの目的― ] 
  前回(2015年、愛知教育大学)に続いて「人間教育・心の教育・性教育」について考え 
 るラウンドテーブルです。今回は全国 1000校の中学校・高等学校の養護教諭への性教育
アンケート実施に関する中間報告、学校現場、医療現場の現状報告と多岐にわたり性教

育を、心の教育・人間教育の観点から討論したいと思います。 
[内容] 
１． 中学校・高等学校養護教諭への「性教育に関するアンケート調査」中間報告 

                        (三角正明 高木茂子) 
   調査方法 
     全国中学校 500校・高等学校 500校、無作為抽出計 1000校  

2015年 12月にアンケート調査表配布、回収 2016年 2月末 
回収率 中学校 253校(50、6％) 高等学校 262校(52、4％) 

    
   主たる結果 

・ 中・高共に約 80%以上で、性教育を実施している。 
・ 子どもと性を取り巻く現実に対して、改善したいと考えるが中・高共に 70％
となっている。 

・ 子どもたちの性に関する知識・情報源について中・高共にインターネットが

１位、次いで友人や先輩、マンガ・コミックと続く。 
・ 性教育の充実に何が必要か、中・高共に自己肯定感・自尊感情を高める教育

が１位、次いで現実に即した情報、心を育てる人間性教育となっている。 

・ 実施における配慮について、高校においては LGBT、家庭環境を重視、中学
においては家庭環境を重視している。 

・ 性教育への授業時間が少ない事が中・高共に課題としている。 
       

2  事例研究 ① 
    「 教員養成大学における≪性教育学≫受講後の学生意識 」 

                            (森田真弓) 
       性教育学の受講生に対して、受講後アンケート調査・グループ討議を実施

性教育に対する意識の変化を明かにする。 
     主たる結果 

・「指導しづらい」と感じていた「性交・妊娠・性感染症」が「指導しなければ」

「指導したい」に変化。 
・ 性教育の重要性を認識、自らが受講した小・中・高の性教育は時間的に不十

分だと感じる。 
・ 性教育の目標達成への、使命感が高まる。 

 
3  事例研究 ② 

 「 解離からデート DVを受けるようになった事例 」 
                        (森居あかね) 
  空想と解離は慢性的なストレス状況におかれた子どもにとっては，唯一 
 の実行可能な逃避行であるが、その状況が恒常化しコントロールを失って 
 社会生活に支障をきたしてしまう場合がある。  
   

4  事例研究 ③  
    「 性教育に対する保護者の意識調査 」 

                             (早崎理香) 
       小児科診療所を受診する中・高生の保護者を対象に、性教育に対する 
      意識調査を実施した。 
     主たる結果 

・ 保護者は、学校での授業(指導)内容を十分に把握できていない。 
・ 子どもたちが、インターネット等から間違った情報を得ている事が不 
  安。正しい性教育の機会が必要。 
・ 年齢にあった教育を段階的に行ってほしい 
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ラウンドテーブルⅠ          2016年 6月 5日(日)15時 30分～17時 30分 
 

 
[ テーマ ]  
  人間教育・心の教育・性教育 Ⅱ 
[コーディネーター]  
  山田富秋  (松山大学) 
[司会] 
  臼杵百合子 (日本保健医療大学) 
[提案者・討論者] 
  三角正明  (日本保健医療大学) 
  高木茂子  (雑誌編集者) 
  森田真弓  (旭川市立朝日小学校養護教諭 北海道教育大学非常勤) 
  森居あかね (臨床心理士 スクールカウンセラー) 
  早崎里香  (小児科医) 
[はじめに ―ラウンドテーブルの目的― ] 
  前回(2015年、愛知教育大学)に続いて「人間教育・心の教育・性教育」について考え 
 るラウンドテーブルです。今回は全国 1000校の中学校・高等学校の養護教諭への性教育
アンケート実施に関する中間報告、学校現場、医療現場の現状報告と多岐にわたり性教

育を、心の教育・人間教育の観点から討論したいと思います。 
[内容] 
１． 中学校・高等学校養護教諭への「性教育に関するアンケート調査」中間報告 

                        (三角正明 高木茂子) 
   調査方法 
     全国中学校 500校・高等学校 500校、無作為抽出計 1000校  

2015年 12月にアンケート調査表配布、回収 2016年 2月末 
回収率 中学校 253校(50、6％) 高等学校 262校(52、4％) 

    
   主たる結果 

・ 中・高共に約 80%以上で、性教育を実施している。 
・ 子どもと性を取り巻く現実に対して、改善したいと考えるが中・高共に 70％
となっている。 

・ 子どもたちの性に関する知識・情報源について中・高共にインターネットが

１位、次いで友人や先輩、マンガ・コミックと続く。 
・ 性教育の充実に何が必要か、中・高共に自己肯定感・自尊感情を高める教育

が１位、次いで現実に即した情報、心を育てる人間性教育となっている。 

・ 実施における配慮について、高校においては LGBT、家庭環境を重視、中学
においては家庭環境を重視している。 

・ 性教育への授業時間が少ない事が中・高共に課題としている。 
       

2  事例研究 ① 
    「 教員養成大学における≪性教育学≫受講後の学生意識 」 

                            (森田真弓) 
       性教育学の受講生に対して、受講後アンケート調査・グループ討議を実施

性教育に対する意識の変化を明かにする。 
     主たる結果 

・「指導しづらい」と感じていた「性交・妊娠・性感染症」が「指導しなければ」

「指導したい」に変化。 
・ 性教育の重要性を認識、自らが受講した小・中・高の性教育は時間的に不十

分だと感じる。 
・ 性教育の目標達成への、使命感が高まる。 

 
3  事例研究 ② 

 「 解離からデート DVを受けるようになった事例 」 
                        (森居あかね) 
  空想と解離は慢性的なストレス状況におかれた子どもにとっては，唯一 
 の実行可能な逃避行であるが、その状況が恒常化しコントロールを失って 
 社会生活に支障をきたしてしまう場合がある。  
   

4  事例研究 ③  
    「 性教育に対する保護者の意識調査 」 

                             (早崎理香) 
       小児科診療所を受診する中・高生の保護者を対象に、性教育に対する 
      意識調査を実施した。 
     主たる結果 

・ 保護者は、学校での授業(指導)内容を十分に把握できていない。 
・ 子どもたちが、インターネット等から間違った情報を得ている事が不 
  安。正しい性教育の機会が必要。 
・ 年齢にあった教育を段階的に行ってほしい 
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子どもの貧困 
−沖縄における若年層をもとに− 

 
コーディネーター・司会：宮内洋（群馬県立女子大学文学部） 

話題提供者：打越正行（特定非営利活動法人 社会理論・動態研究所） 
話題提供者：上間陽子（琉球大学大学院教育学研究科） 

討論者：新藤慶（群馬大学教育学部） 
 
 
はじめに 

 現代日本社会においては主要な問題の一つ

である子どもの貧困について、参加者ととも

に議論を深めていきたい。そのために、今回

の大会開催の地である沖縄県において、若年

層に対する丹念な聞き取り調査を続けている

二人の研究者をお招きし、その調査結果を発

表していただき、机上の空論ではなく、その

切実な質的調査結果から議論を深めていく。

打越正行氏には過酷な環境に置かれる若年男

性を中心に、それを受けて、上間陽子氏には

さらに過酷な環境に置かれる若年女性を中心

に報告していただく。ちなみに、打越氏は日

本教育社会学会の学会誌のレビューでも大き

く取り上げられたように、実際に暴走族の「パ

シリ」としてフィールドワークをおこなった

国内でも稀有な研究者である。 
 なお、本ラウンドテーブルの一部は、JSPS
科研費 25590128「生涯発達から見る〈貧困
化〉のプロセス」（研究代表者・宮内洋）の助

成による研究成果に基づいている。ちなみに、

上記の研究成果としての論文がすでに発表さ

れている。その一部のみを列記する。 
 
① 宮内洋・松宮朝・新藤慶・石岡丈昇・打越

正行 2014a「新たな貧困調査の構想のため
に-日本国内の貧困研究の再検討から-」，
『愛知県立大学教育福祉学部論集』第 62
号，123-135頁． 

② 宮内洋・松宮朝・新藤慶・石岡丈昇・打越

正行 2014b「貧困調査のクリティーク（1）:
『豊かさの底辺に生きる』再考」，『北海道

大学大学院教育学研究院紀要』120 号，
199-230頁． 

③ 宮内洋・松宮朝・新藤慶・石岡丈昇・打越

正行 2015「貧困調査のクリティーク（2）:
『排除する社会・排除に抗する学校』から

考える」，『北海道大学大学院教育学研究院

紀要』122号，49-91頁. 
④ 宮内洋 2015「貧困研究とトラウマ－もう
一つの『まなざしの地獄』－」，『理論と動

態』第 8号，129-142頁． 
 
 このような研究成果から、貧困をめぐる調

査における調査者自身の実感とリフレキシビ

ティ（reflexivity）の重要性や、他者自身の
行動を不合理であると切り捨てるのではなく、

その合理性を理解しようとする態度の重要性

を、上記の共同研究チームは唱えてきた。 
 このラウンドテーブルにおいても、それら

を無視することなどは考えられない。話題提

供者の二人は、上記の重要性を踏まえて調査

をおこなう数少ない研究者であると言えよう。

その二人の報告を受けて、上記の共同研究チ

ームのメンバーでもある新藤慶氏が指定討論

者を務める。これらのやり取りを踏まえて、

参加された方々を巻き込んだ、広く、深い議

論に波を広げていきたいと考えている。 
（宮内洋） 

 

 当日の打越は、「沖縄の暴走族・ヤンキー若

者たち、その後（科研課題番号：26780300）」
の成果を報告する。 
 本研究は、沖縄の若者文化、なかでも暴走

族やヤンキーの若者を対象とした文化研究と

して始めた。その後、バイクに乗ったりそれ

を見物していた男性の若者の多くは、（1）建
築業（2）性風俗業（3）違法就労の 3つの仕
事に就いた。そして、その職業の移行過程で

強い役割を果たすのが「地元つながり」の存

在であった。ここでいう「地元つながり」と

は、中学の先輩－後輩関係にもとづき、卒業

後も生活、就労、余暇などをともにするつな

がりのあり方をさす。都市部で流動的な雇用

や個人化した生活のあり方が指摘される一方

で、沖縄の下層の若者の地元つながりは、非

移動で強固なものである。このように下層の

若者は、産業構造や地域性をめぐって、生活

や雇用の在り方は大きく異なる。そのような

視点から、報告では建築業の若者を対象とし、

地元つながりの現況、また建築業の再編にと

もなう地元つながりの動態について報告する。

それらを通じて、貧困における暴力と時間感

覚をめぐる関係について提案したい。 
（打越正行） 

 
 当日の上間の報告は 2012 年に打越氏とと
もに開始した「沖縄・リスク層の若者調査」

の女性たちのケースをもとに報告する。 
 日本では未成年が性産業に参入しているこ

とがつとに指摘され、東京では、仁藤夢乃さ

んなどの仕事によって、性風俗産業で働く高

校生ならびに JKビジネスの実態が明らかに
されるようになった。しかしながら沖縄の風

俗業界では、それよりもさらに年齢の低い中

学生が働いているとされている。 
 それに加えて性被害も深刻で、2010年には
3 人の男性にレイプされた中学生が自死する
という集団レイプ事件、2013年には、暴力団
組員が福島県や宮城県などに中高生 13 名を

含む 19 名の未成年者を連れて行き売春をさ
せていた集団売春事件、2014年には、教育庁
幹部が 14 歳の中学生に性的行為を行ったと
して逮捕されるなどの事件が起こっている。 
 だがこうした事件において、沖縄の世論は

必ずしも被害者たちを擁護するものにはなら

なかった。そうしたなか、沖縄の風俗業界で

働く女性たちが、どのような家族のなかで育

ち、どういう経緯でその仕事を始めたのかが

知るべく、私たちは調査を設計した。 
 調査は風俗店のオーナーに依頼をし、その

後、私たちのインタビューを受けた人が友人

などを紹介していくという方法で開始した。 
 インタビューに協力してくれた女性たちは、

キャバクラ嬢、風俗嬢、個人のセックスワー

カーまで仕事の内容は異なっているが、話を

聞いたほぼすべての女性が 18 歳未満で仕事
をはじめており、なかには風俗で仕事を始め

た年齢が14歳や15歳のひともいた。当日は、
調査のなかで出会った女性たちのなかで、風

俗の仕事を始めた年齢が14歳から15歳のケ
ースを取り上げ、その家族と仕事について報

告したいと考えている。 
（上間陽子） 
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子どもの貧困 
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話題提供者：打越正行（特定非営利活動法人 社会理論・動態研究所） 
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 だがこうした事件において、沖縄の世論は
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後、私たちのインタビューを受けた人が友人

などを紹介していくという方法で開始した。 
 インタビューに協力してくれた女性たちは、

キャバクラ嬢、風俗嬢、個人のセックスワー

カーまで仕事の内容は異なっているが、話を
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をはじめており、なかには風俗で仕事を始め

た年齢が14歳や15歳のひともいた。当日は、
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紙芝居の可能性を探る 

－次世代への伝承メディア－ 
コーディネーター：鬢櫛 久美子（名古屋柳城短期大学） 
司会者：川北 典子（平安女学院大学） 
提案者：高江洲 弥生（沖縄市役所 平和・男女共同課） 
討論者：堀田 穣（京都学園大学） 

山本 聡子（名古屋柳城短期大学） 
 
【企画趣旨】

１．紙芝居とラウンドテーブル 
日本子ども社会学会で、紙芝居に関するラ

ウンドテーブルの開催は、本大会で 3 年連続

となる。かつて、第 8 回大会（2001 年）か

ら第 12 回大会（2005 年）にかけ、堀田穣氏

の企画で 5 年連続実施されていた。9 年間の

休止期間、デジタル社会の進展もあって、ア

ナログな紙芝居の活用の場は、幼児教育・保

育の場だけでなく、高齢者の介護に、図書館

での読み聞かせに、地域の絆づくりにと広が

った。同時に、紙芝居への注目は、日本だけ

でなく外国にも及んでいる。そこで、紙芝居

研究の現状を把握し、今後の課題を探ること

を目的とし 2014 年、敬愛大学で開催された

第 21 回大会で、「紙芝居研究の現状と課題」

というテーマでラウンドテーブルを企画実施

した。ラウンドテーブルの所要時間では、所

期目的を十分果たすことができないほど、研

究者が交流の場を必要としていることが実感

できた。 
昨年（2015 年）、第 22 回大会（愛知教育

大学開催）では、「紙芝居の可能性を探る－高

齢者介護と紙芝居－」というテーマでラウン

ドテーブルを実施した。かつて街頭紙芝居に

目を輝かせ、魅了された子どもたちが高齢者

となった今日、紙芝居活用は高齢者介護の場

に広がりを見せ、「介護紙芝居」の出版にもつ

ながっている。高齢者介護における紙芝居活

用の模索と実践を通して、そこから見えてく

る紙芝居の可能性を探った。 
また、昨年は、日本保育学会でも「保育に

おける紙芝居活用の可能性を探る」というテ

ーマで自主シンポジウムを実施し、幼児教

育・保育と紙芝居について紙芝居の可能性を

探った。 
 

２．次世代への伝承メディアとしての紙芝居 
2016 年第 23 回大会では、紙芝居に関する

ラウンドテーブルは、開催校が琉球大学とい

うことで、沖縄ならではの企画をしたいと考

え、テーマを「紙芝居の可能性を探る－次世

代への伝承メディア－」とした。 
戦後 70 年を迎えた昨年、沖縄では戦争体

験を風化させないように、戦争を語り継ぐメ

ディアとして、紙芝居を制作し活用している

様子が報道された。戦時下、国策紙芝居とし

て戦争協力に用いられた紙芝居が、今日では

平和な社会を希求するメディアとして活用さ

れているのだ。紙芝居が「大人から子どもへ」

の伝達のすぐれたメディアであることの証と

もいえるのではないだろうか。沖縄で紙芝居

を活用されている方々の実践事例を通して、

体験を紙芝居にすること、そして演じること

の意義についても考えてみたい。沖縄では紙

芝居が盛んに活用されていることは、報道、

インターネットなどでうかがい知ることがで

きる。しかし、戦争を経験していない者、沖

縄の文化について疎い者が、どのようにして

提案者を依頼すればよいのか、スタートの時

点で戸惑いが生じた。新聞社に問い合わせた

り、研究者仲間の関係筋から情報と協力も頂

いた。活動されている方々の高齢化、地理的

な問題等があり、簡単には進まなかったが、

幸いにして、沖縄市役所平和・男女共同課

の職員の方々が、上司の承諾もとって、提

案者を引きうけてくださった。 
放送大学の富永大介教授からは、現職の

教員であり絵本作家でもある金城明美氏の

存在をお教えいただいた。母親の戦争体験

を記した「つるちゃん」を始めとして、戦

争体験を絵本にし、子どもたちとのコミュ

ニケーションメディアとしているとのこと

である。金城明美氏は、「沖縄戦を体験した

方と今の子どもたちが抱える問題には共通

点がある」（www.tsuru-chan.jp）と語って

おられる。 
 

３．紙芝居活用の可能性 
これまでのラウンドテーブル等で、紙芝居

の活用は臨床心理学への応用が可能ではない

かとの議論もあった。確かに、子どもが作る

紙芝居には、子どもの心の表出がみられ、大

人と子どもの関わりを育むことが確認されて

いる。また、子どもだけでなく、紙芝居を手

作りすることとPTSDとの関係もアメリカの

タラ・マックガワン氏の研究をもとに報告が

なされた。高齢者介護においては、高齢者の

自分史紙芝居を活用することで、介護者と被

介護者の関係が、人と人との尊厳ある関係に

基づいたものとなること等、紙芝居の可能性

が見えてきている。 
本ラウンドテーブルにおいて、どのような

紙芝居の可能性が発見されるのか、大いに期

待したい。 
（企画者 鬢櫛久美子） 
 

【新聞記事になった戦争体験紙芝居】 
＜つなぐ記憶・沖縄戦 66 年＞戦争体験

紙芝居に／名護市教委制作 元学徒・北

城さん原作 2011.06.24 琉球新報朝刊 
【名護】名護市教育委員会市史編さん係

はこのほど、元ひめゆり学徒隊の北城良

子さん（84）＝同市宮里＝の手記を基に

した紙芝居「六月がくるたびに」を制作

した。これまで民話の紙芝居を制作して

きたが、沖縄戦をテーマにした作品は初

めて。 
＜博物館が紙芝居制作/「ナビィおばあの

戦争体験」/宜野座村＞1999 年 6 月 22
日 琉球新報 
  【宜野座】民話紙芝居の制作に力を入

れてきた宜野座村立博物館(宜野座村教

育課 098-968-4378）が、戦争を題材に

した紙芝居を初めて完成させた。題名は

「ナビィおばあの戦争体験」。戦前フィリ

ピンに移民し、その地で戦争に巻き込ま

れた村民の体験を基に同博物館の学芸委

員の平田信子さん(58)が文、運営委員の

知名美佐子さん(39)が絵を担当し 1 年が

かりで作り上げた。 
［戦後 70 年 今、伝える］／「10･10
空襲」語り継ぐ集い／10 日 那覇で

2015.10.06 沖縄タイムス朝刊 
那覇市街を中心に県内各地に大きな被

害を出した 1944 年の 10・10 空襲を考え

る「十・十空襲を風化させない市民の集

い」（同実行委員会主催）が 10 日午後 7
時半から、那覇市首里崎山町のアルテ崎

山で開かれる。 
作家の故船越義彰さん作「那覇空襲」

を基にした紙芝居を佐渡山安博さん（46）
が披露するほか、2 人組音楽ユニット「そ

ら」が 10･10 空襲を題材にしたオリジナ

ル曲を歌う。 
［たどる つなぐ・戦後 68 年］／戦争

の記憶 児童に語る／高齢者、平和学習
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－次世代への伝承メディア－ 
コーディネーター：鬢櫛 久美子（名古屋柳城短期大学） 
司会者：川北 典子（平安女学院大学） 
提案者：高江洲 弥生（沖縄市役所 平和・男女共同課） 
討論者：堀田 穣（京都学園大学） 

山本 聡子（名古屋柳城短期大学） 
 
【企画趣旨】

１．紙芝居とラウンドテーブル 
日本子ども社会学会で、紙芝居に関するラ

ウンドテーブルの開催は、本大会で 3 年連続

となる。かつて、第 8 回大会（2001 年）か

ら第 12 回大会（2005 年）にかけ、堀田穣氏

の企画で 5 年連続実施されていた。9 年間の

休止期間、デジタル社会の進展もあって、ア

ナログな紙芝居の活用の場は、幼児教育・保

育の場だけでなく、高齢者の介護に、図書館

での読み聞かせに、地域の絆づくりにと広が

った。同時に、紙芝居への注目は、日本だけ
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研究の現状を把握し、今後の課題を探ること

を目的とし 2014 年、敬愛大学で開催された

第 21 回大会で、「紙芝居研究の現状と課題」

というテーマでラウンドテーブルを企画実施
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究者が交流の場を必要としていることが実感

できた。 
昨年（2015 年）、第 22 回大会（愛知教育

大学開催）では、「紙芝居の可能性を探る－高

齢者介護と紙芝居－」というテーマでラウン
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となった今日、紙芝居活用は高齢者介護の場

に広がりを見せ、「介護紙芝居」の出版にもつ

ながっている。高齢者介護における紙芝居活

用の模索と実践を通して、そこから見えてく

る紙芝居の可能性を探った。 
また、昨年は、日本保育学会でも「保育に

おける紙芝居活用の可能性を探る」というテ

ーマで自主シンポジウムを実施し、幼児教

育・保育と紙芝居について紙芝居の可能性を

探った。 
 

２．次世代への伝承メディアとしての紙芝居 
2016 年第 23 回大会では、紙芝居に関する

ラウンドテーブルは、開催校が琉球大学とい

うことで、沖縄ならではの企画をしたいと考

え、テーマを「紙芝居の可能性を探る－次世

代への伝承メディア－」とした。 
戦後 70 年を迎えた昨年、沖縄では戦争体

験を風化させないように、戦争を語り継ぐメ

ディアとして、紙芝居を制作し活用している

様子が報道された。戦時下、国策紙芝居とし

て戦争協力に用いられた紙芝居が、今日では

平和な社会を希求するメディアとして活用さ

れているのだ。紙芝居が「大人から子どもへ」

の伝達のすぐれたメディアであることの証と

もいえるのではないだろうか。沖縄で紙芝居

を活用されている方々の実践事例を通して、

体験を紙芝居にすること、そして演じること

の意義についても考えてみたい。沖縄では紙

芝居が盛んに活用されていることは、報道、

インターネットなどでうかがい知ることがで

きる。しかし、戦争を経験していない者、沖

縄の文化について疎い者が、どのようにして

提案者を依頼すればよいのか、スタートの時

点で戸惑いが生じた。新聞社に問い合わせた

り、研究者仲間の関係筋から情報と協力も頂

いた。活動されている方々の高齢化、地理的

な問題等があり、簡単には進まなかったが、

幸いにして、沖縄市役所平和・男女共同課

の職員の方々が、上司の承諾もとって、提

案者を引きうけてくださった。 
放送大学の富永大介教授からは、現職の

教員であり絵本作家でもある金城明美氏の

存在をお教えいただいた。母親の戦争体験

を記した「つるちゃん」を始めとして、戦

争体験を絵本にし、子どもたちとのコミュ

ニケーションメディアとしているとのこと

である。金城明美氏は、「沖縄戦を体験した

方と今の子どもたちが抱える問題には共通

点がある」（www.tsuru-chan.jp）と語って

おられる。 
 

３．紙芝居活用の可能性 
これまでのラウンドテーブル等で、紙芝居

の活用は臨床心理学への応用が可能ではない

かとの議論もあった。確かに、子どもが作る

紙芝居には、子どもの心の表出がみられ、大

人と子どもの関わりを育むことが確認されて

いる。また、子どもだけでなく、紙芝居を手

作りすることとPTSDとの関係もアメリカの

タラ・マックガワン氏の研究をもとに報告が

なされた。高齢者介護においては、高齢者の

自分史紙芝居を活用することで、介護者と被

介護者の関係が、人と人との尊厳ある関係に

基づいたものとなること等、紙芝居の可能性

が見えてきている。 
本ラウンドテーブルにおいて、どのような

紙芝居の可能性が発見されるのか、大いに期

待したい。 
（企画者 鬢櫛久美子） 
 

【新聞記事になった戦争体験紙芝居】 
＜つなぐ記憶・沖縄戦 66 年＞戦争体験

紙芝居に／名護市教委制作 元学徒・北

城さん原作 2011.06.24 琉球新報朝刊 
【名護】名護市教育委員会市史編さん係

はこのほど、元ひめゆり学徒隊の北城良

子さん（84）＝同市宮里＝の手記を基に

した紙芝居「六月がくるたびに」を制作

した。これまで民話の紙芝居を制作して

きたが、沖縄戦をテーマにした作品は初

めて。 
＜博物館が紙芝居制作/「ナビィおばあの

戦争体験」/宜野座村＞1999 年 6 月 22
日 琉球新報 
  【宜野座】民話紙芝居の制作に力を入

れてきた宜野座村立博物館(宜野座村教

育課 098-968-4378）が、戦争を題材に

した紙芝居を初めて完成させた。題名は

「ナビィおばあの戦争体験」。戦前フィリ

ピンに移民し、その地で戦争に巻き込ま

れた村民の体験を基に同博物館の学芸委

員の平田信子さん(58)が文、運営委員の

知名美佐子さん(39)が絵を担当し 1 年が

かりで作り上げた。 
［戦後 70 年 今、伝える］／「10･10
空襲」語り継ぐ集い／10 日 那覇で

2015.10.06 沖縄タイムス朝刊 
那覇市街を中心に県内各地に大きな被

害を出した 1944 年の 10・10 空襲を考え

る「十・十空襲を風化させない市民の集

い」（同実行委員会主催）が 10 日午後 7
時半から、那覇市首里崎山町のアルテ崎

山で開かれる。 
作家の故船越義彰さん作「那覇空襲」

を基にした紙芝居を佐渡山安博さん（46）
が披露するほか、2 人組音楽ユニット「そ

ら」が 10･10 空襲を題材にしたオリジナ

ル曲を歌う。 
［たどる つなぐ・戦後 68 年］／戦争

の記憶 児童に語る／高齢者、平和学習
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会で安謝福祉施設 2013.06.21 沖縄タ

イムス朝刊 
慰霊の日を前に、那覇市の安謝福祉複

合施設は 20 日、安謝小学校の 2 年生 80
人が、施設内でデイサービスを利用する

お年寄りから沖縄戦の体験談を聞く平和

学習会を開いた。 
学習会では職員が紙芝居を使って、旧

日本兵が住民をスパイ視し、食糧を奪っ

た実態を伝えた。 
 
このようにちょっと調べただけで、戦争体

験を紙芝居にして伝承しているという新聞記

事がたくさん掲載されている。 
もちろん戦争体験の紙芝居化は沖縄だけの

現象ではなく、全国で行われている。ほとん

どが、手づくり紙芝居なので、作者や思い入

れのある人が亡くなってしまうと、その後、

活かし切れず、本来の存在意義も忘れられ、

やがて廃棄されて終るのではないかと危惧し

ている。 
芸術的な存在意義だったり、作品の完成度

からすると、それらは素人がたどたどしい筆

致で描いたものがほとんどなので、価値が低

いと考えられがちでもある。しかし、民衆の

記憶としての戦争体験と見ると、また、違っ

てくるのではないだろうか。 
歴史学研究においても、オーラルヒストリ

ーの価値が再評価されつつあるが、戦争体験

は語るばかりでなく、強烈な視覚的印象も体

験者に遺すので、紙芝居はまさに、そのよう

な記憶を語るメディアとして格好のものなの

であった。 
これが、作られたはいいが、埋もれていっ

てしまうかと思うと、誠にもったいないこと

である。それらをデジタル保存してデータベ

ース化できないかと、かつて提案したことが

ある。 
そして沖縄における紙芝居の歴史というこ

とにまったく情報を持っていない。街頭紙芝

居はあったのか、戦後学校や幼稚園、保育所

では教育紙芝居は演じられていたのか、等々、

教えてもらいたいことが山ほどある。 
戦争体験紙芝居の記事を全国比較で計量し

てみると、おそらく沖縄がダントツに一位に

おさまるのではなかろうか。なぜここまで、

紙芝居という手段を選択したのかも、興味が

つきないのである。 
（討論者 堀田 穣） 
 
【紙芝居で語り継ぐ、「大人から子どもへ」】 

保育現場において、紙芝居は絵本と並び日

常的に活用されている児童文化財である。現

状では、舞台の使用頻度が低い点など、紙芝

居の持つ特性が最大限に活用されているとは

言い難い（鬢櫛ら 2010）。しかしそうではあ

っても、「大人から子どもへ」伝えたいことが

ある時、紙芝居の持つ感化力や高い伝達性へ

の期待は大きく、紙芝居が取り入れられてい

ると考えられる。 
紙芝居の歴史を振り返れば、第二次世界大

戦時、国威発揚のために国策紙芝居が作られ、

広く演じられていたことも、紙芝居への期待

の高さの一端を示している。現在においても、

幼児向けの紙芝居には、「社会」「しつけ」「行

事」「道徳」といったジャンルの作品が多くあ

り、さらに、絵本にはない教育上のねらいが

紙芝居には付されていたりする（鬢櫛ら

2006）。また、「交通安全」「防災」「環境」な

どの教育的な内容を幼児にもわかりやすく伝

えるための紙芝居作品を、公的機関や企業、

個人が制作、配布する例も多くある。 
なぜ、「何かを伝えたい時」に紙芝居が選

ばれるのだろうか。絵と文章で話が進むとい

う点では絵本も紙芝居も同じではあるが、も

ともと一人で楽しむものである絵本とは異な

り、紙芝居は演じ手が大勢の観客に演じて見

せることを前提としたつくりになっている。

１場面ごとの絵も大きく、印象に残りやすい。

演じ手は、登場人物になりきって演じながら、

観客とのやりとりを受けて、さらに物語を膨

らませてゆく。 
また紙芝居では、観客同士の相互作用も重

要である。紙芝居を見ている時の子どもたち

を観察していると、面白いシーンでまずスト

レートに笑いなどの反応をし、さらに仲良し

の友達など周りの子どもも笑っている様子を

受けて、さらに盛り上がる、という場面をよ

く見かける。そしてその盛り上がりは演じ手

にも伝わり、共に芝居を成立させる力となる

のである。このような相乗効果が産むドラマ

性が、紙芝居の強みであり、紙芝居の「伝え

たいこと」を子どもの心に強く印象付けるの

ではないか。 
一方、紙芝居で伝える内容についても考察

したい。子どもに与えるなら、かわいく穏や

かなものを、という時代の流れがある。昔話

の残酷なシーンが改変された紙芝居が多く出

回り、児童文化を選択して子どもたちに与え

る保育者たちも、土臭い表現よりも現代的な

「かわいい」絵柄を好む傾向がある。子ども

に「かわいい絵」と「こわい絵」とを用いた

紙芝居を読み聞かせたところ、かわいい絵の

方が強く子どもの印象に残っていたとする研

究結果もある（岡村 2000）。歴史的にも見

ても、第二次世界大戦前後に広く流行した街

頭紙芝居は、商業的な成功を求めた娯楽的な

作品が多くなり、低俗で猥雑な内容に走りが

ちになったため批判を浴びた。そしてその反

省から、子どものためにより良いもの紙芝居

をという教育紙芝居運動につながっていった

（鬢櫛ら 2006）。このように、子どもから

恐ろしいものや俗悪なもの、刺激の強い表現

を遠ざけようという考えがある一方で、大人

が俗悪とする文化や残酷な行為に接すること

も、その経験を通して子どもが自らの中に善

悪の判断基準を形成するために大切な必要悪

であるとする考えもある（片岡 2011）。 
戦争の悲惨さ、恐ろしさを後世に伝え平和

を願う沖縄の紙芝居は過酷な体験や死にまつ

わる出来事を避けて通れない。もし放送メデ

ィアや電子メディアなどの双方向性のない、

人を介さない媒体で伝えられたなら、その恐

ろしさだけが強調されたり、反対に自分には

関係のないこととして子どもに響かなかった

りするかもしれない。しかし、演じ手の肉声

を通して聴き、観客同士も共鳴し合いながら

受けとめる紙芝居というメディアでならば、

子どもの感じ方、受け止めもより深く、一人

ひとりの身に迫ったものになるだろう。死が

非日常として扱われがちな現代で、人がじか

に目の前で語る、共感性の高い紙芝居という

メディアで戦争体験が大人から子どもへと伝

えられることの意義は大きいと考えられる。 
本ラウンドテーブルでは、実際に沖縄で語

り聞かせをしておられる方々の見た子どもの

反応の様子などのお話も伺いながら、紙芝居

のさらなる可能性を探っていければと思って

いる。 
（討論者 山本 聡子） 
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会で安謝福祉施設 2013.06.21 沖縄タ

イムス朝刊 
慰霊の日を前に、那覇市の安謝福祉複

合施設は 20 日、安謝小学校の 2 年生 80
人が、施設内でデイサービスを利用する

お年寄りから沖縄戦の体験談を聞く平和

学習会を開いた。 
学習会では職員が紙芝居を使って、旧

日本兵が住民をスパイ視し、食糧を奪っ

た実態を伝えた。 
 
このようにちょっと調べただけで、戦争体

験を紙芝居にして伝承しているという新聞記

事がたくさん掲載されている。 
もちろん戦争体験の紙芝居化は沖縄だけの

現象ではなく、全国で行われている。ほとん

どが、手づくり紙芝居なので、作者や思い入

れのある人が亡くなってしまうと、その後、

活かし切れず、本来の存在意義も忘れられ、

やがて廃棄されて終るのではないかと危惧し

ている。 
芸術的な存在意義だったり、作品の完成度

からすると、それらは素人がたどたどしい筆

致で描いたものがほとんどなので、価値が低

いと考えられがちでもある。しかし、民衆の

記憶としての戦争体験と見ると、また、違っ

てくるのではないだろうか。 
歴史学研究においても、オーラルヒストリ

ーの価値が再評価されつつあるが、戦争体験

は語るばかりでなく、強烈な視覚的印象も体

験者に遺すので、紙芝居はまさに、そのよう

な記憶を語るメディアとして格好のものなの

であった。 
これが、作られたはいいが、埋もれていっ

てしまうかと思うと、誠にもったいないこと

である。それらをデジタル保存してデータベ

ース化できないかと、かつて提案したことが

ある。 
そして沖縄における紙芝居の歴史というこ

とにまったく情報を持っていない。街頭紙芝

居はあったのか、戦後学校や幼稚園、保育所

では教育紙芝居は演じられていたのか、等々、

教えてもらいたいことが山ほどある。 
戦争体験紙芝居の記事を全国比較で計量し

てみると、おそらく沖縄がダントツに一位に

おさまるのではなかろうか。なぜここまで、

紙芝居という手段を選択したのかも、興味が

つきないのである。 
（討論者 堀田 穣） 
 
【紙芝居で語り継ぐ、「大人から子どもへ」】 

保育現場において、紙芝居は絵本と並び日

常的に活用されている児童文化財である。現

状では、舞台の使用頻度が低い点など、紙芝

居の持つ特性が最大限に活用されているとは

言い難い（鬢櫛ら 2010）。しかしそうではあ

っても、「大人から子どもへ」伝えたいことが

ある時、紙芝居の持つ感化力や高い伝達性へ

の期待は大きく、紙芝居が取り入れられてい

ると考えられる。 
紙芝居の歴史を振り返れば、第二次世界大

戦時、国威発揚のために国策紙芝居が作られ、

広く演じられていたことも、紙芝居への期待

の高さの一端を示している。現在においても、

幼児向けの紙芝居には、「社会」「しつけ」「行

事」「道徳」といったジャンルの作品が多くあ

り、さらに、絵本にはない教育上のねらいが

紙芝居には付されていたりする（鬢櫛ら

2006）。また、「交通安全」「防災」「環境」な

どの教育的な内容を幼児にもわかりやすく伝

えるための紙芝居作品を、公的機関や企業、

個人が制作、配布する例も多くある。 
なぜ、「何かを伝えたい時」に紙芝居が選

ばれるのだろうか。絵と文章で話が進むとい

う点では絵本も紙芝居も同じではあるが、も

ともと一人で楽しむものである絵本とは異な

り、紙芝居は演じ手が大勢の観客に演じて見

せることを前提としたつくりになっている。

１場面ごとの絵も大きく、印象に残りやすい。

演じ手は、登場人物になりきって演じながら、

観客とのやりとりを受けて、さらに物語を膨

らませてゆく。 
また紙芝居では、観客同士の相互作用も重

要である。紙芝居を見ている時の子どもたち

を観察していると、面白いシーンでまずスト

レートに笑いなどの反応をし、さらに仲良し

の友達など周りの子どもも笑っている様子を

受けて、さらに盛り上がる、という場面をよ

く見かける。そしてその盛り上がりは演じ手

にも伝わり、共に芝居を成立させる力となる

のである。このような相乗効果が産むドラマ

性が、紙芝居の強みであり、紙芝居の「伝え

たいこと」を子どもの心に強く印象付けるの

ではないか。 
一方、紙芝居で伝える内容についても考察

したい。子どもに与えるなら、かわいく穏や

かなものを、という時代の流れがある。昔話

の残酷なシーンが改変された紙芝居が多く出

回り、児童文化を選択して子どもたちに与え

る保育者たちも、土臭い表現よりも現代的な

「かわいい」絵柄を好む傾向がある。子ども

に「かわいい絵」と「こわい絵」とを用いた

紙芝居を読み聞かせたところ、かわいい絵の

方が強く子どもの印象に残っていたとする研

究結果もある（岡村 2000）。歴史的にも見

ても、第二次世界大戦前後に広く流行した街

頭紙芝居は、商業的な成功を求めた娯楽的な

作品が多くなり、低俗で猥雑な内容に走りが

ちになったため批判を浴びた。そしてその反

省から、子どものためにより良いもの紙芝居

をという教育紙芝居運動につながっていった

（鬢櫛ら 2006）。このように、子どもから

恐ろしいものや俗悪なもの、刺激の強い表現

を遠ざけようという考えがある一方で、大人

が俗悪とする文化や残酷な行為に接すること

も、その経験を通して子どもが自らの中に善

悪の判断基準を形成するために大切な必要悪

であるとする考えもある（片岡 2011）。 
戦争の悲惨さ、恐ろしさを後世に伝え平和

を願う沖縄の紙芝居は過酷な体験や死にまつ

わる出来事を避けて通れない。もし放送メデ

ィアや電子メディアなどの双方向性のない、

人を介さない媒体で伝えられたなら、その恐

ろしさだけが強調されたり、反対に自分には

関係のないこととして子どもに響かなかった

りするかもしれない。しかし、演じ手の肉声

を通して聴き、観客同士も共鳴し合いながら

受けとめる紙芝居というメディアでならば、

子どもの感じ方、受け止めもより深く、一人

ひとりの身に迫ったものになるだろう。死が

非日常として扱われがちな現代で、人がじか

に目の前で語る、共感性の高い紙芝居という

メディアで戦争体験が大人から子どもへと伝

えられることの意義は大きいと考えられる。 
本ラウンドテーブルでは、実際に沖縄で語

り聞かせをしておられる方々の見た子どもの

反応の様子などのお話も伺いながら、紙芝居

のさらなる可能性を探っていければと思って

いる。 
（討論者 山本 聡子） 
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